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巻　頭　言

日本高等教育評価機構（以下、評価機構）は、平成 16（2004）年に私立大学などに対して第三者評

価を実施する財団法人として発足し、平成 17（2005）年に大学機関別認証評価機関、平成 21（2009）

年に短期大学機関別認証評価機関、平成 22（2010）年にファッション・ビジネス系専門職大学院認

証評価機関としてそれぞれ文部科学大臣から認証を受けました。また、公益法人改革関連法に基づき、

内閣総理大臣から公益財団法人の認定を受け「公益財団法人 日本高等教育評価機構」として平成 24

（2012）年 4 月 1 日に新たな出発をしました。

大学等の機関別認証評価は、国の定める 7 年以内ごとに一度の最初のサイクルが終わり、第 2 期を迎

えています。これを機会に、これまでの経験を踏まえて、大学の自己点検・評価及び認証評価のあり方

や役割を再検討し、認証評価システムの全面的な改訂を行い、平成 24（2012）年度から新たな評価シ

ステムにより、認証評価を実施しています。

新しい評価システムが始まってまだ間もない時期ではありますが、第 3 期に向けた評価システムの検

討と、より質の高い評価活動のために、評価機構では二つのテーマについて調査研究を行いました。

テーマ 1 は「大学の学修成果に関する調査研究」として、会員校に対し学修成果をどう捉えているか

のアンケート調査を行い、それを踏まえて日米の大学等に対しインタビュー調査を行いました。学修成

果の評価をどう行うかは、第 3 期の評価システム開発に向けての欠かせない要素であり、貴重な成果が

得られました。

テーマ 2 では、「評価員候補者の推薦と登録に関する調査研究」として、評価の実施に欠かせない存

在である「評価員（候補者）」の実態に焦点を当てました。各大学が評価員候補者の推薦依頼を受けた

ときの意思決定の仕組みや学内での処遇の調査と、評価機構事務局内での推薦・登録業務の振返りによ

り、評価員候補者を安定的に確保する方策を探ったものです。

本報告書は、これらの調査結果についての情報共有を目的としてまとめたものです。今後、各大学が

より積極的な自己点検・評価の実施やそれに伴う改革改善に向けて参考としてご活用いただければ幸い

です。

最後に、この調査研究にご協力いただきました関係者の方々に衷心より御礼申し上げます。

平成 26（2014）年 12 月

公益財団法人　日本高等教育評価機構

理事長　黒田　壽二
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テーマ１　大学の学修成果に関する調査研究

　 　

本調査研究の意義

　 　

アメリカにおいてブッシュ政権下の教育省長官で

あったマーガレット・スペリングズ氏は、アメリカの

高等教育のおける学生の学修の質は十分でなく、ある

いは低下しており、大学や関係機関はこれに向き合う

ように求めたことがあった。平成 19（2007）年のこ

とである。

アメリカの大学のもつ優秀性は誰もが認めてきたこ

とであろうが、それが必ずしもそうではないことを指

摘したのである。大学数が 5,000 校ともなれば、その

多くが優秀であるとは限らないことは当然としても、

なぜ教育長官はそのようなことを指摘したのであろう

か。

一つには、アメリカの多くの産業が国際的な競争力

を失い、アメリカ経済にもいわゆる双子の赤字が大き

く影を落とすようになった。つまり、国家財政の問題

と貿易赤字の累積がかつてないほどになったことであ

る。国家財政は財政の崖として連邦議会でも何度も議

論された。同時に、アメリカの労働者の質が問われ出

したのである。労働者の質は高等教育の質によるとい

う図式が広く受入れられるようになったことがスペン

リグズ氏の憂慮の背景であった。

高等教育の質は、同時に学生の学修成果を見れば分

かるとの信念も台頭した。こうして学生の学修成果

（Student Learning Outcomes）は、新世紀の最初の

10 年の間に広くアメリカ社会で問われるようになっ

た。やがて、スペリングズ長官の求めは、アクレディ

テーション団体や、高等教育関係の諸機関や団体に浸

透していった。

我が国においても、認証評価の開始とともに、特に

第 2 期に向けての評価方法の改善や評価内容について

の再検討の折、このことが取り上げられたのである。

こうして、学生の学修成果は、認証評価の第 2 期にお

いて明らかに問われることになったのである。

こうした認証評価の深まりと社会や時代の要請に

沿って、大学の自己点検や評価の更なる実質化をめざ

して、日本高等教育評価機構では、アメリカの学修成

果をめぐる動向を把握し、あわせて国内大学の新しい

動向をアンケートによって探り、その動向をさらに詳

細に把握するため訪問調査を行ったのである。

これらの調査の結果は、認証評価の第 3 サイクル

の評価基準などには直接的に反映することがうかがわ

れ、国際的な学修成果評価の内容と方法を意識しつつ、

よりよい我が国の認証評価や大学の自己点検・自己評

価に反映することが期待されている。

本報告書の随所に散見されるように、我が国大学の

取組みや工夫には実に多様であり、またその切実さは

今日の大学の真の姿をも反映していよう。我が国の大

学は決して立止まってはいないし、むしろ厳しい時代

をたくましく生延びているようにも見える。そのため

の大学の努力の成果と、その進捗状況を確認しておく

ことが本報告書の目的である。

羽田　積男（日本大学文理学部教授）



6

テーマ１　Ⅰ．大学の学修成果に関するアンケート調査

　 　

Ⅰ．大学の学修成果に関するアンケート調査

　 　

１．調査目的

　国内の大学等の学修成果に対する評価のあり方につ

いて具体的内容や傾向を把握し、その結果を必要に応

じて今後の評価基準に反映すること。

２．調査概要

方法：各大学の担当窓口として当機構に登録されてい

るアドレスにメールで依頼、回答はウェブ上に入力す

るか質問票をダウンロードして返送

実施期間：平成 25（2013）年 7 月 8 日（メール送信

日）～ 8 月 9 日

対象：317 校（公立 1、私立 316。全て当機構会員校）

回答校数：268 校

回答率：84.5％

３．アンケート結果

◆大学全体の基本状況

※�大学院を除く。ただし、大学院大学の場合は、研究

科を学部に読替えてください。

（1）大学名

（本項の最後に回答大学一覧を掲載）

（2）大学の設置年度（西暦）

1922 年以前 3 1.1％

1923 － 1932 年 1 0.4％

1933 － 1942 年 2 0.7％

1943 － 1952 年 21 7.8％

1953 － 1962 年 20 7.5％

1963 － 1972 年 63 23.5％

1973 － 1982 年 16 6.0％

1983 － 1992 年 33 12.3％

1993 － 2002 年 73 27.2％

2003 － 2012 年 36 13.4％

（3）所在地（都道府県）（本部所在地）

北海道 13 4.9％

青森県 4 1.5％

岩手県 1 0.4％

宮城県 6 2.2％

秋田県 0 0.0％

山形県 1 0.4％

福島県 3 1.1％

茨城県 1 0.4％

栃木県 3 1.1％

群馬県 5 1.9％

埼玉県 15 5.6％

千葉県 13 4.9％

東京都 36 13.4％

神奈川県 8 3.0％

新潟県 3 1.1％

富山県 3 1.1％

石川県 6 2.2％

福井県 2 0.7％

山梨県 3 1.1％

長野県 4 1.5％

岐阜県 3 1.1％

静岡県 3 1.1％

愛知県 25 9.3％

三重県 3 1.1％

滋賀県 3 1.1％

京都府 9 3.4％

大阪府 26 9.7％

兵庫県 10 3.7％

奈良県 2 0.7％

和歌山県 0 0.0％

鳥取県 0 0.0％

島根県 0 0.0％

岡山県 9 3.4％

広島県 8 3.0％

山口県 4 1.5％

徳島県 1 0.4％

香川県 2 0.7％

愛媛県 1 0.4％

高知県 0 0.0％

福岡県 11 4.1％

佐賀県 1 0.4％

長崎県 2 0.7％

熊本県 5 1.9％

大分県 2 0.7％

宮崎県 3 1.1％

鹿児島県 3 1.1％

沖縄県 2 0.7％

（4）設置学部の種類（設置学部すべてについて選択）

1. 文学関係　2. 教育学・保育学関係 　3. 法学関係

4. 経済学関係　5. 社会学・社会福祉学関係　6. 理学関

係　7. 工学関係　8. 農学関係　9. 獣医学関係　10. 薬
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テーマ１　Ⅰ．大学の学修成果に関するアンケート調査

学関係　11. 家政関係　12. 美術関係　13. 音楽関係　

14. 体育関係　15. 保健衛生学（看護学）関係　16. 保

健衛生学（看護学除く）関係　17. 医学関係　18. 歯学

関係

1 文学関係 77 28.7％

2 文学関係・保育学関係 72 26.9％

3 法学関係 28 10.4％

4 経済学関係 90 33.6％

5 社会学・社会福祉学関係 77 29.1％

6 理学関係 16 6.0％

7 工学関係 50 18.7％

8 農学関係 11 4.1％

9 獣医学関係 3 1.1％

10 薬学関係 20 7.5％

11 家政関係 43 16.0％

12 美術関係 23 8.6％

13 音楽関係 21 7.8％

14 体育関係 18 6.7％

15 保健衛生学（看護学）関係 49 18.3％

16 保健衛生学（看護学除く）関係 41 15.3％

17 医学関係 6 2.2％

18 歯学関係 7 2.6％

（5�）大学の規模　※平成 25 年 5 月 1 日時点（募集停

止の学部・学科を除く）

学部数

1 100 37.5％

2 78 29.1％

3 44 16.4％

4 17 6.3％

5 13 5.2％

6 3 1.1％

7 7 2.6％

8 3 1.1％

9 1 0.4％

10 1 0.4％

（6）収容定員と在籍学生数（募集停止の学部は含まない）

学部全体の収容定員

1 － 500 31 11.6％

501 － 1000 61 22.8％

1001 － 1500 43 16.0％

1501 － 2000 35 13.1％

2001 － 3000 41 15.7％

3001 － 5000 29 10.8％

5001 以上 27 10.1％

学部全体の在籍学生数

1 － 500 45 16.8％

501 － 1000 60 22.4％

1001 － 1500 45 16.8％

1501 － 2000 25 9.7％

2001 － 3000 36 13.4％

3001 － 5000 29 10.8％

5001 以上 27 10.1％

（7�）前回（平成 24 年度まで）の大学機関別認証評価

はどちらの機関で受けましたか。（複数選択可）

１．大学基準協会 30 11.2％

２．大学評価・学位授与機構 2 0.7％

３．日本高等教育評価機構 226 84.7％

無回答 13 4.9％

◆大学の学修成果の内容及び評価の方法等

※�大学院を除く。ただし、大学院大学の場合は、研究

科を学部に読替えてください。

（8）教育目的を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている 209 78.0％

２．学部ごとで定めている 144 53.7％

３．定めていない 3 6.0％

４．その他 43 16.0％

無回答 8 3.0％

「４．その他」の内容

※�「４．その他」を選択していなくても記述があれば

記載。以下同じ。

学科ごとに定めている／学部学科ごとで定めている／

器楽、声楽、ミュージック・リサーチ、演奏家の各コー

スに設定／学部のほか、学科・専攻ごとに定めている

／設置学科も定めている／学則で学部・学科ごと定め

ている／「人材養成の目的」として学科ごとで定めて

いる／シラバスに「学習成果の評価」の方法と基準を

記載／大学と 1 学部 3 学科及び 3 専攻ごとで定めて

いる／国家試験合格率等が評価の指標となる

（9�）ディプロマポリシー（学位授与の方針）を定めて

いますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている 155 57.8％

２．学部ごとで定めている 139 51.9％

３．定めていない 16 6.0％
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４．その他 60 22.4％

無回答 3 1.1％

「４．その他」の内容

　学科ごとに定めている／学部学科ごとで定めている

／学科、専攻（コース）ごとに定めている／薬学部に

ついては 6 年制課程、4 年制個別課程に定めている／

学部のほか、学科・専攻ごとに定めている／設置学科

も定め、学部の方針を大学全体に置き換えている／

ディプロマポリシーと明示してはいないが、本学の自

己点検評価書では、「単位認定、進級および卒業・修

了認定等軒順の明確化とその厳格な適用」の項で、学

位授与の方針を明らかにしている。現在、教務部長を

中心に明文化の作業を進めている／策定中／検討中／

作成中

（10�）カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の

方針）を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている 148 55.2％

２．学部ごとで定めている 141 52.6％

３．定めていない 11 4.1％

４．その他 64 23.9％

無回答 1 0.4％

「４．その他」の内容

学科ごとに定めている／学部学科ごとに定めている／

学科、専攻（コース、学系）ごとに定めている／薬学

部については 6 年制課程、4 年制個別課程に定めてい

る／学部のほか、学科・専攻ごとに定めている／設置

学科も定め、学部の方針を大学全体に置き換えている

／カリキュラムポリシーと明示してはいないが、本学

の自己点検評価書では、「教育目的を踏まえた教育課

程編成方針の明確化」、「教育課程編成方針に沿った教

育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開発」の項

で、教育課程の編成・実施の方針を明らかにしている。

現在、教務部長を中心に明文化の作業を進めている／

策定中／検討中

（11�）アドミッションポリシー（入学者受入れの方針）

を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている 175 65.3％

２．学部ごとで定めている 152 56.7％

３．定めていない 0 0.0％

４．その他 61 22.8％

無回答 2 0.7％

「４．その他」の内容

学科ごとに定めている／学部学科ごとで定めている／

学科、専攻（コース）ごとで定めている／コースごと

で定めている／薬学部については 6 年制課程、4 年制

個別課程に定めている／学部のほか、学科・専攻ごと

に定めている／設置学科も定め、学部の方針を大学全

体に置き換えている／学科ごとで定めている／入試形

態ごとで定めている

（12）学修成果の内容を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている 97 36.2％

２．学部ごとで定めている 54 20.1％

３．定めていない 98 36.6％

４．その他 52 19.4％

無回答 4 1.5％

※�「1.」を選択した場合は、（14）～（19）及び（26）

を回答。「2.」を選択した場合、（20 ～（26）を回答。

「1.」と「2.」両方を選択した場合、（14）～（26）

を回答。

※学修成果とは、「プログラムやコースなど、一定の

学習期間終了時に、学習者が知り、理解し、行い、実

演できることを期待される内容を言明したもの。学習

成果は、多くの場合、学習者が獲得すべき知識、スキル、

態度などとして示される。またそれぞれの学習成果は、

具体的で、一定の期間内で達成可能であり、学習者に

とって意味のある内容で、測定や評価が可能なもので

なければならない。」（「学士課程教育の構築に向けて」

（答申）より抜粋）

「４．その他」の内容

授業概要／科目毎に「育成すべき人材像／身に付ける

べき力と能力要素」を明示／シラバスに到達目標を掲

載している／学科ごとに定めている／薬学部薬学科で

は薬学部モデルコアカリキュラムに則って定めている

／科目ごとに定めている／ディプロマポリシーを学科

あるいはコースごとに設定し、学修成果達成の指標と

している／教員によって、シラバスに学習成果を含ん

でいる場合がある／一部の学部で学修成果を明示。他
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の学部は授業科目レベルに止まる／各科目のシラバス

において、「到達目標」として記載している／本年度

の課題として挙げられ学科会議を始め各種委員会で検

討している／各科目のシラバスで、獲得が期待できる

能力を統一表記／ディプロマポリシーに基づく「学習

目標」として学科専攻ごとに策定／学術会議の作成し

た試案を基に検討中／教育課程改革の一環として、本

年度中に定める／学科ごとに定めている／一部の学科

コースで定めている／授業科目ごとに内容を定めてい

るものもある／ 2014 年カリキュラムより学科、科目

ごとに設定予定／学科ごとで定めているほか、科目単

位においても定めている／国家試験が基準の一つと捉

えている／一部の学部で定めている／大学全体で定め

ているが、実施については学科でレベルに差がある／

各学科の教育目的を基礎に到達目標として各授業科目

で定めている／教職に関する科目において定めている

／従来から就職対策委員会主導で、経営、情報、語学

等に関連する種々の資格・検定試験等の受験を積極的

に奨励してきたが、学科やコースごとの学修目標・学

修成果という視点から全学的に学修成果の内容を定め

ては来なかった。しかし本年度に入り、学生募集対策

委員会から全学的な学修成果の内容を明示すべきと提

案があり、現在、学科、コースごとの達成目標の作成

とそれに向けての教育指導体制を検討中である。この

動きが結果的に本学の学修成果の内容を定めることに

なる／一部、JABEE 認定や建築士等のコースについ

ては定めている／カリキュラムの一部において定めて

いる／教科毎に設定している現状にある／策定中／検

討中

（13�）質問（12）で「4.」を選択した場合、その理由

などを具体的にお書きください。

大学全体としては、学生が獲得すべき知識、スキル、

態度など学修成果を統一的な視点から明示すること

はしていないが、シラバス（授業概要）において、個々

の科目について内容を含めている。

学習者自身が受講科目のシラバスをみて、学習の到

達目標を知り、理解して、学習が進められるように

している。

医療系国家試験受験資格に鑑み学科ごとに異なるた

め。

教務部委員会で策定している段階で、一部は大学全

体として公開している。

薬学部薬学科以外の学部学科では履修モデルの形で

示している。

シラバス上に到達目標を明記している。

本学のディプロマポリシーは学科またはコースごと

に設定しており、大学あるいは学部単位でのディプ

ロマポリシーと学修成果の内容との中間的な位置づ

けであったため。

具体的導入方法等について、情報収集の段階である

ため。

教員によって、「授業のねらい」の項目に、学習内容

や到達目標を明確化しているため。

JABEE プログラムに沿って、ほぼ測定・評価が可能

な内容の学修成果を明示。他の学部は評価不可能な

内容や、授業科目レベルでの提示に止まる。

各科目の具体的な学修成果を示すとこが一定の学習

期間の評価を明確に出来るため。

各科目の到達目標を、学修成果として評価する。

学修者に対しての明確性に欠けており、三つのポリ

シーに基づく教育の体系化を見直すのと同時に学修

成果の在り方を検討している。

大学全体で定めることが好ましいが、その準備段階

として現在は科目個別で定めている。

学科ごとに、全学で定めている。

平成 26 年度にカリキュラム改正があり、改正後のカ

リキュラムを適用する入学生から運用を開始するた

め。

学術会議の指針は経営学分野についてのみ示されて

いるので、これをベースに経済学分野のあり方を検

討中。

シラバスに記載するため。

シラバス（講義要項）により個々の担当者が示してい

るが、大学全体で基準等を明らかにする必要がある。

それまで明確に定めていなかったため。

現在検討中（ルーブリックによる達成度の評価の導

入等）

学修到達目標と学修成果を点検・評価する方法との

整合性に苦慮しているため。

到達目標の設定、及び到達度検証試験を行っている。

JABEE 認定コースで定めている

現在、平成 26 年度に向け、学修成果の内容を大学全

体・学部ごとに定めていくよう検討しており、現時

点では、その他の回答となる。

学科ごとに教育内容が異なるため。

本学では学習目標を到達目標として学科、科目ごと

に定めることとしたため。



10

テーマ１　Ⅰ．大学の学修成果に関するアンケート調査

科目ごとに学修成果を明示することにより、当該科

目において到達目標の可視化による学修効果の向上

を図るとともに、成績評価基準を明確化することが

可能となる。また、学修成果の明示は各科目がそれ

ぞれの学部・学科の教育課程にどう位置づけられて

いるかを把握することにもつながり、教育評価とし

ても重要である。

本学のディプロマポリシーにおいて、学士力におけ

る能力の指針として①知識・理解②汎用的技能③態

度・志向性④総合的な学習経験及び問題解決力と建

学の理念を支える 4 つの柱である①思いやりと礼節

②基礎的実学③柔軟な思考力④楽しい生き方との関

連性を明確にした上で、各学科における教育成果と

して何を身につけ、何ができるようになったかを確

認できるものとして定めている。

国家試験合格率。

具体的に定めていないが、単位の修得、卒業・学位

の授与、GPA、国家試験の合格率、授業アンケート

等により判定。

本学では一部の学部（理工学部・薬学部・看護学部）

においては、学習成果の点検・評価方法を定めてい

るが、文系学部（経営学部・外国語学部・法学部・

経済学部）については、学部としては定めておらず、

授業担当者が定めている。

シラバスに「学習成果（ラーニング・アウトカム）」

を到達目標として記載。

具体的な実施について学科ごとにレベルに差がある。

測定や評価について統一したわかりやすい指標を検

討中である。

測定や評価尺度の設定を含め、現在、検討中である。

キャンパスガイド、履修ガイド、シラバス、授業評

価アンケート等の個別の定めはあるが、学修成果内

容の具体化、体系化を検討中である。

2008 年に教育職員免許法改正により教職実践演習が

導入され、教職課程に在籍する学生が、4 年次後期

に履修する教職実践演習で、それまでに履修した教

職に関する科目の学修成果を把握するため、教職に

関する科目を対象に定めている。

産業界ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事

業で内容を検討しているため。

DP や CP を各学科で定めており、学修成果について

も学科ごとに定めているから。

大学全体・学部ごとのものについては検討中である。

全学的な取組みは行っていない。

各学科においてディプロマポリシ－をもとに教育目

標を定めています。

本学は英語で授業を受けます。そのため英語力によっ

てレベル分けを行い、卒業時に学生が必要最低レベ

ル以上にいることを保障するため。

本学は 1 学部 1 学科のため、学科の方針が大学の方

針を代弁していると仮定し、以下の回答を致します。

学修成果という表現は行っていないが、各科目のシ

ラバスに到達目標・評価方法等を明示しており、ま

た学生便覧に学部全体の到達目標を記載しているこ

とから、あえて学修成果という表現では公表してい

ない。

個々の点検・評価は実施しているが、大学全体とし

ての学修成果のポリシー等は未整備。

学科ごと、授業科目ごとに目標を定め、試験等で成

果を計るため。

学科ごと、それぞれの内容が異なるため。

「測定、評価が可能」とは言い難いが存在する。シラ

バスや GUIDEBOOK を媒介に公開している。

（14�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

の内容を学内外へ公表していますか。

１．公表している 72 74.2％

２．公表していない 22 22.7％

無回答 3 3.1％

（15�）質問（14）で「1.」を選択した場合、学内外へ

の公表方法をお選びください。（複数選択可）

１．大学のホームページ 62 86.1％

２．大学案内等各種冊子類 43 59.7％

３�．その他（具体的な周知

方法をお教えください）

10 13.9％

無回答 0 0.0％

「３．その他」の内容

シラバス、学生便覧、講義要綱に掲載／学内での発表

会の日時をマスコミを通じて公表している／学生生

活・学修ガイドブックに掲載学修成果の発表の場とし

ての卒業研究・卒業制作展の開催／アカデミックレ

ポート（自己点検・評価報告書）／全学教職員会議で

カリキュラムポリシーとして学内のみ周知／前後期の

オリエンテーション時に学生に周知している／概要を

冊子にまとめ、配布
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（16�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

を点検・評価する方法などをお選びください。（複

数選択可）

１．単位の修得 86 88.7％

２．卒業・学位授与 83 85.6％

３．学生との面接 41 42.3％

４．GPA 制度 56 57.7％

５．国家試験の合格率 34 35.1％

６．就職率 48 49.5％

７．授業アンケート 64 66.0％

８．外部資格試験等の合格率 28 28.9％

９．教育目的等の達成度 23 23.7％

10．ルーブリック 5 5.2％

11．ポートフォリオ 29 29.9％

12．学生カルテ 21 21.6％

13．学内共通テスト 13 13.4％

14�．その他（具体的な内容

をお教えください）

11 11.3％

無回答 0 0.0％

「14．その他」の内容

薬学モデルコアカリキュラムとの適合性を点検／学生

表彰制度／一部の実践科目では、学外者のアドバイ

ザーパネル会議や年次報告会で公開し、26 年度は保

護者への公開も検討している／社会人基礎力確認表

（本学で定めた社会人基礎力の習得の実感を確認する）

／ 10. ルーブリック及び 11. ポートフォリオは部分的

に実施している／卒業研究・卒業制作展の開催、在学

生アンケートの実施／卒業時アンケート／実技試験、

レポート、シラバス／卒業論文、ゼミナール活動／授

業成果報告書／ 1 年次～ 4 年次まで全員がプレゼン

テーションを実施し、選抜された学生により、全学プ

レゼンテーション大会を行う。全学プレゼンテーショ

ン大会では、外部教育ボランティア等に選考員になっ

て頂き、プレゼンテーションを評価する／設定された

プログラムに必要な科目を定め、履修した学生に対し

て履修認定証を与える／卒業研究

（17�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

の内容を最終的に決定した組織をお選

びください。

１．学長を中心とする会議 69 71.1％

２．学部長を中心とする会議 19 19.6％

３�．教務担当者を中心とする

会議

12 12.4％

４．役員を中心とする会議 1 1.0％

５．その他 2 2.1％

無回答 0 0.0％

「１．学長を中心とする会議」の会議名

教授会／協議会／カリキュラム改革に関する全学委員

会／ FD 委員会／学長室／教務委員会／就職委員会／

教育会議／評価向上委員会（部長会）／教育推進委員

会／部長会、主任会議／将来計画委員会／構想会議／

教学運営評議会、教授会／高等教育研究センター／自

己点検・自己評価委員会

「２．学部長を中心とする会議」の会議名

教授会／教務委員会／教学委員会／学務委員会

「３．教務担当者を中心とする会議」の会議名

教務委員会／教学委員会／学務委員会

「４．役員を中心とする会議」の会議名

理事会

「５．その他」の会議名

教授会

複数選択の会議名	

単位認定会議、卒業判定会議、卒論・共生研究ゼミレ

ポート判定会議／部局長会議、教務委員会／自己評価

委員会、教授会／教授会、学科長会議、FD 委員会／

教授会、大学学務委員会

（18�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

の点検・評価方法などについて、開発や検討など

を行っている組織をお選びください。

１．学長を中心とする会議 33 34.0％

２．学部長を中心とする会議 18 18.6％

３�．教務担当者を中心とする

会議

35 36.1％

４．役員を中心とする会議 1 1.0％

５．その他 17 17.5％

無回答 3 3.1％
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「１．学長を中心とする会議」の会議名

自己点検評価委員会／教授会／学長・副学長会議／教

育改善研究プロジェクトチーム／ FD 委員会／学長室

／教育会議／教務委員会、教育開発センター／大学運

営協議会／部長会／主任会議／教育改革推進会議／教

育研究会／運営部会／高等教育研究センター

「２．学部長を中心とする会議」の会議名

教授会／学修対策本部／運営委員会／教育運営会議／

教学委員会／自己点検評価委員会

「３．教務担当者を中心とする会議」の会議名

教務委員会／教学委員会／学務委員会／教育開発セン

ター運営委員会／教務・学生委員会／FD委員会／ファ

カルティディベロップメント実施委員会／ UD 委員会

／ AOL 委員会／自己点検・評価委員会

「４．役員を中心とする会議」の会議名

教育推進委員会（副学長を中心とした組織）

「５．その他」の会議名

FD 委員会／学務委員会／副学長を中心とする教育開

発支援センター／大学協議会／教務委員会／教育推進

室会議／教育委員会／教育開発センター委員会／自己

評価委員会／実習担当者会議／進路指導委員会／グラ

ンドデザイン推進委員会／高等教育研究開発センター

／自己点検・評価委員会

複数選択の会議名

FD 委員会、教務委員会、FD 委員会、教務委員会／

自己点検評価委員会、学科会議／部局長会議、自己点

検・評価委員会、教務委員会／自己点検委員会、教務

委員会／ FD 委員会、現代生活学部学務部会／ FD 委

員会、学務委員会／評価向上委員会（部長会）、教育

点検評価部委員会／学部 FD 委員会、自己点検評価委

員会、教務本部会議・学務委員会、教育研究推進委員

会／大学運営会議、教務委員会

（19�）質問 12 で「1.」を選択した場合、学修成果の点

検・評価の実施に当たって、アセスメント・ポリシー

を定めていますか。

※アセスメント・ポリシーとは、学生の学修成果の評

価（アセスメント）について、その目的、達成すべき

質的水準及び具体的実施方法などについて定めた学内

の方針。

（「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向け

て」（答申）用語集より抜粋）

１．定めている 21 21.6％

２．定めていない 66 68.0％

３．その他 7 7.2％

無回答 3 3.1％

「３．その他」の内容

科目によって定めている／シラバスに「学習成果の評

価（アセスメント）」の方法と基準を記載／策定中／

検討中

（20�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の内容を学内外へ公表していますか。

１．公表している 40 74.1％

２．公表していない 14 25.9％

無回答 0 0.0％

（21�）質問（20）で「1.」を選択した場合、学内外へ

の公表方法をお選びください。（複数選択可）

１．大学のホームページ 36 90.0％

２．大学案内等各種冊子類 28 60.0％

３�．その他（具体的な周知

方法をお教えください）

5 10.0％

無回答 0 0.0％

「３．その他」の内容

毎年実施している、「自己点検評価書」／学生にシラ

バス）冊子）を配付／基礎演習Ⅱ（1 年生の必修科目）

の授業計画内で理解させる工夫を行っている／前後期

のオリエンテーション時に学生に周知している／概要

を冊子にまとめ配布／シラバス、学生便覧等

（22�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

を点検・評価する方法などをお選びください。（複

数選択可）

１．単位の修得 50 92.6％

２．卒業・学位授与 43 79.6％

３．学生との面接 25 46.3％

４．GPA 制度 27 50.0％

５．国家試験の合格率 25 46.3％

６．就職率 25 46.3％
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７．授業アンケート 36 66.7％

８．外部資格試験等の合格率 17 31.5％

９．教育目的等の達成度 17 31.5％

10．ルーブリック 2 3.7％

11．ポートフォリオ 12 22.2％

12．学生カルテ 15 27.8％

13．学内共通テスト 6 11.1％

14�．その他（具体的な内容を

お教えください）

4 7.4％

無回答 0 0.0％

「14．その他」の内容

プレースメントテスト／卒業研究／ゼミ論文等／

10. ルーブリック及び 11. ポートフォリオは部分的に

実施している／学生の満足度調査／卒業研究／卒業時

教育総合評価の実施

（23�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の内容を最終的に決定した組織をお選びください。

１．学長を中心とする会議 25 46.3％

２．学部長を中心とする会議 19 35.2％

３�．教務担当者を中心とする

会議

6 11.1％

４．役員を中心とする会議 1 1.9％

５．その他 5 9.3％

無回答 1 1.9％

「１．学長を中心とする会議」の会議名

教授会／ FD 委員会／学長室／教務委員会／就職委員

会／評価向上委員会（部長会）／教育推進委員会／部

長会／主任会議／大学評議会／部科（課）長会／ファ

カルティ・ディベロップメント委員会

「２．学部長を中心とする会議」の会議名

教授会／学部会議／教員代表者会議／教授会運営委員

会／教務委員会／学務委員会

「３．教務担当者を中心とする会議」の会議名

教務委員会／教学委員会／学務委員会／全学教務・

FD 委員会／高等教育研究センター

「４．役員を中心とする会議」の会議名

理事会

「５．その他」の会議名

学科会／学科会議／大学協議会／教務委員会／教授会

／自己点検・評価委員会

複数選択の会議名

教授会、学部連絡会議／運営協議会、教授会／評議会、

教授会

（24�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の点検・評価方法などについて、開発や検討など

を行っている組織をお選びください。

１．学長を中心とする会議 13 24.1％

２．学部長を中心とする会議 9 16.7％

３�．教務担当者を中心とする

会議

21 38.9％

４．役員を中心とする会議 3 5.6％

５．その他 14 25.9％

無回答 0 0.0％

「１．学長を中心とする会議」の会議名

FD 委員会／学長室／大学評価会議／運営協議会／部

科（課）長会

「２．学部長を中心とする会議」の会議名

教授会／教育開発委員会／ FD 委員会／各学部の自己

評価委員会

「３．教務担当者を中心とする会議」の会議名

教務委員会／教学委員会／学務委員会／ FD 委員会／

全学教務・FD 位員会／卒前教育委員会／卒前教育合

同会議／教務主事を中心とする教科分科会／高等教育

研究センター

「４．役員を中心とする会議」の会議名

教務委員会／教育推進委員会（副学長を中心とした組

織）

「５．その他」の会議名

自己点検評価委員会／学科会／学科会議／教育開発運

営委員会／大学協議会／教務委員会／ FD 委員会／各

学部教育推進室会議／各学部教育委員会／ FD・評価

委員会／高等教育研究開発センター
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（25�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の点検・評価の実施に当たって、アセスメント・

ポリシーを定めていますか。

１．定めている 9 16.7％

２．定めていない 40 74.1％

３．その他 4 7.4％

無回答 1 1.9％

「３．その他」の内容

シラバスに「学習成果の評価（アセスメント）」の方

法と基準を記載

（26�）学修成果の点検・評価方法について、大学独自

の取組みなど特筆すべき内容及び問題点などがあ

れば具体的にお書きください。

５年次における 10 科目（10 単位）を PBL で行っ

ているが、点検・評価方法についてポートフォリオ

を導入している。

本学では平成 23 年度より第一次教育体制改革を実

施しており、27 年度の第二次教育体制改革に向けて

各事項に関して検討を行っているところである。学

修成果の点検・評価方法については、先進的な取組

みを実施している大学の事例が少なく、また、大学

の種類・目的にそった適切な方法についての研究開

発が発展途上であるため、本学でもどのように取組

むべきかが定まっていない。

（13）の回答内容について、以下に補足します。

・教育課程は JABEE の認定プログラムとなってお

り、これに沿って、ほぼ測定・評価が可能な内容の

学修成果を定め、学修要項とホームページで公表し

ている。学修成果を点検・評価する方法は、単位修得、

卒業・学位授与による。学修成果の内容の最終決定

は学部教授会で行っている。アセスメントポリシー

は定めているとは言い難いが、JABEE による監査や

カリキュラム改正の際には、学修成果の適切性を確

認している。

・その他の学部では、学修成果の内容は、測定不可

能な内容であったり、全く明示していなかったりと

いう状況であるが、授業科目レベルでは明示してい

る科目も多々存在する。

・個々授業の達成度の評価のために、授業アンケー

トの中に達成度を学生が自己評価する項目を入れた。

（平成 25 年度から）

・一部の学科で、3 年生終了時に専門知識全般の到達

度を測る一斉テストを試行した。（平成 24 年度）

学習成果の点検・評価方法の開発や検討が進んでい

ない。そのため、例えばルーブリックやポートフォ

リオなどの仕組みを教育に活かす取組みもほとんど

行われていない。

各学科の履修モデルの明示。

英国が国家としてシティズンシップ教育（C ／ E）

を実践しているように、本学ではかつて経済産業省

が「社会人基礎力」として提唱した内容を全学的に

各授業や教育活動の場で実践し、評価を行っている。

これは、教員用「社会人基礎力の育成・評価方法ガ

イドライン」や学生用「社会人基礎力育成項目　自

己点検シート」などを用いる。
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旭川大学

札幌大谷大学

千歳科学技術大学

道都大学

函館大学

北翔大学

北星学園大学

北海学園大学

北海商科大学

北海道医療大学

北海道情報大学

北海道薬科大学

酪農学園大学

東北女子大学

八戸学院大学

八戸工業大学

弘前医療福祉大学

富士大学

尚絅学院大学

仙台大学

東北工業大学

東北生活文化大学

東北文化学園大学

東北薬科大学

東北芸術工科大学

郡山女子大学

東日本国際大学

福島学院大学

筑波学院大学

足利工業大学

国際医療福祉大学

作新学院大学

共愛学園前橋国際大学

群馬医療福祉大学

群馬パース大学

高崎商科大学

東京福祉大学

浦和大学

共栄大学

埼玉医科大学

十文字学園女子大学

尚美学園大学

女子栄養大学

駿河台大学

東邦音楽大学

日本工業大学

日本薬科大学

人間総合科学大学

平成国際大学

武蔵野学院大学

明海大学

ものつくり大学

愛国学園大学

植草学園大学

江戸川大学

川村学園女子大学

三育学院大学

秀明大学

聖徳大学

清和大学

千葉科学大学

千葉経済大学

千葉工業大学

千葉商科大学

東京成徳大学

日本橋学館大学

麗澤大学

上野学園大学

桜美林大学

大妻女子大学

嘉悦大学

北里大学

国士舘大学

こども教育宝仙大学

昭和大学

杉野服飾大学

高千穂大学

多摩大学

帝京大学

帝京科学大学

帝京平成大学

東京音楽大学

東京家政学院大学

東京工科大学

東京純心女子大学

東京女子体育大学

東京聖栄大学

東京造形大学

東京富士大学

東京未来大学

東京理科大学

桐朋学園大学

日本医科大学

日本歯科大学

日本獣医生命科学大学

日本女子体育大学

日本文化大學

文化学園大学

文化ファッション大学院大学

武蔵野音楽大学

目白大学

神奈川工科大学

鎌倉女子大学

産業能率大学

昭和音楽大学

星槎大学

洗足学園音楽大学

田園調布学園大学

八洲学園大学

横浜創英大学

長岡大学

新潟医療福祉大学

新潟国際情報大学

健康科学大学

身延山大学

山梨学院大学

高岡法科大学

桐朋学園大学院大学

富山国際大学

金沢学院大学

金沢工業大学

金沢星稜大学

金城大学

北陸大学

北陸学院大学

仁愛大学

福井工業大学

佐久大学

諏訪東京理科大学

長野大学

松本歯科大学

岐阜経済大学

岐阜女子大学

中京学院大学

静岡英和学院大学

静岡産業大学

静岡理工科大学

愛知学院大学

愛知学泉大学

愛知工科大学

愛知工業大学

愛知産業大学

愛知みずほ大学

桜花学園大学

椙山女学園大学

星城大学

大同大学

中部大学

東海学園大学

同朋大学

豊橋創造大学

名古屋音楽大学

名古屋外国語大学

名古屋学芸大学

名古屋経済大学

名古屋芸術大学

名古屋商科大学

名古屋女子大学

名古屋文理大学

日本福祉大学

人間環境大学

名城大学

鈴鹿医療科学大学

四日市大学

四日市看護医療大学

聖泉大学

びわこ学院大学

びわこ成蹊スポーツ大学

■アンケートにご協力いただいた大学
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（質問票）

大学の学修成果に関するアンケート調査

　以下の質問について、ご記入又はあてはまるものに

○印をお付けください。

◆大学全体の基本状況

※�大学院を除く。ただし、大学院大学の場合は、研究

科を学部に読替えてください。

（1）大学名

（2）大学の設置年度（西暦）

（3）所在地（都道府県）（本部所在地）

（4）設置学部の種類（設置学部すべてについて選択）

1. 文学関係　2. 教育学・保育学関係　3. 法学関係　

4. 経済学関係　5. 社会学・社会福祉学関係　6. 理学関

係　7. 工学関係　8. 農学関係　9. 獣医学関係　10. 薬

学関係　11. 家政関係　12. 美術関係　13. 音楽関係　

14. 体育関係　15. 保健衛生学（看護学）関係　16. 保

健衛生学（看護学除く）関係　17. 医学関係　18. 歯

学関係

（5）大学の規模　※平成 25 年 5 月 1 日時点（募集停

止の学部・学科を除く）

学部数

学科数

（6）収容定員と在籍学生数（募集停止の学部は含まない）

京都医療科学大学

京都外国語大学

京都学園大学

京都嵯峨芸術大学

京都造形芸術大学

花園大学

佛教大学

平安女学院大学

明治国際医療大学

大阪大谷大学

大阪音楽大学

大阪観光大学

大阪経済大学

大阪経済法科大学

大阪工業大学

大阪国際大学

大阪樟蔭女子大学

大阪商業大学

大阪成蹊大学

大阪電気通信大学

大阪人間科学大学

関西医療大学

関西外国語大学

関西福祉科学大学

四條畷学園大学

四天王寺大学

摂南大学

千里金蘭大学

太成学院大学

帝塚山学院大学

常磐会学園大学

梅花女子大学

東大阪大学

プール学院大学

森ノ宮医療大学

芦屋大学

大手前大学

関西国際大学

甲子園大学

甲南女子大学

神戸芸術工科大学

神戸常盤大学

神戸山手大学

宝塚大学

兵庫大学

奈良大学

奈良学園大学

岡山学院大学

岡山商科大学

環太平洋大学

倉敷芸術科学大学

くらしき作陽大学

山陽学園大学

中国学園大学

美作大学

エリザベト音楽大学

比治山大学

広島経済大学

広島工業大学

広島国際大学

広島国際学院大学

広島文化学園大学

広島文教女子大学

宇部フロンティア大学

徳山大学

梅光学院大学

山口東京理科大学

徳島文理大学

四国学院大学

高松大学

松山東雲女子大学

九州共立大学

九州国際大学

九州情報大学

久留米工業大学

西南女学院大学

聖マリア学院大学

筑紫女学園大学

西日本工業大学

福岡工業大学

福岡国際大学

福岡歯科大学

西九州大学

長崎ウエスレヤン大学

長崎総合科学大学

九州看護福祉大学

熊本保健科学大学

尚絅大学

崇城大学

平成音楽大学

日本文理大学

別府大学

南九州大学

宮崎国際大学

宮崎産業経営大学

鹿児島純心女子大学

志學館大学

第一工業大学

沖縄キリスト教学院大学

名桜大学
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学部全体の収容定員（人）、学部全体の在籍学生数（人）

（7�）前回（平成 24 年度まで）の大学機関別認証評価

はどちらの機関で受けましたか。（複数選択可）

１．大学基準協会

２．大学評価・学位授与機構

３．日本高等教育評価機構

◆大学の学修成果の内容及び評価の方法等

※�大学院を除く。ただし、大学院大学の場合は、研究

科を学部に読替えてください。

（8）教育目的を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている

２．学部ごとで定めている

３．定めていない

４．その他（� ）

（9�）ディプロマポリシー（学位授与の方針）を定めて

いますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている

２．学部ごとで定めている

３．定めていない

４．その他（� ）

（10�）カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の

方針）を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている

２．学部ごとで定めている

３．定めていない

４．その他（� ）

（11�）アドミッションポリシー（入学者受入れの方針）

を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている

２．学部ごとで定めている

３．定めていない

４．その他（� ）

（12）学修成果の内容を定めていますか。（複数選択可）

１．大学全体で定めている

２．学部ごとで定めている

３．定めていない

４．その他（� ）

※�「1.」を選択した場合は、（14）～（19）及び（26）

を回答。「2.」を選択した場合、（20）～（26）を回

答。「1.」と「2.」両方を選択した場合、（14）～（26）

を回答。

※�学修成果とは、「プログラムやコースなど、一定の

学習期間終了時に、学習者が知り、理解し、行い、

実演できることを期待される内容を言明したもの。

学習成果は、多くの場合、学習者が獲得すべき知識、

スキル、態度などとして示される。またそれぞれの

学習成果は、具体的で、一定の期間内で達成可能で

あり、学習者にとって意味のある内容で、測定や評

価が可能なものでなければならない。」（「学士課程

教育の構築に向けて」（答申）より抜粋）

（13�）質問（12）で「4.」を選択した場合、その理由

などを具体的にお書きください。

　「� 」

（14�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

の内容を学内外へ公表していますか。

１．公表している

２．公表していない

（15�）質問（14）で「1.」を選択した場合、学内外へ

の公表方法をお選びください。（複数選択可）

１．大学のホームページ

２．大学案内等各種冊子類

３．その他（具体的な周知方法をお教えください）

　（� ）

（16�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

を点検・評価する方法などをお選びください。（複

数選択可）

1. 単位の修得　2. 卒業・学位授与　3. 学生との面接　

4.GPA 制度　5. 国家試験の合格率　6. 就職　7. 授業

アンケート　8. 外部資格試験等の合格率　9. 教育目的

等の達成度　10. ルーブリック 11. ポートフォリオ　

12. 学生カルテ　13. 学内共通テスト　14. その他（具

体的な内容をお教えください）（� ）

（17�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

の内容を最終的に決定した組織をお選びください。
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１．学長を中心とする会議（会議名：　　　　）

２．学部長を中心とする会議（会議名：　　　　）

３．教務担当者を中心とする会議（会議名：　　　　）

４．役員を中心とする会議（会議名：　　　　）

５．その他（会議名：　　　　）

（18�）質問（12）で「1.」を選択した場合、学修成果

の点検・評価方法などについて、開発や検討など

を行っている組織をお選びください。

１．学長を中心とする会議（会議名：　　　　）

２．学部長を中心とする会議（会議名：　　　　）

３．教務担当者を中心とする会議（会議名：　　　　）

４．役員を中心とする会議（会議名：　　　　）

５．その他（会議名：　　　　）

（19�）質問 12 で「1.」を選択した場合、学修成果の点

検・評価の実施に当たって、アセスメント・ポリ

シーを定めていますか。

１．定めている

２．定めていない

３．その他（　� ）

※�アセスメント・ポリシーとは、学生の学修成果の評

価（アセスメント）について、その目的、達成すべ

き質的水準及び具体的実施方法などについて定めた

学内の方針。（「新たな未来を築くための大学教育の

質的転換に向けて」（答申）用語集より抜粋）

（20�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の内容を学内外へ公表していますか。

１．公表している

２．公表していない

（21�）質問（20）で「1.」を選択した場合、学内外へ

の公表方法をお選びください。（複数選択可）

１．大学のホームページ

２．大学案内等各種冊子類

３．その他（具体的な周知方法をお教えください）

　（　� ）

（22�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

を点検・評価する方法などをお選びください。（複

数選択可）

1. 単位の修得　2. 卒業・学位授与　3. 学生との面接　

4.GPA 制度　5. 国家試験の合格率　6. 就職率　7. 授

業アンケート　8. 外部資格試験等の合格率　9. 教育目

的等の達成度　10. ルーブリック　11. ポートフォリ

オ　12. 学生カルテ　13. 学内共通テスト　14. その他

（具体的な内容をお教えください）（　� ）

（23�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の内容を最終的に決定した組織をお選びください。

１．学長を中心とする会議（会議名：　　　　）

２．学部長を中心とする会議（会議名：　　　　）

３．教務担当者を中心とする会議（会議名：　　　　）

４．役員を中心とする会議（会議名：　　　　）

５．その他（会議名：　　　　）

（24�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の点検・評価方法などについて、開発や検討など

を行っている組織をお選びください。

１．学長を中心とする会議（会議名：　　　　）

２．学部長を中心とする会議（会議名：　　　　）

３．教務担当者を中心とする会議（会議名：　　　　）

４．役員を中心とする会議（会議名：　　　　）

５．その他（会議名：　　　　）

（25�）質問（12）で「2.」を選択した場合、学修成果

の点検・評価の実施に当たって、アセスメント・

ポリシーを定めていますか。

１．定めている

２．定めていない

３．その他（� ）

※�アセスメント・ポリシーとは、学生の学修成果の評

価（アセスメント）について、その目的、達成すべ

き質的水準及び具体的実施方法などについて定めた

学内の方針。

（「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向け

て」（答申）用語集より抜粋）

（26�）学修成果の点検・評価方法について、大学独自

の取組みなど特筆すべき内容及び問題点などがあ

れば具体的にお書きください。

　「� 」

以　上
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Ⅱ�．大学の学修成果に関する国内外の大学等の

訪問調査

　 　

１．調査目的

　学修成果をめぐる国内外の大学等の先進的な取組

み、その成果、課題などを詳細に把握し、その結果を

必要に応じて今後の評価基準に反映すること。

２．調査概要

〈米国〉

方法：当機構評価システム改善検討委員会委員と事務

局職員が調査団として訪問、担当者へインタビュー

〇調査団メンバー

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

訪問先：米国の 3 機関、3 大学

アメリカ・カレッジ大学協会

Association of American Colleges and Universities

西部地区基準協会大学カレッジ委員会

Western Association of Schools and Colleges, 

Senior College and University Commission

北中部地区基準協会高等教育委員会

North Central Association of Colleges and Schools,

The Higher Learning Commission

カリフォルニア大学マーセッド校

University of California, Merced

ノースウェスタン大学

Northwestern University

ハロルド・ワシントン・カレッジ

City Colleges of Chicago, Harold Washington

訪問期間：平成 25（2013）年 11 月 10 日（日）～ 11

月 18 日（月）

〈国内〉

方法：当機構評価システム改善検討委員会委員と事務

局職員が調査員として分担して訪問、担当者へインタ

ビュー

〇調査員

篠田　道夫（桜美林大学教授、日本福祉大学学園参与）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

早田　幸政（大阪大学評価・情報分析室教授）

金子　和弘（千葉工業大学大学事務局長）

坂本　孝徳（広島工業大学常務理事、副総長）

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

訪問先：国内 7 大学

愛知工科大学

大阪経済法科大学

金沢工業大学

関西国際大学

聖徳大学

徳山大学

名古屋商科大学

３．結果概要

〈米国〉

アメリカの評価機関や大学などを訪問調査し、我が

国の認証評価のあり方に反映させることは大学評価や

自己点検の礎となっている。

学生の学修成果をめぐる課題も同様に我が国の大学

評価の重要な礎になっている。今回の訪問調査では、

アメリカの地域アクレディテーション団体のうち、サ

ンフランシスコ郊外の西部地区基準協会（Western 

Association for Schools and Colleges： WASC）の

大学カレッジ委員会（Senior College and University 

Commission）とシカゴの北中部地区基準協会高等教

育 委 員 会（North Central Association of Colleges 

and Schools ,The Higher Learning Commission： 

NCAHLC）のそれぞれ 4 年制大学部門を訪問した。

アメリカには、6 地域アクレディテーション団体が

あり、WASC はカリフォルニア州とハワイ州及び太

平洋の島々を担当し、NCAHLC は、ウエストバージ

ニア州からアリゾナ州まで実に 19 州を担当している。

この二つのアクレディテーション団体に加えて、

今回は教養教育を中核とする専門団体であるアメリ

カ・カレッジ大学協会（Association of American 

Colleges and Universities：AAC&U）をワシントン

市に訪問した。近年、特にこの協会が開発しているルー

ブリック（Rubric）を中心に聞取り調査を行ったので

ある。ルーブリックは、アメリカの教育界では広く利

用されており、その効用はポートフォリオなどととも

に高等教育を変える原動力ともなっている。

また、今回訪問した 3 大学のうち、カリフォルニア

大学マーセッド校は、カリフォルニア大学の 10 番目
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のキャンパスであり、最も新しいキャンパスである。

2005 年の創設であるから、いままさに新しい教育の

構築に全力で取組んでいるところである。その取組み

のなかで学修成果はどのような位置づけであろうか。

ノースウェスタン大学はシカゴ郊外の全米屈指の名

門私立大学である。名門のいわゆる研究大学における

学修成果の質はどのように作られ、どのように評価さ

れているのかが問われるのである。

ハロルド・ワシントン・カレッジはシカゴの都心部

に位置する公立 2 年制のカレッジであり、その源は

1911 年創設のシティカレッジである。イリノイ州ジョ

リエットカレッジが 1901 年にアメリカで初めての公

立短大として誕生してからわずか 10 年の後に誕生し

た大学を前身としている。短期大学における学修成果

評価の取組みとはどのようなものであろうか。

これらの 3 大学を今回の訪問調査の対象として選

択したのは、一つには、これらの大学のうちカリフォ

ルニア大学マーセッド校とハロルド・ワシントン・

カレッジの 2 校は、アメリカ大学のアクレディテー

ション団体の頂点に位置づけられるアメリカ高等教

育アクレディテーション・カウンシル（Council for 

Higher Education Accreditation：CHEA） に よ っ

て優れた学修成果の課題に取組んでいる大学として

表彰を受けた大学であるからである。2005 年から

CHEA は、優れた学修成果評価を実践してきた大学

を表彰してきたが、2009 年からは「CHEA Award 

for Outstanding Institutional Practice in Student 

Learning Outcomes」との名称のもとに表彰を行っ

ている。

表彰を受けるためには、学修成果とは何かが明確に

されているか、学修成果の達成がエビデンスによって

確認できるか、学修成果の達成が広く社会に周知され

ているか、学修成果の活用が大学の改善に資している

かエビデンスで示しているか、という 4 点が選定基準

となっている。

我が国の大学における学修成果を調査する上で参考

とされるべきまさに適切な訪問調査の対象校というこ

とができよう。

①カリフォルニア大学マーセッド校

本校は、2012 年に定期的評価を奨励し、大学内部

からモニターができるよう全学的な学士課程プログ

ラムの学修成果評価の体制を立上げたことに対して

CHEA から表彰された。設立間もない研究大学であ

り、マイノリティ学生が過半数を占める大学にとって、

学士課程をいかに優れた教育課程として構築し推進す

るかは大学の命運を握る重要な事業であったといえよ

う。そのために学修成果を自ら調査し向上させるかは、

まさに大学の命運を握るプログラムといえる。

②ノースウェスタン大学

本校は CHEA の表彰を受けているわけではない。

1851 年に創設された私立のメソジスト系の大学であ

り、医学部などの大学院課程に約半数の学生が学ん

でいる。2015 年に予定されている NCAHLC のアク

レディテーション再認定を機に、自身の教育を見直

してみるという大きな取組みである。特に NCAHLC

のアクレディテーション過程の変更に合わせて、全

学的な評価を自ら行おうとする自主的な試みであ

り、NCAHLC の新しいプログラムであるパスウェイ

（Pathway for Reaffirmation of Accreditation） な

どに合わせて学修成果を見直すという試みは、我が国

の大学にも大いに参考となろう。

③ハロルド・ワシントン・カレッジ

本校は、2013 年に一般教育（General Education）

の学修成果を、全学の学内運営のためのエビデンスと

して利用し資していた実績で表彰された大学である。

シカゴの都心に都市型のキャンパスビルを擁してお

り、一般的なリベラルアーツの大学として比較してみ

れば、学生の年齢は決して若くはなく、大学で学びは

じめた経緯も多様である。オープン型の入学制度では、

学生のもついわゆる学力もさまざまである。その複雑

な特性を持つ学生をどのように学ばせ、その学修成果

を挙げるかは大学の最も大きな課題である。

〈国内〉

国内大学の訪問調査校の選択は、平成 25 年度　「大

学の学修成果に関するアンケート調査」に回答いただ

いた 268 大学のうち、大学の学修成果の内容及び評

価の方法等に比較的に詳しい回答を寄せ、先進的な試

みが実施されていると考えられる大学から行った。

訪問調査の対象となった大学は、7 大学であったが、

首都圏では 1 大学であった。アンケートへの回答から

選ぶということから、訪問候補大学を全国的にまた網

羅的に選ぶことはしなかった。また訪問調査の時期が
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ほぼ平成 25（2013）年度末にかかっており、候補と

なった大学でも訪問調査が諸日程の都合で実現できな

かった大学もある。そうした制約の上で選択した 7 大

学であった。これらの大学は、アンケート調査の質問

のうち主として、

（12）学修成果の内容を定めていますか。

（16�）学修成果を点検・評価する方法などをお選びく

ださい。

の回答欄から注目される大学を選出したのである。

総じていえば、これらの回答欄の多くの試みはまだ

途上といってよく、つまりこれからその試みは蓄積さ

れ、分析され、そしてやがて効用されることが期待さ

れるという段階にあるように考えられる。

これらの試みは、あくまで当該の大学の実情に即し

たものであり、直ちにコピーして汎用的な使い方がで

きるとは思えないが、これらの取組みには多くのヒン

トが潜んでおり、そのヒントをいかに探すかは、今後

これらの諸課題に臨もうとするそれぞれの大学の取組

み方次第であろう。

対象となった大学の取組みの概要は以下の通りであ

る。

①愛知工科大学

大学は、単一学部と大学院からなる大学であり、著

しい学生定員充足率の状況下にある。こうした状況を

打開すべく教育の充実を図ろうとしており、換言すれ

ばそのために学修成果をめぐる取組みに邁進してお

り、教育目標の策定やいわゆる三つのポリシーとの整

合性などの確認から始めている。教育評価にはオリジ

ナルのルーブリックを開発し、アクティブラーニング

を志向した「雁行型教育」つまり基礎的教養科目にお

ける能力別クラス編成などを駆使しつつ、地元企業な

どの協力を得てインターンシップ制を設けるなど多様

で独自な取組みがなされている。

②大阪経済法科大学

大学は、大学名の示しているように経済学部と法学

部からなる大学である。学部横断的な組織として大学

教育開発支援センターを設け、学修成果と三つのポリ

シーとの関連性を明らかに示し、学修成果を点検評価

するための様々な具体的な方法を採用している。特に

「マイノート」と称する取組みを推進し、ポートフォ

リオシステムを導入している。学修到達目標とそのた

めの学修成果との評価をより有機的に考えるために、

学修成果は可視化され大学全体の PDCA サイクルに

資することをめざしている。

③金沢工業大学

大学は、4 学部 2 大学院研究科に約 7,000 人の学生

を擁している。大学教育のさまざまな分野における革

新や、学生の就業支援などの分野において高い実績を

挙げてきた。「教育付加価値日本一」という具体的な

目標を掲げているが、その内容はどのようなものであ

り、どのように検証されているかが訪問調査の目的で

あった。

大学のミッションと学生を成長させることが上の具

体的な目標となったのである。教育の卓越性を追求し、

研究においても卓越性を求め、大学機能のもつサービ

ス機能においても卓越性を重視することが大学の基本

方針である。これをどのように実現するか。目を見張

るような創意と工夫、そして大学全体の取組みへの決

意がうかがわれる。

④関西国際大学

大学は、平成 10（1998）年に開学したばかりの新

しい大学である。新しい大学には、新しい教育理念が

あり、その理念には時代の趨勢（すうせい）が織込ま

れている。「KUIS 学習ベンチマーク」は、自律でき

る力、社会に貢献できる力、心豊かな世界市民として

の資質を設定し、その実現のために問題解決能力、コ

ミュニケーション能力、専門的知識・技術などが構成

要素となっている。

これらを検証する仕組みは、学修成果の明確化と評

価体制の確立である。特に学修成果の明確化にはアセ

スメントポリシーとして、カリキュラムマップを参照

しながら学生の単位修得状況を評価し、半年に一度学

生がその進捗を振返るリフレクションを制度化してい

る。学修成果を可視化し実質化するという試みであり、

小規模大学に相応しいきめ細かい取組みとして注目さ

れる。

⑤聖徳大学

大学は、平成 2（1990）年に 4 年制の大学として

誕生し、現在では 6 学部 8 学科体制へと成長を遂げて

いる。学修成果をめぐる取組みには、あらゆる方法が

駆使されているといってよい。注目されるのは、ルー
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ブリックやポートフォリオの開発であり進行中の新し

い取組みである。

さらに注目される取組みは、国際規格の ISO9001

と ISO14001 プログラムの学内への応用である。製品

やサービスの提供における品質や組織の管理、顧客満

足度の向上を目指す前者のプログラムは、まさに大学

教育の質保証にも準用できる。後者のプログラムは、

環境に与える影響を最小限に抑え、環境活動全体を管

理することを目指すものであり、学内環境マネジメン

トと言い換えることができる。

これらを大学教育の基盤に据えて、アクティブラー

ニングを志向し、「SEITOKU　Design Chart」 と呼

ばれる学びの過程を可視化した小冊子を利用するなど

工夫に満ちている。

⑥徳山大学

大学は、創立 50 周年をめざして「地域に輝く大学」

の確立を目標に「EQ 教育」（Emotional Quotient：

心の知能指数）プログラムを展開している小規模大

学である。EQ 自体は大学の内発的なアイディアでは

ないが、これを応用してカリキュラムポリシーには、

EQ 系教育科目が教養教育のなかに位置づけられてい

る。行動マネジメント、問題発見と解決、意思決定科

学・プレゼンテーションなどの科目である。いずれも

建学の精神に沿った科目群となっている。EQ 力の評

価には、EQ 質問紙が利用され、EQ アドバイザーに

より診断がなされる。

キャリア形成支援学生カルテ（CASK）は、ポート

フォリオ機能をもつ学生カルテであり、個々の学生と

教職員をつなぐ対話の軸となっている。小規模大学に

相応しい対話を重視した取組みである。

⑦名古屋商科大学

大学は、4 学部 2 大学院研究科を擁する中規模の大

学であり、名古屋市の郊外に広大なキャンパスを有す

る。学長の極めて強いリーダーシップのもと、国際標

準の大学を志向している。

その標準の維持と向上のためにアメリカの AACSB

（The Association to Advance Collegiate Schools of 

Business）の国際認証を取得し、ヨーロッパの団体

EFMD － EQUIS（European Quality Improvement 

System） の 会 員 資 格 を も 保 有 し て い る。 さ ら に

MBA の認証機関である英国を中心とする AMBA

（Association of MBAs）にも参画している。

大学の国際機関にメンバーとして参画しこれを維持

することは大学の質の向上に資するというのが、大学

の方針であり、また建学の精神とも重なる。イリノイ

州立大学シカゴ校とはオンラインで授業を受けること

ができ、ウェブブラウザを利用した教育支援システム

である「Blackboard」なども導入している。

世界の大学を展望しつつ大学教育の質を向上させ、

同時に学生の学修成果を保証する仕組みは、外部から

も分かりやすい可視化のための取組みでもある。

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

４．個別の調査結果

次ページ以降に米国・国内の順に掲載。面談者の所

属・役職は調査実施時のもの。
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アメリカ・カレッジ大学協会

Association of American Colleges and Universities

【訪問日】

平成 25（2013）年 11 月 11 日（月）

【機関の概要】

住所：1818 R Street, NW, Washington D.C. 20009

アメリカの大学協会のひとつで非営利民間団体

【面談者】

Terrel L.Rhodes, Vice President Office of Quality, 

Curriculum & Assessment Ashley Finley, Ph.D. 

Senior Director of Assessment & Research

【訪問調査員】

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．訪問調査の概要

アメリカの大学協会の一つで、学生の学修成果をど

のように示すか、また向上させるかについて長期間に

わたって取組んできた団体。その取組みのうち、ルー

ブリックを利用することを提言し広く活動しているの

で、その実際について訪問調査した。

AAC&U（Association of American Colleges and 

Universities）は、アメリカ・カレッジ大学協会と訳

されてきた。大学協会としてはアメリカで 2 番目に

古くかつ多様で数多くの大学を会員として擁してい

る。協会は、1915 年、学士課程における教養教育・

一般教育（Liberal、General Education）の質やそ

の教育上の活気と、その社会的な意義をめぐって組織

された協会である。現在の機関会員は公私立大学の約

1,300 校であり、コミュニティカレッジから研究大学

まで、また営利型の大学までを含む多様な大学を擁

している。教養教育というアメリカの大学教育の中

核を担っているという、いわば同質性の原理で組織

された協会である。2015 年が 100 周年記念の年にな

る。

AAC&U は、1900 年に創設された大規模で研究大

学を多く抱えるアメリカ大学協会 AAU（Association 

of American Universities、会員数 62 大学）に次ぐ

歴史をもっている。

AAC&U は、 理 事 会（Board of Directors） が 組

織されており、学長、副学長、学務担当者、非営利

機関の代表や財団の関係者などが理事に就いてい

る。現在の会長は、キャロル・シュナイダー（Carol 

Schneider）氏であり、まだ就任したばかりである。

ワシントン D.C. に本部を構える諸団体や協会は、

その多くが連邦政府や教育省に対していわゆるロビー

活動を行っているが、AAC&U は 1950 年代以降、まっ

たくロビー活動を行っていないという。それは協会が

自身の活動において大きな成功を収めており、特段に

ロビー活動を要しないからであるという。

２．協会の活動

AAC&U の展開している近年の活動は、協会傘下

の大学に対して大学横断的で専門的な事項を集約し

て、傘下の大学の教養教育の質的向上を図ろうとする

ものである。主たる取組みは、学生の成功のためのイ

ニシアティブである LEAP（Liberal Education and 

America’s Promise）と呼ばれている。「教養教育と

アメリカの約束」と名付けられたこのプロジェクトは、

AAC&U が国際的な環境を意識していることが理解で

きる。またこれらの問題に立ち向かう際に、2007 年

にマーガレット・スペリングズ教育長官の発表したい

わゆる「スペリングズ報告書」を真摯に受止め、学生

中心の改革は歓迎したが、その勧告には支持を表明で

きなかったという。この協会の姿勢は重く受止めるべ

きであろう。

３．協会プログラムの取組みと内容

この LEAP は事実上、協会の展開する 4 分野の活

動の一つであるが、LEAP Initiative とは、下のよう

な内容からなっている。

① National, State, and Institutional Leadership

学生の学修を支援するためのナショナル・リーダー

シップ・カウンシル（National Leadership Council）

が組織され、教育者、ビジネス界、コミュニティーの

人びとなどによって構成されている。また「プレジデ

ンツ・トラスト」（Presidents’ Trust）は、学長など

を集めて各キャンパスにおいて教養教育に活気を与え

るよう導くプログラム。
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② Campus － Based Reform

個々のキャンパスに焦点を合わせて推進するプログ

ラムで、AAC&U はコンサルタント的な役割を果た

す。キャンパス・アクション・ネットワーク（Campus 

Action Network）と LEAP ステイツ・イニシアティ

ブ（States Initiative）があり、週単位で LEAP を実

践することを支援する。前者はキャンパス単位で必要

な学修成果を達成することに、後者は州単位でこれを

達成することに主眼をおいている。

③�VALUE（Valid Assessment of Learning in 

Undergraduate Education）projects

学修成果の測定にルーブリックを使って実践する。

すべての大学はルーブリックを使用できる。

④ Economic VALUE

AAC&U は、教養教育が学生の高い経済的利益

になっていることを確認しようとしている。また教

養教育は、転職などの場合には有利に働いている。

VALUE の開発や改善には経済的なコストが必要で

あったが、連邦政府から経済的な支援があったという。

この四つのイニシアティブは、インタビューによっ

て知り得た事項を含めている。これらの分野を直接的

に実践するのは、当然のこと AAC&U が傘下の各大

学であるが、大学は学修成果に関する全国的調査など

を実施し、その実効性を確認しつつルーブリックを

使っているのが現状であるという。

アメリカ・カレッジ大学協会でのインタビュー風景。

同協会が開発した「VALUE ルーブリック」は学生の学修

成果の向上に大きく貢献している。

４．標準化調査への疑問

全国調査の代表格 NSSE（National Survey of 

Student Engagement）は、学生の広範囲な経験を問

うもので、大局的な観点に立つ調査であるという。また

直接試験の CLA（Collegiate Learning Assessment）

は、標準化された試験であり、問題解決的な試験で

80％の設問はコンピュータ処理によっている。つまり

約 20％が学生の記入による試験である。

学生調査には多様な方法があるが、前者は学生の満

足度調査に類する間接的な調査で、学生のアンケート

調査の結果から、学生の学修を類推するものであり、

後者は英語や数学などを用いた試験であり直接的な調

査といえる。

これらの結果は、大学に大きな情報の提供をもたら

すが、大学個々のニーズにあった調査であるかどうか

は当然のこと疑問が残る。標準化された学生の調査結

果や試験の結果は、大学が適切にこれらの結果に対応

しなければその費用に見合った成果を大学にもたらす

ことができない。調査や試験の結果からだけでは、大

学は何をすればよいかよく分からないのである。大学

は、大学自身が抱える学生に即した独自の取組みへの

努力が要請されることがあるのは当然である。

そこで AAC&U は、大学が大学自身の主導性のも

とに教養教育をこれらの全国調査などによって測定す

るのではなく、教養教育の目標達成の実現のためのい

わば工程表を創ったのである。これが VALUE ルー

ブリックである。

ルーブリックの語義そのものには、このような大学

用語としての使い方はなかった。ヨーロッパ中世の時

代から教会や修道院で作成された宗教文書の見出し語

や、文書内容の分類に使う色鮮やかな赤文字の使い方

が次第に変化し、近年ではアメリカにおいて大学用語

として使われるようになったものである。

AAC&U が、VALUE ルーブリックという具体的

な方法を開発して、いまその実践の拡大に取組んでい

るのは上記のような理由からである。もとより、全国

調査において教養教育のなかの英語や数学の平均点数

などは手にすることができても、それは狭い範囲に焦

点化されており、教養教育そのものの学修成果は測り

難いものがある。これが学士課程教育における学修の

効果的な評価のためのルーブリックである。VALUE

ルーブリックとわざわざ VALUE を冠しているの

は、VALUE が「Valid Assessment of Learning in 

Undergraduate Education」を意味しているからで

あり学士課程向けの評価である。
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５．VALUE ルーブリックの運用と課題

現在までのところ、AAC&U は調査・分析（Inquiry 

& Analysis）、 理 論 的 思 考（Critical Thinking） な

ど 16 個の VALUE ルーブリックを開発している。こ

れほど異なった種類のルーブリックがあるということ

は、各大学が自身の必要に応じて使い分けすることが

前提であるからである。すべてのルーブリックは、ウェ

ブサイトから無料で大学に配付される。大学は、教員

や学生の声を聞きながら改定を繰返し、ルーブリック

に改定を加えているからである。

AAC&U は、ルーブリックを利用している大学や教

員を集めて全国的な研究大会を開催しおよそ 800 人

から 1,000 人からの声やスコアを集めて、改善に繋げ

てもいるという。全国調査や試験では、その利用の負

担が大きいので実施に際してはインセンティブとして

経済的な支援を実施しているが、ルーブリックでは支

援はしないという。

現在、多くの大学で学生の学修成果の評価が進んで

いるが、うまくいっていない大学も少なくないという。

しかし、ルーブリックを使うことによってうまくいく

というが、それは外部の大学教員チームが開発作成し

たものだからであり、いわばどこの大学の教室にも教

養教育として繋がっているからである。

アメリカには全国の 6 地域にアクレディテーション

機関があるが、現在はこれらの機関でも VALUE ルー

ブリックの結果を尊重し新しいアプローチとして認識

しているという。つまり、評価の一部に採用している

のである。VALUE ルーブリックを利用するに際して、

利用する教員は事前に訓練しており、また丁寧に訓練

する機会もある。熟達者は他の大学で訓練にあたるよ

うになっており、ウィスコンシン大学マジソン校では

アセスメント・オフィスが、ティーチング・アンド・ラー

ニング・センターにおいて訓練を実施しているという。

AAC&U の VALUE ルーブリックに関する関心は

高まっており、現在まで 1 万 8,000 件以上の VALUE

ルーブリックへのアクセスがある。また、ミネソタ州

のカールトン・カレッジは、そのもっともすぐれたい

わゆるグッド・プラクティス（Good Practice）の大

学であるという。

AAC&U が VALUE ルーブリックを開発し、学生

の学修成果の向上と、その証明に寄与し始めたことに

は大きな意義がある。全国調査は、確かに意味のある

数字を与えてくれるが、その数字が自身の教室での学

修成果を反映しているとは誰にも思えないだろうこと

は教員ならばきっと抱く感想であろう。自身の教室に

いる学生たちに向かい、その成果を自身で測ることは

実に的を射た方法であろう。その方法をさらに磨くこ

とが AAC&U の、またアメリカ大学の大きな課題で

ある。

※資料として掲載

①An Introduction to LEAP

②�VALUE Valid Assessment of Learning in 

Undergraduate Education

羽田　積男（日本大学文理学部教授）
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西部地区基準協会大学カレッジ委員会

Western Association of Schools and Colleges, Senior 

College and University Commission

【訪問日】

平成 25（2013）年 11 月 15 日（金）

【機関の概要】

住所：985 Atlantic Ave. Suite 100, Alameda, CA 

94501   　    

【面談者】

Richard Osborn, Vice President

【訪問調査員】

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．訪問調査の概要

学修成果に対する評価のあり方に関し、アメリカの

地域アクレディテーション団体において、先進的取組

み事例及び学修成果の評価の実情と課題について訪問

調査した。

西部地区基準協会（Western Association of Schools 

and Colleges：WASC）大学カレッジ委員会（Senior 

College and University Commission）は、西部地区

基準協会の機能を引継ぎ、1962 年に西部地区の高等

教育の発展を促進するために設立された非営利の機関

である。同委員会は、ピアレビューを通じて、カリフォ

ルニア、ハワイ、グアム、環太平洋地域における学士

以上の学位を授与する 170 あまりの大学・カレッジ

の質保証や改善に責任をもつ会員制の機関である。同

委員会は、公立、私立、非営利、営利と様々な機関を

対象としている。

同委員会の理事は 25 人であり、会員校の代表によっ

て推薦され、選出されたボランティアである。事務局

は、2014 年現在、会長 1 人、副会長（Senior Vice 

President、Vice President）7 人及び職員 15 人から

構成されている。

2．同委員会の活動内容

① WASC における学修成果の位置づけ

WASC は、機関アクレディテーションを行ってい

ることから、機関アクレディテーションの際に学修成

果が関連してくることとなる。いくつかの機関では機

関レベルでの学修成果の定義づけをしているところも

あるが、WASC では義務づけてはいない。プログラ

ムの少ない機関では機関レベルでの学習成果の定義づ

けは可能であるが、大規模な機関では多数の科目を有

していることから機関での学修成果の定義づけは難し

い。このため、WASC では、各プログラムに学修成

果の定義が含まれていることを義務づけている。そし

て、学修成果がコースや科目に反映されていることを

エビデンスにて示すことを義務づけている。学修成果

の評価は、コースレベルや学部レベルでエビデンスを

点検し評価結果をいかに改善につなげているかが重要

となる。機関において、どのような点が優れているの

か、逆に弱い部分がある場合にはどのように改善しよ

うとしているのかを確認している。また、アメリカの

大学における注目すべき点として、人種、背景、性別、

収入の多様性があることから、プログラムの成果を評

価する場合にその学修成果がどのように多様性に富む

学生に適用されているのかを観察している。

②機関レビュー（Institutional Review）の手順

機関はオフサイトレビュー（Offsite Review）の

15 か月から 18 か月前に機関レビューのプロセスを開

始する。各機関は過去のアクレディテーションを見直

し、基準やコンプライアンスのチェックリストに従い

自己点検を完了させ、オフサイトレビューの 3 か月前

までに報告書を提出する。

機関レビューでの基準（Standard）は以下のとお

りである。

基準 1　機関の目的の定義および教育目標の確定

Defining Institutional Purposes and Ensuring 

Educational Objectives

基準 2　コア機能を通じた教育目標の達成

Achieving Educational Objectives Through Core 

Function

基準 3　�質や持続可能性を確実にするためのリソース

や組織構造の開発および応用

Develop ing and Apply ing Resources  and 
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Organizational Structures to　Ensure Quality and 

Sustainability

基準 4　�質保証、機関における学修および改善にコミッ

トする組織の創造

Crea t ing  an  Organ i za t i on  Commi t t ed  t o 

Quality Assurance,Institutional Learning, and 

Improvement

このオフサイトレビューでは、機関の報告書、財務

分析、在籍および卒業率に関してレビューが行われる。

評価チームは 5 ～ 7 人で構成されており、機関の長

や学部長が評価チームの代表を務める。オフサイトレ

ビューでは、機関の関係者とテレビ会議を行い、実地

調査前あるいは実地調査時の確認事項を提示する。そ

の 6 か月後に評価チームは 3 日間の実地調査を行い、

大学関係者にインタビューを行う。その後、評価チー

ムは報告書を作成し、WASC に対して機関に関する

勧告を行う。アクレディテーションの期間は 7 年から

10 年となっている。これまでほとんどの機関（94％）

に対して 3 ～ 5 程度の課題を含んだ中間報告を要求

している。中間報告のほとんどは学修成果に関する事

項となっており、アセスメントモデルが不十分であっ

たり、学修成果が設定されていなかったり、改善のサ

イクルがない場合に前回の報告からどのような改善を

行ったかという中間報告を要求する。ただし、今後は

全ての機関に対して中間報告を要求する予定であると

いう。

機関に大きな問題があった場合には、評価員が再検

討を行うこともある。例えば、7 年のアクレディテー

ションが付与されている機関に関して、中間報告に

よって財政的な問題があった場合には再確認が行われ

る。この事例の場合、2 年以内に改善を行うよう勧告

を行い、改善されなかった場合にはアクレディテー

ションを取り消すことになるという。

③教育効果指標の調査表

教育効果指標の調査表（Inventory of Educational 

Effectiveness Indicators）は、各機関における、学

位プログラム、一般教育（該当する場合）及びコアコ

ンピテンシー（該当する場合）に関する情報を記載す

るものである。各機関は、オフサイトレビュー、中間

レビュー、中間報告書提出の際に本調査表を WASC

に提出する。以前からこのような調査表は存在してい

たものの、使用されていなかったという。しかしなが

ら、この数年間に学修成果が重要になってきたことか

ら、同委員会は本調査表を重要視するよう指導を行っ

ている。

各機関は、学位プログラム、一般教育及びコアコン

ピテンシーに関して、以下の観点から記述することが

要求されている。

１　公式な学修成果が開発されたか　Yes/No

２�　学修成果はどこで公表されているか（コースカタ

ログ、シラバス等）

３�　卒業生が学位取得に到達した成果を証明するため

の直接的な学修のエビデンスは何か。（キャップス

トーンコース、ポートフォリオレビュー、資格試験）

４�　どのような間接的なエビデンスが直接的なエビデ

ンスを補完するのか（調査、自己評価）

５�　誰がエビデンスを解釈するのか。そのプロセスは

どのようなものか

６�　学生の学修の質に関する調査結果はどのようなも

のだったか

７　その調査結果をどのように使用するのか

８�　コンピテンシーあるいはプログラムの最後にレ

ビューを実施した日程

　

このように、本調査表には、学修成果の公表、学修

成果のエビデンス、学修の質に関する調査といった点

が含まれており、各機関のプログラムレベルでの学修

成果の取組みを確認するものとなっている。

上述のコアコンピテンシーについてであるが、

WASC は、仕事を行う上で重要な要素であるとの考

えから、文章コミュニケーション、オーラルコミュニ

ケーション、数量的思考能力、批判的思考及び情報リ

テラシーの五つの分野からなるコアコンピテンシーを

設けている。WASC は、機関が学生のコンピテンシー

を評価しその結果を次の改善に結びづけることを期待

している。

④評価に関わるルーブリック

WASC は、評価チームのために学生の学修の評

価に関わるルーブリックを設けている。ルーブリッ

クは、初期段階（Initial）、新興段階（Emerging）、

発展段階（Developed）、高度な発展段階（Highly 

Developed）からなる四つの段階で各項目の指標が記
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載されたものとなっている。評価チームが実地調査に

行った際には、各項目に関してどの段階にあるかを

チェックする。これに基づき、アクレディテーション

の期間を決定することになる。

評価に関わるルーブリックには、以下の六つの種類

がある。

・�教育効果のフレームワーク

THE EDUCATIONAL EFFECTIVENESS 

FRAMEWORK : Capacity and Effectiveness 

as They Relate to Student and Institutional 

Learning

・�アカデミックプログラムにおける学修成果の質を評

価するためのルーブリック

PROGRAM LEARNING OUTCOMES Rubric for 

Assessing the Quality of Academic Program 

Learning Outcomes

・�学生に対する学修評価のプログラムレビューへ統合

を評価するためのルーブリック

PROGRAM REVIEW Rubric for Assessing the 

Integration of Student Learning Assessment 

into Program Reviews

・�プログラムにおける学修成果のアセスメントに関わる

ポートフォリオ利用を評価するためのルーブリック

PORTFOLIOS Rubric for Assessing the Use 

of Portfolios for Assessing Program Learning 

Outcomes

・�プログラムの学修成果を評価する上でのキャップス

トーンコースの経験の使用を評価するためのルーブ

リック

CAPSTONES Rubric for Assessing the Use of 

Capstone Experiences for Assessing Program 

Learning Outcomes

・�一般教育のアセスメントプロセスを評価するための

ルーブリック 

GENERAL EDUCATION ASSESSMENT Rubric 

for Evaluating General Education Assessment 

Process

以下では、アカデミックプログラムにおける学修成

果の質を評価するためのルーブリックを事例に、評価

に関わるルーブリックの詳細について、みていくこと

とする。

アカデミックプログラムの学修成果の質を評価するた

めのルーブリックは、学修成果の一覧（Comprehensive 

List）、測定可能な学修成果（Assessable Outcomes）、

連携（Alignment）、評価計画（Assessment Planning）、

学生の経験（The Student Experience）といった項

目から構成されている（表 1）。

表 1　アカデミックプログラムにおける学修成果の質を評価するためのルーブリック

領域(Criterion) 初期段階(Initial) 新興段階(Emerging) 発展段階（Developed) 高度な発展段階（Highly Development)

学生はプログラム全体の学修成果に関し
て、全くあるいはほとんど知らない。シラバ
スやカタログのような学生に対する学習
成果の伝達手段が一部存在するか全く存
在しない。

学生はプログラムの学修成果に関する
知識を有している。成果に関する伝達は
不定期であり公式なものではなく、個々
の教員あるいはアドバイザーによるもの
である。

学生はプログラムの学修成果を十分に認
識している。彼らは、自身の学修を進める
ためにそれらを使用している。ほとんどのシ
ラバスにおいて学修成果が含まれており、
カタログやウェブなどで入手することができ
る。

学生は学習成果を十分に認識しており、
ルーブリックの作成や使用に参加することも
ある。学習成果や学業の水準に関連して自
己評価を行うことができる。プログラムの方
針としてコースのシラバスに成果を含むこと
を要求している。また、学修成果はその他
のプログラムの文書でも入手することができ
る。

学修成果の一覧
(Comprehensive List)

評価可能な学修成果
(Assessable Outcomes)

連携
(Alignment)

評価計画
(Assessment Planning)

学生の経験
(The Student Experience)

学修成果や学生が経験するカリキュラム
の間には明確な関係はない。

学生に対してカリキュラムにおける学修
成果を身につけるための適当な機会が
与えられていないようである。

カリキュラムは、学生にそれぞれの学修成
果に関連する知識を学習し発展させるため
の機会が与えられるよう構築されている。

教授法、成績評価、カリキュラム、相応の学
生支援サービス、正課併行のカリキュラム
が明確かつ意図的に連携されている。カリ
キュラムマップは、習熟のレベルを示してい
る。

学修成果の評価に関する正式な計画が
ない。

プログラムは、評価を行うため当該年度
の学修成果を選択するような短期の計
画によるものとなっている。

プログラムは、それぞれの学修成果の評価
時期が具体的に決められた適切な複数年
の評価計画を有している。その計画は分析
や改善の実行を含んだものとなっている。

プログラムは、学修成果の評価日程や方
法、結果に基づく改善方法や実施時期を明
確に示した継続的な複数年の評価計画を
有している。

学習成果の一覧が不完全である、詳細す
ぎる、不適当である、系統立てられていな
いといった問題がある。これらには、学問
分野だけの学修成果となっており、機関
全体での学修成果を無視しているという
問題点も含む。また、この段階のリストは
学修プロセス（例えば、インターンシップ）
と学習成果（例えば、理論の実社会での
応用）を混乱させるものである。

一覧は妥当な学修成果を含んでいるが
プログラム全体の期待を具体的に述べて
いない。当該機関全体の学修成果ある
いは全国的な学問分野別の水準が無視
されている。学士課程プログラムと大学
院プログラムに関する期待の違いが明確
になっていない。

一覧は学生がプログラムで学修する重要
な知識、技能、価値に焦点を当てている妥
当な学修成果となっており系統立てられて
いる。これは、当該機関全体のアウトカム
（例えば、コミュニケーションや批判的思考
の能力）を含んでいる。学修成果は各課程
の水準に対して適切なものである。全国的
な学問分野の水準が考慮されたものとなっ
ている。

一覧は学士課程と大学院課程の期待を明
瞭に区別しており、合理的かつ適切で包括
的なものとなっている。全国的な学問分野
の水準が考慮されている。教授陣はそれぞ
れの成果に関する学生の習熟を評価するた
めの基準に同意している。

学修成果について、学生の学修を証明す
るためにできることを提示していない。「学
生が科学的方法を理解している」というよ
うな提示は、学生の理解の証明や評価の
方法を具体的に述べていない。

ほとんどの学習成果において、学生がど
のように学修を証明できるかが示されて
いる。

各学修成果は学生がどのように学修を証
明できるかを示している。例えば、「卒業生
はAPAスタイルでレポートを書くことができ
る。」、「卒業生は生物学上の知識にオリジ
ナルな貢献ができる。」など。

学修成果はどのように学生が学修を証明で
きるかを示している。教員はルーブリックの
ような明確な基準の提示に同意しており、
各学習成果に関する様々なレベルの学生
の成果の例を確認している。

 

測定
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また、各項目に関する視点や質問項目の例を提示し

ている。詳細は以下のとおりである。

１．学修成果の一覧　Comprehensive List

プログラムの学修成果は簡潔でなければならない。

ただし、学生がプログラムで学ぶ最も重要な知識、ス

キル、価値に関する包括的な一覧であるべきであろう。

これらには、コミュニケーションスキル、批判的思考

力、情報リテラシーに関する学修成果といった機関全

体に関わる学修成果を含む。

教職員は一般に学士課程よりも大学院課程に関し

て、より高い水準の知識を期待すべきである。可能で

あれば、学修成果の開発や改良を行う際に全国的な学

問分野の水準を考慮すべきである。学修成果の最適な

数値に関する厳密なルールはなく、数値よりも質が重

要である。教職員は学修プロセス（例：インターンシッ

プを完了した。）と学修成果（例：理論の実社会での

応用のような、インターンシップで学修したこと。）

を混同すべきではない。

質問事項

・一覧は適切で系統だったものであるか。

・�情報リテラシーのような機関全体に渡る学修成果が

含まれるか。

・学士課程と大学院課程での違いは明瞭であるか。

・�学修成果の開発や改良の際に全国的な水準は考慮さ

れているか。

・�ルーブリックにおいて定義される明確な基準がそれ

ぞれのアウトカムにあるか。

　　

2．測定可能な学修成果　Assessable Outcomes

学修成果は学生が学修を証明するためにできること

を明記しなければならない。例えば、学修成果で「プ

ログラムの卒業生が共通の目的に到達するために効果

的に共同研究ができる。プログラムの卒業生が理論を

検証するための研究を設計し、ディシプリンに関連す

る問題を調査することができる。」といったことが明

記されているかもしれない。これらの学修成果は教職

員がチームにおける共同研究の質を観察することがで

きるため評価可能である。また、教職員は学生が作成

したリサーチデザインの質を点検することもできる。

学生の成果や行動がルーブリックで具体的に明示され

ている。学科は学生のレベルを証明するための成果

（例、期待に達していない、期待に達している。期待

以上である。）に関わる様々なレベルの事例を開発し

ている。

　

質問事項

・�学修成果は学生が学修を証明する方法を明確にして

いるか。

・�教職員は学修成果を評価するためのルーブリックの

ような明確な基準に合意しているか。

・�それぞれの学修成果に関する習熟度のレベルを示し

た学修成果の事例を有しているか。

　

3．連携　Alignment

学生は体系的な自身の成長を支援するプログラムに

参加しない限り、学修成果の習得に責任を有すること

はない。カリキュラムは学生がそれぞれの学修成果に

関する知識を増やすことができる機会を与えるよう

設計されなければならない。カリキュラム設計はカリ

キュラムマップ（要求されるカリキュラムのコースと

プログラムの学修成果の間での関係を示したマトリッ

クス）に要約されている。教授法や成績評価は学生の

成長を促す成果とそれらの開発に関するフィードバッ

クが連携されるべきである。学修活動が教室内外で行

われるならば、該当する学生サービス（アドバイスや

チューターのセンター）、正課併行のカリキュラム（ク

領域(Criterion) 初期段階(Initial) 新興段階(Emerging) 発展段階（Developed) 高度な発展段階（Highly Development)

学生はプログラム全体の学修成果に関し
て、全くあるいはほとんど知らない。シラバ
スやカタログのような学生に対する学習
成果の伝達手段が一部存在するか全く存
在しない。

学生はプログラムの学修成果に関する
知識を有している。成果に関する伝達は
不定期であり公式なものではなく、個々
の教員あるいはアドバイザーによるもの
である。

学生はプログラムの学修成果を十分に認
識している。彼らは、自身の学修を進める
ためにそれらを使用している。ほとんどのシ
ラバスにおいて学修成果が含まれており、
カタログやウェブなどで入手することができ
る。

学生は学習成果を十分に認識しており、
ルーブリックの作成や使用に参加することも
ある。学習成果や学業の水準に関連して自
己評価を行うことができる。プログラムの方
針としてコースのシラバスに成果を含むこと
を要求している。また、学修成果はその他
のプログラムの文書でも入手することができ
る。

学修成果の一覧
(Comprehensive List)

評価可能な学修成果
(Assessable Outcomes)

連携
(Alignment)

評価計画
(Assessment Planning)

学生の経験
(The Student Experience)

学修成果や学生が経験するカリキュラム
の間には明確な関係はない。

学生に対してカリキュラムにおける学修
成果を身につけるための適当な機会が
与えられていないようである。

カリキュラムは、学生にそれぞれの学修成
果に関連する知識を学習し発展させるため
の機会が与えられるよう構築されている。

教授法、成績評価、カリキュラム、相応の学
生支援サービス、正課併行のカリキュラム
が明確かつ意図的に連携されている。カリ
キュラムマップは、習熟のレベルを示してい
る。

学修成果の評価に関する正式な計画が
ない。

プログラムは、評価を行うため当該年度
の学修成果を選択するような短期の計
画によるものとなっている。

プログラムは、それぞれの学修成果の評価
時期が具体的に決められた適切な複数年
の評価計画を有している。その計画は分析
や改善の実行を含んだものとなっている。

プログラムは、学修成果の評価日程や方
法、結果に基づく改善方法や実施時期を明
確に示した継続的な複数年の評価計画を
有している。

学習成果の一覧が不完全である、詳細す
ぎる、不適当である、系統立てられていな
いといった問題がある。これらには、学問
分野だけの学修成果となっており、機関
全体での学修成果を無視しているという
問題点も含む。また、この段階のリストは
学修プロセス（例えば、インターンシップ）
と学習成果（例えば、理論の実社会での
応用）を混乱させるものである。

一覧は妥当な学修成果を含んでいるが
プログラム全体の期待を具体的に述べて
いない。当該機関全体の学修成果ある
いは全国的な学問分野別の水準が無視
されている。学士課程プログラムと大学
院プログラムに関する期待の違いが明確
になっていない。

一覧は学生がプログラムで学修する重要
な知識、技能、価値に焦点を当てている妥
当な学修成果となっており系統立てられて
いる。これは、当該機関全体のアウトカム
（例えば、コミュニケーションや批判的思考
の能力）を含んでいる。学修成果は各課程
の水準に対して適切なものである。全国的
な学問分野の水準が考慮されたものとなっ
ている。

一覧は学士課程と大学院課程の期待を明
瞭に区別しており、合理的かつ適切で包括
的なものとなっている。全国的な学問分野
の水準が考慮されている。教授陣はそれぞ
れの成果に関する学生の習熟を評価するた
めの基準に同意している。

学修成果について、学生の学修を証明す
るためにできることを提示していない。「学
生が科学的方法を理解している」というよ
うな提示は、学生の理解の証明や評価の
方法を具体的に述べていない。

ほとんどの学習成果において、学生がど
のように学修を証明できるかが示されて
いる。

各学修成果は学生がどのように学修を証
明できるかを示している。例えば、「卒業生
はAPAスタイルでレポートを書くことができ
る。」、「卒業生は生物学上の知識にオリジ
ナルな貢献ができる。」など。

学修成果はどのように学生が学修を証明で
きるかを示している。教員はルーブリックの
ような明確な基準の提示に同意しており、
各学習成果に関する様々なレベルの学生
の成果の例を確認している。
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ラブやキャンパスイベント）が学修成果を支援するよ

うに設計されるべきである。

質問事項

・�カリキュラムは明確にプログラムの学修成果と連携

しているか。

・�教職員は学修を促進する上で効果的な教授法や成績

評価を使用しているか。

オズボーン副会長（中央）と調査団。

WASC はカリフォルニア、ハワイなどの地域の約 170 機

関の評価を行っている。

　

4．評価計画　Assessment Planning

教職員はそれぞれの学修成果を評価するための明確

な計画を立てるべきである。ただし、プログラムに関

して毎年全ての学修成果を評価される必要はない。し

かしながら、教職員はプログラムレビューに関する期

間のような適切な学修成果を評価する計画を有するべ

きである。

質問事項

・�それぞれの学修成果が評価される時期、頻度、方法

に関する計画を有しているか。

・�全ての学修成果が適切な期間にわたり評価されるか。

・�人的資源、財政的およびその他の資源に関する計画

は持続可能なものであるか。

・�評価計画は必要に応じて変更されるか。

5．学生の経験　Student Experience

最低限、学生は自身が就学しているプログラムの学

修成果を意識すべきである。理想的には、学生は知識

のレベルに応じた成果や基準を定義し適用する上での

パートナーとして含まれるべきである。このように、

学生に対して学修成果を堅実かつ重要なものとして伝

達することは必要である。

質問事項

・�学修成果は学生に伝達されているか。

・�学生は学修成果の意味していることや自身の学修を

助けることを理解しているか。

・�学生は学修成果や基準を自己評価のために使用して

いるか。

・�学修成果、基準、カリキュラムデザインおよび関連

する活動のレビューに参加しているか。

WASC は、学修成果が明確に表示されており、学

生が求められている学修成果を理解していれば、学生

の学修活動が向上すると考えている。上述のルーブ

リックや関連項目は、このような WASC の学修成果

に対する考えを体現したものとなっており、各機関に

おける学修成果の取組みを評価するための重要なツー

ルとなっているであろう。

※資料として掲載

①教育効果のフレームワーク

THE EDUCATIONAL EFFECTIVENESS 

FRAMEWORK : Capacity and Effectiveness 

as They Relates to Student and Institutional 

Learning

②�アカデミックプログラムにおける学習成果の質を評

価するためのルーブリック

PROGRAM LEARNING OUTCOMES Rubric for 

Assessing the Quality of Academic Program 

Learning Outcomes

③�学生に対する学修成果のプログラムレビューへの統

合を評価するためのルーブリック

PROGRAM REVIEW Rubric for Assessing the 

Integration of Student Leaning Assessment into 

Program Reviews

④�プログラムにおける学修成果のアセスメントに関わる

ポートフォリオ利用を評価するためのルーブリック

PORTFOLIO Rubric for Assissimg the Use of 

Portfolios for Assessing Program Learning 

Outcome
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⑤�一般教育のアセスメントプロセスを評価するための

ルーブリック

GENERAL EDUCATION ASSESSMENT Rubric 

for Evaluating General Education Assessment 

Process

⑥�プログラムの学修成果を評価する上でのキャップス

トーンコースの使用を評価するためのルーブリック

CAPSTONES Rubric for Assessing the Use of 

Capstone Experience for Assessing Program 

Learning Outcomes

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

我妻　鉄也（評価機構研究員）
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o
 S

tu
de

n
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an
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In
st

it
u
ti
o
n
al

 L
e
ar

n
in

g)

初
期

段
階

(I
n
it
ia

l)
新

興
段

階
(E

m
e
rg

in
g)

発
展

段
階

（
D

ev
e
lo

pe
d)

高
度

な
発

展
段

階
（
H

ig
h
ly

 D
e
ve

lo
pm

e
n
t)

教
育

・
学

習
環

境
(T

e
ac

h
in

g/
L
e
ar

n
in

g 
E
n
vi

ro
n
m

e
n
t)

学
生

の
学

修
の

評
価

に
お

け
る

専
門

性
を

開
発

す
る

た
め

に
教

員
や

他
の

教
育

者
へ

の
十

分
な

支
援

が
あ

る
。

報
奨

制
度

に
お

い
て

明
確

に
重

要
な

役
割

を
し

て
い

る
。

教
育

経
験

が
完

全
に

学
修

成
果

や
期

待
と

連
携

し
て

い
る

。
連

携
は

体
系

的
な

も
の

で
あ

り
、

幅
広

い
機

関
の

イ
ン

フ
ラ

に
加

え
て

ツ
ー

ル
や

プ
ロ

セ
ス

に
よ

っ
て

サ
ポ

ー
ト

さ
れ

て
い

る
。

連
携

の
取

り
組

み
の

エ
ビ

デ
ン

ス
は

容
易

に
入

手
で

き
る

。

優
れ

た
学

修
実

践
に

よ
っ

て
特

徴
づ

け
ら

れ
て

い
る

。
教

員
や

そ
の

他
の

キ
ャ

ン
パ

ス
の

教
育

担
当

者
に

よ
り

学
修

成
果

と
評

価
結

果
に

関
す

る
学

術
的

な
考

察
が

行
わ

れ
、

継
続

的
に

改
善

が
行

わ
れ

て
い

る
。

C
．

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
デ

ベ
ロ

ッ
プ

メ
ン

ト
、

報
奨

A
．

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

、
教

授
法

、
正

課
併

行
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

及
び

教
育

経
験

に
お

け
る

他
の

側
面

が
学

修
成

果
と

連
携

し
て

い
る

。

イ
ン

プ
ッ

ト
（
例

え
ば

図
書

館
の

蔵
書

、
実

験
室

）
、

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

要
件

（
メ

ジ
ャ

ー
、

一
般

教
育

）
、

正
課

併
行

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
可

能
性

と
い

う
観

点
で

全
て

あ
る

い
は

大
部

分
が

考
え

ら
れ

て
い

る
。

学
生

の
到

達
水

準
に

関
す

る
成

果
や

期
待

が
明

ら
か

に
連

携
し

て
い

な
い

。
連

携
の

プ
ロ

セ
ス

の
詳

細
が

不
足

し
て

る
。

教
育

経
験

が
学

修
成

果
や

学
生

の
到

達
度

に
関

す
る

期
待

と
連

携
し

始
め

て
い

る
。

い
く
つ

か
の

ア
カ

デ
ミ

ッ
ク

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

正
課

併
行

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
い

て
連

携
へ

の
取

り
組

み
の

エ
ビ

デ
ン

ス
が

入
手

で
き

る
。

教
育

経
験

が
概

し
て

学
修

成
果

、
学

生
の

到
達

度
の

期
待

に
連

携
し

て
い

る
。

連
携

は
計

画
的

か
つ

体
系

的
な

も
の

に
な

り
始

め
て

お
り

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
マ

ッ
プ

の
よ

う
な

ツ
ー

ル
や

プ
ロ

セ
ス

に
よ

っ
て

サ
ポ

ー
ト

さ
れ

て
い

る
。

連
携

の
取

り
組

み
の

エ
ビ

デ
ン

ス
は

概
し

て
入

手
可

能
で

あ
る

。

B
．

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

や
正

課
併

行
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

プ
ロ

セ
ス

高
等

教
育

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

に
よ

っ
て

定
義

さ
れ

る
よ

う
な

優
れ

た
学

修
実

践
に

よ
っ

て
特

徴
づ

け
ら

れ
て

い
な

い
。

ほ
と

ん
ど

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
や

正
課

併
行

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

活
動

が
レ

ビ
ュ

ー
さ

れ
て

い
な

い
。

学
生

の
学

修
成

果
や

エ
ビ

デ
ン

ス
へ

の
言

及
が

な
い

。

優
れ

た
学

修
実

践
に

よ
っ

て
い

く
つ

か
の

事
例

が
特

徴
づ

け
ら

れ
て

い
る

。
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
や

正
課

併
行

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

活
動

が
時

々
レ

ビ
ュ

ー
さ

れ
て

お
り

、
改

善
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

学
修

成
果

や
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

結
果

に
関

す
る

言
及

が
な

い
。

多
く
の

事
例

が
優

れ
た

学
修

実
践

に
よ

っ
て

特
徴

づ
け

ら
れ

て
い

る
。

教
員

や
そ

の
他

の
大

学
の

教
育

担
当

者
に

よ
っ

て
改

善
が

行
わ

れ
て

い
る

。
多

く
は

学
修

成
果

や
評

価
結

果
に

基
づ

い
て

い
る

。

学
修

成
果

の
評

価
お

よ
び

実
践

に
関

し
て

、
高

度
の

専
門

知
識

を
開

発
す

る
た

め
に

教
員

や
他

の
キ

ャ
ン

パ
ス

の
教

育
者

に
対

す
る

支
援

が
ほ

と
ん

ど
あ

る
い

は
全

く
行

わ
れ

て
い

な
い

。
報

奨
シ

ス
テ

ム
に

お
い

て
評

価
の

業
務

や
学

生
の

学
修

の
改

善
は

積
極

的
な

役
割

を
果

た
し

て
い

な
い

。
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

な
も

の
と

し
て

見
ら

れ
る

こ
と

も
あ

る
。

教
員

や
キ

ャ
ン

パ
ス

の
他

の
教

育
者

に
対

し
て

、
学

生
の

学
修

や
関

連
す

る
実

践
に

お
け

る
専

門
性

を
開

発
す

る
た

め
の

支
援

が
行

わ
れ

て
い

る
。

報
奨

制
度

に
お

い
て

は
限

定
さ

れ
て

お
り

明
確

に
な

っ
て

は
い

な
い

が
積

極
的

な
役

割
を

し
て

い
る

。

学
生

の
学

修
評

価
に

お
け

る
専

門
性

を
開

発
す

る
た

め
に

、
教

員
や

他
の

教
育

者
へ

の
支

援
が

行
わ

れ
て

い
る

。
報

奨
制

度
に

お
い

て
明

確
に

積
極

的
な

役
割

を
し

て
い

る
。
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域

初
期

段
階

(I
n
it
ia

l)
新

興
段

階
(E

m
e
rg

in
g)

発
展

段
階

（
D

e
ve

lo
pe

d)
高

度
な

発
展

段
階

（
H

ig
h
ly

 D
e
ve

lo
pm

e
n
t)

組
織

化
さ

れ
た

学
修

(O
rg

an
iz

at
io

n
al

 L
e
ar

n
in

g)

定
期

的
に

収
集

さ
れ

た
デ

ー
タ

と
と

も
に

多
様

な
教

育
効

果
の

指
標

が
、

幅
広

く
普

及
し

て
い

る
。

全
て

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

い
て

適
切

に
比

較
さ

れ
た

デ
ー

タ
が

使
用

さ
れ

て
い

る
。

指
標

は
機

関
の

全
て

の
レ

ベ
ル

に
お

い
て

の
計

画
、

予
算

策
定

お
よ

び
他

の
意

思
決

定
を

行
う

た
め

に
一

貫
し

て
使

用
さ

れ
て

い
る

。

A
.　

教
育

効
果

の
指

標

全
体

：
機

関
は

次
の

よ
う

に
評

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

教
育

効
果

の
一

定
の

側
面

に
コ

ミ
ッ

ト
し

て
い

る
。

も
し

、
他

の
領

域
に

取
り

組
ん

で
い

な
い

な
ら

ば
、

継
続

的
な

ア
ク

レ
デ

ィ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
再

認
定

は
難

し
い

も
の

と
な

る
。

あ
る

領
域

に
お

け
る

教
育

効
果

に
コ

ミ
ッ

ト
し

て
い

る
。

多
く
の

領
域

で
は

留
意

す
べ

き
点

が
あ

り
、

改
善

が
要

求
さ

れ
て

い
る

。

教
育

効
果

に
対

し
て

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
が

十
分

に
確

立
さ

れ
て

い
る

。
た

だ
し

、
い

く
つ

か
の

領
域

で
は

注
意

を
払

う
点

が
あ

り
、

改
善

が
要

求
さ

れ
る

。

教
育

効
果

に
完

全
に

コ
ミ

ッ
ト

し
て

お
り

、
W

A
S
C

の
奨

励
を

上
回

っ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
学

修
や

教
育

効
果

に
関

連
す

る
よ

う
な

機
能

に
対

す
る

コ
ア

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
に

取
り

組
む

上
で

の
模

範
的

な
水

準
で

運
営

さ
れ

て
い

る
。

E
.　

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
と

透
明

性

学
内

あ
る

い
は

学
外

者
が

入
手

で
き

る
学

生
の

学
習

評
価

の
デ

ー
タ

や
結

果
分

析
が

ほ
と

ん
ど

な
い

。

入
手

可
能

な
学

生
の

学
修

に
対

す
る

評
価

の
デ

ー
タ

、
結

果
、

分
析

が
あ

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
不

完
全

で
あ

り
、

学
内

あ
る

い
は

学
外

者
に

関
す

る
ア

ク
セ

ス
や

理
解

が
難

し
い

か
こ

と
が

あ
る

。

学
生

の
学

修
評

価
の

デ
ー

タ
、

結
果

、
分

析
が

、
概

ね
入

手
可

能
で

あ
り

、
簡

単
に

ア
ク

セ
ス

で
き

る
。

多
様

な
学

外
者

に
対

し
て

関
連

す
る

事
項

が
選

択
さ

れ
て

い
る

。

学
生

の
学

修
評

価
の

デ
ー

タ
、

結
果

、
分

析
が

広
く
入

手
可

能
で

あ
り

、
理

解
し

や
す

い
よ

う
に

十
分

に
組

み
立

て
ら

れ
て

お
り

、
多

様
な

外
部

者
に

対
し

て
有

用
な

も
の

と
な

っ
て

い
る

。

D
.　

調
査

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
文

化

教
員

、
他

の
教

育
担

当
者

、
職

員
、

機
関

の
長

、
理

事
会

は
単

発
的

な
ケ

ー
ス

を
除

い
て

、
調

査
や

エ
ビ

デ
ン

ス
の

文
化

に
コ

ミ
ッ

ト
し

て
い

な
い

。
学

習
者

中
心

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
な

ど
に

関
し

て
理

解
を

し
て

い
な

い
。

機
関

全
体

で
組

織
的

に
主

要
な

要
素

で
あ

る
学

修
評

価
結

果
と

と
も

に
レ

ビ
ュ

ー
が

行
わ

れ
て

い
る

。
ユ

ニ
ッ

ト
は

、
学

生
の

学
修

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

効
果

お
よ

び
サ

ポ
ー

ト
プ

ロ
セ

ス
を

改
善

す
る

た
め

に
結

果
を

使
用

し
て

い
る

。
機

関
レ

ベ
ル

の
計

画
や

予
算

積
算

に
も

関
連

し
て

い
る

。

大
学

は
最

低
限

の
認

識
し

か
し

て
い

な
い

。
調

査
や

エ
ビ

デ
ン

ス
の

文
化

の
発

展
に

関
す

る
支

援
は

、
ト

ッ
プ

レ
ベ

ル
や

現
場

レ
ベ

ル
で

散
発

的
な

も
の

で
あ

り
、

均
一

な
も

の
と

な
っ

て
い

な
い

。

調
査

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
文

化
に

関
す

る
大

学
の

知
識

や
支

援
は

、
ア

ド
ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
シ

ョ
ン

、
教

員
、

専
門

職
員

に
渡

り
統

一
さ

れ
て

い
る

が
、

深
い

も
の

と
な

っ
て

い
な

い
。

全
て

の
段

階
で

の
全

て
の

適
当

な
機

能
に

お
い

て
、

調
査

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
文

化
を

形
成

し
維

持
す

る
こ

と
を

認
識

し
て

お
り

、
深

い
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

を
し

て
い

る
。

C
.　

成
果

の
デ

ー
タ

、
エ

ビ
デ

ン
ス

及
び

分
析

広
範

な
使

用
の

た
め

に
デ

ー
タ

や
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

お
ら

ず
普

及
し

て
い

な
い

。
ま

た
、

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
は

、
項

目
化

さ
れ

て
お

ら
ず

、
ア

ク
セ

ス
で

き
な

い
。

意
思

決
定

の
過

程
に

お
け

る
、

デ
ー

タ
、

エ
ビ

デ
ン

ス
及

び
分

析
の

位
置

づ
け

が
明

確
で

な
い

。
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

け
る

改
善

の
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

な
い

よ
う

で
あ

る
。

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
の

収
集

、
普

及
、

項
目

化
は

限
ら

れ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

デ
ー

タ
へ

の
ア

ク
セ

ス
も

限
ら

れ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
プ

ロ
グ

ラ
ム

、
ユ

ニ
ッ

ト
お

よ
び

（
あ

る
い

は
）
機

関
レ

ベ
ル

で
の

教
育

効
果

の
改

善
を

決
定

す
る

上
で

、
デ

ー
タ

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
使

用
は

初
期

段
階

に
あ

る
。

成
果

の
デ

ー
タ

、
エ

ビ
デ

ン
ス

が
組

織
的

に
収

集
さ

れ
て

お
り

、
普

及
し

て
い

る
。

幅
広

く
ア

ク
セ

ス
が

で
き

る
。

ま
た

、
各

項
目

ご
と

に
分

か
れ

て
い

る
。

全
て

の
レ

ベ
ル

で
の

意
思

決
定

主
体

に
よ

っ
て

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
が

検
討

さ
れ

る
。

文
書

化
や

教
育

効
果

へ
の

リ
ン

ク
は

弱
い

か
も

し
れ

な
い

。

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
は

組
織

的
に

収
集

が
行

わ
れ

、
普

及
し

て
い

る
。

ま
た

、
デ

ー
タ

や
エ

ビ
デ

ン
ス

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
で

き
る

。
目

的
を

も
っ

て
各

項
目

ご
と

へ
の

細
分

化
が

行
わ

れ
て

い
る

。
完

全
に

文
書

化
さ

れ
た

プ
ロ

セ
ス

で
全

て
の

段
階

で
の

意
思

決
定

主
体

に
よ

っ
て

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

改
善

の
た

め
に

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
が

使
用

さ
れ

て
い

る
。

意
思

決
定

に
お

け
る

指
標

が
明

ら
か

に
不

足
し

て
い

る
。

あ
る

い
は

時
々

考
慮

さ
れ

る
。

B
.　

公
式

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

レ
ビ

ュ
ー

有
用

な
デ

ー
タ

が
全

く
作

成
さ

れ
て

い
な

い
、

ほ
と

ん
ど

な
い

、
仮

に
あ

っ
た

と
し

て
も

、
か

な
り

稀
で

あ
る

。
学

生
の

学
修

に
関

す
る

評
価

結
果

は
入

手
で

き
な

い
。

ま
た

（
あ

る
い

は
）

使
用

さ
れ

て
い

な
い

。

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
は

、
学

科
あ

る
い

は
ユ

ニ
ッ

ト
に

お
い

て
時

々
行

わ
れ

て
い

る
。

質
の

指
標

は
、

伝
統

的
な

イ
ン

プ
ッ

ト
に

よ
る

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
結

果
は

教
育

効
果

の
改

善
を

提
案

す
る

た
め

に
時

々
使

用
さ

れ
て

い
る

。
機

関
レ

ベ
ル

の
計

画
や

予
算

積
算

に
は

若
干

の
関

連
が

あ
る

。

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
は

頻
繁

に
ほ

と
ん

ど
の

ア
カ

デ
ミ

ッ
ク

及
び

正
課

併
行

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
ユ

ニ
ッ

ト
に

変
化

を
も

た
ら

し
て

い
る

。
そ

し
て

、
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
を

含
ん

だ
も

の
が

増
加

し
て

い
る

。
ユ

ニ
ッ

ト
は

教
育

効
果

を
考

察
し

た
り

、
改

善
す

る
た

め
に

結
果

を
使

用
し

て
い

る
。

機
関

レ
ベ

ル
の

計
画

や
予

算
積

算
に

関
連

し
て

い
る

。

あ
る

領
域

で
は

指
標

を
確

認
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
の

結
果

の
普

及
は

始
ま

っ
た

ば
か

り
で

あ
る

。
比

較
で

き
る

デ
ー

タ
を

参
照

し
て

い
な

い
。

定
期

的
に

収
集

さ
れ

た
デ

ー
タ

と
と

も
に

指
標

の
多

く
が

普
及

し
て

お
り

、
総

合
的

に
分

析
さ

れ
て

い
る

。
い

く
つ

か
の

比
較

さ
れ

た
デ

ー
タ

が
使

用
さ

れ
て

い
る

。
不

定
期

に
、

計
画

、
予

算
積

算
、

他
の

意
思

決
定

を
行

う
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

る
。

西
部

地
区

基
準

協
会

大
学

カ
レ

ッ
ジ

委
員

会
（
W

A
S
C

 S
e
n
io

r 
C

o
lle

ge
 a

n
d 

U
n
iv

e
rs

it
y 

C
o
m

m
ss

io
n
)

教
育

効
果

の
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

(T
H

E
 E

D
U

C
A

T
IO

N
A

L
 E

F
F
E
C

T
IV

E
N

E
S
S
 F

R
A

M
E
W

O
R

K
: 
C

ap
ac

it
y 

an
d 

E
ff
e
c
ti
ve

n
e
ss

 a
s 

T
h
e
y 

R
e
la

te
 t

o
 S

tu
de

n
t 

an
d 

In
st

it
u
ti
o
n
al

 L
e
ar

n
in

g)

領
域

初
期

段
階

(I
n
it
ia

l)
新

興
段

階
(E

m
e
rg

in
g)

発
展

段
階

（
D

e
ve

lo
pe

d)
高

度
な

発
展

段
階

（
H

ig
h
ly

 D
e
ve

lo
pm

e
n
t)

組
織

化
さ

れ
た

学
修

(O
rg

an
iz

at
io

n
al

 L
e
ar

n
in

g)

定
期

的
に

収
集

さ
れ

た
デ

ー
タ

と
と

も
に

多
様

な
教

育
効

果
の

指
標

が
、

幅
広

く
普

及
し

て
い

る
。

全
て

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

い
て

適
切

に
比

較
さ

れ
た

デ
ー

タ
が

使
用

さ
れ

て
い

る
。

指
標

は
機

関
の

全
て

の
レ

ベ
ル

に
お

い
て

の
計

画
、

予
算

策
定

お
よ

び
他

の
意

思
決

定
を

行
う

た
め

に
一

貫
し

て
使

用
さ

れ
て

い
る

。

A
.　

教
育

効
果

の
指

標

全
体

：
機

関
は

次
の

よ
う

に
評

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

教
育

効
果

の
一

定
の

側
面

に
コ

ミ
ッ

ト
し

て
い

る
。

も
し

、
他

の
領

域
に

取
り

組
ん

で
い

な
い

な
ら

ば
、

継
続

的
な

ア
ク

レ
デ

ィ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
再

認
定

は
難

し
い

も
の

と
な

る
。

あ
る

領
域

に
お

け
る

教
育

効
果

に
コ

ミ
ッ

ト
し

て
い

る
。

多
く
の

領
域

で
は

留
意

す
べ

き
点

が
あ

り
、

改
善

が
要

求
さ

れ
て

い
る

。

教
育

効
果

に
対

し
て

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
が

十
分

に
確

立
さ

れ
て

い
る

。
た

だ
し

、
い

く
つ

か
の

領
域

で
は

注
意

を
払

う
点

が
あ

り
、

改
善

が
要

求
さ

れ
る

。

教
育

効
果

に
完

全
に

コ
ミ

ッ
ト

し
て

お
り

、
W

A
S
C

の
奨

励
を

上
回

っ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
学

修
や

教
育

効
果

に
関

連
す

る
よ

う
な

機
能

に
対

す
る

コ
ア

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
に

取
り

組
む

上
で

の
模

範
的

な
水

準
で

運
営

さ
れ

て
い

る
。

E
.　

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
と

透
明

性

学
内

あ
る

い
は

学
外

者
が

入
手

で
き

る
学

生
の

学
習

評
価

の
デ

ー
タ

や
結

果
分

析
が

ほ
と

ん
ど

な
い

。

入
手

可
能

な
学

生
の

学
修

に
対

す
る

評
価

の
デ

ー
タ

、
結

果
、

分
析

が
あ

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
不

完
全

で
あ

り
、

学
内

あ
る

い
は

学
外

者
に

関
す

る
ア

ク
セ

ス
や

理
解

が
難

し
い

か
こ

と
が

あ
る

。

学
生

の
学

修
評

価
の

デ
ー

タ
、

結
果

、
分

析
が

、
概

ね
入

手
可

能
で

あ
り

、
簡

単
に

ア
ク

セ
ス

で
き

る
。

多
様

な
学

外
者

に
対

し
て

関
連

す
る

事
項

が
選

択
さ

れ
て

い
る

。

学
生

の
学

修
評

価
の

デ
ー

タ
、

結
果

、
分

析
が

広
く
入

手
可

能
で

あ
り

、
理

解
し

や
す

い
よ

う
に

十
分

に
組

み
立

て
ら

れ
て

お
り

、
多

様
な

外
部

者
に

対
し

て
有

用
な

も
の

と
な

っ
て

い
る

。

D
.　

調
査

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
文

化

教
員

、
他

の
教

育
担

当
者

、
職

員
、

機
関

の
長

、
理

事
会

は
単

発
的

な
ケ

ー
ス

を
除

い
て

、
調

査
や

エ
ビ

デ
ン

ス
の

文
化

に
コ

ミ
ッ

ト
し

て
い

な
い

。
学

習
者

中
心

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
な

ど
に

関
し

て
理

解
を

し
て

い
な

い
。

機
関

全
体

で
組

織
的

に
主

要
な

要
素

で
あ

る
学

修
評

価
結

果
と

と
も

に
レ

ビ
ュ

ー
が

行
わ

れ
て

い
る

。
ユ

ニ
ッ

ト
は

、
学

生
の

学
修

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

効
果

お
よ

び
サ

ポ
ー

ト
プ

ロ
セ

ス
を

改
善

す
る

た
め

に
結

果
を

使
用

し
て

い
る

。
機

関
レ

ベ
ル

の
計

画
や

予
算

積
算

に
も

関
連

し
て

い
る

。

大
学

は
最

低
限

の
認

識
し

か
し

て
い

な
い

。
調

査
や

エ
ビ

デ
ン

ス
の

文
化

の
発

展
に

関
す

る
支

援
は

、
ト

ッ
プ

レ
ベ

ル
や

現
場

レ
ベ

ル
で

散
発

的
な

も
の

で
あ

り
、

均
一

な
も

の
と

な
っ

て
い

な
い

。

調
査

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
文

化
に

関
す

る
大

学
の

知
識

や
支

援
は

、
ア

ド
ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
シ

ョ
ン

、
教

員
、

専
門

職
員

に
渡

り
統

一
さ

れ
て

い
る

が
、

深
い

も
の

と
な

っ
て

い
な

い
。

全
て

の
段

階
で

の
全

て
の

適
当

な
機

能
に

お
い

て
、

調
査

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
文

化
を

形
成

し
維

持
す

る
こ

と
を

認
識

し
て

お
り

、
深

い
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

を
し

て
い

る
。

C
.　

成
果

の
デ

ー
タ

、
エ

ビ
デ

ン
ス

及
び

分
析

広
範

な
使

用
の

た
め

に
デ

ー
タ

や
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

お
ら

ず
普

及
し

て
い

な
い

。
ま

た
、

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
は

、
項

目
化

さ
れ

て
お

ら
ず

、
ア

ク
セ

ス
で

き
な

い
。

意
思

決
定

の
過

程
に

お
け

る
、

デ
ー

タ
、

エ
ビ

デ
ン

ス
及

び
分

析
の

位
置

づ
け

が
明

確
で

な
い

。
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

け
る

改
善

の
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

な
い

よ
う

で
あ

る
。

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
の

収
集

、
普

及
、

項
目

化
は

限
ら

れ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

デ
ー

タ
へ

の
ア

ク
セ

ス
も

限
ら

れ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
プ

ロ
グ

ラ
ム

、
ユ

ニ
ッ

ト
お

よ
び

（
あ

る
い

は
）
機

関
レ

ベ
ル

で
の

教
育

効
果

の
改

善
を

決
定

す
る

上
で

、
デ

ー
タ

や
エ

ビ
デ

ン
ス

の
使

用
は

初
期

段
階

に
あ

る
。

成
果

の
デ

ー
タ

、
エ

ビ
デ

ン
ス

が
組

織
的

に
収

集
さ

れ
て

お
り

、
普

及
し

て
い

る
。

幅
広

く
ア

ク
セ

ス
が

で
き

る
。

ま
た

、
各

項
目

ご
と

に
分

か
れ

て
い

る
。

全
て

の
レ

ベ
ル

で
の

意
思

決
定

主
体

に
よ

っ
て

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
が

検
討

さ
れ

る
。

文
書

化
や

教
育

効
果

へ
の

リ
ン

ク
は

弱
い

か
も

し
れ

な
い

。

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
は

組
織

的
に

収
集

が
行

わ
れ

、
普

及
し

て
い

る
。

ま
た

、
デ

ー
タ

や
エ

ビ
デ

ン
ス

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
で

き
る

。
目

的
を

も
っ

て
各

項
目

ご
と

へ
の

細
分

化
が

行
わ

れ
て

い
る

。
完

全
に

文
書

化
さ

れ
た

プ
ロ

セ
ス

で
全

て
の

段
階

で
の

意
思

決
定

主
体

に
よ

っ
て

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

改
善

の
た

め
に

デ
ー

タ
や

エ
ビ

デ
ン

ス
が

使
用

さ
れ

て
い

る
。

意
思

決
定

に
お

け
る

指
標

が
明

ら
か

に
不

足
し

て
い

る
。

あ
る

い
は

時
々

考
慮

さ
れ

る
。

B
.　

公
式

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

レ
ビ

ュ
ー

有
用

な
デ

ー
タ

が
全

く
作

成
さ

れ
て

い
な

い
、

ほ
と

ん
ど

な
い

、
仮

に
あ

っ
た

と
し

て
も

、
か

な
り

稀
で

あ
る

。
学

生
の

学
修

に
関

す
る

評
価

結
果

は
入

手
で

き
な

い
。

ま
た

（
あ

る
い

は
）

使
用

さ
れ

て
い

な
い

。

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
は

、
学

科
あ

る
い

は
ユ

ニ
ッ

ト
に

お
い

て
時

々
行

わ
れ

て
い

る
。

質
の

指
標

は
、

伝
統

的
な

イ
ン

プ
ッ

ト
に

よ
る

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
結

果
は

教
育

効
果

の
改

善
を

提
案

す
る

た
め

に
時

々
使

用
さ

れ
て

い
る

。
機

関
レ

ベ
ル

の
計

画
や

予
算

積
算

に
は

若
干

の
関

連
が

あ
る

。

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
は

頻
繁

に
ほ

と
ん

ど
の

ア
カ

デ
ミ

ッ
ク

及
び

正
課

併
行

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
ユ

ニ
ッ

ト
に

変
化

を
も

た
ら

し
て

い
る

。
そ

し
て

、
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
を

含
ん

だ
も

の
が

増
加

し
て

い
る

。
ユ

ニ
ッ

ト
は

教
育

効
果

を
考

察
し

た
り

、
改

善
す

る
た

め
に

結
果

を
使

用
し

て
い

る
。

機
関

レ
ベ

ル
の

計
画

や
予

算
積

算
に

関
連

し
て

い
る

。

あ
る

領
域

で
は

指
標

を
確

認
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
の

結
果

の
普

及
は

始
ま

っ
た

ば
か

り
で

あ
る

。
比

較
で

き
る

デ
ー

タ
を

参
照

し
て

い
な

い
。

定
期

的
に

収
集

さ
れ

た
デ

ー
タ

と
と

も
に

指
標

の
多

く
が

普
及

し
て

お
り

、
総

合
的

に
分

析
さ

れ
て

い
る

。
い

く
つ

か
の

比
較

さ
れ

た
デ

ー
タ

が
使

用
さ

れ
て

い
る

。
不

定
期

に
、

計
画

、
予

算
積

算
、

他
の

意
思

決
定

を
行

う
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

る
。

認
識 留
意
す
べ
き
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s d
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s m
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テーマ１　Ⅱ．大学の学修成果に関する国内外の大学等の訪問調査
西

部
地

区
基

準
協

会
大

学
カ

レ
ッ

ジ
委

員
会

（
W

A
S
C

 S
e
n
io

r 
C

o
lle

ge
 a

n
d 

U
n
iv

e
rs

it
y 

C
o
m

m
is

si
o
n)

ア
カ

デ
ミ

ッ
ク

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
け

る
学

習
成

果
の

質
を

評
価

す
る

た
め

の
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
(P

R
O

G
R

A
M

 L
E
A

R
N

IN
G

 O
U

T
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O
M

E
S
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u
b
ri
c
 f
o
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A
ss
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ss

in
g 

th
e
 Q

u
al

it
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c
ad

e
m

ic
 P

ro
gr

am
 L

e
ar

n
in

g 
O

u
tc

o
m

e
s)

領
域

(C
ri
te

ri
o
n
)

初
期

段
階

(I
n
it
ia

l)
新

興
段

階
(E

m
e
rg

in
g)

発
展

段
階

（
D

e
ve

lo
pe

d)
高

度
な

発
展

段
階

（H
ig

h
ly

 D
e
ve

lo
p
m

e
n
t)

学
生

は
プ

ロ
グ

ラ
ム

全
体

の
学

修
成

果
を

、
全

く
あ

る
い

は
ほ

と
ん

ど
認

識
し

て
い

な
い

。
シ

ラ
バ

ス
や

カ
タ

ロ
グ

の
よ

う
な

学
生

に
対

す
る

学
修

成
果

の
伝

達
手

段
が

一
部

存
在

す
る

か
全

く
存

在
し

な
い

。

学
生

は
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
学

修
成

果
に

関
す

る
知

識
を

有
し

て
い

る
。

成
果

に
関

す
る

伝
達

は
不

定
期

で
あ

り
公

式
な

も
の

で
は

な
く
、

個
々

の
教

員
あ

る
い

は
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
に

よ
る

も
の

で
あ

る
。

学
生

は
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
学

修
成

果
を

十
分

に
認

識
し

て
い

る
。

彼
ら

は
、

自
身

の
学

修
を

進
め

る
た

め
に

そ
れ

ら
を

使
用

し
て

い
る

。
ほ

と
ん

ど
の

シ
ラ

バ
ス

に
お

い
て

学
修

成
果

が
含

ま
れ

て
お

り
、

カ
タ

ロ
グ

や
ウ

ェ
ブ

な
ど

で
入

手
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

学
生

は
学

修
成

果
を

十
分

に
認

識
し

て
お

り
、

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

の
作

成
や

使
用

に
参

加
す

る
こ

と
も

あ
る

。
学

修
成

果
や

学
業

の
水

準
に

関
連

し
て

自
己

評
価

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

方
針

と
し

て
コ

ー
ス

の
シ

ラ
バ

ス
に

成
果

を
含

む
こ

と
を

要
求

し
て

い
る

。
ま

た
、

学
修

成
果

は
そ

の
他

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
文

書
で

も
入

手
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

学
修

成
果

の
一

覧
(C

o
m

pr
e
h
e
n
si

ve
 L

is
t)

測
定

可
能

な
学

修
成

果
(A

ss
e
ss

ab
le

 O
u
tc

o
m

e
s)

連
携

(A
lig

n
m

e
n
t)

評
価

計
画

(A
ss

e
ss

m
e
n
t 

P
la

n
n
in

g)

学
生

の
経

験
(T

h
e
 S

tu
de

n
t 

E
xp

e
ri
e
n
c
e
)

学
修

成
果

や
学

生
が

経
験

す
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
間

に
は

明
確

な
関

係
は

な
い

。
学

生
に

対
し

て
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

お
け

る
学

修
成

果
を

身
に

つ
け

る
た

め
の

適
当

な
機

会
が

与
え

ら
れ

て
い

な
い

よ
う

で
あ

る
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

は
、

学
生

に
そ

れ
ぞ

れ
の

学
修

成
果

に
関

連
す

る
知

識
を

学
習

し
発

展
さ

せ
る

た
め

の
機

会
が

与
え

ら
れ

る
よ

う
構

築
さ

れ
て

い
る

。

教
授

法
、

成
績

評
価

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
、

相
応

の
学

生
支

援
サ

ー
ビ

ス
、

正
課

併
行

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
が

明
確

か
つ

意
図

的
に

連
携

さ
れ

て
い

る
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

マ
ッ

プ
は

、
習

熟
の

レ
ベ

ル
を

示
し

て
い

る
。

学
修

成
果

の
評

価
に

関
す

る
公

式
の

計
画

が
な

い
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
評

価
を

行
う

た
め

当
該

年
度

の
学

修
成

果
を

選
択

す
る

よ
う

な
短

期
の

計
画

に
よ

る
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

学
修

成
果

の
評

価
時

期
が

具
体

的
に

決
め

ら
れ

た
適

切
な

複
数

年
の

評
価

計
画

を
有

し
て

い
る

。
そ

の
計

画
は

分
析

や
改

善
の

実
行

を
含

ん
だ

も
の

と
な

っ
て

い
る

。

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
学

修
成

果
の

評
価

日
程

や
方

法
、

結
果

に
基

づ
く
改

善
方

法
や

実
施

時
期

を
明

確
に

示
し

た
継

続
的

な
複

数
年

の
評

価
計

画
を

有
し

て
い

る
。

学
習

成
果

の
一

覧
が

不
完

全
で

あ
る

、
詳

細
す

ぎ
る

、
不

適
当

で
あ

る
、

系
統

立
て

ら
れ

て
い

な
い

と
い

っ
た

問
題

が
あ

る
。

こ
れ

ら
に

は
、

学
問

分
野

だ
け

の
学

修
成

果
と

な
っ

て
お

り
、

機
関

全
体

で
の

学
修

成
果

を
無

視
し

て
い

る
と

い
う

問
題

点
も

含
ま

れ
て

い
る

。
ま

た
、

こ
の

段
階

の
リ

ス
ト

は
学

修
プ

ロ
セ

ス
（
例

え
ば

、
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
）
と

学
習

成
果

（
例

え
ば

、
理

論
の

実
社

会
で

の
応

用
）
を

混
乱

さ
せ

る
も

の
で

あ
る

。

一
覧

は
妥

当
な

学
修

成
果

を
含

ん
で

い
る

が
プ

ロ
グ

ラ
ム

全
体

の
期

待
を

具
体

的
に

述
べ

て
い

な
い

。
当

該
機

関
全

体
の

学
修

成
果

あ
る

い
は

全
国

的
な

学
問

分
野

別
の

水
準

が
無

視
さ

れ
て

い
る

。
学

士
課

程
プ

ロ
グ

ラ
ム

と
大

学
院

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

関
す

る
期

待
の

違
い

が
明

確
に

な
っ

て
い

な
い

。

一
覧

は
学

生
が

プ
ロ

グ
ラ

ム
で

学
修

す
る

重
要

な
知

識
、

技
能

、
価

値
に

焦
点

を
当

て
て

い
る

妥
当

な
学

修
成

果
と

な
っ

て
お

り
系

統
立

て
ら

れ
て

い
る

。
こ

れ
は

、
当

該
機

関
全

体
の

ア
ウ

ト
カ

ム
（
例

え
ば

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

や
批

判
的

思
考

の
能

力
）
を

含
ん

で
い

る
。

学
修

成
果

は
各

課
程

の
水

準
に

対
し

て
適

切
な

も
の

で
あ

る
。

全
国

的
な

学
問

分
野

の
水

準
が

考
慮

さ
れ

た
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

一
覧

は
学

士
課

程
と

大
学

院
課

程
の

期
待

を
明

瞭
に

区
別

し
て

お
り

、
合

理
的

か
つ

適
切

で
包

括
的

な
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

全
国

的
な

学
問

分
野

の
水

準
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
。

教
授

陣
は

そ
れ

ぞ
れ

の
成

果
に

関
す

る
学

生
の

習
熟

を
評

価
す

る
た

め
の

基
準

に
同

意
し

て
い

る
。

学
修

成
果

に
つ

い
て

、
学

生
の

学
修

を
証

明
す

る
た

め
に

で
き

る
こ

と
を

提
示

し
て

い
な

い
。

「
学

生
が

科
学

的
方

法
を

理
解

し
て

い
る

」
と

い
う

よ
う

な
提

示
は

、
学

生
の

理
解

の
証

明
や

評
価

の
方

法
を

具
体

的
に

述
べ

て
い

な
い

。

ほ
と

ん
ど

の
学

習
成

果
に

お
い

て
、

学
生

が
ど

の
よ

う
に

学
修

を
証

明
で

き
る

か
が

示
さ

れ
て

い
る

。

各
学

修
成

果
は

学
生

が
ど

の
よ

う
に

学
修

を
証

明
で

き
る

か
を

示
し

て
い

る
。

例
え

ば
、

「
卒

業
生

は
A

P
A

ス
タ

イ
ル

で
レ

ポ
ー

ト
を

書
く
こ

と
が

で
き

る
。

」
、

「
卒

業
生

は
生

物
学

上
の

知
識

に
オ

リ
ジ

ナ
ル

な
貢

献
が

で
き

る
。

」
な

ど
。

学
修

成
果

は
ど

の
よ

う
に

学
生

が
学

修
を

証
明

で
き

る
か

を
示

し
て

い
る

。
教

員
は

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

の
よ

う
な

明
確

な
基

準
の

提
示

に
同

意
し

て
お

り
、

各
学

習
成

果
に

関
す

る
様

々
な

レ
ベ

ル
の

学
生

の
成

果
の

例
を

確
認

し
て

い
る

。
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討
を

し
て

い
る

。
評

価
を

与
え

る
と

い
う

よ
り

は
む

し
ろ

記
述

的
な

レ
ベ

ル
で

行
っ

て
い

る
。

学
内

外
の

評
価

員
は

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

け
る

学
生

の
学

修
を

直
接

的
お

よ
び

間
接

的
に

分
析

し
、

改
善

に
関

す
る

評
価

的
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
や

提
案

を
提

示
す

る
。

評
価

員
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

取
り

組
み

を
評

価
す

る
十

分
な

専
門

的
な

知
識

を
有

し
て

い
る

。
学

科
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

取
り

組
み

を
改

善
す

る
た

め
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

利
用

し
て

い
る

。

十
分

に
資

格
の

あ
る

学
内

外
の

評
価

員
が

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
学

修
成

果
、

評
価

計
画

、
エ

ビ
デ

ン
ス

、
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
と

な
る

結
果

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

影
響

を
評

価
し

て
い

る
。

評
価

員
は

改
善

に
関

し
て

評
価

的
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

与
え

提
案

を
行

う
。

学
科

は
学

生
の

学
修

を
改

善
す

る
た

め
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

利
用

し
て

い
る

。

自
己

点
検

で
求

め
ら

れ
る

要
素

(R
e
qu

ir
e
d 

E
le

m
e
n
ts

 o
f 
th

e
 S

e
lf
-
S
tu

dy
)

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

教
員

は
プ

ロ
グ

ラ
ム

レ
ベ

ル
で

の
学

修
成

果
の

リ
ス

ト
の

提
出

を
要

求
さ

れ
る

こ
と

が
あ

る
。

教
員

は
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
在

籍
す

る
学

生
の

学
修

成
果

の
提

出
や

評
価

結
果

を
要

約
す

る
こ

と
が

要
求

さ
れ

て
い

る
。

教
員

は
、

学
生

の
学

修
成

果
、

年
1
回

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

検
討

、
調

査
結

果
、

結
果

の
変

化
を

提
出

す
る

こ
と

が
要

求
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

次
の

サ
イ

ク
ル

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
に

関
す

る
計

画
の

提
出

を
要

求
さ

れ
る

こ
と

が
あ

る
。

教
員

は
学

生
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

学
修

成
果

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

調
査

結
果

、
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
と

な
る

結
果

、
そ

の
後

の
変

化
、

そ
れ

ら
の

変
化

の
影

響
に

関
わ

る
エ

ビ
デ

ン
ス

を
評

価
す

る
こ

と
が

要
求

さ
れ

て
い

る
。

そ
れ

ら
は

、
次

の
サ

イ
ク

ル
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
検

討
へ

の
計

画
を

提
示

し
て

い
る

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
取

り
組

み
に

関
す

る
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
(A

n
n
u
al

F
e
e
db

ac
k 

o
n
 A

ss
e
ss

m
e
n
t 

E
ff
o
rt

s)

大
学

に
お

け
る

個
人

や
委

員
会

は
、

ア
ウ

ト
カ

ム
の

質
、

ア
セ

ス
メ

ン
ト

計
画

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

研
究

に
関

す
る

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

与
え

て
い

な
い

。

大
学

に
お

け
る

個
人

や
委

員
会

は
、

ア
ウ

ト
カ

ム
の

質
、

ア
セ

ス
メ

ン
ト

計
画

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研

究
に

関
す

る
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
与

え
て

い
る

。

十
分

な
能

力
を

有
す

る
個

人
や

委
員

会
は

、
ア

ウ
ト

カ
ム

の
質

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
計

画
、

ア
セ

ス
メ

ン
ト

研
究

に
関

す
る

年
1
回

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
与

え
て

い
る

。
学

科
は

学
生

の
改

善
の

た
め

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
利

用
し

て
い

る
。

十
分

な
能

力
を

有
す

る
個

人
や

委
員

会
は

、
ア

ウ
ト

カ
ム

の
質

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
計

画
、

ア
セ

ス
メ

ン
ト

評
価

、
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
と

な
る

結
果

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

イ
ン

パ
ク

ト
に

関
す

る
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
年

1
回

与
え

て
い

る
。

学
科

は
学

生
の

学
修

を
改

善
す

る
た

め
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

効
果

的
に

使
用

し
て

い
る

。
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
活

動
は

機
関

の
サ

ポ
ー

ト
を

受
け

て
い

る
。

計
画

お
よ

び
予

算
(P

la
n
n
in

g 
an

d 
B

u
dg

e
ti
n
g)

大
学

は
、

計
画

立
案

や
予

算
作

成
の

過
程

に
プ

ロ
グ

ラ
ム

レ
ビ

ュ
ー

を
組

み
込

ん
で

い
な

い
。

大
学

は
、

計
画

立
案

や
予

算
作

成
の

過
程

に
プ

ロ
グ

ラ
ム

レ
ビ

ュ
ー

を
組

み
込

も
う

と
し

て
い

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
限

ら
れ

た
部

分
で

の
み

達
成

さ
れ

て
い

る
。

大
学

は
、

計
画

立
案

や
予

算
作

成
の

過
程

に
プ

ロ
グ

ラ
ム

レ
ビ

ュ
ー

を
組

み
込

ん
で

い
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

正
式

な
プ

ロ
セ

ス
を

通
じ

た
も

の
で

は
な

い
。

大
学

は
、

学
生

の
経

験
(T

h
e
 S

tu
de

n
t 

E
xp

e
ri
e
n
c
e
)

学
生

は
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
を

知
ら

ず
、

関
与

し
て

い
な

い
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
に

は
、

調
査

結
果

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

す
る

た
め

に
フ

ォ
ー

カ
ス

グ
ル

ー
プ

や
学

生
と

の
対

話
の

機
会

が
含

ま
れ

る
こ

と
が

あ
る

。

学
内

外
の

評
価

員
は

、
学

生
の

成
果

の
サ

ン
プ

ル
(例

え
ば

、
ペ

ー
パ

ー
、

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
、

キ
ャ

ッ
プ

ス
ト

ー
ン

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

な
ど

）
を

調
査

し
て

い
る

。
学

生
は

彼
ら

が
学

修
し

た
こ

と
や

ど
の

よ
う

に
学

修
し

た
か

に
関

す
る

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

に
招

か
れ

る
こ

と
が

あ
る

。

学
生

は
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
の

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

、
立

派
な

パ
ー

ト
ナ

ー
と

な
っ

て
い

る
。

学
生

は
彼

ら
の

成
果

に
関

す
る

ポ
ス

タ
ー

セ
ッ

シ
ョ

ン
を

行
う

こ
と

も
あ

る
。

ま
た

、
彼

ら
が

ど
の

く
ら

い
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
を

自
己

評
価

の
た

め
に

適
用

し
て

い
る

か
を

示
し

、
ま

た
、

自
身

の
評

価
を

示
し

た
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
行

う
こ

と
も

あ
る

。

も
に

正
式

な
行

動
計

画
に

関
す

る
協

議
を

通
じ

た
も

の
で

あ
る

。

プ
ロ

グ
ラ

ム
レ

ビ
ュ

ー
を

組
み

込
ん

で
い

る
。

例
え

ば
、

こ
の

過
程

は
合

意
さ

れ
た

計
画

立
案

や
予

算
作

成
の

過
程

に

方
針

と
と
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収
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。
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収
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検
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。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
し

て
適

切
な

エ
ビ

デ
ン

ス
が

収
集

さ
れ

て
い

る
。

教
員

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
ア

ウ
ト

カ
ム

の
到

達
を

評
価

す
る

た
め

に
合

意
さ

れ
た

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

の
よ

う
な

明
確

な
基

準
を

使
用

し
て

い
る

。
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
は

学
生

と
共

有
さ

れ
て

い
る

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

基
準

（
例

え
ば

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

）
は

、
試

行
が

行
わ

れ
、

何
度

も
改

良
が

行
わ

れ
て

い
る

。
ア

セ
ス

メ
ン

ト
基

準
は

、
学

生
と

共
有

さ
れ

て
お

り
、

学
生

は
そ

れ
ら

を
開

発
す

る
こ

と
を

手
伝

う
こ

と
も

あ
る

。
外

部
評

価
者

か
ら

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

は
ア

セ
ス

メ
ン

ト
プ

ロ
セ

ス
の

改
良

に
導

く
も

の
で

あ
る

。
学

科
は

ま
た

外
部

の
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
デ

ー
タ

を
使

用
し

て
い

る
。

学
生

の
タ

ス
ク

の
明

確
化

(C
la

ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
S
tu

d
e
n
ts

'T
as

k)

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
作

成
に

関
す

る
学

生
へ

の
イ

ン
ス

ト
ラ

ク
シ

ョ
ン

は
、

学
生

が
教

員
の

期
待

事
項

を
知

る
上

で
の

詳
細

を
十

分
与

え
て

い
な

い
。

イ
ン

ス
ト

ラ
ク

シ
ョ

ン
は

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
に

て
記

さ
れ

る
学

修
成

果
を

明
確

に
し

て
い

な
い

こ
と

も
あ

る
。

学
生

は
ポ

ー
ト

フ
ォ

リ
オ

に
関

す
る

手
引

き
を

受
け

取
っ

て
い

る
。

し
か

し
、

こ
の

イ
ン

ス
ト

ラ
ク

シ
ョ

ン
は

要
求

さ
れ

る
事

項
や

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
を

ま
と

め
る

理
由

を
判

断
す

る
上

で
の

問
題

を
有

し
て

い
る

。

学
生

は
、

教
員

の
期

待
事

項
が

詳
細

に
記

載
さ

れ
、

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
の

目
的

、
含

ま
れ

る
エ

ビ
デ

ン
ス

の
種

類
、

エ
ッ

セ
イ

、
最

終
成

果
物

の
様

式
を

含
ん

だ
手

引
き

を
受

け
取

っ
て

い
る

。

当
該

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
け

る
学

生
は

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
の

要
求

や
そ

の
合

理
性

を
理

解
し

て
い

る
。

そ
し

て
、

学
生

は
ポ

ー
ト

フ
ォ

リ
オ

を
自

己
評

価
ス

キ
ル

を
開

発
さ

せ
る

上
で

有
用

な
も

の
と

し
て

認
識

し
て

い
る

。
教

員
は

形
成

的
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
や

各
学

生
に

助
言

を
す

る
た

め
に

発
展

段
階

に
あ

る
ポ

ー
ト

フ
ォ

リ
オ

を
監

督
す

る
。

結
果

の
利

用
 (

R
e
su

lt
s 

A
re

 U
se

d)

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
が

収
集

さ
れ

て
い

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
こ

れ
に

関
し

て
教

員
間

で
検

討
が

行
わ

れ
て

い
な

い
。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
が

収
集

さ
れ

て
お

り
、

教
員

間
で

検
討

が
行

わ
れ

て
い

る
。

し
か

し
、

結
果

は
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
改

善
に

は
使

用
さ

れ
て

い
な

い
。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
は

収
集

さ
れ

て
お

り
、

教
員

間
で

検
討

が
さ

れ
て

い
る

。
そ

し
て

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
改

善
の

た
め

に
使

用
さ

れ
て

い
る

。

教
員

は
定

期
的

に
結

果
、

変
更

を
必

要
と

す
る

計
画

、
必

要
な

リ
ソ

ー
ス

の
確

保
を

検
討

し
、

変
更

の
実

施
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
。

教
員

は
、

学
生

の
学

修
を

改
善

す
る

た
め

に
司

書
や

学
生

部
の

専
門

職
員

の
よ

う
な

各
部

門
と

協
働

す
る

こ
と

も
あ

る
。

ま
た

、
学

生
が

、
個

人
あ

る
い

は
集

団
で

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

に
参

加
し

た
り

、
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
受

け
る

こ
と

も
あ

る
。

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
の

研
究

で
は

、
変

更
が

学
修

を
改

善
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

。

信
頼

で
き

る
結

果
(R

e
lia

bl
e
 R

e
su

lt
s)

学
生

の
学

業
を

評
価

す
る

者
の

間
で

、
同

じ
方

法
で

評
価

基
準

を
適

用
す

る
よ

う
な

調
整

が
行

わ
れ

て
い

な
い

。
ま

た
相

互
に

確
認

を
行

っ
て

い
な

い
。

同
じ

方
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

た
め

に
評

価
者

間
で

調
整

が
行

わ
れ

て
い

る
。

あ
る

い
は

、
定

期
的

に
教

員
間

で
相

互
に

確
認

を
行

っ
て

い
る

。

同
じ

方
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

た
め

に
評

価
者

間
で

調
整

が
行

わ
れ

て
い

る
。

そ
し

て
、

教
員

間
で

定
期

的
に

相
互

に
確

認
を

行
っ

て
い

る
。

評
価

者
は

調
整

を
行

っ
て

い
る

。
教

員
は

定
期

的
に

評
価

デ
ー

タ
が

高
い

相
互

信
頼

性
を

有
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

。

E
ポ

ー
ト

フ
ォ

リ
オ

の
使

用
の

場
合

(I
f 
e
-
P

o
rt

fo
lio

s 
A

re
 U

se
d)

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

学
習

や
問

題
対

応
の

た
め

の
学

生
や

教
員

に
対

す
る

技
術

的
な

サ
ポ

ー
ト

が
な

い
。

学
生

や
教

員
に

対
す

る
非

公
式

あ
る

い
は

最
小

限
の

公
的

な
サ

ポ
ー

ト
が

あ
る

。
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

学
習

や
問

題
を

解
決

す
る

上
で

の
公

式
の

技
術

的
な

サ
ポ

ー
ト

が
あ

り
、

ま
た

、
予

防
的

な
支

援
が

あ
る

。

サ
ポ

ー
ト

が
あ

り
、

予
防

的
か

つ
効

果
的

な
も

の
で

あ
る

。
技

術
支

援
の

人
材

は
、

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
全

体
の

改
良

に
参

加
し

て
い

る
こ

と
も

あ
る

。



56

テーマ１　Ⅱ．大学の学修成果に関する国内外の大学等の訪問調査

PO
R

TF
O

LI
O

S
R

ub
ric

 fo
r A

ss
es

si
ng

 th
e 

U
se

 o
f P

or
tfo

lio
s 

fo
r A

ss
es

si
ng

 P
ro

gr
am

 L
ea

rn
in

g 
O

ut
co

m
es

C
rit

er
io

n 
In

iti
al

 
Em

er
gi

ng
 

D
ev

el
op

ed
 

H
ig

hl
y 

D
ev

el
op

ed
 

C
la

rif
ic

at
io

n 
of

 
S

tu
de

nt
s’

Ta
sk

 

In
st

ru
ct

io
ns

 to
 s

tu
de

nt
s 

fo
r 

po
rtf

ol
io

 d
ev

el
op

m
en

t p
ro

vi
de

 
in

su
ffi

ci
en

t d
et

ai
l f

or
 th

em
 to

 
kn

ow
 w

ha
t f

ac
ul

ty
 e

xp
ec

t. 
In

st
ru

ct
io

ns
 m

ay
 n

ot
 id

en
tif

y 
ou

tc
om

es
 to

 b
e 

ad
dr

es
se

d 
in

 
th

e 
po

rtf
ol

io
. 

S
tu

de
nt

s 
re

ce
iv

e 
so

m
e 

w
rit

te
n 

in
st

ru
ct

io
ns

 fo
r t

he
ir 

po
rtf

ol
io

s,
 

bu
t t

he
y 

st
ill

 h
av

e 
pr

ob
le

m
s 

de
te

rm
in

in
g 

w
ha

t i
s 

re
qu

ire
d 

of
 

th
em

 a
nd

/o
r w

hy
 th

ey
 a

re
 

co
m

pi
lin

g 
a 

po
rtf

ol
io

. 

S
tu

de
nt

s 
re

ce
iv

e 
w

rit
te

n 
in

st
ru

ct
io

ns
 th

at
 d

es
cr

ib
e 

fa
cu

lty
 

ex
pe

ct
at

io
ns

 in
 d

et
ai

l a
nd

 in
cl

ud
e 

th
e 

pu
rp

os
e 

of
 th

e 
po

rtf
ol

io
, t

yp
es

 
of

 e
vi

de
nc

e 
to

 in
cl

ud
e,

 ro
le

 o
f t

he
 

re
fle

ct
iv

e 
es

sa
y 

(if
 re

qu
ire

d)
, a

nd
 

fo
rm

at
 o

f t
he

 fi
ni

sh
ed

 p
ro

du
ct

. 

S
tu

de
nt

s 
in

 th
e 

pr
og

ra
m

 u
nd

er
st

an
d 

th
e 

po
rtf

ol
io

 re
qu

ire
m

en
t a

nd
 th

e 
ra

tio
na

le
 fo

r i
t, 

an
d 

th
ey

 v
ie

w
 th

e 
po

rtf
ol

io
 a

s 
he

lp
in

g 
th

em
 

de
ve

lo
p 

se
lf-

as
se

ss
m

en
t s

ki
lls

. F
ac

ul
ty

 m
ay

 
m

on
ito

r t
he

 d
ev

el
op

in
g 

po
rtf

ol
io

 to
 p

ro
vi

de
 

fo
rm

at
iv

e 
fe

ed
ba

ck
 a

nd
/o

r a
dv

is
e 

in
di

vi
du

al
 

st
ud

en
ts

.
V

al
id

 R
es

ul
ts

 
It 

is
 n

ot
 c

le
ar

 th
at

 v
al

id
 

ev
id

en
ce

 fo
r e

ac
h 

re
le

va
nt

 
ou

tc
om

e 
is

 c
ol

le
ct

ed
 a

nd
/o

r
in

di
vi

du
al

 re
vi

ew
er

s 
us

e 
id

io
sy

nc
ra

tic
 c

rit
er

ia
 to

 a
ss

es
s 

st
ud

en
t w

or
k.

 

Ap
pr

op
ria

te
 e

vi
de

nc
e 

is
 

co
lle

ct
ed

 fo
r e

ac
h 

ou
tc

om
e,

 
an

d 
fa

cu
lty

 h
av

e 
di

sc
us

se
d 

re
le

va
nt

 c
rit

er
ia

 fo
r a

ss
es

si
ng

 
ea

ch
 o

ut
co

m
e.

 

Ap
pr

op
ria

te
 e

vi
de

nc
e 

is
 c

ol
le

ct
ed

 
fo

r e
ac

h 
ou

tc
om

e;
 fa

cu
lty

 u
se

 
ex

pl
ic

it 
cr

ite
ria

, s
uc

h 
as

 a
gr

ee
d-

up
on

 ru
br

ic
s,

 to
 a

ss
es

s 
st

ud
en

t 
at

ta
in

m
en

t o
f e

ac
h 

ou
tc

om
e.

 
R

ub
ric

s 
ar

e 
us

ua
lly

 s
ha

re
d 

w
ith

 
st

ud
en

ts
.

A
ss

es
sm

en
t c

rit
er

ia
, e

.g
., 

in
 th

e 
fo

rm
 o

f 
ru

br
ic

s,
 h

av
e 

be
en

 p
ilo

t-t
es

te
d 

an
d 

re
fin

ed
 

ov
er

 ti
m

e;
 th

ey
 a

re
 s

ha
re

d 
w

ith
 s

tu
de

nt
s,

 
an

d 
st

ud
en

t m
ay

 h
av

e 
he

lp
ed

 d
ev

el
op

 th
em

. 
Fe

ed
ba

ck
 fr

om
 e

xt
er

na
l r

ev
ie

w
er

s 
ha

s 
le

d 
to

 
re

fin
em

en
ts

 in
 th

e 
as

se
ss

m
en

t p
ro

ce
ss

. T
he

 
de

pa
rtm

en
t a

ls
o 

us
es

 e
xt

er
na

l 
be

nc
hm

ar
ki

ng
 d

at
a.

 
R

el
ia

bl
e 

R
es

ul
ts

Th
os

e 
w

ho
 re

vi
ew

 s
tu

de
nt

 
w

or
k 

ar
e 

no
t c

al
ib

ra
te

d 
to

 
ap

pl
y 

as
se

ss
m

en
t c

rit
er

ia
 in

 
th

e 
sa

m
e 

w
ay

, a
nd

 th
er

e 
ar

e 
no

 c
he

ck
s 

fo
r i

nt
er

-ra
te

r 
re

lia
bi

lit
y.

 

R
ev

ie
w

er
s 

ar
e 

ca
lib

ra
te

d 
to

 
ap

pl
y 

as
se

ss
m

en
t c

rit
er

ia
 in

 
th

e 
sa

m
e 

w
ay

 o
r  f

ac
ul

ty
 

ro
ut

in
el

y 
ch

ec
k 

fo
r i

nt
er

-ra
te

r 
re

lia
bi

lit
y.

 

R
ev

ie
w

er
s 

ar
e 

ca
lib

ra
te

d 
to

 a
pp

ly
 

as
se

ss
m

en
t c

rit
er

ia
 in

 th
e 

sa
m

e 
w

ay
, a

nd
 fa

cu
lty

 ro
ut

in
el

y 
ch

ec
k 

fo
r 

in
te

r-r
at

er
 re

lia
bi

lit
y.

 

R
ev

ie
w

er
s 

ar
e 

ca
lib

ra
te

d;
 fa

cu
lty

 ro
ut

in
el

y 
fin

d 
th

at
 a

ss
es

sm
en

t d
at

a 
ha

ve
 h

ig
h 

in
te

r-
ra

te
r r

el
ia

bi
lit

y.
  

R
es

ul
ts

 A
re

 
U

se
d

R
es

ul
ts

 fo
r e

ac
h 

ou
tc

om
e 

ar
e 

co
lle

ct
ed

, b
ut

 th
ey

 a
re

 n
ot

 
di

sc
us

se
d 

am
on

g 
th

e 
fa

cu
lty

. 

R
es

ul
ts

 fo
r e

ac
h 

ou
tc

om
e 

ar
e 

co
lle

ct
ed

 a
nd

 d
is

cu
ss

ed
 b

y 
th

e 
fa

cu
lty

, b
ut

 re
su

lts
 h

av
e 

no
t 

be
en

 u
se

d 
to

 im
pr

ov
e 

th
e 

pr
og

ra
m

.

R
es

ul
ts

 fo
r e

ac
h 

ou
tc

om
e 

ar
e 

co
lle

ct
ed

, d
is

cu
ss

ed
 b

y 
fa

cu
lty

, a
nd

 
us

ed
 to

 im
pr

ov
e 

th
e 

pr
og

ra
m

. 

Fa
cu

lty
 ro

ut
in

el
y 

di
sc

us
s 

re
su

lts
, p

la
n 

ne
ed

ed
 c

ha
ng

es
, s

ec
ur

e 
ne

ce
ss

ar
y 

re
so

ur
ce

s,
 a

nd
 im

pl
em

en
t c

ha
ng

es
. T

he
y 

m
ay

 c
ol

la
bo

ra
te

 w
ith

 o
th

er
s,

 s
uc

h 
as

 
lib

ra
ria

ns
 o

r S
tu

de
nt

 A
ffa

irs
 p
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テーマ１　Ⅱ．大学の学修成果に関する国内外の大学等の訪問調査

西
部

地
区

基
準

協
会

大
学

カ
レ

ッ
ジ

委
員

会
（
W

A
S
C

 S
e
n
io

ir
 C

o
lle

ge
 a

n
d 

U
n
iv

e
rs

it
y 

C
o
m

m
is

si
o
n
)

一
般

教
育

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
プ

ロ
セ

ス
を

評
価

す
る

た
め

の
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
（
G

E
N

E
R

A
L
 E

D
U

C
A

T
IO

N
 A

S
S
E
S
S
M

E
N

T
 R

u
br

ic
 f
o
r 

E
va

lu
at

in
g 

G
e
n
e
ra

l 
E
du

c
at

io
n
 A

ss
e
ss

m
e
n
t 

P
ro

c
e
ss

)

領
域

(C
ri
te

ri
o
n
)

初
期

段
階

(I
n
it
ia

l)
新

興
段

階
(E

m
e
rg

in
g)

発
展

段
階

（
D

e
ve

lo
pe

d)
高

度
な

発
展

段
階

（
H

ig
h
ly

 D
e
ve

lo
pm

e
n
t)

学
修

成
果

と
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

連
携

(C
u
rr

ic
u
lu

m
 A

lig
n
m

e
n
t 

w
it
h
 O

u
tc

o
m

e
s)

学
修

成
果

と
一

般
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

間
に

明
確

な
関

連
は

な
い

。
学

生
は

学
修

成
果

に
到

達
す

る
た

め
の

適
切

な
機

会
を

有
し

て
い

な
い

こ
と

が
あ

る
。

学
生

は
、

一
般

教
育

の
学

習
成

果
に

到
達

す
る

た
め

の
妥

当
な

機
会

を
有

し
て

い
る

よ
う

で
あ

る
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

マ
ッ

プ
は

学
修

成
果

に
到

達
す

る
機

会
を

示
し

て
い

る
。

機
会

の
順

序
や

回
数

に
問

題
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

は
、

学
生

が
そ

れ
ぞ

れ
の

学
修

成
果

に
関

わ
る

知
識

を
獲

得
し

発
展

さ
せ

る
た

め
の

機
会

を
与

え
ら

れ
る

よ
う

に
設

計
さ

れ
て

い
る

。
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
は

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
マ

ッ
プ

に
お

い
て

学
修

成
果

の
初

級
、

中
級

、
上

級
と

い
う

表
現

で
要

約
さ

れ
る

形
で

構
築

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

あ
る

。

一
般

教
育

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
、

教
授

法
、

成
績

評
価

、
ア

ド
バ

イ
ジ

ン
グ

な
ど

は
、

一
般

教
育

の
学

修
成

果
と

明
確

に
連

携
し

て
い

る
。

使
用

さ
れ

て
い

る
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
マ

ッ
プ

や
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
は

十
分

に
認

識
さ

れ
て

お
り

、
継

続
的

に
使

用
さ

れ
て

い
る

。
正

課
併

行
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
や

該
当

す
る

学
生

支
援

サ
ー

ビ
ス

は
、

一
般

教
育

の
学

修
資

源
と

し
て

考
え

ら
れ

て
お

り
、

一
般

教
育

の
ア

ウ
ト

カ
ム

と
連

携
し

て
い

る
。

一
般

教
育

の
学

修
成

果
（
G

E
　

O
u
tc

o
m

e
s)

一
般

教
育

全
体

に
関

わ
る

学
修

成
果

は
開

発
さ

れ
て

い
な

い
。

一
つ

か
二

つ
の

共
通

の
も

の
が

あ
る

（
例

え
ば

、
ラ

イ
テ

ィ
ン

グ
、

ク
リ

テ
ィ

カ
ル

シ
ン

キ
ン

グ
な

ど
）
。

一
般

教
育

全
体

に
関

す
る

学
修

成
果

が
開

発
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
学

修
成

果
の

リ
ス

ト
に

は
問

題
点

が
あ

る
。

（
例

え
ば

、
長

す
ぎ

る
、

短
す

ぎ
る

、
ミ

ッ
シ

ョ
ン

や
価

値
に

結
び

つ
い

て
い

な
い

な
ど

）
。

学
修

成
果

が
学

生
の

学
修

を
証

明
す

る
も

の
に

な
っ

て
い

な
い

。

学
修

成
果

の
リ

ス
ト

は
、

一
般

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

重
要

な
知

識
、

技
能

、
価

値
に

焦
点

が
置

か
れ

た
適

切
な

学
修

成
果

の
系

統
立

て
ら

れ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
学

修
成

果
は

学
修

の
証

明
を

表
し

た
も

の
で

あ
る

。
学

修
成

果
の

水
準

の
定

義
づ

け
は

始
ま

っ
た

ば
か

り
で

あ
る

。

学
修

成
果

の
リ

ス
ト

は
妥

当
か

つ
適

切
な

も
の

で
あ

る
。

学
修

成
果

は
、

学
生

が
ど

の
よ

う
に

学
修

を
証

明
で

き
る

か
を

示
し

て
い

る
。

教
員

は
、

学
生

の
習

熟
を

評
価

す
る

た
め

の
明

確
な

基
準

（
例

え
ば

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

な
ど

）
に

合
意

し
て

お
り

、
そ

れ
ぞ

れ
の

学
修

成
果

に
関

す
る

様
々

な
レ

ベ
ル

で
の

学
生

の
学

修
成

果
の

事
例

を
明

確
に

し
て

い
る

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
計

画
(A

ss
e
ss

m
e
n
t 

P
la

n
n
in

g)

そ
れ

ぞ
れ

の
一

般
教

育
の

学
修

成
果

を
評

価
す

る
た

め
の

正
式

な
計

画
が

存
在

し
な

い
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

評
価

計
画

の
実

行
に

責
任

を
有

す
る

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

や
委

員
会

が
存

在
し

な
い

。

一
般

教
育

の
評

価
は

、
当

該
年

度
に

お
け

る
評

価
を

す
る

た
め

に
学

修
成

果
を

選
択

す
る

よ
う

な
短

期
の

計
画

に
な

っ
て

い
る

。
改

善
に

関
す

る
結

果
の

解
釈

や
使

用
は

計
画

的
で

な
い

、
あ

る
い

は
蓄

積
さ

れ
た

も
の

に
は

な
っ

て
お

ら
ず

明
確

な
も

の
に

な
っ

て
い

な
い

。
責

任
者

や
責

任
を

有
す

る
委

員
会

が
存

在
し

な
い

。

大
学

は
、

一
般

教
育

の
各

学
修

成
果

が
評

価
さ

れ
る

時
期

を
明

確
に

し
た

複
数

年
の

評
価

計
画

を
有

し
て

い
る

。
そ

の
計

画
は

、
改

善
の

た
め

の
結

果
の

解
釈

や
使

用
に

関
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
含

ん
だ

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
や

委
員

会
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

評
価

を
監

督
す

る
た

め
の

責
任

を
有

し
て

い
る

。

大
学

は
、

学
修

成
果

の
評

価
時

期
や

方
法

が
記

さ
れ

、
相

互
に

関
連

し
た

持
続

的
か

つ
複

数
年

に
わ

た
る

評
価

計
画

を
有

し
て

い
る

。
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
や

委
員

会
は

、
必

要
に

応
じ

て
、

学
内

外
の

評
価

員
か

ら
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
や

経
験

に
基

づ
い

た
レ

ビ
ュ

ー
や

計
画

の
改

定
を

指
揮

し
て

い
る

。
大

学
は

相
対

的
な

デ
ー

タ
（
過

去
の

記
録

、
上

昇
志

向
の

目
標

、
外

部
の

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

な
ど

）
を

使
用

し
て

い
る

。

結
果

の
使

用
(U

se
 o

f 
R

e
su

lt
s)

一
般

教
育

の
学

修
成

果
の

結
果

が
収

集
さ

れ
て

い
る

も
の

の
、

該
当

す
る

教
員

は
こ

れ
ら

を
検

討
し

て
い

な
い

。
ま

た
、

結
果

は
ほ

と
ん

ど
あ

る
い

は
全

く
総

合
的

に
使

用
さ

れ
て

い
な

い
。

学
生

は
、

そ
の

プ
ロ

セ
ス

を
知

ら
ず

、
関

与
し

て
い

な
い

。

一
般

教
育

に
関

す
る

結
果

は
、

該
当

す
る

教
員

等
に

よ
っ

て
収

集
さ

れ
、

検
討

さ
れ

て
い

る
。

結
果

は
一

般
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
改

善
す

る
た

め
に

時
々

使
用

さ
れ

て
い

る
。

学
生

は
学

修
を

改
善

す
る

た
め

の
学

修
成

果
や

評
価

を
意

識
し

て
い

な
い

。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
は

、
該

当
す

る
教

員
等

に
よ

っ
て

収
集

さ
れ

、
検

討
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

定
期

的
に

一
般

教
育

を
改

善
す

る
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

る
。

学
生

は
一

般
教

育
の

学
修

の
改

善
を

知
っ

て
お

り
、

関
与

し
て

い
る

。

該
当

す
る

教
員

は
定

期
的

に
結

果
を

検
討

し
て

お
り

、
改

善
を

計
画

し
、

必
要

な
リ

ソ
ー

ス
を

確
保

し
、

変
更

を
行

っ
て

い
る

。
教

員
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

改
善

す
る

た
め

に
司

書
や

学
生

部
の

専
門

職
、

学
生

の
よ

う
な

関
係

者
と

協
働

し
て

い
る

こ
と

も
あ

る
。

追
跡

調
査

で
は

変
更

が
学

修
を

改
善

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
実

行
(A

ss
e
ss

m
e
n
t 

Im
pl

e
m

e
n
ta

ti
o
n
)

そ
れ

ぞ
れ

の
一

般
教

育
の

学
修

成
果

に
関

し
て

潜
在

し
て

い
る

有
効

な
エ

ビ
デ

ン
ス

の
収

集
や

各
評

価
者

が
学

生
の

学
業

を
評

価
す

る
た

め
の

特
有

の
基

準
を

使
用

し
て

い
る

こ
と

が
明

ら
か

で
な

い
。

適
切

な
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

お
り

、
教

員
は

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
を

評
価

す
る

た
め

の
適

切
な

基
準

を
検

討
し

て
い

る
。

学
生

の
学

業
の

評
価

者
は

同
じ

方
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

よ
う

調
整

を
行

っ
て

い
る

。
そ

し
て

（
あ

る
い

は
）
、

教
員

間
で

相
互

に
確

認
を

行
っ

て
い

る
。

適
切

な
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

お
り

、
学

修
成

果
の

学
生

の
到

達
度

を
評

価
す

る
た

め
に

、
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
の

よ
う

な
明

確
な

基
準

を
使

用
し

て
い

る
。

学
生

の
学

修
成

果
の

評
価

者
は

同
じ

方
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

た
め

に
調

整
を

行
っ

て
い

る
。

そ
し

て
、

教
員

は
定

期
的

に
相

互
に

確
認

を
行

っ
て

い
る

。

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

の
よ

う
な

評
価

基
準

は
、

試
行

調
査

が
行

わ
れ

幾
度

も
改

良
が

行
わ

れ
て

い
る

。
そ

し
て

、
学

生
と

も
共

有
が

行
わ

れ
て

い
る

。
学

生
の

学
業

の
評

価
者

間
で

調
整

が
行

わ
れ

て
お

り
、

教
員

は
定

期
的

に
相

互
に

高
い

信
頼

性
を

確
認

し
て

い
る

。
教

員
は

結
果

の
解

釈
や

学
修

を
改

善
す

る
た

め
の

変
更

を
決

定
す

る
際

に
デ

ー
タ

の
比

較
を

考
慮

し
て

い
る

。

西
部

地
区

基
準

協
会

大
学

カ
レ

ッ
ジ

委
員

会
（
W

A
S
C

 S
e
n
io

ir
 C

o
lle

ge
 a

n
d 

U
n
iv

e
rs

it
y 

C
o
m

m
is

si
o
n
)

一
般

教
育

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
プ

ロ
セ

ス
を

評
価

す
る

た
め

の
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
（
G

E
N

E
R

A
L
 E

D
U

C
A

T
IO

N
 A

S
S
E
S
S
M

E
N

T
 R

u
br

ic
 f
o
r 

E
va

lu
at

in
g 

G
e
n
e
ra

l 
E
du

c
at

io
n
 A

ss
e
ss

m
e
n
t 

P
ro

c
e
ss

)

領
域

(C
ri
te

ri
o
n
)

初
期

段
階

(I
n
it
ia

l)
新

興
段

階
(E

m
e
rg

in
g)

発
展

段
階

（
D

e
ve

lo
pe

d)
高

度
な

発
展

段
階

（
H

ig
h
ly

 D
e
ve

lo
pm

e
n
t)

学
修

成
果

と
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

連
携

(C
u
rr

ic
u
lu

m
 A

lig
n
m

e
n
t 

w
it
h
 O

u
tc

o
m

e
s)

学
修

成
果

と
一

般
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

間
に

明
確

な
関

連
は

な
い

。
学

生
は

学
修

成
果

に
到

達
す

る
た

め
の

適
切

な
機

会
を

有
し

て
い

な
い

こ
と

が
あ

る
。

学
生

は
、

一
般

教
育

の
学

習
成

果
に

到
達

す
る

た
め

の
妥

当
な

機
会

を
有

し
て

い
る

よ
う

で
あ

る
。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

マ
ッ

プ
は

学
修

成
果

に
到

達
す

る
機

会
を

示
し

て
い

る
。

機
会

の
順

序
や

回
数

に
問

題
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

は
、

学
生

が
そ

れ
ぞ

れ
の

学
修

成
果

に
関

わ
る

知
識

を
獲

得
し

発
展

さ
せ

る
た

め
の

機
会

を
与

え
ら

れ
る

よ
う

に
設

計
さ

れ
て

い
る

。
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
は

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
マ

ッ
プ

に
お

い
て

学
修

成
果

の
初

級
、

中
級

、
上

級
と

い
う

表
現

で
要

約
さ

れ
る

形
で

構
築

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

あ
る

。

一
般

教
育

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
、

教
授

法
、

成
績

評
価

、
ア

ド
バ

イ
ジ

ン
グ

な
ど

は
、

一
般

教
育

の
学

修
成

果
と

明
確

に
連

携
し

て
い

る
。

使
用

さ
れ

て
い

る
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
マ

ッ
プ

や
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
は

十
分

に
認

識
さ

れ
て

お
り

、
継

続
的

に
使

用
さ

れ
て

い
る

。
正

課
併

行
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
や

該
当

す
る

学
生

支
援

サ
ー

ビ
ス

は
、

一
般

教
育

の
学

修
資

源
と

し
て

考
え

ら
れ

て
お

り
、

一
般

教
育

の
ア

ウ
ト

カ
ム

と
連

携
し

て
い

る
。

一
般

教
育

の
学

修
成

果
（
G

E
　

O
u
tc

o
m

e
s)

一
般

教
育

全
体

に
関

わ
る

学
修

成
果

は
開

発
さ

れ
て

い
な

い
。

一
つ

か
二

つ
の

共
通

の
も

の
が

あ
る

（
例

え
ば

、
ラ

イ
テ

ィ
ン

グ
、

ク
リ

テ
ィ

カ
ル

シ
ン

キ
ン

グ
な

ど
）
。

一
般

教
育

全
体

に
関

す
る

学
修

成
果

が
開

発
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
学

修
成

果
の

リ
ス

ト
に

は
問

題
点

が
あ

る
。

（
例

え
ば

、
長

す
ぎ

る
、

短
す

ぎ
る

、
ミ

ッ
シ

ョ
ン

や
価

値
に

結
び

つ
い

て
い

な
い

な
ど

）
。

学
修

成
果

が
学

生
の

学
修

を
証

明
す

る
も

の
に

な
っ

て
い

な
い

。

学
修

成
果

の
リ

ス
ト

は
、

一
般

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

重
要

な
知

識
、

技
能

、
価

値
に

焦
点

が
置

か
れ

た
適

切
な

学
修

成
果

の
系

統
立

て
ら

れ
た

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
学

修
成

果
は

学
修

の
証

明
を

表
し

た
も

の
で

あ
る

。
学

修
成

果
の

水
準

の
定

義
づ

け
は

始
ま

っ
た

ば
か

り
で

あ
る

。

学
修

成
果

の
リ

ス
ト

は
妥

当
か

つ
適

切
な

も
の

で
あ

る
。

学
修

成
果

は
、

学
生

が
ど

の
よ

う
に

学
修

を
証

明
で

き
る

か
を

示
し

て
い

る
。

教
員

は
、

学
生

の
習

熟
を

評
価

す
る

た
め

の
明

確
な

基
準

（
例

え
ば

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

な
ど

）
に

合
意

し
て

お
り

、
そ

れ
ぞ

れ
の

学
修

成
果

に
関

す
る

様
々

な
レ

ベ
ル

で
の

学
生

の
学

修
成

果
の

事
例

を
明

確
に

し
て

い
る

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
計

画
(A

ss
e
ss

m
e
n
t 

P
la

n
n
in

g)

そ
れ

ぞ
れ

の
一

般
教

育
の

学
修

成
果

を
評

価
す

る
た

め
の

正
式

な
計

画
が

存
在

し
な

い
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

評
価

計
画

の
実

行
に

責
任

を
有

す
る

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

や
委

員
会

が
存

在
し

な
い

。

一
般

教
育

の
評

価
は

、
当

該
年

度
に

お
け

る
評

価
を

す
る

た
め

に
学

修
成

果
を

選
択

す
る

よ
う

な
短

期
の

計
画

に
な

っ
て

い
る

。
改

善
に

関
す

る
結

果
の

解
釈

や
使

用
は

計
画

的
で

な
い

、
あ

る
い

は
蓄

積
さ

れ
た

も
の

に
は

な
っ

て
お

ら
ず

明
確

な
も

の
に

な
っ

て
い

な
い

。
責

任
者

や
責

任
を

有
す

る
委

員
会

が
存

在
し

な
い

。

大
学

は
、

一
般

教
育

の
各

学
修

成
果

が
評

価
さ

れ
る

時
期

を
明

確
に

し
た

複
数

年
の

評
価

計
画

を
有

し
て

い
る

。
そ

の
計

画
は

、
改

善
の

た
め

の
結

果
の

解
釈

や
使

用
に

関
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
含

ん
だ

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
や

委
員

会
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

評
価

を
監

督
す

る
た

め
の

責
任

を
有

し
て

い
る

。

大
学

は
、

学
修

成
果

の
評

価
時

期
や

方
法

が
記

さ
れ

、
相

互
に

関
連

し
た

持
続

的
か

つ
複

数
年

に
わ

た
る

評
価

計
画

を
有

し
て

い
る

。
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
や

委
員

会
は

、
必

要
に

応
じ

て
、

学
内

外
の

評
価

員
か

ら
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
や

経
験

に
基

づ
い

た
レ

ビ
ュ

ー
や

計
画

の
改

定
を

指
揮

し
て

い
る

。
大

学
は

相
対

的
な

デ
ー

タ
（
過

去
の

記
録

、
上

昇
志

向
の

目
標

、
外

部
の

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

な
ど

）
を

使
用

し
て

い
る

。

結
果

の
使

用
(U

se
 o

f 
R

e
su

lt
s)

一
般

教
育

の
学

修
成

果
の

結
果

が
収

集
さ

れ
て

い
る

も
の

の
、

該
当

す
る

教
員

は
こ

れ
ら

を
検

討
し

て
い

な
い

。
ま

た
、

結
果

は
ほ

と
ん

ど
あ

る
い

は
全

く
総

合
的

に
使

用
さ

れ
て

い
な

い
。

学
生

は
、

そ
の

プ
ロ

セ
ス

を
知

ら
ず

、
関

与
し

て
い

な
い

。

一
般

教
育

に
関

す
る

結
果

は
、

該
当

す
る

教
員

等
に

よ
っ

て
収

集
さ

れ
、

検
討

さ
れ

て
い

る
。

結
果

は
一

般
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
改

善
す

る
た

め
に

時
々

使
用

さ
れ

て
い

る
。

学
生

は
学

修
を

改
善

す
る

た
め

の
学

修
成

果
や

評
価

を
意

識
し

て
い

な
い

。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
は

、
該

当
す

る
教

員
等

に
よ

っ
て

収
集

さ
れ

、
検

討
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

定
期

的
に

一
般

教
育

を
改

善
す

る
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

る
。

学
生

は
一

般
教

育
の

学
修

の
改

善
を

知
っ

て
お

り
、

関
与

し
て

い
る

。

該
当

す
る

教
員

は
定

期
的

に
結

果
を

検
討

し
て

お
り

、
改

善
を

計
画

し
、

必
要

な
リ

ソ
ー

ス
を

確
保

し
、

変
更

を
行

っ
て

い
る

。
教

員
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

改
善

す
る

た
め

に
司

書
や

学
生

部
の

専
門

職
、

学
生

の
よ

う
な

関
係

者
と

協
働

し
て

い
る

こ
と

も
あ

る
。

追
跡

調
査

で
は

変
更

が
学

修
を

改
善

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
実

行
(A

ss
e
ss

m
e
n
t 

Im
pl

e
m

e
n
ta

ti
o
n
)

そ
れ

ぞ
れ

の
一

般
教

育
の

学
修

成
果

に
関

し
て

潜
在

し
て

い
る

有
効

な
エ

ビ
デ

ン
ス

の
収

集
や

各
評

価
者

が
学

生
の

学
業

を
評

価
す

る
た

め
の

特
有

の
基

準
を

使
用

し
て

い
る

こ
と

が
明

ら
か

で
な

い
。

適
切

な
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

お
り

、
教

員
は

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
を

評
価

す
る

た
め

の
適

切
な

基
準

を
検

討
し

て
い

る
。

学
生

の
学

業
の

評
価

者
は

同
じ

方
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

よ
う

調
整

を
行

っ
て

い
る

。
そ

し
て

（
あ

る
い

は
）
、

教
員

間
で

相
互

に
確

認
を

行
っ

て
い

る
。

適
切

な
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

お
り

、
学

修
成

果
の

学
生

の
到

達
度

を
評

価
す

る
た

め
に

、
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
の

よ
う

な
明

確
な

基
準

を
使

用
し

て
い

る
。

学
生

の
学

修
成

果
の

評
価

者
は

同
じ

方
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

た
め

に
調

整
を

行
っ

て
い

る
。

そ
し

て
、

教
員

は
定

期
的

に
相

互
に

確
認

を
行

っ
て

い
る

。

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

の
よ

う
な

評
価

基
準

は
、

試
行

調
査

が
行

わ
れ

幾
度

も
改

良
が

行
わ

れ
て

い
る

。
そ

し
て

、
学

生
と

も
共

有
が

行
わ

れ
て

い
る

。
学

生
の

学
業

の
評

価
者

間
で

調
整

が
行

わ
れ

て
お

り
、

教
員

は
定

期
的

に
相

互
に

高
い

信
頼

性
を

確
認

し
て

い
る

。
教

員
は

結
果

の
解

釈
や

学
修

を
改

善
す

る
た

め
の

変
更

を
決

定
す

る
際

に
デ

ー
タ

の
比

較
を

考
慮

し
て

い
る

。
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テーマ１　Ⅱ．大学の学修成果に関する国内外の大学等の訪問調査
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て
い

る
。

こ
れ

ら
は

、
学

生
と

共
有

さ
れ

て
い

る
。

外
部

評
価

員
か

ら
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
は

ア
セ

ス
メ

ン
ト

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

改
良

に
導

い
て

い
る

。
学

科
は

外
部

の
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
デ

ー
タ

を
使

用
し

て
い

る
。

学
修

成
果

の
妥

当
性

及
び

エ
ビ

デ
ン

ス
の

方
針

の
明

示
（
R

e
le

va
n
t 

O
u
tc

o
m

e
s 

an
d 

L
in

e
s 

o
f

E
vi

de
n
c
e
 I
de

n
ti
fi
e
d)

キ
ャ

ッ
プ

ス
ト

ー
ン

コ
ー

ス
に

お
け

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
学

修
成

果
が

評
価

さ
れ

て
い

る
か

が
明

ら
か

で
な

い
。

妥
当

な
学

修
成

果
が

明
確

に
さ

れ
て

い
る

。
例

え
ば

、
複

雑
な

問
題

を
解

決
す

る
た

め
に

知
識

を
融

合
す

る
能

力
な

ど
。

し
か

し
な

が
ら

、
各

学
修

成
果

に
関

す
る

エ
ビ

デ
ン

ス
の

収
集

に
関

す
る

具
体

的
な

計
画

が
立

て
ら

れ
て

い
な

い
。

妥
当

な
学

修
成

果
が

明
確

に
さ

れ
て

い
る

。
学

修
成

果
に

関
す

る
エ

ビ
デ

ン
ス

を
収

集
す

る
た

め
の

具
体

的
な

計
画

が
教

員
に

よ
り

合
意

さ
れ

て
お

り
、

キ
ャ

ッ
プ

ス
ト

ー
ン

コ
ー

ス
を

担
当

し
て

い
る

教
員

に
よ

り
日

常
的

に
使

用
さ

れ
て

い
る

。

妥
当

な
エ

ビ
デ

ン
ス

が
収

集
さ

れ
て

い
る

。
教

員
は

明
確

な
基

準
に

合
意

し
て

い
る

。
例

え
ば

、
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク
や

そ
れ

ぞ
れ

の
ア

ウ
ト

カ
ム

に
関

す
る

到
達

の
各

レ
ベ

ル
で

の
学

生
の

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
の

事
例

を
明

確
に

し
て

い
る

。

結
果

の
信

頼
性

（
R

e
lia

bl
e
 R

e
su

lt
s)

同
じ

手
法

で
評

価
基

準
を

適
用

す
る

た
め

の
評

価
者

間
で

の
調

整
を

行
っ

て
い

な
い

。
ま

た
、

相
互

評
価

の
信

頼
性

に
関

す
る

確
認

が
存

在
し

な
い

。

評
価

者
は

同
様

の
方

法
で

評
価

基
準

を
適

用
す

る
た

め
に

調
整

を
行

っ
て

い
る

。
あ

る
い

は
教

員
は

相
互

評
価

の
信

頼
性

に
関

し
て

定
期

的
に

確
認

を
行

っ
て

い
る

。

評
価

者
は

同
様

の
方

法
に

お
い

て
評

価
基

準
を

適
用

す
る

た
め

に
調

整
を

行
っ

て
い

る
。

ま
た

、
教

員
は

定
期

的
に

相
互

評
価

の
信

頼
性

を
確

認
し

て
い

る
。

評
価

者
間

で
調

整
を

行
っ

て
お

り
、

教
員

は
評

価
デ

ー
タ

が
相

互
に

高
い

信
頼

性
が

あ
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。

学
生

の
経

験
（
T
h
e
 S

tu
de

n
t 

E
xp

e
ri
e
n
c
e
)

学
生

は
キ

ャ
ッ

プ
ス

ト
ー

ン
コ

ー
ス

の
目

的
や

評
価

さ
れ

る
学

修
成

果
に

関
し

て
わ

ず
か

の
知

識
し

か
有

し
て

い
な

い
。

あ
る

い
は

、
全

く
知

識
が

な
い

。
そ

れ
は

、
単

に
他

の
コ

ー
ス

や
要

求
事

項
と

な
っ

て
い

る
。

学
生

は
キ

ャ
ッ

プ
ス

ト
ー

ン
の

目
的

や
学

修
成

果
に

関
す

る
知

識
を

有
し

て
い

る
。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

、
定

期
的

で
な

く
非

公
式

な
も

の
で

あ
り

、
各

教
員

あ
る

い
は

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

に
任

さ
れ

て
い

る
。

学
生

は
キ

ャ
ッ

プ
ス

ト
ー

ン
の

目
的

や
学

修
成

果
に

関
し

て
充

分
認

識
し

て
お

り
、

学
習

機
会

と
し

て
と

ら
え

て
い

る
。

情
報

は
、

ア
ド

バ
イ

ジ
ン

グ
ガ

イ
ド

な
ど

に
お

い
て

充
分

入
手

可
能

で
あ

る
。

学
生

は
キ

ャ
ッ

プ
ス

ト
ー

ン
コ

ー
ス

の
目

的
や

学
修

成
果

を
充

分
認

識
し

て
お

り
、

そ
れ

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
彼

ら
は

経
験

、
成

果
、

ル
ー

ブ
リ

ッ
ク

の
改

良
に

参
加

す
る

こ
と

が
あ

る
。

情
報

は
十

分
入

手
可

能
で

あ
る

。

結
果

の
使

用
（
R

e
su

lt
s 

A
re

 U
se

d)

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
は

収
集

さ
れ

て
い

る
こ

と
も

あ
る

、
も

し
く
は

収
集

さ
れ

て
い

な
い

。
教

員
間

で
ア

ウ
ト

カ
ム

に
関

す
る

結
果

の
検

討
が

行
わ

れ
て

い
な

い
。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
が

収
集

さ
れ

て
お

り
、

教
員

間
で

検
討

が
行

わ
れ

て
い

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
結

果
が

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

改
善

の
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

な
い

。

そ
れ

ぞ
れ

の
学

修
成

果
に

関
す

る
結

果
が

収
集

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

、
教

員
間

で
検

討
や

分
析

が
行

わ
れ

て
お

り
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

改
善

の
た

め
に

使
用

さ
れ

て
い

る
。

教
員

は
、

定
期

的
に

結
果

を
検

討
し

て
お

り
、

必
要

と
さ

れ
る

変
更

を
計

画
し

て
い

る
。

ま
た

、
必

要
な

資
源

を
確

保
し

て
お

り
、

変
更

を
実

施
し

て
い

る
。

教
員

は
結

果
を

改
善

す
る

た
め

に
司

書
や

学
生

部
の

専
門

職
の

よ
う

な
他

の
教

職
員

と
協

働
し

て
い

る
。

追
跡

調
査

で
は

変
更

が
学

修
を

改
善

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。
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北中部地区基準協会高等教育委員会

North Central Association of Colleges and Schools,　

The Higher Learning Commission

【訪問日】

平成 25（2013）年 11 月 12 日（火）

【機関の概要】

住所： 230 S. LaSalle St. Suite 7-500, Chicago, IL 

60604

【面談者】

Cecilia E. Torres, Process Assistant, Accreditation 

Services

【訪問調査員】

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．訪問調査の概要

学修成果に対する評価のあり方に関し、アメリカの

地域アクレディテーション団体において、先進的取組

み事例及び学修成果の評価の実情と課題について訪問

調査した。

北中部地区基準協会高等教育委員会（North Central 

Association of Colleges and Schools ,The Higher 

Learning Commission：NCAHLC）は、北中部地区

基準協会の二つの委員会のうちの一つである。同委員

会は、北中部地区の学位授与を行う中等後教育機関の

アクレディテーションや同委員会および北中部地区基

準協会の会員の認定を行っている。

NCAHLC は会員によって選ばれた理事会により統

治されている。2014 年現在、理事会は、高等教育機

関関係者（学長、プロボスト、教授等）、会社役員、

前州議会議員等からなる 19 人の理事で構成されてい

る。そして、理事によって選出された会長（President）

により管理運営が行われている。同委員会のスタッフ

数は約 50 人である。

２．委員会の取り組み内容

①北中部地区基準協会高等教育委員会のアクレディ

テーション

2012 年 2 月 24 日、NCAHLC 理事会は、アクレ

ディテーション（Accreditation）、想定される実践事

項（Assumed Practice）、加盟校の義務（Obligation 

of Affiliation）の新基準を採択し、2013 年 1 月 1 日

より全ての機関に対して、適用することとなった。

NCAHLC は、機関をレビューする際に、最低基準

の達成よりも継続的な改善の風土や会員校の多様性を

認識することを求めている。こういった理由から、水

準（Standard）ではなく基準（Criteria）を用いている。

同委員会のアクレディテーション手順は、アクレ

ディテーション基準（The Criteria for Accreditation）

によって管理されている。アクレディテーション基準

は、基準の説明（Criterion Statements）と機関の有

効性（Institutional Effectiveness）を保証するため

の基本的な要素（Core Components）から構成され

ており、機関アクレディテーションの指標となる価値

（Guiding Value）を反映したものとなっている。同

委員会は以下の項目を指標となる価値としている。

１．学生の学修活動へのフォーカス 

Focus on student learning

２．公共財としての教育

Education as a public purpose

３�．多様であり技術的にグローバルに連結した世界の

ための教育

Education for a diverse, technological, globally 

connected world

４．継続的な改善の文化 

A culture of continuous improvement

５．エビデンスに基づいた機関の学習と自己開示

Evidence-based institutional learning and self-

presentation

６．誠実、明瞭かつ倫理的な行動や実践

Integrity, transparency, and ethical behavior or 

practice

７．機関の健全なガバナンス

Governance for the well-being of the institution

８�．機関を永続的に維持するための資源計画とマネジ

メント

Planning and management of resources to ensure 

institutional sustainability

９．ミッションに中心を置いた評価 
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Mission-centered evaluation

10．ピアレビューを通じたアクレディテーション

Accreditation through peer review

アクレディテーションや再アクレディテーションへ

の準備にあたって、機関は全てのアクレディテーショ

ン基準や基本的な要素を満たしたエビデンスを提供す

る。委員会は基本的な要素とアクレディテーション基

準に関してレビューを行う。

アクレディテーション基準は、以下の五つの基準か

ら構成されている。

基準 1　ミッション

Mission

基準 2　誠実性 : 倫理的かつ責任ある実行

Integrity: Ethical and Responsible Conduct

基準 3　教授および学修：質、資源、支援

Teaching and Learning: Quality, Resources, and 

Support

基準 4　教授および学修：評価、改善

Teaching and Learning: Evaluation and Improvement

基準 5　資源、計画、機関の有効性

Resources, Planning, and Institutional Effectiveness

　各基準についての評価は以下の枠組みに基づいて行

われる。

基本的な要素　Core Component

－要素で示された期待事項に問題なく到達しているか

上回っているならば、機関は基本的な要素を満たして

いる。

－要素で期待される性質を実証しているがある側面の

成果が改善されなければならない場合は、機関は懸念

事項があるものの要素を満たしている。

－全ての項目において要素を満たしていない、あるい

は一つ以上の到達していない要素があるならば、機関

は基本的な要素を満たしていない。

アクレディテーション基準

The Criteria for Accreditation

－アクレディテーション基準で示された期待事項に問

題なく到達しているか上回っているならば、各機関は

基準を満たしている。

－機関がアクレディテーション基準で期待されている

性質を実証しているが、基準の基本的な要素に関する

成果が改善されなければならない場合は、機関は懸念

事項があるものの要素を満たしている。

－機関がアクレディテーション基準を満たしていない

と判断される基準の基本的な要素が一つ以上あるいは

全ての項目にあるならば、機関は基準を満たしていな

い。

機関は全ての基本的な要素を満たした場合にのみア

クレディテーション基準を満たすこととなる。アクレ

ディテーションされるためには上記の五つのアクレ

ディテーション基準の全てを満たす必要がある。これ

らの基準は大学および短期大学ともに同じものであ

る。委員会はレビューの結果に基づいて、アクレディ

テーションの認定、継続、否認、取消しを行う。

②アクレディテーション再認定のためのパスウェイ

　Pathways for Reaffirmation of Accreditation

以前は 10 年に一度アクレディテーションを行って

いたが、「スペリングズ報告書」による批判があり、

アクレディテーション手順を変更した。現在は、10

年間に 2 回実施している。

NCAHLC は各機関のアクレディテーションの再

認定にあたり、スタンダードパスウェイ（Standard 

Pathway）、オープンパスウェイ（Open Pathway）、

AQIP パスウェイ（Academic Quality Improvement 

Program Pathway）といった三つの経路を設けてい

る。スタンダードパスウェイとオープンパスウェイは

2013 年度より開始された。

スタンダードパスウェイでは、質保証と質の改善が

統合された総合的な評価が行われている。さらに、機

関は必要に応じて中間モニタリングを通じた質保証

や改善のレビューを受ける。スタンダードパスウェ

イは 10 年間のサイクルで行われる。各機関は、年 1

回、機関の最新情報（Institutional Updates）を提出

し、同委員会により組織の状態や連邦政府の要求事項

の遵守に関するレビューを受ける。また、NCAHLC

によるフォローアップが必要となる変化がないか確

認する。10 年間のサイクルのうち、4 年目と 10 年目

に総合評価（Comprehensive evaluation）が行われ

る。総合評価では、質保証のレビュー、連邦政府の遵

守事項に関するレビュー、サイトビジットが評価チー

ムにより行われる。そして、10 年目の総合評価は、
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アクレディテーションの再認定の判定結果となる。4

年目のレビューでは、再認定の決定をほとんど行わ

ず、フォローアップの必要の有無を決定する。判定協

議会（Institutional Actions Council）が 10 年目に

アクレディテーション再認定の公的な決定を行う。ま

た、はじめてアクレディテーションされた機関に対し

ては 4 年目にアクレディテーションの再認定に関する

レビューが行われる。アクレディテーションの再認定

が行われると、機関はスタンダードパスウェイのサイ

クルの 5 年目へと移る。

オープンパスウェイは、他のパスウェイと同様に質

保証と機関の改善に焦点を当てたものである。オープ

ンパスウェイは、機関に対して現代のニーズや要望に

適合した改善プロジェクトを実施させるという自主性

を与えた改善の要素がより開かれたユニークなもので

ある。

オープンパスウェイは 10 年サイクルで行われる。

各機関は、年 1 回、機関の最新情報を提出する。同委

員会により組織の状態や連邦政府の要求事項の遵守に

関するレビューを受ける。また、委員会によるフォロー

アップを必要とする変化がないか確認する。

各機関は、4 年目に継続してアクレディテーション

基準を満たしていることを保証するために質保証レ

ビュー（Assurance Reviews）を行う。その際に、

各機関は、基準や基本的な要素をどの程度満たしてい

るかを証明する文書を提出する。評価員は、それらの

文書類を評価し、機関の当該サイクルの継続可否や追

加のモニタリングの要求を勧告する。この情報が判定

協議会（Institutional Actions Council）へ送られ、

同協議会による勧告に関するレビューが実施され、公

式の判定が下される。このレビューには評価チームに

よるサイトビジットが含まれる。

そして、各機関は 5 年目から 9 年目にかけて、ク

オリティ・イニシアティブ・プロジェクト（Quality 

Initiative Project）を行う。これは現代のニーズや要

望に適合した各機関によって行われるプロジェクトで

ある。各機関は、最終的にプロジェクトの成果に関す

る報告書を提出する。評価員は報告書をレビューし、

各機関がプロジェクトの目的を達成するために努力し

たか勧告を行う。この勧告は判定協議会へ送られる。

10 年目には、各機関は評価チームによる総合評

価を受けることとなる。総合評価では、質保証のレ

ビュー、連邦政府の遵守事項に関するレビュー、サイ

トビジットが行われる。評価チームは各項目を評価し、

各機関のアクレディテーションの再認定について勧告

を行う。また、判定協議会は、資料や評価チームの勧

告のレビューを行い、機関の再認定に関する決定を行

う。同時に今後のパスウェイの資格を決定する。

AQIP パスウェイは、他のパスウェイと同様に質保

証と機関の改善に焦点を置いている。AQIP パスウェ

イは継続的な質の改善の方針を前提としており、さま

ざまなプロセスや要求事項が、機関のアクレディテー

ションの地位の再認定に加えて、質の改善を実現でき

るように各機関を手助けするものである。

これらのパスウェイに適用される基準は、各基準が

基本的にはプロセスベースのものであることから共通

のものとなっている。いずれのパスウェイにおいても、

各機関は基準を参照にその結果をデータで提示し評価

を受ける。評価チームはデータが正確なものであるか

を点検する。そして、プロセスは公正なものであるの

か、プロセスを理解しているのか、改善の余地がある

のかを点検する。

NCAHLC によるとオープンパスウェイの対象とな

るのは同委員会による監視が必要でないと考えられる

機関であるという。一方、監視が必要な機関に対して

はスタンダードパスウェイが適用される。AQIP パス

ウェイについては、各機関が定義したニーズに関する

プロジェクトを実施し、評価員からのアドバイスを取

り入れて改善していく。NCAHLC は、今後 10 年間、

これらのパスウェイを変更しないが改善してより精密

なものにしていきたいと考えているという。例外的に

何か問題点があれば、機関に対してオープンパスウェ

イからスタンダードパスウェイに変更させる要求を行

うこともあり得るという。10 年のサイクルが完了し、

機関が良い状況にある場合には、機関はパスウェイを

変更することができる。

また、連邦政府から要求があったために連邦政府コ

ンプライアンスプログラムが制度化されたという。連

邦政府のコンプライアンスの事項は、解釈や評価では

なく、例えばシラバス作成の有無のようなチェックを

行うことである。連邦政府のコンプライアンスの事項

に問題があった場合には、6 か月や 1 年の猶予期間を

与え、再度確認を行う。
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トレス氏（右から二人目）へのインタビューの様子。

NCAHLC では学修成果の定義はしておらず、評価を受け

る大学が測定のプロセスを提示する。

③学修成果の評価

NCAHLC には学修成果の定義はないが、各機関に

対しては各学生の学修成果を測るプロセスを有するよ

うに指示している。これは、NCAHLC が学修成果を

設定するのではなく、各大学にアプローチやプロセス

について提示させることがミッションであるとの考え

からである。

学修成果の評価に関しては、最終的なコース、試験、

ポートフォリオによって、学修における差をみようと

している。その成果をプログラムレビューの際に判断

することとなる。多くの専門分野は州政府のライセン

スによって規制されており、これらのライセンスの合

格率で判断している。しかしながら、芸術や文学など

人文学系の職業につながらない分野に関しての評価は

難しい。このような分野に関しては、卒業論文プロジェ

クトなどの成果物を提出させている。どのような方法

で行うかは各機関に任せているが、例えば、ある大学

は卒業後 5 年間に卒業生が受けた教育が現在行ってい

ることと関係しているかというアンケートを実施して

いるという。NCAHLC 側が学修成果を明確にした場

合、高い程度でのコンセンサスがあるという利点があ

るものの、多様な視点を持つことができないと考えて

いるという。

なお、機関レベルで学修成果を設定しているものの、

学科レベルで学修成果を設定していない場合には指摘

の対象になる。NCAHLC は指摘事項に関して改善に

資するアドバイスをすることもあるという。

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

我妻　鉄也（評価機構研究員）
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カリフォルニア大学マーセッド校

University of California, Merced

【訪問日】

平成 25（2013）年 11 月 14 日（木）

【機関の概要】

住所：5200 N. Lake Road, Merced, CA 95343

カリフォルニア大学 10 番目のキャンパスとして平成

17（2005）年 9 月開学。州立大学。学士課程生約 6,000

人、大学院生約 400 人。

【面談者】

Thomas W. Peterson, Provost, Executive Vice 

Chancellor

Gregg Camfield, Professor, WASC Steering 

Committee

Tom Harmon ,  Professor ,  Assoc ia te  Dean , 

Engineering

Virginia Adan － Lifante, Faculty Assessment 

Organizer

Carrie Menke, Faculty Assessment Organizer

Alice Moua, Special Projects Analyst, Natural 

Science

Corinne Townsend, Accreditation Analyst , 

Engineering

Morghan Young － Alfaro ,  Mgr . ,  Student& 

Program Assessment

Angela Krueger, WASC Assessment Coordinator, 

Provost Office

Laura Martin, Coordinator for Institutional 

Assessment

【訪問調査員】

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．訪問調査の概要

カリフォルニア大学マーセッド校は、アメリカ 21

世紀最初の研究大学として州内陸部に創設された。農

業を主産業とする内陸部に新設された研究大学であ

る。大学の発展は特に地域の少数派の人びとの大きな

期待を集めている。新しい大学の学生に対する教育と

その質保証はどのように進められているかを探るのが

最大の課題である。また CHEA（Council for Higher 

Education Accreditation）から 2012 年に学修成果

について表彰を受けているが、その優秀な取組とはど

のようなものであるか調査する。

２．大学の設立と概要

カリフォルニア大学マーセッド校は、「21 世紀最初

の研究大学」がキャッチフレーズである。その含意し

ているところは、21 世紀に創設された大学であるこ

とと、大学がリベラルアーツ大学や単なる総合大学

ではなく、大学院を中核とする研究大学（Research 

University）であるということである。

カリフォルニア大学（University of California、

略称 UC）は、アメリカでも最大規模を誇る公立の研

究大学であり、バークレー校やロサンゼルス校などは

なかでも特に知られたキャンパスである。単一法人の

大学で学生数は約 24 万人にもなる。

マ ー セ ッ ド 校 は、2005 年 9 月 の 開 校 で あ る。

WASC（西部地区基準協会）から正式に認証評価を受

けたのは、2011 年 6 月のことであった。マーセッド

校のみでは、創設年が浅いため、まだまだ本格的な研

究大学とはいい難い。しかし、研究大学 UC の 10 番

目のキャンパスであることは研究大学と称することに

問題はないであろう。

マーセッド校の所在地は州中央部を占めるセントラ

ルバレーあるいはサンホアキンバレーの中心部マー

セッド市の郊外である。2013 年 9 月時点における大

学は、社会科学・人文系、自然科学、工学系の三つの

学系（School）構成であるが、医学大学院や経営学大

学院などが将来構想の具体的な段階に至っている。

学生数は学士課程約 6,000 人と大学院約 400 人で

あり、州内陸部に人口の多いヒスパニック系と優秀な

大学をめざすアジア系が最大の学生集団を形成してお

り両者で約 70％の学生を占めている。マーセッド校

は、他の UC キャンパスとは異なる学生集団を擁して

いることになる。

サンホアキンバレーは、灌漑を利用した農業が主た

る産業であり、その産業も中小規模の事業者が多い。

住民の平均収入は、州平均の約 6 万ドルより約 1 万ド

ル以上も低く、4 ～ 5 万ドルに留まっている。つまり
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授業料の高い私立大学への進学は難しく、事実サンホ

アキンバレー内には授業料が高く優れた大学はない。

ところが、サンホアキンバレーは、州内では最大の

人口増加率を誇っている。小さなコミュニティーが多

いのでその増加率が高くても、増加する実際の人口は

小さいが、すでに非白人人口が州民の半数以上に達し

たこの州では、彼らの州や都市部の政治に占める重要

性は増している。

この増続ける選挙民の高等教育への要求は強く、従

来のように白人の多く住む都市部の公立高等教育を独

占してき UC が、新しい住民に安価で良質の高等教育

を提供することは州全体の社会経済的にも、政治的に

もそして教育の向上にも必然の方向となっていたので

ある。

３．学修成果における課題

マーセッド校の教育課程は、上述の 3 部門によって

構成されているが、この構成は UC キャンパスではこ

うした構成が多い。入学してくる学生の最大集団は、

ヒスパニック系であり、彼らの UC への学者比率は、

州全体に占める人口の比率約 37％に比べれば、バー

クレー校では 12％、ロサンゼルス校でも 15％程度で

しかない。つまり、この地域のヒスパニック入学者の

高校の成績は UC に入学するには問題がなしとはいえ

ないのである。これをどう克服するか、これがマーセッ

ド校の教育への取組みの最大の課題である。

ところが 2012 年、アメリカの高等教育の質保証の

頂点に立つ CHEA（Council for Higher Education 

Accreditation）は、その質保証の優良大学に「CHEA 

Ward for Outstanding Institutional Practice in 

Student Learning Outcomes」という表彰をマーセッ

ド校に授与したのである。全ての学士課程プログラム

に学修成果の評価体制を創り、毎年の評価計画と定期

的な評価をするためのインフラを整備し促進し、か

つモニターするという大学の努力に対しての表彰で

あった。受賞者の代表は心理学教授のロバート・オ

シュナー氏であり、CRTE（Center for Research on 

Teaching Excellence）の活動に対してであった。

４．学修成果の評価

マーセッド校の学修成果は、UC 全体の方針に従っ

て教授陣が取組むこととし、まず 20 の専攻プログラ

ムごとに、副専攻プログラムごとに毎年 1 回評価する

方法で、4、5 項目を対象にして評価する。従って全

学評価を終了するには 4 ～ 5 年を要する。蓄積された

過去のデータと毎年比較しながら教授陣が評価する。

これを成績表のようにまとめて報告書を作成し公表す

る。

こうして 7 年の間隔をおいて完全に近い評価にな

る。毎年この学内レビューを繰返すことで精度の高い

評価となる。教授陣と外部の評価結果と合わせて学長

に提出する報告書を作成する。7 年の間隔は WASC

のサイクルとも同じであるが、WASC の評価基準に

合わせて学内評価を行っているわけではない。

この際、研究大学として学生の研究面のプロフィー

ルも必要になるので、彼らに必要な施設の整備状

況まで勘案すると複雑なプロセスになる。新しい

大学なので、専攻ごとにひとりの FAOs（Faculty 

Assessment Organizers）を組織して毎年このオー

ガナイザーが評価資料、評価結果、改善案などの素案

を教授陣のために準備する。この方法が CHEA の高

い評価を勝得たものと推測される。この毎年のプログ

ラム評価は、さらに学系ごとの評価担当者、CRTE の

スタッフ、大学全体の計画・分析担当者などの助力を

得て作成される。この際、教授陣はいくつのグループ

に分けられ、教授陣全員がコースの評価に参加する。

研究大学であるマーセッド校は、教員個々の研究が中

心になり易いので、評価に参加することによって教育

やカリキュラムの見直しなどに貢献できる。こうした

過程において教員は互いに良い関係がつくられるとい

う。他の専攻のカリキュラムや教育計画は理解するこ

とは難しいが、CRTE がこれを支援してくれる。7 年

ごとの学内評価（Internal Review）は大きな負担で

はなく、WASC の求めとは全く別個に進めていると

いう。

学修成果の評価法は、教授陣がプログラム学修成

果、キャンパス評価原則に従い進める。その際に参考

となる文献や評価理論、専門団体の枠組、外国語で

あれば専門機関、AAC&U（アメリカ・カレッジ大学

協会）の開発になる VALUE（Valid Assessment of 

Learning in Undergraduate Education）ルーブリッ

ク や 工 学 分 野 の ABET（Accreditation Board for 

Engineering and Technology）などを使うこともあ

る。直接的エビデンスと間接的エビデンスを使う。前

者はルーブリックの点数などを参照しながら、宿題、

試験、プレゼン、ポートフォリオ、CLA（Collegiate 
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Learning Assessment）などを使い、後者は全国調

査のデータやエッセイ、インタビューなどを使うので

ある。

すでにバークレー校が開発した UCUES（University 

of California Undergraduate Experience Survey）

なども利用している。

マーセッド校独自のキャンパス・プリンシパルズ・

アセスメント（Campus Principles Assessment）は、

研究大学の研究というミッションを反映したものであ

る。また、ベンチマークは使っているが、これを公表

するのは負担となっているという。またルミナ・ファ

ウンデーション（Lumina Foundation）の指標も使っ

ているが、いずれにしてもピア・レビューが最も重要

と考えている。その際に、最低一つの直接的証拠、一

つの間接的証拠を求めて、なんらかのアクションを起

こす際の情報を求めている。最も重要なことは、アク

ションを起こすための自己評価である。例えば、工学

系ではテストを使っており、それなりの成果は上がっ

ているが、それが直ちに改善アクションに結びつかな

いきらいがある。

また年間のプログラム・レビューにおいて、物理

学において利用している PLO（Program Learning 

Outcome）レポートレビューは、学内へのフィード

バックのためのよい方法であるという。この PLO ア

セスメントには、CRTE 作成になるルーブリックが作

成されている。その主要な項目は、縦軸に評価可能な

プログラム学修成果、有効なエビデンス、信頼できる

結果、結果の要約、そして結論と勧告という 5 項目を

配置し、これらの項目が着手段階、初期段階、開発段

階、高度開発段階にあるかどうかを、それぞれ記述し

て評価する方法である。

５．訪問を終えて

この新しい研究大学は UC という研究大学にふさわ

しく、自己評価の体制を整え、独自の評価法を創造し、

毎年プログラム評価を行い、カリキュラムを常に見直

している。そして優秀な学生や院生を育てて、サンホ

アキンバレーの地域に貢献するという使命が果たされ

つつある。少数派の学生をこの地域の中心において、

やがて医学大学院やビジネススクールを設けてさらに

貢献し、UC の憲章にもある通り州の経済的発展にも、

州全体の発展にも寄与することが求められている。

大学が一丸となってこれらの使命に向き合っている

ことは、調査訪問団に対して総計 10 人もの要職にあ

る教授陣、スタッフの皆さんが対応して下さったが、

その熱意からも理解できるものであった。創設後まだ

10 年に満たない大学だからできたことではなく、そ

の使命が深く自覚されているからできた優れた学修成

果への取組みであった。

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

カリフォルニア大学マーセッド校にて。

総勢 10 人もの方々に調査にご協力いただいた。 
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ノースウェスタン大学

Northwestern University

【訪問日】

平成 25（2013）年 11 月 13 日（水）

【機関の概要】

住所：633 Clark Street, Evanston, IL 60208

【面談者】

Jake Julia, Associate Vice President　Associate 

Provost for Academic Initiatives

【訪問調査員】

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．ノースウェスタン大学の概要

ノースウェスタン大学は、1851 年に創設された私

立総合大学である。イリノイ州エバンストンにある

メーンキャンパスをはじめ三つのキャンパス、12 の

スクールとカレッジ、1 万 7,299 人のフルタイム学

生（うち学部生 8,616 人）、3,820 人の常勤教員で構

成されている。学生の半数が大学院・プロフェッショ

ナルスクールに在籍している研究大学である。伝統あ

る私立総合研究大学として高い評価を得ており、英国

「Times」紙による世界大学ランキングでは、19 位

（2012 － 13 年）とされている。2008 年には、カター

ルの首都ドーハに、カタールサテライトキャンパスを

設置した。

学修成果のアセスメントについては、NCAHLC（北

中部地区基準協会高等教育委員会）が行っている新し

いアクレディテーション方式に試行的に参加し、積極

的な取組みを進めている。以下では、訪問調査の結果

からノースウェスタン大学の取組みを概略する。

２．ノースウェスタン大学の学修成果のアセスメント

ノースウェスタン大学は、2005 年にアクレディテー

ションを受けた。その時に、学修成果のアセスメント

の改善が必要であることがわかった。しかし、12 の

カレッジ・スクール（以下、スクール）があり、一つ

の方法論を全てにスクールに適用できることは難し

い。そこで、アセスメント委員会を作り、全てのスクー

ルを全学の協議の中に取込んだ。学修成果のアセスメ

ントについては、教員は、ノースウェスタン大学には

学生が集まっているのだから学修成果もあがっている

はずと仮定しており、懐疑的な見方も多かった。

委員会では、学修成果のアセスメントの枠組み、フ

レームワークをつくる方法を検討した。2015 年に、

次回のアクレディテーションがあることは分かってい

たので、並行して、NCAHLC と次回のアクレディテー

ションをために何ができるかを協議した。その時のポ

イントは、「ノースウェスタンは、アクレディテーショ

ンは通過できる。どうすれば、その内容を価値のある

ものにすることができるのか」を考えたことである。

そこで、NCAHLC の新しいパスウェイのパイロット

プロジェクトに参加することで、学修成果のアセスメ

ントを大学に取り込もうとした。

委員会では、それぞれの学部で学修成果の評価の方

法が異なることはわかっていた。そこで、まず、現状

確認として、スクールレベル、デパートメントレベ

ル、コースレベルで学修成果のアセスメントのために

どのような取組みが行われているかを明らかにするこ

とで、そして大学全体として何が行われているかを確

認した。その結果を、スクールをこえて、大学全体と

して共有した。それを踏まえて、アセスメントの枠組

みとして、学修成果のアセスメントについて全てのス

クールが考慮すべき原理、アセスメントの対象の識別、

学修成果とパフォーマンスの定義、データの活用、プ

ロセスの提供、情報の提供について 2010 年にアセス

メントフレームワークをつくった。

各スクールの取組み状況は、工学部では修得する

べき具体的なスキルについて ABET（Accreditation 

Board for Engineering and Technology）で決めら

れている内容があり、メディカルスクールには別の対

応があった。それぞれのプロフェッショナルスクール

は、各分野のアクレディテーション団体からの要請も

あるので、それらを大学全体の取組みに取り込もうと

した。コミュニケーション学部や教育学の領域では、

ポートフォリオによる評価が行われていた。リベラル

アーツの学部ではほとんど行われていなかった。何も

ないところから、とてもよくやっているところもあっ

た。学修成果についてそれぞれの学部・スクールが何

をやっているかを共有することで、文化を変えようと
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した。スクールが複数あるので、それを取り込んで進

めていくという戦略であった。柔軟性をもつことが重

要で、スクールに柔軟性をもたすやり方をした。ノー

スウェスタン大学は多様な分野を扱っているので、方

法は決めつけなかった。各分野で一番よい方法を見つ

けてほしいということ。アセスメントの専門用語を押

し付けるということはしなかった。NESSE（National 

Survey of Student Engagement）、CLA（Collegiate 

Learning Assessment）など標準化された外部試験

を使う大学もあるが、それはノースウェスタン大学の

文化にはなじまないので使っていない。これまで作っ

てきたものの正統性が損なわれてしまう。

また、この進め方に対して大学本部は、過去を評価

するようなやり方はとらないという方針をとった。こ

れはとても大切なことであり、学長やプロボストが方

針を支援してくれたことも重要だった。

インタビューの様子。ノースウェスタン大学では、アクレ

ディテーションの結果を契機にアセスメント委員会を設

置。委員会は、アセスメントフレームワークを作成した。

３．アセスメント委員会の役割

アセスメント委員会は、各スクールの取組みを監督

でするのではなく、コーディネーションを行っている。

例えば、NCAHLC との会議後に、その内容を各スクー

ルに伝える。学修成果のアセスメントを各スクールに

奨励すること、スクールや分野で対応をしていないと

ころがあれば、行って話をするなどの働きかけを行っ

ている。各スクールのディーンには、よい意味で競争

的な文化があり、他に比べて後れをとりたくないとい

う意識がある。学長やプロボストが重要だと示せば、

各ディーンも重要だと思うようになる。

各スクールが学修成果を定義しており、委員会では

そのレビューは行っている。例えば、修正したほうが

よいのではないかということなどを指摘する。現在の

時点では、各学部・スクールがこのことに取組むこと

が重要であり、大学全体の文化を変える、奨励するこ

とが委員会の役割。そういう意味ではまだ出発点であ

り改善の余地がある。アドバイスをするが、各スクー

ルに任せている。

また、各スクールをこえた全学的な、課程外学修、

留学、コミュニティとの取組みなどについては学生支

援部門が担当をしている。

４�．ウェインバーグ・カレッジ・オブ・アーツアンドサ

イエンス（Weinberg College of Arts and Sciences）

の取組み事例

ウェインバーグ・カレッジは、学士課程教育のみを

行うリベラルアーツのカレッジであり、ノースウェス

タンの学士課程在学生の約半数が在籍している。約

4,000 人の学生と 650 人の教員で構成されている。メ

ジャー・マイナーをあわせて 68 のプログラムがあり、

カリキュラム多様性が一番高い。そのため、伝統的に

学修のゴールを明確にすることにはこれまで取組んで

いない。そのような取組みに懐疑的な教員が多いこと、

分野別のアクレディテーションのような外部的な評価

機関がないことがその背景にある。

このようななか、第一に、学部長が、学修成果のア

セスメントの原理に基づいて、学修のゴールと、それ

に伴ったアセスメントが必要であることを示し、どの

ようなメジャープログラムでもマイナープログラムで

もそれが必要であることを確認した。ガイドラインを

策定し、新しいコースを提案するときには、ラーニン

グゴールと、それに沿っている学修成果のアセスメン

トを提示することを要件とした。それによって、各教

員が学修ゴールについて考えなければならなくなっ

た。第二に行ったことは、全てのメジャーとマイナー

で教員を集め、各コースの学修ゴールを明確に表現す

ることを求めた。その取組み状況には幅があるが、4

分の 3 のコースでは対応してくれた。それによって、

既存のコースの教員が学修成果について考えるように

なった。

これらの取組みを教員に納得してもらうために、

2011 年 10 月にフロリダ州知事が「州立大学に人類

学は必要ない」と発言したニュース、2013 年 1 月に
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ノースカロライナ州知事が、「ジェンダースタディは

州立大学では必要ない」と発言したニュースを教員に

示して、ノースウェスタンではメジャープログラムと

してこれらの領域がどのような意味があるのかを示す

ことが必要であると伝えた。これは、プロフェッショ

ナルにつながるためのリベラルアーツにはどのような

価値があるのかという問題であり、教員がそれを明確

に説明、表現できれば、それが重要であることを伝え

ることができる。そのような観点から、取組んでいる。

５．学修成果のアセスメントにおける学生の参加

学修成果のアセスメントに学生が参加する方法とし

て、学生による授業評価がある。学修成果のアセスメ

ントの道具の一つでしかないが、学生が授業の終わり

に授業評価を行い、それが大学内で公表される。そこ

に、学修成果に関連した質問項目を含めることで、緊

密な関係ができるようになった。それまでの、学生に

よる授業評価の弱点は、その教員が好きか嫌いかで評

価してしまうことであり、何を学んだかでななかった

ことにあった。そこで、質問項目を修正し、この授業

ではこういうことが身についたかを学生達が考えるよ

うに修正した。なお、学修成果を学生にどのように伝

えているかは、スクールによって異なる。

６�．2010 年にアセスメント委員会からアセスメント

サイクルに出されて移行の変化・影響

それぞれのスクールには、学修成果についての更新

報告を出してもらうように頼んでいるが、アセスメン

ト委員会としては追跡していない。

なお、学修成果のアセスメントとは、別に、スクー

ルレベルのプログラムレビューを 7 年に 1 度行ってい

る。セルフスタディと外部の専門家による外部評価を

行っており、これは厳しい評価活動になっている。

７．ノースウェスタン大学の取組み事例からの知見

ノースウェスタン大学の取組みの特徴は、各スクー

ルのこれまでの取組みと自主性を重視しながら、大学

全体の共通の枠組みを設定してきたことにある。アセ

スメント委員会は、調整役であり、具体的な内容の設

定、実行の主体性を各スクールに持たせていることも

特徴的である。伝統を有する大規模総合大学では、そ

れぞれのスクールの特徴や各分野によって学修成果の

要求のされ方が異なることから、統一の方法を採用す

ることは困難であることは容易に理解できる。そこで、

各スクールが行っている学修成果のアセスメントの状

況を把握し、その結果を全学に共有することでアセス

メントの重要性と方法を全学化する方法が採用されて

いる。全学的な方針を示し、情報を共有化しながら、

方針をゆるやかに進めるという方法がとられたことは

大いに納得できる。

大規模総合大学において、学修成果のアセスメント

に全学的に取組むことは容易ではない。ノースウェス

タン大学の取組みから得るべき教訓は、本部アセスメ

ント委員会が各スクールの特徴や自主性に配慮しなが

ら、多様性を失わないように、分野間の相違を活かし

ながら、全学的に必要な取組みを進めていくにあたっ

ての、バランスのとり方と進め方であろう。

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）
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ハロルド・ワシントン・カレッジ

City Colleges of Chicago, Harold Washington

【訪問日】

平成 25（2013）年 11 月 12 日（火）

【機関の概要】

住所：30E.LakeStreet Chicago,IL60601

【面談者】

Michael  Heathf ie ld ,  Assoc iate  Professor& 

Coordinator Social  Work and Youth Work 

Programs; Chair Assessment Committee	

Jennifer Asimow, Vice － Chair Assessment 

Committee

Armen Sarrafian, Dean Office of Instruction

Donald J.Laackman, President

【訪問調査員】

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

伊藤　敏弘（評価機構評価事業部部長兼評価研究部部長）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．ハロルド・ワシントン・カレッジの概要

ハロルド・ワシントン・カレッジは、1911 年に創

設されたシカゴ市の運営するシティカレッジ（City 

Colleges of Chicago）を構成する 2 年制大学の 1 校

であり、1962 年に設置されたループ・ジュニアカレッ

ジ（Loop Junior College）を前身とした公立 2 年制

大学である。シティカレッジによる教育の重要性を強

く主張したシカゴ市長ハロルド・ワシントンを記念し

て 1988 年に現在の名称に改称された。シカゴ市のシ

ティカレッジシステムは一つの理事会が七つのカレッ

ジを運営しており、各カレッジは独立してアクレディ

テーションを受けている。ハロルド・ワシントン・カ

レッジは、シカゴ市中心部にキャンパスビルを有し、

約 1 万 4,000 人の登録学生数、120 人の専任教員、

13 の教育プログラムを運営している。学生の人種構

成は、黒人 36％、ヒスパニック 30％、白人 18％、

アジア系 10％である。

学修成果のアセスメントについては、2013 年に

CHEA（Council for Higher Education Accreditation）

による「学生の学修成果についての卓越した実践機関の

ための CHEAアワード」（CHEA Award for Outstanding 

Institution Practice in Student Learning Outcomes）

を受賞している。以下では、訪問調査の結果からハロ

ルド・ワシントン・カレッジの取組みを概略する。

２�．ハロルド・ワシントン・カレッジの学修成果のア

セスメント体制

学修成果のアセスメントには以前から取組んできた

が、その活動が再活性化したのは 2003 年である。ま

ず、新しく委員会を構成することを目的に、教授、常

勤、非常勤、ステークホルダーのあいだで、アセスメ

ントの仕事を一緒に仕事をしてくれるキープレイヤー

を識別した。誰に頼っていいのか、誰が学生のことを

話してくれるのか、それぞれのデパートメントのなか

で、誰が意欲を持ってアセスメントに参加してくれる

かを識別して、委員会のメンバーを構成した。ボラン

タリーな委員会として構成した。

もう一つ、委員会が邪魔を受けない、目的から逸れ

るようなことにならない仕組みをつくることに配慮し

た。大学の中には、問題をつくる人、活動をただ批判

する人もいるので、彼らには邪魔をされないように、

言いたいことはいわせるけども、邪魔をされないよう

にした。委員会が、主眼を失わないように、整合性を

保つために、委員会の規定には、詳細に役割（チャー

ジ）を書いた。規定には、委員会の役割が明確に記載

されている。アセスメントを、「学生の学修をより良

いものにするための共通の専門的活動」と位置づけ、

それによって、委員会がやるべきことがはっきりさせ、

委員会のフォーカスを維持している。そうすることで、

アセスメント委員会に、別のところから、色々な仕事

が与えられることを避けた。また、アセスメントの対

象は、個別の教師の評価ではなく、大学の全体の評価

であると位置づけた。個々の教師の評価ではないとい

うことが重要である。

また、運営システムとして、それまでの月 1 回の

ミーティングではなく、毎週水曜日 3 時からとして、

週 1 回のミーティングに変更した。アセスメントの仕

事は、多くの大学では月 1 回の会議で議論しているが、

実質的な仕事を行うには月 1 回では少ない。現在、毎

週水曜日の会議には、13 人くらいが集まる。常勤教

員は 120 人なので約 10％にあたる。参加している教

員の学科は横断的。毎週参加してくれるのはまれであ
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り、会議に出ている人よりも委員会の活動の参加者は

多い。会議には出られないがメールで意見を寄せると

いう参加の仕方もある。このような、委員会のメンバー

と目的の整合性と開催頻度の設定が重要であった。

これらに加えて、NCAHLC（北中部地区基準協会

高等教育委員会）出身の当時の新しい副学長が、重要

なアセスメントのプレーヤーとして支援してくれた。

執行部側から支援してくれる人がいるということも大

切であり、これが意味することは時間とお金の支援。

例えば、アセスメント委員会の委員長は、授業を二つ

担当しなくてもよくなっている。副委員長は一つ。役

割に応じて比例的に他の責任を減らしている。また、

10 年間の委員会活動の中で、担当の事務職員、統計

処理の専門スタッフがついた。活動の中で、そのよう

な役割のスタッフが必要だということが執行部に認識

された。執行部からみると、学修成果のアセスメント

は投資である。このような執行部からのサポートがあ

ることが、ハロルド・ワシントン・カレッジの特徴で

あり、シティカレッジを構成する他の 6 校との違いに

なっている。

さらに、重要であったことは、この仕事に対する認

知、評価がなされたことである。時間とお金以外の、

委員会のメンバーが仕事をしているという認知がなさ

れた。執行部がニュースレターなどを通じて、委員会

がすばらしい仕事をしていると評価してくれた。この

ようなプラスのフィードバックがあることに意味があ

る。

このような取組みを、教員主導で構築した。大学の

執行部の主導ではなく、教員主導で、学生の学修のア

セスメントについて仕組みを作った。執行部から見る

と、全ての仕事がアセスメントの対象になる。教員か

らみると、学生の学修がアセスメントの対象になる。

教員がなぜこの仕事をやっているかというと、学生の

ことを気にしているから。同じように学生のことを気

にする人を集めれば、学生たちを進歩させたい、とい

うことになる。もう一つ重要だと考えていることは、

同僚の仲間意識。水曜日 3 時に集まって、学生の学修

について話をすることを楽しんでいる。楽しくさせる

ために、常に食品（Food）を用意して会議している。

それにも意味がある。高等教育機関は、みんな孤立し

て仕事をしているところがあるが、そうではなく、一

緒に仕事をしているということの重要である。この仕

事は教員にとって、必須ではなく、出席も強制しない

し、追いかけることもしない。彼らが参加するように

自分たちで選んでいる。このような文化を 10 年間で

つくってきた。そのことが、CHEA の表彰につながっ

た。

３．NCAHLC の評価基準等との関係

アセスメント委員会のやり方はボトムアップであ

り、NCAHLC の評価基準を直接対応することを目的

にしていない。委員会で行っていることは、一般的な

教育の目的を定義することである。NCAHLC の評価

基準に適合していることは分かっている。

また、NCAHLC のアクレディテーションへの対応

は、他に、全ての内容を扱う委員会がある。学修成果

のアセスメントはあくまでも一部である。投票で選ば

れたアクレディテーションに対応する委員会は別に

あり、このボランタリーなアセスメント委員会は異

なる。

４．学修成果のアセスメントのプロセスと結果の活用

４－１．学修成果のアセスメントのプロセス

学修成果のアセスメントのプロセスは、①委員会で

ラーニングアウトカムを定義し、②そのアセスメント

のための方法を検討し、③試行的なアセスメントを行

い、そして、④大学全体をデータとして対象とする調

査を行い、⑤そのデータを分析し、⑥提言と論点を報

告し、⑦発見点と提言の意義をもとに変更点を確認す

る、という七つの段階をとる。どのような学修成果の

テーマでも、このようにシステマテックにフォローす

ることで、毎週のミーティングのなかで、どの段階か

にあるかは確認できる。例えば、現在、オーラルコミュ

ニケーションのアセスメントを行っており、800 人の

学生を対象に、30 人の教員が参加してアセスメント

を行っている。昨年の秋には、学生の多様性（ダイバー

シティ）のアセスメントとして、学生へのオンライン

調査を行った。膨大なデータがあり、分析を行ってい

る。一つのテーマでレポート、分析をおこなうことに

1 年かかる。

最も重要なことは、アセスメントの結果に対して、

大学として何をするかである。データを集めるだけで

なく、データをどのように使って、どのような取組み

を行うのかを中心に置いている。アセスメントに関す

る情報を、学内に伝えることは大変であり、「アセス

メントタイム」という新聞を、1 学期に 1 度、学生用
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と教員用に作っている。学生には、なぜアセスメント

に参加するのか、どれだけ教員ががんばっているかを

伝えている。がんばっていることを伝えるというコ

ミュニケーションを大切にしている。

そして、アセスメントの結論を教室に戻すというこ

とを行っている。学生の情報、アセスした結果をもと

に何をするかということ。例えば、ある課題があるこ

とがわかったとき、大学全体としてどうやってそれを

教えるかを考える。執行部に理解してもらいたいこと

は、例えば、読解力がないということがわかったとき

に、補習的な授業を設定すれば、効果が出る。その場

合には、そのクラスを増やすことになる。それは執行

部の意思決定である。明快なデータで、補習を受けた

人は長期的によりよいパフォーマンスを出すというこ

とであれば、そのような変革につなげられるかどうか。

アセスメント委員会がよいデータを出して分析をした

としても、システムを変革することは彼らの役割に

入っていない。大学全体の統治レベルのことは委員会

の役割ではない。

NESSE（National Survey of Student Engagement）

短期大学版、CLA（Collegiate Learning Assessment）、

ワークキー、などの標準化されたツールは利用してい

ない。

具体的に何をアセスするかによって、緊密にマッチ

しているツールであれば使うこともありえるが、標準

化されたものよりも自分たちでツールを造ろうという

のが今までのやり方。文脈、背景に意味がある。都市

部、2 年制、補習的な学生が多いなどのこの大学の具

体的な状況を踏まえたアセスメントが重要であり、全

国的に一般化されたツールは適合しない。

４－２．アセスメントの対象

アセスメントの対象は、大学全体とプログラムレベ

ルで決めている。大学全体としては、例えば、一般教

育。プログラムレベルでは、いくつのことを修得させ

るのか、プログラムごとに学修成果を定義する。資料

によれば、これまで、学修成果の対象として、クリティ

カルシンキング、情報リテラシー、人種的多様性、人

文科学（Humanity）、自然科学、数的理解、社会科学、

効果的な作文、オーラルコミュニケーションが定義さ

れ、検証されている。具体的に能力やスキルが実証で

きるように、測定可能なものとして、なるべく明示的

に作っている。一つの定義で 1 回の会議をつかうくら

いに議論している。測定できるか、アセスできるか、

知ることができるか。アセスメントはそれを測定して

いる。まず、学修成果の定義をつくり、そして測定す

るためのルーブリックをつくることもある。

４－３．アセスメントに参加する学生

教員から、ボランティアで学生に参加してもらうよ

うに頼んでいる。学生に同意を得て参加してもらう。

アセスメントの文化をつくるときに、参加してくれる

学生に景品を与えるというようなことをしても、参加

者は増えなかった。景品はなくても参加してくれた。

学生が参加してくれるかは教員次第。学生にインセン

ティブを与える教員もいるし、そうではない教員もい

る。統計的な有為な数を出すための学生数はわかって

いる。例えば、1,300 人の学生に、プレゼンテーショ

ンのアセスメントを行うことは不可能であるが、800

人のデータがあれば十分であることがわかっている。

アセスする側の教員はルーブリックを使って標準化し

た評価を行う。また、マークシート式のアンケート用

紙を用いる。AAC&U（アメリカ・カレッジ大学協会）

のルーブリックを部分的に用いて、自分たちのルーブ

リックを開発している。学生は、ルーブリックをみる

ことができ、基準をわかっている。

４－４．アセスメントの結果の活用

アセスメントの結果のデータを提供して、改善のた

めにセミナーをすることが必要になればそのような取

組みにつなげている。例えば、教員に教え方を変えて

もらうことが必要であれば、トレーニングを通じて支

援する。オンラインの学修プラットフォームとして「ブ

ラックボード」を使用しており、その使い方を学べば

教員の仕事量が軽減されるなら、その使用方法をセミ

ナーで伝える。また、チューターを使った個人指導に

効果があれば、学生にチューターセンターでフィード

バックをもらうように指導するなど。

例えば、教え方を変えたケースがある。「社会福祉」

の授業で、アセスメントの結果、学生たちに「効果的

な作文能力」が必要であることがわかった。そこで、

「効果的な作文」の能力を向上させるために、学生が

ライティングのチューターに相談に行くことにインセ

ンティブを与えるような教え方に変更したという例が

ある。



87

テーマ１　Ⅱ．大学の学修成果に関する国内外の大学等の訪問調査

ジャックマン学長（右から 4人目）を囲んで。

教員を中心に学修成果を改善に結びつける仕組みを実現さ

せた。

５�．ハロルド・ワシントン・カレッジの取組み事例か

らの知見

ハロルド・ワシントン・カレッジの取組みの特徴は、

教員を中心に、委員会活動に取組み、自主的に学修成

果を定義し、独自の方法で測定し、その改善に結びつ

ける努力を行っていることにある。教員の自主的な参

加による委員会としてのアセスメント委員会が、明確

な役割と権限を与えられ、学修成果の改善ための取組

みを 10 年間継続したことが、文化として位置づいて

いる。このことは、訪問調査において学長が、「学修

成果のアセスメントは、教員主導のプロセスができな

ければならない。教員にはアセスメントの話をしてほ

しい。教室で発生することが学生の学修成果につなが

る。CHEA の表彰を受けたことは、アセスメント委

員会の 2 人のリーダーによるもので、彼らに感謝して

いる。ハロルド・ワシントン・カレッジの文化をつくっ

てくれた」とコメントしたことに象徴されている。こ

こには、学生の学修にもっとも身近に接する教員が、

集団として、学生の学修成果の状況を確認し、その状

況に応じて、教え方を含め、改善に取組むことの重要

性、そして、大学執行部のサポートを通じて、全体の

取組みとして位置づいていることがわかる。

ハロルド・ワシントン・カレッジの取組みから得る

べき教訓は、学修成果の検証は、教室での教育・学修

を改善するためのものであるという明確な位置づけ

と、それが学生のための活動であるという確固とした

位置づけがなされていることである。学修成果の在り

方を問うことの意味と目的を明確にすること、インタ

ビュー中の言葉を借りれば、「整合性を保つ」ことが

重要であることが確認できた。

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）
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愛知工科大学

【訪問日】

平成 25（2013）年 12 月 16 日（月）

【機関の概要】

住所：愛知県蒲郡市西迫町馬乗 50 － 2

工学部／機械システム工学科、電子制御・ロボット工

学科、情報メディア学科、大学院工学研究科から成る。

平成 21（2009）年度、当機構の認証評価を受審。

【面談者】

杉浦　伸明　氏　�工学部情報メディア学科教授　学務

部長

村田　幸蔵　氏　学務部学部課

【訪問調査員】

金子　和弘（千葉工業大学大学事務局長）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

江成　一敏（評価機構評価研究部係長）

１．愛知工科大学の概要と教育の課題

愛知工科大学は、学校法人電波学園が設立した工学

部の単科大学で、現在、機械システム工学科、電子制

御・ロボット工学科、情報メディア学科の 3 学科を擁

している。

大学は、三河湾に臨む愛知県蒲郡市の西部の高台に

キャンパスを持ち、敷地内には愛知工科大学自動車短

期大学も校舎を構えている。

蒲郡市は人口 8 万余の都市であり、大学への通学は

JR 蒲郡駅からバスで約 10 分、端正な白亜の校舎が如

何にも工科系の大学であることを印象づけている。

学校法人電波学園は、名古屋市内で専門学校を経営

する学校法人であり、昭和 62（1987）年に愛知技術

短期大学を設立し、後に愛知工科大学自動車短期大学

と名称を変更している。平成 12（2000）年に愛知工

科大学を設置し今日に至っている。

愛知工科大学の経営・運営上の最大の問題は、入学

定員 225 人、3 年次編入学定員 45 人であり、収容定

員 990 人に対して在学生は 584 人で、その収容定員

充足率は約 60％と著しい定員不足に直面しているこ

とである。この結果は、一方では学生の質の低下を危

惧せざるを得ず、つまり、彼らの教育上の質の向上が

課題となっており、他方で大学財政において困難な状

態をもたらしている。この教育上の問題に対して限ら

れた資源で挑戦しているのが、大学の教育改革であり、

学修成果をいかに上げるかが、大学改革の取組みの課

題である。

２．学修成果をめぐる取組み

平成 25（2013）年 7 月に日本高等教育評価機構の

実施した「大学の学修成果に関するアンケート調査」

に対する大学の回答から、この大学は「学修成果の内

容を大学全体で定め」、また「学修成果を点検・評価

する方法としてポートフォリオを設け」、さらに「学

内共通テスト」などを挙げていた。そのポートフォリ

オの活用は、学生との面談、授業アンケート、教育目

的などの達成度の検証に資していた。訪問調査員はこ

のうちポートフォリオについて特に多くの時間を割い

て質問し、また大学独自のルーブリック開発の進捗を

も確かめた。学内には教務担当者を中心とする教務委

員会が組織されており、また学長を中心とする「教育

改革推進会議」は学科長と総合教育センター長と学

務部長からなる組織であり、さらに各学科から 2 人

の教員を含む自由な討議の場である「AUT（Aichi 

University of Technology）教育研究会」を組織し

ている。教務委員会を中核とする「教育改革推進会議」

は正式な学内組織に対して、「AUT 教育研究会」はそ

の名称の通りより自由な討議を中心とした組織である

が、これらは互いに連携していて学内の教育全般をど

うするか、そのアイディアを生み出す母体ともいえる。

このアイディアのなかにルーブリックなどの開発が含

まれている。

学修成果の点検・評価の実施に当たっては、アセス

メント・ポリシーを定めており、その学内体制は整っ

ていることを確認した。こうした体制のもとに「愛知

工科大学で自立と夢の実現」と称する AUT 教育の特

徴を詳細にお聞きした。

３．教育目標と教育・カリキュラム

大学の使命と教育目標は明確に定められており、広

く公表されている。教育目標は、「自立と夢の実現」

というものであり、さらに教育指針を定めてより具体

的に、「心を磨き、技を極め、夢に挑む」という分か

りやすい指針を示している。この目標と指針は、具体

的に「学士課程教育方針」としていわゆる三つのポリ
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シーに直結している。

この大学の「心を磨き、技を極め、夢に挑む」とい

う指針は、それぞれ「意欲、人間性、能力」として自

立と夢の実現に向けた 3 要件と規定し、企業が求める

人材要件を「熱意・意欲・行動力・実行力、協調性、

論理的思考力・問題解決能力」というように具体化し

ている。これをさらに社会人基礎力として、「前に踏

み出す力、チームワーク力、考え抜く力」と分解整理

して、大学全体のカリキュラム編成の基本に据えてい

る。

入学前には、入学にあたっての基礎学力の確認とそ

の補完をめざし、1 年次では大学生活の理解と基礎学

力の修得をめざし、2 年次では基礎学力と基礎知識の

習得をめざし、3 年次では専門知識の修得と職業観の

確立し、そして 4 年次には卒業研究と就職活動がその

中核となっている。

この 4 年間の教育には、協同学修（アクティブラー

ニング）を取入れ、科目ごとに目標達成度と全授業を

通じた総体としての目標達成度の評価を行っているこ

とが注目される。ポートフォリオがこれらの評価に使

われ、その評価結果に基づく継続的な改善を行い、教

育目標の達成をより確実に目指すことにつながってい

く。

４．教育評価をどうするか

目標達成度の測定や評価は、直ちに大学教育の根幹

にかかわるもので、重要な手法や方法論が求められる。

これに応えるのがいわゆるルーブリック（Rubric）で

あり、アクティブラーニングであり、また大学独自の

「雁行型教育」の実践である。

ルーブリックは、すでにアメリカの大学や我が国の

大学でも取入れられている。この大学は、大学の目標

や指針をもとに、独自にルーブリックを作成してすで

に全学的に利用しつつある。ルーブリックは、上の 3

要件すなわち「意欲、人間性、能力」を縦軸に配置し、

この 3 要件に対する科目ごとの評価基準が設定されて

おり、卒業単位修得においてバランス良く向上するこ

とを目指している。横軸には大項目（指標、基準）が

設けられ、中項目に基準の説明がある。例えば、3 要

件のうち「意欲」のなかの向学心には、「解決すべき

課題を意志し、自ら進んで学修に取組み、向上を目指

すことができるようになる」と説明されている。そし

て最後に全体への貢献割合がそれぞれ点数で評価され

る仕組みである。向学心は 28 点中の 2 点であり、協

調性、社会性、専門学力・技能、コミュニケーション

力にはそれぞれ最高点の 3 点が与えられている。

この開発途上のルーブリックは、今日、我々が目に

することが多いルーブリックとは若干その表組みや形

式は異なるが、そのめざすところは同じである。ルー

ブリックは、授業時に学生に配付され、学生は自身の

受講授業において何が求められているかを学期開始時

に理解することができる。教員は学生全員にルーブ

リックを配付した上で授業を進め、教員はその指導を

割振られた学生には 1 週間に一度は面接をして、学生

の問題点や授業の理解度などをチェックする仕組みで

ある。個々の学生の授業への取組みを細かく把握する

には、クラスサイズが当然のこと問題とされる。

大学はここでも雁行型教育という独自のシステムを

創って対応している。雁が隊列を組んで飛行する様か

らヒントを得て、教養教育に類する科目である数学、

物理、英語などの必修基礎科目を、A、B、C、D、E

と 5 クラスに分ける。クラス分けの方法は、学生が自

身の能力に照らしてどのクラスに入ればよいか、自身

で決めることができる。つまり、A（Approach）の

クラスなのか、B（Basic）なのか、C（Cool）なの

か、D（Developed）なのか、それとも最上級の E

（Excellent）なのかを選ぶ。クラスの平均人数は 20

人を超えないのがほぼ常態である。クラスは学生の申

し出によって選び直すことも可能である。

このようにクラスを編成することは、学生同士の教

え合い、学び合いを促し、多様な学生と協同学修をす

ることによって意欲や人間性などが向上できる。クラ

ス A においてもクラス E を目標にしてステップアッ

プをめざすことができるように設定されている。

大学の授業における改善工夫の全容は概ね以上の通

りであるが、最後の能力、すなわち企業が求めるよう

な、論理的な思考・問題解決力、あるいは考え抜く力

は主に企業との協同教育とに委ねられている。モノづ

くりの盛んな三河地方の企業に出向き現場体験に基づ

く学修が待っている。

主に夏休み期間中に短期インターンシップを経験

し、大学における学修の仕上げを準備する。インター

ンシップは、インターンシップⅠとⅡとに連接してい

る。Ⅰはこの短期インターンシップに出向いた後で行

われる学内における現場体験の振返り、あるいは現場

で求められる知識や技能を反省的に整理分析する。こ
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うして学生個々の主体的な学修と連結させることであ

る。インターンシップⅡでは、Ⅰでの経験を踏まえ

て学修成果の確認や就業への予備的な準備の場とな

る。大学周辺の協力企業において約 1 か月のインター

ンシップを行い、その結果をもとに学生は自身のイン

ターンシップⅠの成果と、Ⅱの企業が求める人材要件

との乖離や格差を埋めることが求められる。これを克

服することで自己の成長を実感し、実際の就活や就職

へと結びつけるのである。このプログラムを全面的に

実施するには大学のさらなる支援体制が必要である

が、大学周辺企業との協同教育（アクティブラーニン

グ）はテイクオフの段階に至っている。

杉浦伸明教授（右）は、学務部長として愛知工科大学の教

育改革を推進している。「雁行型教育」やルーブリックの

導入など、学ぶべき事例が多くあった。

５．特色ある教育への挑戦

大学の教育は、小規模理工系大学である特色を生か

して、いくつかの注目される教育を展開している。ま

ず、学生の意欲と人間性の向上に主眼を置く科目の設

置である。大学の教育指針では、「夢に挑む」「心を磨

く」という項目に連なる科目群である。それらに対応

して「AUT 教育入門」「修学形成Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」及び「キャ

リア形成と職業Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」の 3 科目がある。いずれ

も協同教育すなわち学生同士がグループ学修を通じて

理解し合い、教え合い、高め合う仕組みである。まさ

にアクティブラーニングがこれらの授業の主たる方法

である。

「修学形成Ⅰ」は特に重視されており、新入生に対

してクラス担任制のもとに、担当する全学生のポート

フォリオを作成し、学生は自身の夢やポートフォリオ

項目に記載し、これをもとに教員は面接を週 1 回定期

的に行い、学生のすべての学修活動を把握し指導する

仕組みである。教員にとっては決して軽い負担ではな

いが、大学教育の根幹にかかわる科目である。

こうして、授業内容の一方的な押付けではなく、学

生同士の協力、協調、競争を通じて学生の修学への意

欲をさらに高め、人間性をよりよく向上させるのが特

色ある科目群であり、AUT 教育を実現するための基

底的な教育となっている。

AUT 教育を推進するために学内には総合教育セン

ターが設置されており、基礎教育、初年次教育、教育

連携の 3 部門が設けられている。センターには常駐の

専任教員が個別指導や学修支援などにあたっており、

入学前教育から初年次教育、卒業、就活までのすべて

の教育のいわゆるハブ機能を果たしている。

６．本調査からの知見

地方に立脚する小規模大学であることが、その教育

上、必ずしも不利でないことを教えてくれる大学であ

る。このことが訪問調査を終えての実感である。

我が国の大学改革は、いわば先進的なアメリカの大

学改革の細切れ的なコピーであったと言えそうである

が、決してそうとは言えない実例がここにある。例え

ば、途上のルーブリックであるが、アメリカのサンプ

ルを単に日本語に訳し移したのではなく、大学独自の

教育の必要性から試行錯誤を経て実行段階に至ってい

たことは特筆すべき、また大いに学ぶべき事例である。

大学は学生を受入れた以上、彼らに必要にして十分

な教育を行い、また学生に自由に学ばせ、そして社会

へ送出していく使命があり責任がある。この使命と責

任に正面から取組んでいる事例としてこの大学につい

て学んだことは実に貴重な体験であった。大学の置か

れた現実から出発した改革を進めている大学である。

羽田　積男（日本大学文理学部教授）
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大阪経済法科大学

【訪問日】

平成 25（2013）年 12 月 18 日（水）

【機関の概要】

住所：大阪府八尾市北本町 2 － 10 － 45

経済学部／経済学科、経営学科（平成 26（2014）年

度設置）  法学部／法律学科から成る。平成 22（2010）

年度、当機構の認証評価を受審。

【面談者】

岩村　　等　氏　副学長兼教務部長、法学部教授

呉　　志賢　氏　�大学教育開発支援センター所長兼教

務部副部長、教養部教授

前鶴　政和　氏　�学習支援センター長兼教務部副部

長、経済学部教授

朴　　恵一　氏　�教養部長補佐兼図書館長補佐、教養

部専任講師

安井　隆司　氏　�教務課長兼大学教育開発支援セン

ター事務長

【訪問調査員】

坂本　孝徳（広島工業大学常務理事、副総長）

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．大学の概要

大阪経済法科大学は、昭和 46（1971）年 1 月に設

置母体である学校法人大阪経済法律学園が設立され、

同年 4 月に経済学部と法学部の 2 学部により開設され

た。現在、法学部法律学科、経済学部経済学科の 2 学

部 2 学科体制である。平成 26（2014）年 4 月から、

経済学部経済学科に経営学科を新設する。平成 25

（2013）年5月時点での在学者数は、経済学部1,169人、

法学部 987 人である。

２．学修成果の設定単位と決定プロセス

大学では、各学年の学修の到達目標を示す形で学修

成果の内容を設定している。学修成果の内容は、各学

部の FD カリキュラム検討委員会において検討され、

各学部教授会で協議される。各学部で協議された内容

は、教務委員会で報告され、全学的に共有が図られる。

学修成果の内容は、各学部・学科に設定されているディ

プロマポリシーを実現することを目的として設定され

ている。ディプロマポリシーは、教務部長、各学部長、

教養部長と FD カリキュラム検討委員会委員長、大学

教育開発支援センター所長などで構成される検討部会

で草案を作成し、各学部の FD カリキュラム検討委員

会、教授会、教務委員会の議を経て、大学協議会、理

事会で審議、決定する。

大学において、大学教育開発支援センターの果たす

役割は大きい。センターは、学部横断的な共通の教学

におけるシステムの構築に力を注いでおり、学修成果

の内容や教育プログラムの開発を中心とした、FD の

推進と学士課程教育における教育開発の支援を行う役

割を果たしている。

３�．学修成果とカリキュラムポリシー、ディプロマポ

リシーとの関連性

大学では、教育目的と学修成果を階層的にとらえ、

下位の概念は上位の概念を具体化するような形で、建

学の理念に基づき、学部学科の教育目的やディプロマ

ポリシーを定めている。ディプロマポリシーを実現す

るためにカリキュラムポリシーを設定し、設置されて

いるコースごとに到達目標を掲げ、その到達目標に基

づいて各学年、セメスターにおいてさらに具体的な到

達目標を定めている。例えば、法学部の公務員コース

の場合、一般知能試験で問われる数的推理・判断推理

などの到達目標を年次、セメスターごとに設定してい

る。その到達目標に基づいて各科目のシラバスを作成

し、学生に提示している。そして、シラバスの中で科

目ごとの具体的な到達目標を定めている。到達目標に

基づく学修成果は、ポートフォリオシステムである

「キャリアポートフォリオ」に蓄積される。例えば、

レポートなどの具体的な学修成果物は、キャリアポー

トフォリオにある「マイノート」という機能を用いて

学生に蓄積させる。また、資格の取得状況なども記録

することで、学修成果が可視化されるように考慮され

ている。

なお、現在、経営学科の新設、法学部におけるコー

ス制の再検討などを踏まえ、教務委員会のもとに検討

部会を設け、新しい学科・コースに合わせたカリキュ

ラムポリシーとディプロマポリシーを検討しており、

平成 26（2014）年 4 月に公表する予定となっている。

検討部会は、前述のとおり、教務部長、各学部長、教
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養部長、FD カリキュラム検討委員会委員長、大学教

育開発支援センター所長を中心に構成され、執行部の

指導の下で検討を行っている。経済学部に関しては、

来年度 4 月の経営学科新設に合わせて新たなカリキュ

ラムの構築を進めている。現在、経済学部では、学生

の関心に応じて四つのコースを設けているが、それを

次年度 4 月の入学生より、経済学科 4 コース、経営学

科 4 コースの合計 8 コースとし、コースごとの教育目

標や各年次の到達目標を検討している。

４．学修成果を点検・評価するための具体的方法

学修成果を点検・評価する具体的方法として、単位

の修得状況、GPA（Grade Point Average）、学修成

果物の蓄積、出席率、学生との面談記録、資格取得状

況などを評価の方法として用いている。併せて、学生

の「マイノート」を教員が利用して学生の指導を行っ

ている。「マイノート」は、学生自身のさまざまな学

修習慣や学力等を確認するためのツールとして活用し

ている。例えば、ゼミ担当教員がゼミの所属学生の学

修状況、出席状況、提出されている成果物などをもと

に、その学生の学修進捗状況などを定性的に判断する

ために活用している。更に、キャリア支援、就職活動

を行う学生の具体的な企業等の紹介、キャリア指導の

マッチングを含めて、学生の出席状況や学修の成果を

踏まえて個々の学生指導を考えるための材料としての

活用が挙げられる。

また、1 年生が 2 年次のゼミを申込むに当たって、

希望者が多い場合、ゼミ担当の教員が学生を選ぶとき

の一つの材料として、ポートフォリオを参照している。

つまり、学生の学修状況や学修成果物の内容などを見

て、ゼミへの適正を判断している。そのため、学生自

身も学修成果を意識して、成果物をポートフォリオに

蓄積している学生も多いとのことであった。

５．「キャリアポートフォリオ」の機能

ポートフォリオの掲載情報は、まず、学生の基本情

報として、大学入学の動機を把握するため志望理由書、

所属する学部・学科・コース名、履修歴、所属課外活

動（クラブ・サークル）、資格の取得状況がある。次

にキャリア情報として、就職活動での採用の内定状況、

キャリアガイダンスへの参加状況、そして学生自身が

記述する就職活動時の選考試験報告である。

ポートフォリオの機能として、一般的には学修成果

物を蓄積する機能を指すことが多いが、大阪経済法科

大学でも「マイノート」という形で学修成果物を蓄積

している。「マイノート」を用いて担当教員が学生か

ら提出された学修成果物に対してコメントを記述する

ことで、学生と担当教員との間で双方向の情報共有と

意思疎通を図っている。これにより 1 年次から蓄積さ

れた学修成果が、上級生になったあとも引継がれる。

また、システムを通じてデータが全学的に共有される

ため、各指導教員が当該学生の学修プロセスと学修の

進捗度を推し量ることができる。例えば、文章表現に

ついて 1 年次の段階での到達度が確認でき、2 年次で

は文章の構成力が弱いのでそこを中心に指導するとい

う形で教員からの指導が可能となる。更に、面談記録

についても、学生面談を行った担当教員と職員が面談

記録を蓄積し、1 年次の就学相談、3・4 年次のキャ

リア指導の内容・指導時期等の記録を蓄積することで、

主に演習担当の教員がそれを参考としてきめ細かく学

修指導やキャリア指導を行っている。具体的には、演

習担当の教員が担当する学生の学籍番号を検索すれ

ば、受講学生の詳細な学修情報が提示されるシステム

となっている。その学修情報は、学生が閲覧できる情

報、教員が閲覧できる情報に区分されており、学生が

唯一閲覧できない情報として面談記録がある。これは

学修指導やキャリア指導を行った教職員の主観、コメ

ントも入っているため、公開していないとのことで

あった。システム的には教務データ、面談データ、マ

イノート、取得資格、キャリア、入試、学修状況のデー

タベースを全てポートフォリオシステムで一括して統

合し構築している。

さらには、IC カードを用いて講義・演習も含めた

全授業の出欠確認を行っているため、授業への出欠状

況を把握することにより学生の学修へのモチベーショ

ンの状況を把握することができる。併せて、単位取得

状況や成績（GPA）の情報を検索機能を用いて分析

することで、一定の傾向を持ったタイプの学生を絞り

込むことが可能となり、適切な指導ができるようにな

る。

６．学修成果を周知・公表する手段・方法

大学のポートフォリオシステムの機能と取組みは、

以下の通りである。

まず、学内でのポートフォリオシステムは、学生自

身の学修の振返りとその学修プロセスの評価を目的と
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し、学年と科目を縦横した学修成果物の蓄積を求めて

おり、学修の目標設定・評価・改善といった学修の

PDCA サイクルの形成を目指すことが狙いとなってい

る。また、学修の成果物の管理の習慣化や自己管理能

力なども涵養することとしている。

大学教職員は、学生が蓄積している学修プロセスを

もとに、ポートフォリオシステムを用いて個々の学生

に合った就学支援・キャリア支援を行っていこうとし

ている。どのような科目でどのような学修成果が蓄積

されるかが可視化されるため、ポートフォリオシステ

ムを用いた全学的な FD 活動のツールとなっている。

ポートフォリオシステムの全体的な機能は、学生の

基本情報の機能、個々の教員が学生と面談した記録を

蓄積する面談記録としての機能、学修ポートフォリオ

としての学修成果物を蓄積する機能、そしてキャリア

に関する就活の活動の状況などを蓄積していくキャリ

ア情報機能がある。これらの四つの機能を総合して、

学生のさまざまな活動を通してキャリアをデザインし

ていくという意味で、「キャリアポートフォリオ」と

いう名称を定めている。このシステムの狙いは、学生

と教職員が学修の過程を通して成長プロセスを共有化

していくこと、そして教職員がきめ細かい学生対応を

行い学生の成長に応じて指導を行うことにある。

ポートフォリオシステム導入の経緯と現状は、以下

の通りである。

システムは、平成 20（2008）年度以降管理システ

ムや面談記録が追加できる機能などを付加し、学生が

自分の学修成果物を蓄積する「マイノート」機能を付

け加えたのが平成 23（2011）年度である。平成 23

（2011）年度は試験的運用を行い、平成 24（2012）

年度から全学的な方針を定めて運用を開始した。平成

24（2012）年度には、大学の事業計画に基づき「キャ

リアポートフォリオ」による学修成果、就職活動、課

外活動、面談記録などの蓄積と可視化を進め、学生の

自律的なキャリア形成を促すために学生一人ひとりへ

のきめ細かい学業指導教育を強化した。学修成果を

「キャリアポートフォリオ」に記載することを促し、

学生自身の振返りや自己評価として位置付けるための

計画を進め、「キャリアポートフォリオ」の運用方針

として全学化させている。

具体的には、1 年次、2 年次、3 年次の演習におい

て、共通の運用ガイドラインを明記して、全学的運用

を図っている。1 年次の演習では 15 人から 20 人の

少人数クラスで、学修課題の「マイノート」への蓄積、

面談記録への登録を行っている。平成 24（2012）年

度に「キャリアポートフォリオ」運用を開始し、学生

の学修成果を蓄積することで、4 年間一貫した学修の

進捗プロセスを可視化する取組みを行っている。

このようなポートフォリオを運用するにあたって

は、学生に対しては全学生が履修する情報系のリテラ

シーの授業などで説明を行い、教職員に対しては研修

会を開催している。

この取組みの結果として、登録件数をみると、平成

23（2011）年度の試験運用時には、面談記録が 1220

件、「マイノート」が 2,553 件であった。平成 25（2013）

年度は在籍学生数が 2,156 人のなかで、同年 12 月 17

日時点で面談記録 8,255 件、「マイノート」の登録 7,308

件である。学年別の「マイノート」登録率は、1 年

次は約 97％、2 年次は前年度の蓄積があるため概ね

100％。3 年次・4 年次は各々約 90％・60％の登録率

となっている。これまで 2 年間の成果としては、学修

成果の評価のための定量的・定性的データを含めた情

報の蓄積が推進されたことが挙げられる。それにより、

4 年間一貫した就学支援を実施するための仕組みを構

築でき、学生の学修進捗度、学生個々の考え方、生活

の様子などが把握できるようになった。

７．学修成果の点検・評価の問題点と課題

大学は、認識している今後の課題として、蓄積され

た学修成果の評価の方法、ディプロマポリシー・カリ

キュラムポリシーで定める学修量の在り方、各学年で

到達すべき目標の策定を挙げている。到達すべき目標

に合致した内容の成果物を蓄積していくための方針の

策定が残された課題である。現時点では、可能な限り

学修成果の情報を蓄積している段階である。つまり、

量の拡大は概ね達成できたので、今後は質の拡充とし

て学修成果のより精緻な点検・評価ができるよう取り

組んでいくとのことであった。

具体的に、今後、ディプロマポリシーやカリキュラ

ムポリシーとその学修成果の把握をどのように関連付

けて、ポートフォリオの内容の充実を図るかについて

は、全学共通の方向性としては、社会人基礎力を身に

つけたうえでコース固有の専門的能力と教養を修得さ

せること、つまり、ただ単に単位を修得したと言うこ

とではなく、コースのプログラムを履修し、大学が想

定する能力を身につけさせるということを目標として
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いる。そのためには、単にコースの目標を提示するだ

けではなく、例えば法学部の公務員コースにおいて数

的処理の能力を何年次にどれぐらい身につければよい

か、というナビゲーションを 12 コースの更に分割さ

れた履修モデルごとにプロジェクトチームを作って検

討するとしている。このことから、学修到達目標と学

修成果の評価の在り方、カリキュラムないしはシラバ

スとの相互関係が、どの大学にとっても非常に難しい

課題であり、その三者の最適化が今後の大きな課題と

なるということである。

坂本　孝徳（広島工業大学常務理事、副総長）

大阪経済法科大学では独自の「キャリアポートフォリオ」

により、4 年間一貫した学修支援をめざしている。調査員

に対し、スライドを使って丁寧にご説明いただいた。
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金沢工業大学

【訪問日】

平成 25（2013）年 12 月 20 日（金）

【機関の概要】

住所：石川県野々市市扇が丘 7 － 1

工学部／機械工学科、航空システム工学科、ロボティ

クス学科、電気電子工学科、電子情報通信工学科、情

報工学科　情報フロンティア学部／メディア情報学科、

経営情報学科、心理情報学科　環境・建築学部／建築

デザイン学科、建築学科、環境土木工学科　バイオ・

化学部／応用化学科、応用バイオ学科、工学研究科、

心理科学研究科から成る。平成 24（2012）年度、当

機構の認証評価を受審。

【面談者】

久保　猛志　氏　副学長、教育点検評価部長

百万　光生　氏　常任理事、総務部長

山田　晃久　氏　大学事務局庶務部推進課長

【訪問調査員】

篠田　道夫（桜美林大学教授、日本福祉大学学園参与）

早田　幸政（大阪大学評価・情報分析室教授）

齋藤　光紗（評価機構評価研究部）

１．大学の概要

大学（昭和 40（1965）年開学）は、工学、環境・建築、

情報、バイオ・化学の 4 学部、大学院 2 研究科を持つ。

在籍学生・院生数は 7,000 人を超え、専任教員 346 人、

専任職員 269 人が在職する。昭和 32（1957）年、北

陸電波学校として開校、入学定員 1,480 人に対し、地

方立地にも関わらず平成 25（2013）年度は 1 万 302

人の志願者を確保している。朝日新聞「大学ランキン

グ」をはじめ教育分野の評価で連続して 1 位を確保

するなど、教育実績では極めて高い評価が定着した大

学である。外部評価にも熱心に取組み、大学基準協会

や日本高等教育評価機構、JABEE（日本技術者教育

認定機構）から評価を受けるにとどまらず、平成 15

（2003）年日本経営品質賞、平成 18（2006）年には

全国企業品質賞を受賞するなど高い評価を得てきた。

その取組み自体はすでにいろんな形で広く紹介されて

きたが、今回は、そうした評価を獲得する基礎となる

教育の質向上、とりわけ金沢工業大学のミッションで

ある教育付加価値日本一を証明する根幹である学修成

果の評価という点に着目して調査した。

２．ミッションと学生を成長させる教育の仕掛け

金沢工業大学は、「教育付加価値日本一の大学」作

りを徹底して重視する。①教育の卓越性：教育付加価

値日本一②研究の卓越性：技術革新と産学協働の実現

③サービスの卓越性：自己点検評価システムの成熟を

図り顧客満足度の向上を目指す－の 3 本柱を掲げる。

それに基づき①学生の実践目標：知識から知恵に②教

員の実践目標：教える教育から学ぶ教育へ③職員の実

践目標：顧客満足度向上のスローガンを掲げる。

金沢工業大学が開発した学生本位の教育システムは

多彩である。充実したシラバス（学習支援計画書）、

「工学設計（プロジェクトデザイン）教育」、数理工

統合教育、人間形成基礎教育、目的指向型カリキュラ

ム、成績の QPA（Quality Point Average）評価制度

や修学アドバイザー制度、ポートフォリオ、それら全

体の授業評価アンケートと学生総合力評価、教育 FD

（Faculty Development）活動などによって成立って

いる。そして、これらの教育の環は、知識から知恵へ、

「教える」から「学ぶ」教育への転換であり、職員は

業務最終目標を顧客（学生）満足度の向上とする。

そのための環境づくりを重視し、学生の学修支援の

ための教育支援機構、ライブラリーセンター、プロジェ

クト教育センター「夢考房」、ライティングセンター、

基礎英語センター、自己開発センター、数理工教育研

究センターなどを設置する。入学時の力を飛躍させる

には、いかに持続して学修に取組ませるかが勝負だ。

年間 170 日ある授業に、休日を除く 130 日の課外学

修を加えた「1 年 300 日学習」の実現で教育付加価値

日本一の教育を目指す。前学期、後学期の 2 回、それ

ぞれ千人単位の多数の表彰を行う学長褒奨制度も学生

の成長を励ます優れた取組みだ。

３．徹底した評価・調査に基づく改革システム

こうした優れた方針や制度も改善のシステムなしに

は機能が鈍るのは避けがたい。そこで徹底的な評価に

よって自己の取組みを改革する仕組みを導入した。次

ページの図にある徹底的な外部評価とアンケートや

データに基づく内部評価によって改善システムを構築

していく。
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図 1　使命・価値・ビジョンに基づく戦略の策定、展開および改善

図 2　金沢工業大学における教育運営機能と連携

 

図 1 使命・価値・ビジョンに基づく戦略の策定、展開および改善  

（平成 24 年度自己点検評価書 62 ペーより転載） 
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KIT-IDEALS
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この推進組織として、図 2 の学長主催による「KIT（金沢工業大学）評価向上委員

会」がある。ここが図の通り、志願者・入学者から教育実践を経て卒業生に至る流れ、

入り口―中身－出口、三つのポリシーの実践を全体として管理、推進する。入試改善

については入学者満足度アンケートから、教育改善の取組みは、授業結果アンケート、

卒業生満足度アンケートや修学ポートフォリオから、キャリア支援の改善については

修学満足度アンケート、企業満足度アンケートなどから、事実に基づき徹底して自ら

の活動を評価、検証、改善する仕組みだ。その推進組織、入試部委員会、学生部委員

会、教務部委員会、就学支援室、進路部委員会が連携して動き、その達成を教育点検

評価部委員会が評価する。 
「KIT 評価向上委員会」を学長のもとにある部長会と同一組織とすることで、大学

政策の立案機能を併せ持ち、教育研究協議会等に議案として提案する役割を持たせる

ことで、評価が改革にダイレクトに生かされるシステムが構築されている。 

 

図 2 金沢工業大学における教育運営機能と連携   

（平成 24 年度自己点検評価書 77 ページより転載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

4.学修成果の点検、評価システムとその体制 

－カリキュラムポリシー、ディプロマポリシー、アセスメントポリシー 

カリキュラムポリシー、ディプロマポリシー、アセスメントポリシーは、大学全体

で定められ、教務部委員会や教育点検評価部委員会での実践、実態、意見を踏まえ、

「KIT 評価向上委員会」（部長会）で基本骨格をまとめ、教育研究会議で決定し、あら

ゆる場面で公表している。カリキュラムポリシーはディプロマポリシーと一貫した流

れで設定されており、アセスメントポリシーは「学習の成果と卒業判定」の項に述べ

られている通り、学位授与方針とその評価方法として明確に関連付けられ一体のもの

として制定されている（資料①）。 
しかも、学修成果の評価、アセスメントポリシーは極めて総合的で、学生の獲得し

た力をあらゆる面から評価し達成度評価しようとしている点で、アウトカム評価の一

つの先進事例をなすものである。学修成果の評価は、多くの大学が、単位取得、QPA、

学位授与、国試合格率、就職率などで行っており、掲げた教育目的の達成度を具体的・

総合的に評価する仕組みを構築している例は少ない。その評価表を次ページ表 1 に示

す。 

（P）入試計画
（D）入試の実施

（C）入試結果

の分析
（A）入試改善

方法の提案

（P）教育付加価値の高い教育計画

（D）教育効果の高い教育運営
（C）教育成果

の分析
（A）教育改善

方法の提案

（C）修学指導

成果の分析
（A）修学指導

改善方法の提案（P）学生満足度の高い修学指導計画
（D効果的な修学指導運営

修学指導実践

教育実践
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ＫＩＴ
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H21.6.23大学事務局
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アドミッション
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ＫＩＴ
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(学長）

ＫＩＴｽｶﾗｰｼｯﾌﾟと
ｵﾅｰｽﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

による優等生募集
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図 1 で示すように、経営の健全性については日本経

済生産性本部の日本経営品質賞（JQA）や全国企業品

質賞の受賞の取組みを通して、大学機関の健全性につ

いては大学基準協会や日本高等教育評価機構の認証評

価で、教育研究の健全性については JABEE を活用し

て改善する方式を作り上げた。評価を本気で内部改革

に活用する。この外部評価全体を統合するのが外部有

識者で構成される「十年委員会」である。また、図の

右部にある自己点検評価では、あらゆるアンケートや

調査、評価データを改善に生かす。日常教育機能の中

に点検評価、データの集積と分析システムを組込み、

改善を日常化（PDCA サイクル）している点が注目さ

れる。この中に、今回調査した授業アンケートや教育

点検、学修成果評価システムが組込まれている。

この推進組織として、図 2 の学長主催による「KIT

（金沢工業大学）評価向上委員会」がある。ここが図

の通り、志願者・入学者から教育実践を経て卒業生に

至る流れ、入り口―中身－出口、三つのポリシーの実

践を全体として管理、推進する。入試改善については

入学者満足度アンケートから、教育改善の取組みは、

授業結果アンケート、卒業生満足度アンケートや修学

ポートフォリオから、キャリア支援の改善については

修学満足度アンケート、企業満足度アンケートなどか

ら、事実に基づき徹底して自らの活動を評価、検証、

改善する仕組みだ。その推進組織、入試部委員会、学

生部委員会、教務部委員会、就学支援室、進路部委員

会が連携して動き、その達成を教育点検評価部委員会

が評価する。

「KIT 評価向上委員会」を学長のもとにある部長会

と同一組織とすることで、大学政策の立案機能を併せ

持ち、教育研究協議会等に議案として提案する役割を

持たせることで、評価が改革にダイレクトに生かされ

るシステムが構築されている。

４．学修成果の点検、評価システムとその体制

－�カリキュラムポリシー、ディプロマポリシー、アセ

スメントポリシー

カリキュラムポリシー、ディプロマポリシー、アセ

スメントポリシーは、大学全体で定められ、教務部委

員会や教育点検評価部委員会での実践、実態、意見を

踏まえ、「KIT 評価向上委員会」（部長会）で基本骨格

をまとめ、教育研究会議で決定し、あらゆる場面で公

表している。カリキュラムポリシーはディプロマポリ

シーと一貫した流れで設定されており、アセスメント

ポリシーはホームページに公表している「金沢工業大

学・金沢工業大学大学院教育情報公表資料」の「６章

学修の成果と卒業認定」に述べられている通り、学位

授与方針とその評価方法として明確に関連付けられ一

体のものとして制定されている。

しかも、学修成果の評価、アセスメントポリシーは

極めて総合的で、学生の獲得した力をあらゆる面から

評価し達成度評価しようとしている点で、アウトカム

評価の一つの先進事例をなすものである。学修成果の

評価は、多くの大学が、単位取得、QPA、学位授与、

国試合格率、就職率などで行っており、掲げた教育目

的の達成度を具体的・総合的に評価する仕組みを構築

している例は少ない。その評価表を表 1 に示す。

この図に示すこの学生総合力評価の仕組みを金沢工

業大学は以下のように説明している。

「本学では、教育力を学力とともに重視し、学力×

人間力＝総合力とする評価方法を展開しています。

平成 20（2008）年度から本格的に導入した CLIP

（Comprehensive Learning Initiative Process）によ

る成績評価に関する総合評価を実施しており、その内

容（手段と能力）は、従来手段によってのみ成績評価

を行ってきたものに、新たに能力に相当する項目を導

入し総合力として評価します。全ての授業科目におい

表 1　CLIP による成績評価

 

この図に示すこの学生総合力評価の仕組みを金沢工業大学は以下のように説明して

いる。 
「本学では、教育力を学力とともに重視し、学力×人間力＝総合力とする評価方法

を展開しています。平成 20(2008)年度から本格的に導入した CLIP(Comprehensive 
Learning Initiative Process)による成績評価に関する総合評価を実施しており、その

内容（手段と能力）は、従来手段によってのみ成績評価を行ってきたものに、新たに

能力に相当する項目を導入し総合力として評価します。全ての授業科目において、こ

の評価割合を示しており、その結果、学力（知識を取込む力、思考・推論・創造力）

と人間力（コラボレーション・リーダーシップ、発表・表現・伝達力、学修姿勢・意

欲）との両面から評価することが可能となっています」 
 
 

表 1 CLIP による成績評価  

（金沢工業大学ホームページ「教育情報公表」より転載） 

 
 
 

この評価欄は科目ごとに作られる学習支援計画書の中に置かれている（資料②）。 
この計画書は、まず科目ごとの学修教育目標が設定され、授業の概要と学修の助言

が書かれ、そのあとに学生が達成すべき行動目標が具体的に示されている。計画書の 2
枚目に具体的な達成レベルの目安が示され、試験、小テスト、レポート、成果発表、

ポートフォリオ、その他個人面談等の評価・行動目標ごとに、その実施方法や内容が

細かく記載できるようになっている。そして続く 3 ページに 16 週の授業の明細表が付

けられるという構成だ。ちなみに 16 週目は、自己点検授業として成果を振り返る授業

が義務づけられている。 
しかも優れているのは、この学修成果評価システムだけではない。この評価を確実

に改善まで結びつけるシステムが構築されている点だ。これが授業点検シートだ（資

料③）。 
まず、点検項目として横軸に授業支援計画書に記載のいくつかの目標や授業内容・

授業運営で点検すべき項目が書かれている。これに対し縦軸に、評価結果、授業アン

ケート、学生面談、授業参観、他教員からの情報など評価の根拠となる情報が設定さ

れ、その具体的データに基づく評価から、①良好②改善の余地あり③要改善の 3 段階
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て、この評価割合を示しており、その結果、学力（知

識を取込む力、思考・推論・創造力）と人間力（コラ

ボレーション・リーダーシップ、発表・表現・伝達力、

学修姿勢・意欲）との両面から評価することが可能と

なっています」

この評価欄は科目ごとに作られる学習支援計画書の

中に置かれている（資料①）。

この計画書は、まず科目ごとの学修教育目標が設定

され、授業の概要と学修の助言が書かれ、そのあとに

学生が達成すべき行動目標が具体的に示されている。

計画書の 2 枚目に具体的な達成レベルの目安が示さ

れ、試験、小テスト、レポート、成果発表、ポートフォ

リオ、その他個人面談等の評価・行動目標ごとに、そ

の実施方法や内容が細かく記載できるようになってい

る。そして続く 3 ページに 16 週の授業の明細表が付

けられるという構成だ。ちなみに 16 週目は、自己点検

授業として成果を振り返る授業が義務づけられている。

しかも優れているのは、この学修成果評価システム

だけではない。この評価を確実に改善まで結びつける

システムが構築されている点だ。これが授業点検シー

トだ（資料②）。

まず、点検項目として横軸に授業支援計画書に記載

のいくつかの目標や授業内容・授業運営で点検すべき

項目が書かれている。これに対し縦軸に、評価結果、

授業アンケート、学生面談、授業参観、他教員からの

情報など評価の根拠となる情報が設定され、その具体

的データに基づく評価から、①良好②改善の余地あり

③要改善の 3 段階でチェックが行われる。改善が必要

な場合はアクション欄に改善案と期待される効果を記

載するというものだ。2 枚目にはこの科目の授業で特

に工夫した点と自己評価を行い、授業や教育プログラ

ム、その他全学的な問題について意見を記載できる書

式になっている。3 枚目は、授業アンケートや学生コ

メントについて、分析と次年度対応方法について記載

するものとなっている。まさに教育の PDCA サイク

ルが、改善方策の立案に至るまで具体の科目ごとに行

われるシステムを作上げており、教育改善の一つのモ

デルになり得るシステムといえる。その全体構造を示

すのが図 3 である。

この図は「教育プログラムの点検評価と改善のため

図 3　「教育プログラムの点検評価と改善のための PDCA」

 

でチェックが行われる。改善が必要な場合はアクション欄に改善案と期待される効果

を記載するというものだ。2 枚目にはこの科目の授業で特に工夫した点と自己評価を

行い、授業や教育プログラム、その他全学的な問題について意見を記載できる書式に

なっている。3 枚目は、授業アンケートや学生コメントについて、分析と次年度対応

方法について記載するものとなっている。まさに教育の PDCA サイクルが、改善方策

の立案に至るまで具体の科目ごとに行われるシステムを作上げており、教育改善の一

つのモデルになり得るシステムといえる。その全体構造を示すのが図 3 である。 
この図は「教育プログラムの点検評価と改善のための PDCA」というタイトルが示

すように、まず、教育カリキュラムの策定（P）－カリキュラムの運用（D）－運用結

果の点検（C）－評価と改善（A）の大きなサイクルが回る。そして、D の中ではさら

に、授業科目ごとに、前述の学修支援計画書と点検シートによって科目ごとの PDCA
が回るという徹底した構造になっている。 
 
 
図 3 「教育プログラムの点検評価と改善のための PDCA」  

（平成 24 年度自己点検評価書 73 ページより転載） 

 教育プログラムの点検・評価と改善のためのＰＤＣＡ

授業科目の改善ＰＤＣＡ

　　　　　　　　　Ｐ

　　教育カリキュラムの策定
　
　　課程・学系主任、副主任

　　１．教育目標の作成
　　２．授業科目群の設定
　　３．授業科目の定義（概要）
　　　　（教育目標の分担）
　　４．カリキュラムフロー作成

Ｄ　教育カリキュラムの運用　教員

　　　　　　　　Ｃ　教育カリキュラム運用結果の点検

　　　　　　　　　　　　　課程・学系主任、副主任

　　　　　１．授業科目に分担された教育目標の達成確認
　　　　　２．授業科目群の連携確認
　　　　　３．カリキュラムフローに基づいた教育目標の達成確認

　　　　　４．ＣＬＩＰによる総合力の確認
　　　　　５．ＪＡＢＥＥによる第三者評価
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 教育カリキュラムの評価と改善
　
　　課程・学系主任、副主任

　　１．授業科目の授業改善
　　２．授業科目群の連携改善
　　３．カリキュラムフロー改善
　　４．教育目標の改善

授業計画に対する点
検

授業実施に対する点検

授業結果に対する点検
点検結果に基づく
　　　評価と改善の検
討

点検シート

学習支援計画
書

学習支援計画書
に基づく自己点
検

・成績評価に関
する諸資料
・授業ｱﾝｹｰﾄ等

点検シート

Ｐ Ｄ

ＣＡ

科目担当教員による
自己点検・評価

授業計画に対する点検 授業実施に対する点検

授業結果に対する点検
点検結果に基づく
　　　評価と改善の検討

点検シート

学習支援計画書
学習支援計画書
に基づく調査

・成績評価に関
する諸資料
・授業ｱﾝｹｰﾄ等

改善項目

Ｐ Ｄ

ＣＡ

科目担当外教員による
第三者点検・評価

教育点検評価部委員会
課程・学系学科ＷＧ
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の PDCA」というタイトルが示すように、まず、教育

カリキュラムの策定（P）－カリキュラムの運用（D）

－運用結果の点検（C）－評価と改善（A）の大きな

サイクルが回る。そして、D の中ではさらに、授業科

目ごとに、前述の学修支援計画書と点検シートによっ

て科目ごとのPDCAが回るという徹底した構造になっ

ている。

更に、学生の成長を促す KIT ポートフォリオシス

テムがある。1 週間ごとに、今週の優先順位と達成度、

出欠・遅刻、学修、課外活動、健康管理、1 週間で満

足したこと、努力したこと、反省点、日常生活で困っ

たことなどを記載する。これが自己実現の目標設定

（P）、目標達成のための活動プロセスや成果（D）、達

成度自己評価（C）、次の改善計画の立案（A）の改善

サイクルを作る。成長の軌跡が可視化され、修学アド

バイザーに毎週提出し、コメントをつけて返却される

ことで成長度合いを客観化する。

金沢工業大学では、こうした学生の成長プロセスに

ついての社会への発信も重視している。「プロジェク

トデザイン」で 2 年次のポスターセッション及び 4 年

次のプロジェクトデザインⅢ公開発表審査会、企業発

表を目的に有志が参加する KIT ステークホルダー交

流会、夢考房プロジェクトにおける発表会、すべてを

学外者に公表、参加する。

こうして、ミッションである教育付加価値日本一を

実質化する教育改善サイクルとしての PDCA、授業改

善サイクルとしての PDCA、ポートフォリオでの学生

生活全般の PDCA、この複合的な学生育成のマネジメ

ントサイクルを機能させ、徹底した教育の質向上を追

求している。

※資料として掲載

①平成 25 年度　学習支援計画書

②授業点検シート

篠田　道夫（桜美林大学教授、日本福祉大学学園参与）

 

 
 

金沢工業大学でのインタビューの様子。「教

育付加価値日本一」をめざす同大学の教育へ

はすでに高い評価が定着している。 

金沢工業大学でのインタビューの様子。

「教育付加価値日本一」をめざす同大学の教育へはすでに

高い評価が定着している。
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再生紙を使用しています。

授業科目区分 科　目　名 単 位 科目コード 開講時期

担当教員名 研究室 内線電話番号 電子メールＩＤ オフィスアワー

授　業　科　目　の　学　習　教　育　目　標

学習教育目標キーワード

授業の概要および学習上の助言

【教科書および参考書・リザーブドブック】

履修に必要な予備知識や技能

学生が達成すべき行動目標学科教育目標№
（記号表記）

①

②

③

④

⑤

⑥

達　成　度　評　価

評価方法 クイズ 成果発表
試　験 レポート 作　品 その他 合　計ポートフォリオ（口頭・実技）小テスト指標と評価割合

総合評価割合

知識を取り込む力

思考・推論・創造する力総
合
力
指
標

コラボレーションとリーダーシップ

発表・表現・伝達する力

学習に取組む姿勢・意欲

※総合力指標で示す数値内訳は、授業運営上のおおよその目安を示したものです。

1

平成25年度　学習支援計画書

修学基礎Ａ修学基礎教育課程 １期（前学期）

Basic Style for Study A修学基礎科目  2 G001-01

修学基礎

本学での学習や生活に意欲的に取り組むため、学習環境と学生生活に潜む危険性を理解し、1 KITポートフォリオ

学習や生活スタイルを身につけ実践することができる。自己管理や共同の実践を通してその2 大学での学び方

重要性を認識し、本学学生として学習や生活に取り組む正しい能力を「修学ポートフォリオ3 修学設計
」などの活用を通して身につけることができる。所属する学科の専門領域を理解し、学習目4 キャリアデザイン
標の設定と達成のための計画を設計し、「修学ポートフォリオ」などの活用を通してキャリ

アデザインの意識を高め、自己実現へと積極的に行動する態度を身につけることができる。
5 個人面談

１．毎日「１週間の行動履歴」を記録し、KITポートフォリオ（web上）に入力することを通して、さらに、カウンセリング　
　センター講話を聴講し、自己管理能力を高める。
２．1年次後学期以降の履修計画を立てられるよう、本学の教育課程（修学基礎教育課程・英語教育課程・数理工基礎教育課
　　程・基礎実技教育課程・専門教育課程）と教育制度についての理解を深める。
３．学長講話・学生部長講話を聴講し、本学学生としての意識を深め、修学に対して意欲を高める。
　
４．文章や小論文作成およびグループ討議の基本的な技法を学習し、正しい日本語表現力を身につける。また、本学の諸施
　　設の機能と利用法を確認して、自学自習の意識を高める。
５．「KIT IDEALS」「学生宣言」などの規範意識をテーマにしたグループ討議を行い、その結果を口頭や文章で報告する。
６．キャリアデザインに関する講義の聴講、キャリアポートフォリオの作成、キャリアデザインの観点を含む小論文の作成
　　を行い、キャリアデザインの必要性を理解する。
７．修学・生活についての個人面談を行う。

①出席・提出物の締切を守ることについては特に厳しく評価する。
②科目のホームページを頻繁に見ること。http://edu1.kanazawa-it.ac.jp/shugaku/

教科書：修学基礎2013[金沢工業大学]
参考書：指定なし
ﾘｻﾞｰﾌﾞﾄﾞﾌﾞｯｸ：指定なし

１．「KIT IDEALS」を理解し実践する意志
２．「学生宣言」を理解し実践する意志
３．金沢工業大学「人間力」を身に付ける意志
４．「自ら学ぶ」という意思と意欲

A,B 「１週間の行動履歴」作成を通して自己管理能力を高め、提出物の締切厳守などを含めた「自ら学ぶ」姿勢を確立できる。

A 本学の施設概要を理解し、自己実現のために活用方法を文章で報告することができる。

A,B 文章作成や講話聴講の基本技術を学習し、ルールに沿った文章の作成や、講話内容の的確な整理・報告ができる。

A,B グループ討議を通して自己の見解と他者の見解を対比させ、意見をまとめ、口頭および文章で表現・発表することができる。

A 今後の学習目標を明確にするとともに、後学期の履修計画を立てることができる。

A,B 本科目における「学生の達成すべき行動目標」の達成度を自己評価できる。

  0   0  44   6   0  45   5 100

  0   0  15   0   0   0   0  15

  0   0  15   0   0   0   0  15

  0   0   7   3   0   0   0  10

  0   0   7   3   0   0   0  10

  0   0   0   0   0  45   5  50

修学規程第４条を参照

履　修　方　法
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評価の要点

評　価　方　法 行動目標 評　価　の　実　施　方　法　と　注　意　点

①

②

③
試　験

④

⑤

⑥

①

②

クイズ ③
小テスト

④

⑤

⑥

①

②

③
レポート

④

⑤

⑥

①

②

③成果発表
（口頭・実技） ④

⑤

⑥

①

②

③
作　品

④

⑤

⑥

①

②

③
ポートフォリオ

④

⑤

⑥

①

②

③
その他

④

⑤

⑥

具体的な達成の目安

理想的な達成レベルの目安 標準的な達成レベルの目安

2

G001-01

　

　

●課題①　キャンパスラリーレポート（10点）　　●課題②　自己診断シート（10点）

レ ●課題③　図書情報レポート（14点）

レ ●課題④～⑤　キャリアデザインレポートⅠ～Ⅱ（10点×2 =20点）

レ ●課題⑥～⑩　聴講ノート(1)～（5）（4点×5 =20点）

●課題⑪～⑫　学習シート(1)～（2）（4点×2 =8点）レ

●課題⑬　後学期の履修計画（6点）レ

●課題⑭　グループ討議メモ用紙(1)（6点）

●課題⑮　プレゼンテーションの成果（1）（6点）

レ

　

●1週間の行動履歴　3点×16週 =48点　　※教室での授業毎に提出レ

●新聞ポートフォリオ　3点×4週 =12点　　※第5・8・11・14回の授業で提出

●課題⑯　キャリアポートフォリオ（10点）

●課題⑰　前学期の達成度自己評価（回顧と展望）（10点）

●課題⑱　学習内容の達成度自己評価（前学期）（10点）

レ

●10点満点で、受講態度の欠如（遅刻、欠席、学習意欲、課題の未提出、グループ活動への非協力など）

が見られる場合減点する。

●6回以上の欠席はF判定となる。

●講話の遅刻者・欠席者は後日ビデオを視聴する。

●個人面談の無断欠席者は15回目の授業を欠席扱いとする。

レ

●｢1週間の行動履歴｣を記録し、自省することによって、次週 ●「1週間の行動履歴｣を記録することができる。
　への目標を明確に記すことができる。
●文章作成の基礎を理解し、ルールに従って、正しく明解に文 ●文章作成のルールに従い、作成することができる。
　章を作成することができる。
●講話を聴きながら要点を整理し、後に自分の意見と照らし合 ●講話の内容を箇条書きでまとめることができる。
　わせながら講話の内容をまとめることができる。
●自分の意見を他者の意見と対比させながら明確に述べ、まと ●自分の意見と他者の意見を区別することができる。
　めて記すことができる。
●本学の施設や教育課程を理解し、自己の学習計画を作成でき ●本学の施設や教育課程を理解している。
　る。
●授業に欠かさず出席し、提出物の期限を守るなど、学習に対 ●授業に出席し、提出物の期限を守るなどの学習態度が身に付
　する積極的な態度が身に付いている。 　いている。
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授業明細表

るいは全体）を繰り返し行いながら、応用力のある知識やスキルを身につけていくことが重要です。このような学習プロセスを大事に行動ください。 
推論し、創造する」→「修得した内容を表現、発表、伝達する」→「総合的に評価を受ける、ＧｏｏｄＷｏｒｋ！」

ＣＬＩＰ学習プロセスについて

一般に、授業あるいは課外での学習では：「知識などを取り込む」→「知識などをいろいろな角度から、場合によってはチーム活動として、考え、
：のようなプロセス（一部あ

※学習課題の時間欄には、指定された学習課題に要する標準的な時間を記載してあります。日々の自学自習時間全体としては、各授業に応じた時間
（例えば2単位16週科目の場合、予習2時間・復習2時間／週）を取るよう努めてください。詳しくは教員の指導に従って下さい。

回数
学習内容 授業の運営方法 学習課題(予習・復習)

日付
時間(分)※

G001-01

  3

オリエ ●新入生オリエンテーション 指定教室でのオリエンテー 【課題】 　
ンテー 　入学式後、前学期授業開始日まで、新入生オリエン ション参加 ・1週間の行動履歴 30
ション 　テーションが実施される。「修学基礎A」の講義で ・課題①キャンパスラリーレポー 90

　はないが、これからの大学生活についてのオリエン 　ト
   / 　テーションであり、本科目の一部と位置づける ・課題②自己診断シート 90

第１回 ●学長講話（講師：石川憲一 学長） 多目的ホールで講話を聴講し 【課題】 　
　講話「大学で学ぶということ」を聴講し、要点をま 、メモを取る。 ・1週間の行動履歴 30

   / 　とめることによって、本学学生としての自覚を深 　［遅刻者の入場は認めず、 ・課題①キャンパスラリーレポー 35
　め、修学に対する意欲を高める。 　　欠席者とともに後日ビデ 　ト 　

　　オ視聴する］ ・課題②自己診断シート 35
【持参物】 ・課題⑪学習シート（1） 30
『修学基礎2013』、『CAMPUS NOTE 2013』 【提出物】

・1週間の行動履歴
・課題⑥聴講ノート（1）
　［時間内にまとめることが
　　できなかった場合は、次
　　週の授業までに修学アド
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第２回 ●文章作成の基本とLCの利用法 指定教室での講義・演習、 【課題】 　
・文章作成、文献検索とLCの利用法（講義と解説） および、（特別講義）多目的 ・1週間の行動履歴 30

   / ・ライティングセンター特別講義（当日課外） ホールでの講話の聴講 ・課題①キャンパスラリーレポー 35
　 　ト

【持参物】 【提出物】 ・課題②自己診断シート 35
『修学基礎2013』、ノートパソコン ・1週間の行動履歴 ・課題⑱学習内容の達成度自己評 60

・課題⑪学習シート（1） 　価（前学期）
　［時間内にまとめることが 　［各課題の提出・返却の都
　　できなかった場合は、次 　　度、それぞれの課題の達成
　　週の授業までに修学アド 　　度を自己評価する］
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第３回 ●文章作成演習（1） 指定教室での講義・演習 【課題】 　
　第2回授業で学んだことを踏まえ、「図書館情報 　 ・1週間の行動履歴 30

   / 　レポート」を作成する 【提出物】 ・課題③「図書館情報レポート」 90
　 ・1週間の行動履歴
【持参物】 ・課題①キャンパスラリー
『修学基礎2013』、ノートパソコン 　レポート

・課題②自己診断シート

第４回 ●特別講義「キャリアデザインとKITポートフォリオ 多目的ホールでの講義・演習 【課題】 　
　システム」（講師：藤本元啓 教授） ・1週間の行動履歴 30

   / 　講義を聴講し、要点をまとめることによって、 【提出物】 ・新聞ポートフォリオ 30
　キャリアデザインとKITポートフォリオシステムの ・1週間の行動履歴 ・課題③「図書館情報レポート」 90
　基本について理解する ・課題⑦聴講ノート（2） ・課題⑫学習シート（2） 30

【持参物】
『修学基礎2013』

第５回 ●キャリアデザインの必要性 指定教室での講義・演習 【課題】 　
　前回の授業内容を踏まえたうえで講義を聴講し、要 ・1週間の行動履歴 30

   / 　点をまとめることで、キャリアデザインの必要性に 【提出物】 ・課題③「図書館情報レポート」 90
　ついて理解する。 ・1週間の行動履歴 ・課題⑯キャリアポートフォリオ 30

・新聞ポートフォリオ
【持参物】 ・課題⑫学習シート（2）
『修学基礎2013』、ノートパソコン 　［時間内にまとめることが

　　できなかった場合は、次
　　週の授業までに修学アド
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第６回 ●文章作成演習（2） 指定教室での講義・演習 【課題】 　
　これまでの授業で学んだことを踏まえ、キャリア ・1週間の行動履歴 30

   / 　デザインをテーマ（「卒業後の私」「社会人とし 【提出物】 ・課題④「キャリアデザインレ 180
　ての私」）としたレポートを作成する。 ・1週間の行動履歴 　ポートⅠ」

・課題③「図書館情報レポー
【持参物】 　ト」
『修学基礎2013』、ノートパソコン ・課題⑯キャリアポートフォ
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授業明細表

回数
学習内容 授業の運営方法 学習課題(予習・復習)

日付
時間(分)※

G001-01

  4

　リオ

第７回 ●カウンセリングセンター特別講義「充実した大学生 多目的ホールで講話を聴講 【課題】 　
　活を送るために（心理的側面より）」（講師：塩谷 し、メモを取る。 ・1週間の行動履歴 30

   / 　亨 教授） 　［遅刻者の入場は認めず、 ・新聞ポートフォリオ 30
　講義を聴講し、要点をまとめることによって、本学 　　欠席者とともに後日ビデ
　の学生支援のシステムを知り、自己の修学姿勢を見 　　オ視聴する］
　直し今後の修学意欲を高める。

【提出物】
【持参物】 ・1週間の行動履歴
『修学基礎2013』 ・課題④「キャリアデザイン

　レポートⅠ」
・課題⑧聴講ノート（3）
　［時間内にまとめることが
　　できなかった場合は、次
　　週の授業までに修学アド
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第８回 ●特別講義「グループ討議とプレゼンテーションの 多目的ホールで講話を聴講 【課題】 　
　技法」（講師：長山恵子 准教授） し、メモを取る。 ・1週間の行動履歴 30

   / 　講義を聴講し、要点をまとめることによって、 　［遅刻者の入場は認めず、
　グループ討議とプレゼンテーションを行うための基 　　欠席者とともに後日ビデ
　本事項・技法について理解する。 　　オ視聴する］
　 　

【提出物】
【持参物】 ・1週間の行動履歴
『修学基礎2013』 ・新聞ポートフォリオ

・課題⑨聴講ノート（4）
　［時間内にまとめることが
　　できなかった場合は、次
　　週の授業までに修学アド
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第９回 ●文章作成演習（3）・グループ討議（第9・10回） 指定教室での講義・演習 【課題】 　
　これまでの授業で学んだことを踏まえ、「世の中の ・1週間の行動履歴 30

   / 　出来事、時事問題など」をテーマにグループ討議を 【提出物】 ・課題⑤「キャリアデザインレ 60
　行い、討議内容をもとにレポートの作成（個人）と ・1週間の行動履歴 　ポートⅡ」 　
　発表（グループ）を行う。 ・課題⑮グループ討議メモ用紙(1 30
　 )
【持参物】
『修学基礎2013』、ノートパソコン

第10回 ●文章作成演習（3）・グループ討議（つづき） 指定教室での講義・演習 【課題】 　
　 ・1週間の行動履歴 30

   / 【持参物】 【提出物】 ・新聞ポートフォリオ 30
『修学基礎2013』、ノートパソコン ・1週間の行動履歴 ・課題⑤「キャリアデザインレ 60

　ポートⅡ」
・グループ討議、および、プレゼ 180
　ンテーションの準備を進める。

第11回 ●グループ討議結果の発表（第11・12回） 指定教室での講義・演習 【課題】 　
・第9・10回の授業と課外グループ活動で検討し、準 ・1週間の行動履歴 30

   / 　備した事項について発表する。また、他のグループ 【提出物】 ・課題⑤「キャリアデザインレ 60
　の意見を検討する。 ・1週間の行動履歴 　ポートⅡ」
・発表では、これまでに学んだプレゼンテーション ・新聞ポートフォリオ
　の基本技術を活かす。発表された意見、その意見に
　至った背景をメモし、自己の意見との類似点や相違
　点をまとめ、クラスで議論する。
　［発表は課題⑮「プレゼンテーションの成果(1)」
として採点対象となる］
　
【持参物】
『修学基礎2013』、ノートパソコン（発表用）

第12回 ●グループ討議結果の発表（つづき） 指定教室での講義・演習 【課題】 　
　 ・1週間の行動履歴 30

   / 【持参物】 【提出物】 ・課題⑤「キャリアデザインレ 60
『修学基礎2013』、ノートパソコン（発表用） ・1週間の行動履歴 　ポートⅡ」

・課題⑭グループ討議メモ用
　紙（1）

第13回 ●学生部長講話（講師：青木 隆 学生部長） 多目的ホールで講話を聴講 【課題】 　
　講話「前学期の振り返りと夏休みを前にして」を聴 し、メモを取る。 ・1週間の行動履歴 30

   / 　講し、要点をまとめることによって、本学学生とし 　［遅刻者の入場は認めず、 ・新聞ポートフォリオ 30
　て過ごした最初の学期の修学姿勢を振り返り、今後 　　欠席者とともに後日ビデ ・課題⑤「キャリアデザインレ 60
　の学生生活に向けての決意を新たにする。 　　オ視聴する］ 　ポートⅡ」
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授業明細表

回数
学習内容 授業の運営方法 学習課題(予習・復習)

日付
時間(分)※

G001-01

  5

　　 　
【持参物】 【提出物】
『修学基礎2013』、『CAMPUS NOTE 2013』、『KIT学 ・1週間の行動履歴
生心得』 ・課題⑩聴講ノート（5）

　［時間内にまとめることが
　　できなかった場合は、次
　　週の授業までに修学アド
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第14回 ●履修申請の方法と後学期の履修計画 指定教室での講義・演習 【課題】 　
・1週間の行動履歴 30

   / 【持参物】 【提出物】 ・課題⑰前学期の達成度自己評価 60
『修学基礎2013』、『CAMPUS NOTE 2013』、『CUR- ・1週間の行動履歴 　（回顧と展望）
RICULUM GUIDE BOOK 2013』、『金沢工業大学規則集2 ・新聞ポートフォリオ ・課題⑱学習内容の達成度自己評 60
013』 ・課題⑤「キャリアデザイン 　価（前学期）

　レポートⅡ」
・課題⑬後学期の履修計画
　［時間内にまとめることが
　　できなかった場合は、次
　　週の授業までに修学アド
　　バイザーの研究室に提出
　　する］

第15回 ●再個人面談 【提出物】 【課題】  
　希望者と修学アドバイザーに指示された者は面談を ・1週間の行動履歴 ・1週間の行動履歴 30

   / 　行う。 ・課題⑰前学期の達成度自己 ・修学基礎HPから、授業アンケー 30
　［4月下旬から5月上旬ごろに実施される個人面談の 　評価（回顧と展望） 　トに回答する。
　　出欠は、この回の出欠となる］ ・課題⑱学習内容の達成度自

　己評価（前学期）
　［いずれの課題も、修学ア
　　ドバイザーが指定する日
　　時に提出する］

第16回 ●自己点検授業 自己点検授業 【課題】  
　出席および課題提出の状況などを確認し、自らの成 ・1週間の行動履歴 30

   / 　果を振り返り反省する。 【提出物】 　［夏期休暇中も、作成を続け 　
　 ・1週間の行動履歴 　　る］
●夏期休暇に関する注意 ・時事ワークシート 90
　夏期休暇中の生活に関する注意事項、夏期休暇中の 　［夏期課題］　
　課題や集中講義、後学期の日程を確認する。 ・修学アドバイザーからのコメン

　トをweb入力していない場合
【持参物】 　は、後学期オリエンテーション
『修学基礎2013』、それまでに返却された課題、他 　までに入力を行う。
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関西国際大学

【訪問日】

平成 25（2013）年 12 月 18 日（水）

【機関の概要】

住所：兵庫県三木市志染町青山 1 － 18

教育学部／教育福祉学科、英語教育学科　人間科学部

／人間心理学科、経営学科、ビジネス行動学科　保健

医療学部／看護学科から成る。平成 20（2008）年度、

当機構の認証評価を受審。

【面談者】

藤木　  清  氏　人間科学部教授・学長補佐・評価室長

【訪問調査員】

坂本　孝徳（広島工業大学常務理事、副総長）

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

１．関西国際大学の概要

関西国際大学は、昭和 25（1950）年に設立された

「愛の園幼稚園」、昭和 28（1953）年に設立された「尼

崎幼稚園教員養成所」からスタートした学校法人濱名

学院（濱名篤理事長）が運営する四年制私立大学であ

る。昭和 59（1984）年に設置された関西女学院短期

大学を母体に、平成 10（1998）年に開校された。関

西国際大学は、兵庫県内に二つのキャンパス（三木市・

尼崎市）を置き、教育学部・人間科学部・保健医療学

部の 3 学部、大学院 1 研究科から構成されている。平

成 25（2013）年 5 月現在、学部学生数 1,816 人、大

学院生数 20 人、専任教員 102 人である。

２．関西国際大学の学修成果の設定と評価体制

関西国際大学における学修成果の設定と検証の特徴

は、学修成果を「学位授与の方針」として、大学レベ

ルでは学則、学部・学科レベルでは学部規則のなかで

体系的に定め、位置づけるとともに、特に大学レベル

の学修成果の具体的内容と検証方法として「KUIS 学

修ベンチマーク」を策定し、学内規定の中に明確に位

置付けていることにある。

関西国際大学では、平成 10（1998）年の開学時の

学則から、教育理念として目的（学則 1 条）を定めて

いた。平成 18（2006）年に、学修成果の具体的内容

の示す全学指標として「KUIS 学習ベンチマーク」（現

在は、「KUIS 学修ベンチマーク」）を策定するにあたっ

て、学則で規定する大学の目的（学則 1 条）との関係

を明確にするために、学則に教育目標（学則 1 条 1 条

の 2）を設定し、「KUIS 学習ベンチマーク」と学則と

の対応関係を明確にした。具体的には、学則の目的

（1 条）に基づいて、教育目標（1 条の 2）として、（1）

自律できる力（2）社会に貢献できる力（3）心豊かな

世界市民としての資質－を設定するとともに、「KUIS

学習ベンチマーク」を前提に、ジェネリックスキルと

しての（4）問題解決能力（5）コミュニケーション能

力－を設定した。さらに、平成 25（2013）年 2 月に

学則改訂を行い、学則の目的（1 条）との対応をさら

に明確にするために、教育目標（1 条の 2）に「（6）

専門的知識・技術」を追加した。この学則 1 条と 1 条

の 2 の規定が、大学レベルでの学修成果を規定するも

のとなっている。

このような大学レベルでの学修成果の規定を受け

て、各学部の学部規則において、学部の教育研究上の

目的と、各学科の教育目標を具体的に定めている。各

学科の教育目標は、「KUIS 学修ベンチマークに掲げ

る力」を共通に含み、更に、各学問の特性をふまえた

内容により構成されている。そして、教育目標の達

成状況を評価する方法を具体化するために、平成 25

（2013）年 2 月に「KUIS 学修ベンチマーク」を別表

に含む形式で、「教育目標達成のための方法及び評価

に関する内規」（以下、内規）を定めた。

「KUIS 学修ベンチマーク」については、平成 18

（2006）年に策定した時には、25 項目程度の能力項

目が設定されていたが、その後の運用過程で、個々の

能力項目の評価を行うことなどから項目設定の修正を

行い、現在は 12 項目で構成されている。このベンチ

マークは、策定当時には、学内規定と必ずしも明確に

関連づけられていなかった。そこで、平成 25（2013）

年に「内規」を策定するにあたって、12 項目の能力

項目とそれを評価する 3 段階のルーブリックを内規の

中に別表として含み込むことで、大学の学位授与方針

の体系の中に位置付けた。したがって、現在は、学則

上の教育目標の達成度を示す指標であり、それを評価

する方法として、「KUIS 学修ベンチマーク」とその

ルーブリックが位置付けられている。

平成 25（2013）年に策定した内規は、教育目標の
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達成としての学修成果とカリキュラムポリシーをつな

ぐものでもある。それまでは、学部規則にあわせて、

各学科単位でカリキュラムポリシーを策定していた。

内規において、全学に共通する教育目標の達成指標と

して「KUIS 学修ベンチマーク」を位置付けたことで、

「KUIS 学修ベンチマーク」がカリキュラムポリシー

と教育目標との関係をつないでいる。

更に、内規にはアセスメントポリシーとしての機能

もある。大学全体に共通する学修成果である「KUIS

学修ベンチマーク」の修得について、学修ポートフォ

リオを用いて評価することを明記しているためである

（内規 5 条 1 項）。具体的には、各学期開始前の 4 月

と 9 月末に、学生自身に、「KUIS 学修ベンチマーク」

の各能力項目について、自分の位置を自己評価させて

いる。

平成 23（2011）年 3 月から、成績とともに前学期

のレポートや答案を学生に返却し、半年間の自分の活

動を振返ってもらうリフレクション・デイを設定し、

これを実施している。学修ポートフォリオには、この

振返りのために「成長確認シート」を設けており、そ

の学期開始前の段階で、この学期はどのような力を身

につけるのか、それはどのように行うのかを学生に書

いてもらい、リフレクション・デイに、レポートや活

動を振返って、それができたかどうかを自己評価する

という方法をとっている。この成長確認シートの目標

項目は、ベンチマークの 12 項目を選べるようにして

いる。リフレクション・デイの振返りでは、正課内で

の活動内容だけでなく、クラブ活動やアルバイトなど

の正課外の活動も積極的に取入れて考えてほしいこ

と、また、自己評価だけでなく学修の成果物や課題活

動などについての記述をポートフォリオとして蓄積す

ることを学生に促している。現在、学生の自己評価だ

けでなく、教員の面談等による自己評価のチェックを

取入れようとしている。

学科レベルの教育目標のアセスメントについては、

内規において、試験・レポート・論文・制作等を用い

て評価することとしており（内規 5 条 2 項）、具体的

な内容は、各学科に委ねている部分が多い。また、教

育目標の達成のための学修環境や課外プログラム等の

学修支援については、学修行動調査等の間接評価を

行うことも内規で規定している（内規 5 条 3 項）。学

修成果の評価について、このような全体像を平成 25

（2013）年に整備した。今後、作業レベルに具体化し

ていくことが次の課題とされている。

「KUIS 学修ベンチマーク」と個々の授業科目の対

応関係は、各学科単位で調整を行っている。学科単位

で作成しているカリキュラムマップにおいて、「KUIS

学修ベンチマーク」及び学科の教育目標と個々の授業

科目との対応表を整理し、学生へ配付している。共通

教育科目については、共通教育機構において、「KUIS

学修ベンチマーク」と授業科目の関係の対応表をカリ

キュラムマップの形で整理している。

更に、授業評価アンケートにおいても、設問として

「KUIS 学修ベンチマーク」の 12 項目を対象に、この

授業でそれらの力が得られたかどうか、を複数回答で

尋ねる項目を加えた（平成 26（2014）年度から、各

授業科目が目標としているベンチマークに限定）。そ

のことで、個々の授業と「KUIS 学修ベンチマーク」

の能力項目との対応関係を把握できるようにしてい

る。なお、授業評価アンケートの結果は、教員にフィー

ドバックされ、その結果に対してコメントを書いて学

内で共有することになっている。

さらに、開学時から GPA（Grade Point Average）

制度を導入しており、現在は、4 年次のゼミ・卒業研

究を履修するためには、累積 GPA が 1.5 以上なけれ

ばならないことになっている。GPA と「KUIS 学修

ベンチマーク」の達成状況については、制度上は相互

に連関はしていないが、GPA の高い学生には学修ベ

ンチマークの達成も高い傾向がみられる。

３．学修成果の明確化・評価体制確立の背景とプロセス

このような学修成果の体系化の経過と学内手続きは

次の通りである。

平成 25（2013）年の学則等の既存規定の見直しと

「内規」の策定以前は、学則と「KUIS 学修ベンチマー

ク」の関係が明確でなかったこと、「KUIS 学修ベン

チマーク」を学生が達成するためにはそのことを評価

できる仕組みが必要であること、などが課題となって

いた。

このような課題について、学長との検討の過程で、

平成 24（2012）年 10 月頃にプロジェクトチームを

作り、対応を具体化することになった。プロジェクト

リーダーは、総務担当学長補佐（評価室長＝当時）が

担当した。そのプロジェクトチームの策定した原案を、

学長が主催する学長・副学長等会議（学長、副学長、

学部長、事務局長、事務部長、総務担当学長補佐（評
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価室長）等で構成）での協議を経て、大学協議会（学長、

副学長、学部長、学科長、委員長等による会議）で審

議し、その上で、各学部教授会で審議の上、決定した。

このような規定等に関わる重要な案件は、学則や全学

の規定についてはその案件に関わる委員長が、学部規

則については学部長が提案し、学長・副学長等会議で

協議した上で、大学協議会及び教授会で審議・決定す

る手順となっている。

なお、関西国際大学の大学ガバナンスにおいて、学

長は、1 か月もしくは 2 か月に 1 度、学長あるいは

副学長と学内の各センターや委員会委員長等が現状

と課題を話し合う、ブリーフィングを重視しており、

そこでの情報交換を通じて、学内の状況を把握して

いる。また、学長が、副学長、学長補佐、センター

長、委員長を任命していることから、学長を中心と

した明確なガバナンス体制となっている。もちろん、

学長・副学長会議等では、忌憚ない意見交換を行い、

議論を行っている。また、大学として FD（Faculty 

Development）を重視しており、8 月と 2 月には 2

日連続、9 月は 1 日間の全学 FD 研修会を行っている。

出席率は 90％を超えており、欠席者は後日動画視聴

することが可能である。その過程を通じて、全学の方

針を共有している。

「KUIS 学修ベンチマーク」を中心とした学修支援について

語る藤木教授。平成 20（2008）年の認証評価では、自己

評価担当者としてご活躍いただいた。

４．関西国際大学の取組からの知見

関西国際大学への訪問調査から、一般化可能な知見

を整理しておきたい。

第一に、学修成果を、大学レベル、学部・学科レベ

ルについて、関連付け、体系化することの重要性であ

る。関西国際大学では、学修成果を学則、学部規則、

内規、そして内規に付する形式での「KUIS 学修ベン

チマーク」を設定するとともに、学内規定のなかに体

系的に位置付けている。学修成果の設定と達成を全学

的課題として取組んでいくにあたって、このように規

定体系のなかで、正当な位置づけを与えることは、取

組内容を可視化し、教職員の意識を共通化するために

重要な意味があるものと思われる。関西国際大学にお

いても、最初からこのように体系化されていたわけで

はなく、平成 25（2013）年の規定改訂において整備

されてきたことが訪問調査において示された。このこ

とは、新しい取組みや課題を、既存の規定体系に位置

づけることの重要性を示している。さらに、意思決定

過程での諸会議や FD を通じて、この取組内容につい

て教員への共通化を図っていることは、実質化の観点

から重要であろう。また、学修成果を、全学の共通内

容としての「KUIS 学修ベンチマーク」、各学科の専

門性に任せている専門分野別の内容、学生の正課外の

諸活動や学修環境として区分し、それぞれについて評

価手法を内規で定めていることも特筆に値する。共通

の枠組みでありつつも、学部学科の専門性に配慮した

制度として設計することが重要であることを示唆して

いる。

第二に、学修成果を、カリキュラムポリシーとアセ

スメントポリシーに組込み、評価指標とともに関連付

けるとともに、授業単位との関連性も測定できる仕組

みを導入することの重要性である。関西国際大学で

は、「KUIS 学修ベンチマーク」を設定するだけでなく、

学生の修得状況を評価する仕組みを導入し、半年に 1

度のリフレクションにおいて学生がそのことを振返る

機会を設定している。また、学科単位のカリキュラム

マップにおいて「KUIS 学修ベンチマーク」と授業科

目の関連を整理していること、授業評価アンケートを

「KUIS 学修ベンチマーク」に挙げられている能力項

目の修得状況を確認するように設計している。このよ

うに、学修成果の指標である「KUIS 学修ベンチマー

ク」が基軸となり、学生の自己評価、カリキュラムの

中での授業科目との関係、授業を通じた学修過程との

関係を位置付けることは、学生は何度もこのことを意

識することになる。このような取組みは、取組内容の

実質化を図るだけでなく、学内教職員や学生にその重

要性を伝えることにもなる。学内諸制度との関連性を
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持たせて位置付けることが重要であることを示唆して

いる。

このような関西国際大学の取組事例は、学修成果の

実質化という抽象的で、具体化の難しい取組みを、全

学的に可視化し、実質化を図るものである。そして、

全学的取組として、さまざまな諸制度に組込むととも

に、FD 等を通じて教員への浸透が図られている。訪

問調査では、更なる実質化を図りたいとの議論もあり、

今後の取組みにも注目したい。

最後に末筆ながら、藤木清 教授・学長補佐には、

年末のお忙しい時期に、本インタビューにご対応いた

だき、丁寧なご回答をいただいたことに重ねてお礼を

申上げたい。

※資料として掲載

①�関西国際大学の目的・教育目標と学部学科の目的・

教育目標（学位授与の方針）

②�教育目標達成のための方法及び評価に関する内規　

別表 1（KUIS 学修ベンチマーク）

③�関西国際大学人間科学部学部規則 別表 3　経営学科

の教育目標

④関西国際大学の教育課程の編成・実施の方針

⑤関西国際大学の評価の方針

白川　優治（千葉大学普遍教育センター准教授）
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関西国際大学の目的・教育目標と学部学科の目的・教育目標（学位授与の方針） 2013年12月18日

【資料1】
大学の学修成果に関する国内大学訪問調査

学則第 条 目的

グローバルな視野に立った教養を基礎とする専

門的知識・技術を修得し、国際社会において活躍

できる人材の育成。 

教育学部学部規則第２条  
（教育研究上の目的）  
初等教育と英語教育及び社会福祉に

係る専門知識を習得し、確かな倫理観と

幅広い教養、また問題解決能力と実践

力を持った職業人の養成と、それを可能

とする学術研究の実施。 

人間科学部学部規則第２条 
（教育研究上の目的） 
人間の心理や行動ならびに社会生活

を多視点から理解するための専門知識

を習得し、人間や社会について科学的

に理解し、問題解決を図る能力を持つ

人間の育成と、それを可能とする学術

研究の実施。 

保健医療学部学部規則第２条 
（教育研究上の目的） 
保健医療に係る専門知識を習得し、

確かな倫理観と幅広い教養、問題解決

能力と実践力を持った専門職者の養成

と、それを可能とする学術研究の実施。 

人間科学部学部規則第３条（１） 
（人間心理学科 の教育目標） 
グローバルな環境に適応し社会に貢

献するための基礎的な力と、世のため

人のために能動的に活動できる能力の

修得。 
具体的には、 
・KUIS学修ベンチマークに掲げる力 
・次の(1)～(4)を総合的に活用できること 
(1) 心理学的な視点と理論に基づき、人
間の心理を客観的に理解できる。 
(2) 人間の心理的・社会的問題を実証的
に把握できる。 
(3) 集団行動のメカニズムを理解し、自
らが社会に参画して貢献できる。 
(4) 知り得た知識、経験を総合化し、まと
めることができる。 

人間科学部学部規則第３条（２）

ビジネス行動学科の教育目標（省略）

人間科学部学部規則第３条（３） 
（経営学科の教育目標） 
グローバル化が進行する社会におい

て求められる世界市民としての汎用的

な知識、技能、態度・志向性を身につけ、

経営に関する実践的な知識・技能を総

合的に活用し、社会や組織活動に貢献

できる人間の育成。 
具体的には、 
・KUIS学修ベンチマークに掲げる力 
・次の(1)～(4)を総合的に活用できること 
(1) 組織の運営方針や目標および経営
の仕組みを理解し、戦略的にマネジメン

トを実践できる。 
(2) データを収集・分析・活用して経営に
関わる現象を説明できる。 
(3) 業界や領域のもつ共通性と固有性
について理解したうえで改善に向けて提

案ができる。 
(4) 知り得た知識、経験を総合化し、まと
めることができる。 

保健医療学部学部規則第３条（１） 
（看護学科 の教育目標） 
看護学に係る専門知識を習得し、豊か

な人間愛と倫理観を育み、様々な環境

下で生活するあらゆる健康レベルにあ

る人々の生命と尊厳を守り、最適な健

康状態に導き、人、地域、社会、時代が

求める看護サービスを追求できる看護

専門職者の育成。 
具体的には、 
・KUIS学修ベンチマークに掲げる力 
・次の①～④を総合的に活用できること 
①生命を尊び、対象者がもつ価値観・信

条の多様性を理解し、それらをありのま

ま受け入れ、相手の立場を尊重する行

動や態度をとることができる。 
②対象者と信頼に基づく援助関係を築く

ために適切なコミュニケーションをとるこ

とができる。 
③人間についての幅広い専門知識を用

いて対象者を多面的にとらえ、論理的

思考に基づいて看護問題・課題を考え

ることができる。 
④看護問題・課題の解決に向け、問題

解決に必要な理論的・実践的知識およ

び資源を活用し、適切な看護方法を選

択・計画し、安全かつ的確に実施し評価

できる。 
⑤保健医療チームにおける多職種の専

門性と役割を理解し、他職種との連携・

協働活動において、看護専門職者とし

て責任ある行動をとることができる。 
⑥文化の多様性の理解に基づき、地域

的・国際的動向をふまえ、保健医療

サービスにおける看護の必要性と看護

専門職者の役割を理解できる。 
⑦知識・技術・態度の自己評価に基づき、

看護専門職者として必要な学習課題を

見出し、課題を克服するための適切な

学習方法を選択・活用し、主体的に課題

に取り組み、その成果を評価することが

できる。 

教育学部学部規則第３条（１） 
（教育福祉学科 の教育目標） 
グローバル化が進行する社会におい

て求められる世界市民としての汎用的

な知識、技能、態度・志向性を身につけ、

教育や福祉の学びを通して、一人ひとり

の立場を理解し、人間愛にあふれた専

門的職業人となること。 
具体的には、 
・KUIS学修ベンチマークに掲げる力 
・次の(1)～(4)を総合的に活用できること 
(1)教育や福祉に関する様々な研究方
法を活用し、教育・社会事象を理解し、

分析できる。  
(2)教育・社会事象に関して、教育学や
社会福祉学の体系的な知識を使って理

論的に説明できる。  
(3)教育や福祉の理念に基づいた円滑
な対人関係を形成していくためのコミュ

ニケーション力を獲得し、実践できる。  
(4)知り得た知識、経験を総合化し、まと
めることができる。  

教育学部学部規則第３条（１） 
（英語教育学科 の教育目標） 
グローバル社会で活躍できる人材を

養成することをめざし、自ら積極的に行

動し、体験を通して社会との関わりの中

で考え、行動することができる能力を身

につけること。 
具体的には、 
・KUIS学修ベンチマークに掲げる力 
・次の(1)～(4)を総合的に活用できること 
(1) 実用的な場面で英語を運用できる。  
(2) 多様な文化を理解し尊重できる。  
(3) 協働が必要な活動において、効果的
なコミュニケーションをとることができる。 
(4) 知り得た知識、経験を総合化し、まと
めることができる。 

大
学
レ
ベ
ル

 

学
部
レ
ベ
ル

 

学
科
レ
ベ
ル

 

学則第１条の２（教育目標）

次の(1)～(6)の力・資質を修得・涵養し、総合的に活用できる人材の養成 。 
(1) 自律できる力 
(2) 社会に貢献できる力 
(3) 心豊かな世界市民としての資質 
(4) 問題解決能力 
(5) コミュニケーション能力 
(6) 専門的知識・技術 

教育目標達成のための方法及び評価に関する内規第３条第１項＋別表 
（KUIS学修ベンチマーク） 

大
学
レ
ベ
ル
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教育目標達成のための方法及び評価に関する内規　別表1（KUIS学修ベンチマーク）

大項目 大項目の説明 中項目 中項目の説明 レベル３ レベル２ レベル１
知的好奇心 新しい知識や技能、社会におけるさ

まざまな現象や問題を学ぶことに、
自ら関心や意欲をもつことができる

修得した知識・技能と社会の現象を
関連づけて、新たな疑問や関心に
ついて積極的に学ぼうとすることが
できる

知りえた内容に刺激を受けて、新た
な疑問や関心を持つことができる

社会の現象や授業で学ぶことに関
心を持つことができる

自律性 自分の行動には責任が伴うことを自
覚し、自らを律しつつ設定した目標
の実現に向けて積極的に取り組
み、最後までやりとげることができる

自分で設定した目標の実現に向け
て積極的に取り組み、やり遂げられ
るまで継続することができる

与えられた課題や自分で設定した
目標について、自分なりにやり遂げ
る方法を見つけて取り組むことがで
きる

与えられた課題の実現に向けて、
自分の責任を理解して取り組むこと
ができる

規範遵守 複数の人々と暮らす社会の決まりご
とを尊重し、その背景や意義を理解
して、協調的に行動することができ
る

状況に応じて必要なマナーやルー
ルを考え、進んで守り、協調的に行
動することができる

社会のマナーや集団でのルールの
背景や意義を理解した上で、守るこ
とができる

社会のマナーや集団でのルールを
守ることができる

社会的能動性 自分の役割や責任を理解し、他者
との積極的な協働や交流を通して、
社会のために行動することができる

他者との相互理解を深めながら、社
会のために主体的に行動すること
ができる

集団の中で、他のメンバーと協働し
ながら行動することができる

集団の中で、自分の果たすべき役
割や責任を考えながら行動すること
ができる

多様性理解 自分や、自分と同じ社会的・文化的
背景を持つ人たち、異なる社会的・
文化的背景を持つ人たちがいること
を理解し、多様な世界や社会を大
切に考え、柔軟に行動することがで
きる

自分とは異なる社会的・文化的背景
を持つ人たちと交流する際、特定の
価値観に偏ることなく、客観的・理
性的に受け入れ、柔軟な思考や行
動ができる

自分の価値観と異なる価値観、双
方の社会的・文化的背景に関心を
持ち、違いがあることを客観的・理
性的に受け入れることができる

自分とは異なる社会的・文化的背景
を持つ人たちがいることを理解する
ことができる

共感的態度 他者と接するときに、感覚や感性を
働かせ、相手の立場に立って考え、
共感を示すことができる

相手の感情、思考、行動を理解し、
共感を示すことができる

相手の感情、思考、行動を理解す
るために、その人の立場に立って考
えることができる

相手の話を聞くときに、目線を合わ
せるなど、向き合う姿勢をとることが
できる

情報収集・活
用力

必要な情報や信頼できる情報をさ
まざまな方法を使って集め、解決の
視点から必要な情報を取捨選択
し、整理・保存しながら活用すること
ができる

さまざまな方法で収集した情報を分
析・解釈し、問題解決に活用するこ
とができる

必要かつ信頼できる情報を取捨選
択して集め、問題解決のために要
点を整理・保存することができる

多様な情報源から、課題に合った
必要な情報を集めることができる

問題発見力 現状から何が問題であるかを発見
し、その解決に向けた課題を考える
ことができる

問題を解決するための、具体的な
課題や達成すべき目標を明確にす
ることができる

現状からあるべき状態を意識して、
何を解決すべきなのかを考えること
ができる

現状から、何らかの問題があること
を気づくことができる

論理的思考/
判断力

偏った判断をすることなく、その時・
その場の状況（TPO）に応じて判断
し、論理的に考えることができる

客観的な事実や論理的な意見にも
とづいて、状況を判断し、自分の主
張や意見を組み立てることができる

複数の事実の関連性を考えたり、あ
る事実から原因や結果を筋道立て
て考えることができる

事実と意見の違いや、自分の意見
と他者の意見の違いを区別すること
ができる 　

計画・実行力 問題解決に向けて見通しのある計
画を立て、検証及び修正しながら実
行することができる

問題解決に向けて具体的な計画を
立て、計画の進行状況を検証およ
び修正しながら実行することができ
る

問題解決に向けて具体的な計画を
立て、設定した手順通りに実行する
ことができる

問題解決のための全体像を把握
し、計画を立て、実行することができ
る

自己表現力 言語的及び非言語的な表現方法を
工夫しながら、自分の思いや考えを
わかりやすく効果的に表すことがで
きる

自分の思いや考えをわかりやすく効
果的に表現するために、状況に応
じてさまざまな方法を使うことができ
る

自分の思いや考えを効果的に表現
するために、方法を工夫することが
できる

他者に自分の思いや考えを表現す
るために、形式に沿った方法を使う
ことができる。

意見交換・調
整力

他者の発言を傾聴し、文章を読解し
て、その内容の要点をとらえ、自分
の疑問や主張をまとめて、他者と意
見の交換や調整をすることができる

他者の発言や文章の内容を理解し
た上で、自分と他者の主張の接点
を見出し、意見交換を重ね、合意に
向けて意見調整ができる

他者の発言や文章の内容を理解し
た上で、自分なりの疑問や主張を持
ち、他者と建設的に意見交換がで
きる

他者の発言や文章の内容を理解し
て、自分なりの意見を表明すること
ができる

関西国際大学人間科学部学部規則    別表３　経営学科の教育目標

利害関係を調整し、組織内の
合意形成を提案することがで
きる

組織経営のケーススタディを
通じて、議論しながら成功と
失敗の要因を理解できる

組織経営におけるヒト・モ
ノ・カネ・情報の重要性を理
解する

一次データ、二次データを分
析し、考察を加え、経営の変
化を説明できる

データの収集方法を理解し、
収集したデータの処理（加
工）・分析ができる

経営分析に必要な指標を理解
する

既存ビジネスの改善点や新規
ビジネスを提案することがで
きる

業界の現状を分析し、成功と
失敗の要因を評価することが
できる

業界の歴史や現状が理解でき
る

教室内外で学習した知識と、
自らの経験とその振り返りの
成果を総合化し、卒業研究等
に体系的にまとめることがで
きる

教室内外で学習した知識と実
習などの経験を結び付けて振
り返り、定められた形式でま
とめることができる

これまでに学習した知識や経
験をまとめて、学修ポート
フォリオ等に記録としてまと
め、自己分析をすることがで
きる

自律できる
人間になる

自分の目標をもち、そ
の実現のために、自ら
考え、意欲的に行動
するとともに、自らを律
しつつ、自分の行動に
は責任が伴うことを自
覚できる

社会に貢献
できる人間
になる

社会の決まりごとを大
切に考え、社会や他
者のために勇気をもっ
て行動し、貢献するこ
とができる

心豊かな世
界市民にな
る

多様な世界の人々や
自分たちの社会につ
いて理解を深め、他
者に対する共感的な
感覚や態度を身につ
け、世界市民として行
動できる

問題解決能
力を身につ
ける

状況に応じて、情報
ツールを活用し、情報
収集や情報分析がで
き、問題を発見したり、
解決のアイデアを構
想したりする思考力や
判断力を身につけ、
問題を解決することが
できる

コミュニケー
ション能力を
身につける

社会生活を営む上
で、他人の思いや考
えを受け止め、理解す
るとともに、自分の思
いや考えを的確に表
現し、意見を交わすこ
とができる

レベル１

知り得た知識、経験を総合化
し、まとめることができる

レベル２

組織の運営方針や目標および経
営の仕組みを理解し、戦略的に
マネジメントを実践できる

データを収集・分析・活用して
経営に関わる現象を説明できる

業界や領域のもつ共通性と固有
性について理解したうえで改善
に向けて提案ができる。

レベル
目　標

レベル３
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関西国際大学の教育課程の編成・実施の方針

関西国際大学の評価の方針

 
各学科のカリキュラムポリシー 

教育目標達成のための方法及び評価に関する内規第５条第１項 
（教育目標達成の評価） 
ベンチマークに関する能力等の修得については、学修ポートフォリオを用いて評価。 

教育目標達成のための方法及び評価に関する内規第５条第３項 
（教育及び学修支援の評価） 
教育課程、学修環境、課外プログラム等の教育及び学修支援については、前２項の評価結果および学

修行動調査等の調査結果を用いて評価。 

教育目標達成のための方法及び評価に関する内規第５条 
（評価の方法・実施時期等） 

 

アセスメントプラン＝具体化が必要 

教育目標達成のための方法及び評価に関する内規第５条第２項 
（教育目標達成の評価） 
各学科の教育目標に関する能力等の修得については、試験、レポート、論文及び制作等を用いて評価。 

大
学
レ
ベ
ル

 

教育目標達成のための方法及び評価に関する内規第４条 
（教育目標の達成方法） 
・学生が主体性をもって前条に規定する能力等を修得し、総合的に活用

できるようにするために、教育課程、学修環境、課外プログラム等の教

育及び学修支援の内容を整備し、全学的かつ組織的に推進。 
・教育課程においては、開講する授業科目ごとに重点的に修得すべき

能力等を設定してシラバス等に明示し、学生が当該能力等を修得でき

るようにするために、教育内容及び教育方法を充実。 
・学修環境及び課外プログラムについては、学生が自学自習やグルー

プ学習を主体的に行えるようにするために、学修活動を支援する空間お

よび設備ならびにプログラム等を整備。 
 

学
科
レ
ベ
ル

 

学
生
個
人
レ
ベ
ル

 

科
目
担
当
者

 

そ
の
他
部
局
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聖徳大学

【訪問日】

平成 26（2014）年 3 月 31 日（月）

【機関の概要】

住所：千葉県松戸市岩瀬 550

児童学部／児童学科　心理・福祉学部／心理学科、社

会福祉学科　文学部／文学科　人間栄養学部／人間栄

養学科　看護学部／看護学科　音楽学部／演奏学科、

音楽総合学科から成る。平成 20（2008）年度に大学

基準協会、平成 23（2011）年度に大学評価・学位授

与機構の認証評価を受審。

【面談者】

川並　弘純　氏　学長

増井　三夫　氏　副学長

野原八千代　氏　学長補佐・学生部長

林　　史典　氏　人文学部長

奥村　高明　氏　自己点検・評価委員長

辻　　正行　氏　大学事務局長

勝田　拓也　氏　学生部次長

川並　孝純　氏　学園事務局長

神本　忠夫　氏　総務部長

南地　礼智　氏　総務課企画担当課長

【訪問調査員】

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

陸　　鐘旻（評価機構評価事業部次長）

齋藤　光紗（評価機構評価研究部）

１．聖徳大学の教育の課題

聖徳大学は、学校法人東京聖徳学園の経営になる大

学であり、千葉県の JR 松戸駅近くにキャンパスを持

ち、同じキャンパスに短期大学部を擁している。

学校法人東京聖徳学園は、昭和 8（1933）年の創

設になる聖徳家政学院を起源として、昭和 40（1965）

年に短期大学を設け、平成 2（1990）年には 4 年制

大学を開設した。大学の歴史としては新しい大学であ

るが、平成 25（2013）年度には児童学部児童学科、

心理・福祉学部心理学科・福祉学科、文学部文学科、

人間栄養学部人間栄養学科、音楽学部演奏学科・音楽

総合学科の 5 学部 7 学科を擁している。平成 26（2014）

年度に看護学部看護学科を新設し、6 学部 8 学科体制

となった。学生は全員が女性であり、事実上の女子大

学である。

平成 25（2013）年度における大学の収容定員は

4,306 人であり、在学生は 4,503 人となっている。収

容定員の充足率は 100％を上回っており、大学財政な

どにおいて特段の問題はない。こうした安定的な経営

状態のなかで教育の問題に対して挑戦し続け、なかで

も学生の学修支援や就職率の向上策などには早くから

取組んできた。特に短期大学部門では、日本学生支援

機構からその優れた学生支援推進プログラムに選定さ

れている。

現在では、これらの取組みの延長線上で学修成果を

如何に上げるかが大学改革の取組みの課題となってお

り、その取組みは主体的でかつ個性的なものであり、

大学の内発的な努力の一環として高く評価できるもの

である。

２．学修成果をめぐる取組み

平成 25（2013）年 7 月に日本高等教育評価機構の

実施した「大学の学修成果に関するアンケート」に対

する大学の回答から、聖徳大学はいわゆる三つのポリ

シーについては大学全体で定め、また各学部において

も定めているという。また学修成果を点検・評価する

方法として、単位の修得、卒業・学位授与、学生との

面接、GPA（Grade Point Average）制度、国家試

験の合格率、就職率、授業アンケート、学部資格試験

等の合格率、教育目的の達成度、ルーブリック、ポー

トフォリオ、学生カルテ、学内共通テストのすべての

項目を実施していると回答している。ルーブリックと

ポートフォリオについては部分的であると回答を寄せ

ていた。

これらの多くの項目の実施には、学長を中心とする

会議において決定しているとも回答しており、学長の

リーダーシップにおいてすべてが進行していることが

理解できる。学長は理事長及び学園長を兼務していて、

そのリーダーシップは学修成果の点検・評価の課題達

成に有効に機能している。

学内には学長のもとに置かれた自己点検評価委員会

が組織されており、学長のリーダーシップのもとに学

修成果の点検・評価が実施されつつあり、いわゆるア

セスメント・ポリシーに相当する基礎的な事項を定め

ており、点検・評価のための学内体制は整っているこ
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とが確認できた。

３．質の高い教育へ向けて ISO を導入する

学園の創設者によって定められた聖徳太子の道徳や

礼節を説く「和」の精神は、いくつかの言葉に集約さ

れて、現在の大学の使命と教育目標として明確に定め

られており、ひろく公表されている。これらの教育目

標は、三つのポリシーに直結しているが、このことを

担保するために、教育の基盤を形成するために「ISO」

を導入し、これを実現しようと試みてきたことは特に

注目される。

ISO は日本工業規格のように、現在ではよく知ら

れている。大学は平成 15（2003）年にこの ISO を

導入した。ISO は、国際標準化機構（International 

Organization for Standardization）の国際規格であ

る。機構は、スイスに本拠をおく民間団体で、工業分

野の国際的な標準である国際規格を定めている。ISO

（IOS とも略称する）は、工業商品の製品規格などの

ために利用されたプログラムであったが、現在では仕

事の手順や管理のあり方についての品質マネジメン

トのシステム規格まで広範な規格を有している。ISO

のうち、大学が採用したプログラムは、ISO9001 と

ISO14001 という二つのシステム規格である。

前者は、製品やサービスの提供における品質や組織

の管理、顧客満足度の向上を目指す国際的な規格であ

り、後者は環境に与える影響を最小限に抑え、環境活

動全体を管理することを目的とした規格を意味する。

言葉を換えていえば、前者は、教育の質マネジメント

の規格であり、顧客の重視、リーダーシップ、人びと

の参画、継続的な改善、意志決定への事実に基づくア

プローチなどを柱にしていて、大学教育においてもそ

の整合性は高いものがある。また後者は学内環境マネ

ジメントのシステムといえる。

聖徳大学は、建学の精神「和」のもとで、理智に富

み、情操豊かで健康な人間の育成に取り組む三つ方針

をこの ISO に依拠して定めている。

その三つの方針とは以下のようなものである。

①�学園の 5 誓（誠実、志気、規律、協調、研究）に則

り、教育の成果を上げ、学生等及び保護者との信頼

関係を構築することにより、学生等及び保護者の満

足度の向上を実現する。

②�その達成手段として、教育内容の点検・評価を推進

し、学生等及び保護者に良質な教育を提供する体制

を構築する。またこの体制は建学の精神、使命及び

目標及びご誓並びに学生等及び保護者の満足の観点

からたえず見直し改善していく。

③�職務環境整備及び職員間の業務連携を改善し、「和」

の精神を発揮し、一体となって活力ある学園を実現

する。

このように、これらの条文は教育の質を高めるため

の方針となっていて、決して無機質な文言ではない。

むしろ、ISO に依拠しつつ、大学の基本的な質マネジ

メントの方針を打ち出して、これを実現しようとする

大学の決意表明ともいえる。

また、大学は最後に、「大学は、学生等及び保護者

に対し、短期的な要求に安易に迎合するのではなく、

その後の人生の中で学んだ内容の良さを実感できるよ

うな教育を提供することを目指す。大学ではこれらの

方針を確実に実現するために、毎年度はじめに大学内

の各組織・部門の具体的な目標を立て、定期的に達成

度を確認し、達成した目標については内容を見直して

新たな目標を設定する。またこれらの方針を大学の全

職員に周知徹底し、理解させる。なお、これらの方針

は、ISO 推進委員会においてその適切性を審議し、変

更の必要があると判断された場合は、変更される」（一

部文言を変えている）と宣言している。

このように ISO に依拠した教育の質保証の基本的な

方針は、質保証への大学の宣言となっている。大学は

この宣言によって、全学の教職員が同じ位置に立ち、

同じ目標へ向かい、共に協働できるようなシステムを

構築したということができる。このことがもっとも重

要なことであると大学は認識している。

４．教育の質をどうするか

上の ISO 宣言において、大学は目標達成度の測定や

評価を大学教育の根幹に据え、そのための手法や方法

論を模索しつつある。それが冒頭に記したように、大

学が多くの項目において学長のリーダーシップのもと

に進めているとの回答になったのである。

第一に、大学は、研究科・学科及び事務部門ごとに

年度計画を作成することになっている。この計画には、

まず各研究科・学科及び事務部門ごとに学園全体の共

通指針に基づいて 5 年後のビジョンを描き、平成 25

（2013）年度の実績と平成 30（2018）年度における

目標を記し、その途中に位置する平成 26（2014）年

度の目標、実績、達成度を記すのである。受験の出願
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者数、入学者数及び在籍者数などは必須項目である。

要するに、平成 25（2013）年の成果と残された課

題を明確にし、平成 26（2014）年度の計画と目標を

記すのである。前年度の達成度は、目標を大きく上回

る達成であったのか、目標に達した場合に相当するの

か、目標に達しなかった場合なのか、施策未着手とい

う段階なのか、これらを 4 段階で評価することになっ

ている。これはルーブリックの原型とも見ることもで

きる。過去を振返って現状を見直し、5 年後のビジョ

ンにどのように接近しているのか、まさに教育の質マ

ネジメントのシステムの運用なのである。

これらは確かに工業規格の管理システムを下敷きに

した手法に見えるが、これらを全学の教職員が総がか

りで取り組むことには大きな意義があろう。

第二に、このようにして教育の質のマネジメント計

画ができれば、次には教育の実際の場面においてどの

ような改善が図られているかが問われるであろう。

まず、授業計画においてはシラバスの執筆要領にお

いて大きな改善が見られる。すべての授業においてア

クティブラーニング等を積極的に導入し、学生の「自

立する力をはぐくむ」ことを狙っている。このことが、

平成 26（2014）年度から強調されている。特に、以

下の 4 点においてシラバス記述内容の改善が図られて

いる。

①学習到達目標・学習成果を明確にする。特に何が

できるようになるかという視点を導入して、学習成果

を第三者評価のため、到達目標を達成するための指標

となることを明確にしている。②ディプロマポリシー

と科目間の関連を明確にする。これには学科ごとにカ

リキュラムマップが作成されており、ディプロマポリ

シーの達成に各授業がどのように寄与しているかが分

かるようにする。③授業ごとに修得して欲しい能力を

明示すること。これを通して単位の実質化を図ること。

④① 1 回ごとの授業の準備として予習や復習に必要な

時間を明示する。これによって予習や復習の重要性を

説き、必要な勉学の時間を確保することの必要性を示

している。

こうして実際に作成されたシラバスは、冊子として

編集されているが、その冒頭にはカラー印刷によるカ

リキュラムマップが付されており、学生にとっては

個々の授業科目がどのような性格を持つ授業なのか、

自身の学修する科目が学科専攻のなかでどのような位

置にある授業科目なのか一目瞭然となる。このことは

小さい工夫ともいえるが重要な工夫であるといってよ

い。

５．残された課題

大学は、上のような基本的な方針を ISO に依拠して

定め、これらを推進するための基本的な枠組みを作り

上げた。残された課題は、大学の回答に示されていた

ように、アクティブラーニングをどのように実行する

かである。個々の授業では、当然のこと担当教員の授

業法に依拠することになるが、ここでも大学は優れた

試みを導入している。

それは、「SEITOKU Design Chart」（略称 SD Chart）

と呼ばれる冊子の活用である。SD Chart は、学んだ

ことや経験したことなど、学びの過程を可視化したも

のである。この冊子を利用することによって、学生は

学びの成果を振り返り、伸びていく方向性つまり到達

項目に照らして、自己の成長と「夢」の実現に役立て

るという方法である。

SD Chart の構成は、1. 自己評価調査 2. 文章構成力

3. 数的処理能力－から構成されている。自己評価調査

は、入学時、前期終了時、後期終了時に自己評価を実

施し、その結果をクラス担任が確認し、大学の組織的

なサポートを展開できるようにする。このことによっ

て大学における満足度の改善に役立てることが可能と

なるという。

文章構成力は、自己紹介文からはじまり小論文の書

き方までを習得する。数的処理能力は、日常の生活に

おいて数学的に判断し、数的データを用いた解釈や説

明ができるようになるためのトレーニングである。

全 15 ステップのリフレクションシートという冊子

の記入用フォーマットがあり、これには、1. 授業で学

んだこと 2. 新しく発見したこと 3. 新たな課題－の 3

項目について記述する欄が設けられている。1 学期に

自身のステップアップの状況を 2 回記入することを通

して、卒業までに自身のデータが 15 回分蓄積される。

これらの記入、記述は実際には大学のウェブポータ

ルシステム上で作成する。そしてその結果は、自身で

印刷しかつ確認でき、またクラス担任の所見などが確

認できる仕組みである。しかも、自身の内容が、グラ

フなどで相対的に確認できる。もし学修に関して問題

や質問あるいは相談があれば、これらのデータをもと

にラーニングデザイン・センターにおいて相談するこ

とができるのである。
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学生にとっては、自身の成長が可視化されたデータ

として確認でき、大学にとっては学生の全体の学びの

進行がデータで把握できる。アクティブラーニングは、

その成果の評価が難しいが、このような方法は確かに

有効な方法であろう。ISO を有効に活用にしつつ、学

生の学修成果を証明することができるひとつの方法が

確立されたことは極めて優れた取組みであると評価し

たい。

さらに大学の課題は、ルーブリックやポートフォリ

オの活用などであるが、上の方法と有機的な連携が必

要となろう。大学側との質疑のなかでは、ルーブリッ

クやポートフォリオはこれから力を注いでいく施策に

入っていた。その取組みに大いに期待したい。

川並学長。ISO9001 の学内への応用やルーブリックの開

発、冊子「SEITOKU Design Chart」の活用など、多様な

取組みを意欲的に展開し、大学改革を牽引する。

６．本調査からの知見

我が「国の大学改革は、国の高等教育政策に主導さ

れてきたきらいがある。しかも、その改革の中身は、

詳細に見れば、アメリカの大学の先進的な取組みの細

切れ的なコピーであったようにも思われる。

しかし、我が国の大学の内発的な取組みとして、大

学の取組みは先例のない取組みである。ISO に依拠し

つつ大学教育の取組みを文字通り、外部からも可視化

されたデータで確認できるという取組みは、大学全体

の前向きな努力を欠いて成立ち得なかったに相違な

い。大学の試みは、まだ日が浅く、その成果が十全に

検証されるにはまだ月日が必要であろう。しかし、ど

のような試みであれ、その試みは大学に大きなインパ

クト与えるに相違ない。学生に対してはさらに大きな

プラスのインパクトを与えるであろうと思われる。

ルーブリックなどの導入では、その導入や開発の成

果が待たれるが、これらも独自のプログラムとして構

築されるものとして大いに期待される。大いに学ぶべ

き先例となって欲しいものである。

羽田　積男（日本大学文理学部教授）
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表１　EQ 教育系科目群

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次

（総合科目） EQ トレーニングⅠ EQ トレーニングⅡ EQ トレーニングⅢ

E Q 教育系 行動マネジメント 問題発見と解決 意思決定科学

プレゼンテーション

徳山大学

【訪問日】

平成 25（2013）年 12 月 16 日（月）

【機関の概要】

住所：山口県周南市学園台 843 － 4 － 2

経済学部／現代経済学科、ビジネス戦略学科　福祉情

報学部／人間コミュニケーション学科から成る。平成

22（2010）年度、当機構の認証評価を受審。

【面談者】

岡野　啓介　氏　学長

石川　英樹　氏　経済学部長

石橋　孝明　氏　福祉情報学部長

宝迫　史雄　氏　法人本部長

三嶋　隆史　氏　法人本部総務担当部長

末　　雅彦　氏　教務部次長

【訪問調査員】

篠田　道夫（桜美林大学教授、日本福祉大学学園参与）

早田　幸政（大阪大学評価・情報分析室教授）

齋藤　光紗（評価機構評価研究部）

１．大学の概要

大学は、地元の自治体と地域の要請によって昭和

46（1971）年、学校法人中央学院が運営する徳山大

学経済学部として発足した。それから 3 年後の昭和

49（1974）年、管理運営体制の向上のために学校法

人中央学院から分離・独立し、学校法人徳山教育財団

の設立を契機に独自の発展を遂げ、平成 23（2011）年、

創立 40 周年を迎えた。

平成 25（2013）年 5 月時点で、二つの学部を持ち、

学部学生数 981 人、専任教員 41 人、事務職員 41 人

となっている。

現在、徳山大学は、創立 50 周年に向け「地域に輝

く大学」の確立を目指し、生涯に亘る自身のキャリア

発達を促すことのできる基盤的能力や態度の涵養を図

るという意味での「キャリア教育」を軸に、独自の教

育改革の展開を試みている。また、キャリア形成の基

盤となる教育を実現すべく、徳山大学は、同学の教育

理念である「個性の伸長を本旨とする『知・徳・体』

一体の教育」を具現化させた「EQ 教育」（Emotional 

Quotient：こころの知能指数）を系統的に行い、これ

を大学教育の柱としている。

２．三つのポリシー

（1）入学者受入れ方針（アドミッションポリシー）

徳山大学では、「学生募集要項」やウェブサイトな

どを通じ、大学及び学部・学科ごとに個別具体の入学

者受入れ方針を明らかにしている。そこに共通するの

は、「学び」への熱意、各専門分野の教育を受けるの

にふさわしい学修能力に加え、基礎的な社会性を備え

るとともに、「学び」の成果を社会の活動現場で生か

すことのできる人の受入れが指向されているという点

である。同学の「キャリア教育」に対応できる人材の

募集が自覚的に行われていることが看取できる。

加えて、徳山大学では、入試形態ごとの入学者受入

れ方針も、学生募集要項等で明確化されている。

（2）教育課程編成方針（カリキュラムポリシー）

教育課程編成方針は、「履修の手引」やウェブサイ

トなどにより、「知識・理解」「関心・意欲・態度」「思考・

判断」「技能・表現」の四つの括りに分け、学部・学

科ごとに具体的に明らかにされている。加えて、教養

教育課程として位置づけられる「総合教育」において

も、同様の括りで、教育課程編成方針が明示されてい

る。総合教育の教育課程編成方針にあって、「EQ 教育」

系の科目展開の具体的中身が明示されている点が目

を引く。「EQ 教育」系の科目群については、表１を

参照。
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いずれの教育課程編成方針も、「公正な社会観と正

しい倫理観の確立を基に知識とともに魂の教育を重視

する大学を目指す」とする建学の精神並びに上記の教

育の理念に具体的に対応したものとなっている。

（3）学位授与方針（ディプロマポリシー）

学位授与方針も、「履修の手引」やウェブサイトな

どにより、「知識・理解」「関心・意欲・態度」「思考・

判断」「技能・表現」の四つの括りに分け、学部・学

科ごとに具体的に明らかにされている。また、「総合

教育」も、同様の括りで、学位授与方針が明示されて

いる。

（4�）三つの方針中の学位授与方針の位置づけと「学修

成果」（ラーニング・アウトカム）

徳山大学が設定し明示する三つの方針は、いずれも、

建学の精神や教育の理念と有機的に関連づけ、大学全

体として、また学部・学科等ごとに明らかにされてい

る。学士課程の卒時の仕上がり度が十全であることを

公的に証明する学位に係る授与方針は、卒業までに修

得すべき知識・理解・能力・志向性等の学修上の到達

目標（＝学修成果）を実現するためのカリキュラムの

指導指針である教育課程編成方針に適切に対応してい

る。

従って、学位授与方針は、学修成果を挙げ得た者に

対し学位を授与するという大学教育の基本的な趣旨に

十分適ったものとなっている。

加えて、「総合教育」についても学位授与方針が明

確化されていることは、学士課程が教養教育と専門教

育の系統的な教育課程としての営まれるべきであると

いう大学教育制度の基本理念と十分に対応しているこ

とをも意味している。

なお、学修成果を中軸に据えた学位授与方針、教育

課程編成方針は、学長、学部長等の提案を受け、最終

的に教授会の議を経て確定されたものである。

３．学修成果の測定・評価

（1）アセスメントポリシー

学位授与方針に対応した知識・理解・能力・志向性

等に関わる到達目標がどれだけ具現化されているかと

いうことを認識するためには、学修成果の測定・評価

という営為が授業科目レベル、学部・学科レベルで継

続的に行われることが必要である。そうした学内的営

為の基本方針として位置づけられるのが「アセスメン

トポリシー」である。

（2）全学レベルのアセスメントポリシー

徳山大学では、同ポリシーの名を冠した基本方針を

もつものではないが、これに類するもので、全学統一

的な「学修成果のアセスメントポリシー」として実

質的に位置づけられているのが、「徳山大学 EQ 宣言」

である。

「徳山大学 EQ 宣言」は、「EQ を意識的な育成の対

象」として捉える旨の文言に示されるように、冒頭に

見た「EQ 教育」の具体的実現を、学修成果の具体的

検証という視点から実践することを目指したもので

ある（「履修の手引き」参照）。同宣言は、EQ 教育系

科目群を対象としたものであると同時に、教養から

専門に亘る一貫した教育課程を通じて行われるキャ

リア形成支援の有為性の向上を図る趣旨も含意され

ている。

（3）各授業科目レベルのアセスメントポリシー

徳山大学では、各シラバスを通じ、「大学の教育目

標に基づいた授業目的」「達成すべき質的水準」、学修

成果の評価のための「具体的実施方法」に関して、各

授業科目のアウトカムとその達成状況の評価方法を具

体的に記すよう文書を通じて指示している。

（4）学修成果の測定・評価の手法

①測定・評価の多様な手法

徳山大学は、学修成果の測定・評価を多角的な観点

から実施している。

具体的には、学生授業評価アンケート、卒業生の進

路に関するアンケート、卒業生を対象とした「学生

時代についてのアンケート」、産業界の人材需要を視

野に入れた学生の汎用能力の測定指標開発（平成 24

（2012）～ 26（2014）年度「産業界のニーズに対応

した教育改善・充実体制整備事業」の一環として実施）

などが行われているほか、徳山大学独自の試みとして、

EQ 診断、キャリア形成支援学生カルテがある。キャ

リア形成学生支援カルテは「CASK」と呼ばれ、上記「事

業」とも連動している。

ここでは、EQ 診断、CASK について見ておく。

② EQ 診断（EQ 力の評価）

「EQ 診断」は、独自に開発した「EQ 質問紙」（図１）

に基づき、学生自ら行う「自己評価」と EQ アドバイ

ザーによる「他者評価」を、EQ プログラムの開始前

と終了後の 2 回に分けて実施し、EQ 力の伸長度の把

握を行うものである。
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③�キャリア形成支援学生カルテ（Career Student 

Karte, CASK）

徳山大学におけるキャリア形成支援は、これまで見

たようなキャリア教育に加え、学生データシステムと

して位置づけられる CASK を通じより実効性あるも

のとなっている。CASK は、学生支援を担当する各部

署や「ダブルアドバイザー制」（教員と職員が一組と

なって、数人の学生を担当し、生活や履修に関する相

談、就職支援などを行う仕組み）の運用に伴う情報や、

学生自身のキャリア形成に関わる「振り返り」の記録

をデータベース化して一元的に管理・運用することを

通じ、学生の継続的なキャリア発達を支援するツール

として大きな役割を担っている。

CASK の内包する機能は、①学生カルテ機能②学生

ポートフォリオ機能③コミュニケーションツール機能

－の三つである。

このうち「学生カルテ」には、学生の基本情報が組

込まれているほか、ダブルアドバイザーによる各学生

についての「気づき」や学生へのアドバイスなどが保

存されている。「ポートフォリオ」は、学生自らが、

学生生活全般を通じたキャリア形成に関する「気づき」

を、与えられたテーマ（レポート課題等）に関連づけ

ながら自由に綴り保存していく場となっている。そこ

に蓄積されたデータは、就職活動の際のエントリー

シートや履歴書を作成する際に活用できるよう設計さ

れている。「コミュニケーションツール」は、学修相

談や上記情報・データ等の作成等を介し、学生とダブ

ルアドバイザーや EQ 教育・キャリア教育・ゼミなど

の担当教職員とのコミュニケーションの場となってい

る。

このように CASK は、「学生カルテ」を基に個々の

学生の状況を客観的に把握した上で、「ポートフォリ

オ」機能を介し、個別学生と教職員との間の「対話」

を軸としたキャリア形成支援から就職支援に至る一貫

したキャリア支援を行うことが強く指向されている。

図１　EQ 質問紙の具体例

 
 
徳山大学でのインタビューの様子。

同大学の「CASK」システムなどを通した教育支援・キャ

リア支援はまれに見る高度な取組みと言える。
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４．内部質保証の仕組み

CASK システム等に基づく学生の学修成果を検証す

る仕掛けも構築されている。

具体的には、教務委員会（委員長：学部長）が、学

修成果の結果を検証し、所要の改善を行う役割を担っ

ている。

これと関係する恒常的な教育改善活動は、学生授

業評価アンケートや「総合授業参観」等を通じ、FD

（Faculty Development）委員会によって組織的に営

まれている。そして、全般的な教学マネジメントは、

部長会議や上記教務委員会が担っている。

なお、教学と経営の双方で構成される「運営協議会」

を通じ、教学関係者も法人経営に一定の関与をしてい

る。このほか、大学の向上・発展のための戦略を立案

する学長主催の「企画戦略室」も存在する。

５．終わりに

徳山大学は、「EQ」教育を通して、また CSAK シ

ステムの運用を通してキャリア形成を軸とした学生支

援を高度に展開している。前者は、同学の教育目標の

具現化を「ラーニング・アウトカム」の視点から指向

するもので、後者は、個別学生のキャリア形成の進捗

状況を学生と教職員がシステムを介した連携・協働を

通して検証し合い具体的成果につなげることを目指す

もので、いずれも学修成果の測定と評価を軸に活動と

して意義づけられる。

今後は、シラバスに記載されたラーニング・アウト

カムの具現化を評価できるシステム開発も目指すな

ど、キャリア形成を促進するシステムの一層の高度化

も図られようとしている。更には、企業人の参画も視

野に入れた評価システム改革の模索もなされている。

以上見てきたように、徳山大学は、学生を中心に位

置づけ、学修成果の発現を可視化できる教育及びシス

テムの運用を通し、特色あるキャリア支援に関わる活

動を展開している。

同学の稀有な試みは、我が国の高等教育界において

高く評価できるものであるにも関わらず、この取組み

自体、あまり知られてはいない。今後は、学生を中心

に据えたこの独自の取組みを、限定された地域のみな

らず全国に発信できる積極的な学生獲得戦略の実行が

求められる。こうした高度のキャリア形成を指向する

学生を広く受入れ、効果的な教育展開を行うことは、

我が国高等教育の発展を牽引することにもなるからで

ある。

※資料として掲載

①〈参考〉CASK システム関係図

早田　幸政（大阪大学評価・情報分析室教授）
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名古屋商科大学

【訪問日】

平成 25（2013）年 12 月 19 日（木）

【機関の概要】

住所：愛知県日進市米野木町三ヶ峯 4 － 4

商学部／会計ファイナンス学科、マーケティング学科 

経済学部／総合政策学科、経済学科　経営学部／経営

学科、経営情報学科　コミュニケーション学部／英語

学科、グローバル教養学科　マネジメント研究科　会

計ファイナンス研究科から成る。平成 19（2007）年度、

当機構の認証評価を受審。

【面談者】

栗本　　宏　氏　学長

小野　裕二　氏　�AOL 委員会委員長、商学部教授、

学校法人栗本学園理事

垣谷　宏子　氏　教授・学長補佐、理学博士

【訪問調査員】

金子　和弘（千葉工業大学大学事務局長）

羽田　積男（日本大学文理学部教授）

吉野　由紀（評価機構評価研究部主任）

１．大学の概要

大学は、昭和 28（1953）年に「開拓者精神」「師

弟同行」「国際主義」という三本柱からなる建学の精

神を掲げて、商学部商学科として設立された私立大学

である。昭和 32（1957）年に商学専攻科を設置し、

平成 25（2013）年 5 月時点で 4 学部 2 研究科を持ち、

学部学生数 3,498 人、大学院 370 人、専任教員 98 人

を擁する大学である。

２．国際認証への取組み

大学では、学長の強いリーダーシップのもと、世界

に通用し、世界から必要とされる大学を目指して、平

成 18（2006） 年 4 月 に AACSB（The Association 

to Advance Collegiate Schools of Business）の国際

認証（米国）を取得し、更にEFMD－EQUIS（European 

Quality Improvement System）のメンバーシップを

取得している。また、平成 21（2009）年 4 月には世

界的な MBA の認証機関である AMBA（英国）の認

証を日本で初めて取得している。

なお、国内の認証評価では、当機構の認証を平成

19（2007）年に取得している。

このように国内の認証評価に止まらず、国際的な認

証評価を受ける意義として、建学の精神の一つである

「国際化」を掲げ、海外の優れた大学と同等の教育を

提供するため、さまざまな教育施策を打出すとともに、

世界に通用する人材の育成には「世界に通用する教育

の質」が不可欠であるとの考えのもと、国際認証を取

得している。

名古屋商科大学でのインタビューの様子。

世界的な MBA（経営学修士）の認証機関である AMBA を

日本で初めて取得するなど、「世界的に通用する教育」を

掲げる。

３．学修成果を高めるための教育施策

学内には、学修の効率化やビジネススキルの向上の

ため、最先端のデジタル機器とネットワーク環境が提

供されている。

（1）WEB 学修ポートフォリオ

学生一人ひとりの日々の学修状況やクラブ活動、留

学記録、就職活動状況などが蓄積できるシステムであ

り、更に全学生の中で自分のポジションがグラフ化さ

れて参照できるもので、学生生活や学修を支援するシ

ステムである。

（2）Blackboard

「Blackboard」とは、オンラインでの教育を導入す

るもので、講義に関する全ての情報が掲載され、講義

の資料や教材のダウンロードが可能であり、教員と

のディスカッションや質疑応答なども行えるコミュニ

ケーションツールとしても活用できるものである。こ

の「Blackboard」を採用するに至った経緯は、社会
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人を対象とした国際的な大学院共同学位制度の設立で

ある。これは、名古屋商科大学大学院とイリノイ州立

大学シカゴ校ビジネススクールとが提携し、学生が日

本で本学に通いながらイリノイ州立大学の授業をオン

ラインで受け、両大学から修士学位を同時に取得でき

るものである。

学部教育においても、「Blackboard」は教育や学習

活動にとって必要不可欠なものになっている。学生は

授業の教材に頻繁にアクセスできるようになり、新し

い技術を存分に活用して学科や学部の枠を越えてオン

ラインコミュニティの仲間と学習できるようになって

きている。講義においても、アセスメント機能があり、

授業の終わり 20 分程度を使い、その日の講義内容を

復習できる小テストを「Blackboard」で行うことが

できるようになっており、教員が学生の理解度を確認

することができる。また、各教科の過去の定期試験問

題がホームページに掲載されており、学生にとっては

いつでも見ることができ到達度の確認に役立っている。

教員についても、「見える化」による他の教員による評

価もあるので学生と教員ともに相乗効果がある。

４．ディプロマポリシーと学修成果の検証

大学では、前述に記載したとおり国際認証の評価

を受ける際に、①大学の MISSION（どのような人

材を育成するのか）② VISION（学校の将来像）③

VALUES（行動規範）―を明確に定めている。また、

カリキュラムマネジメントが最も重要であり「質」の

評価が検証される。例えば、教員の質、教育内容の質、

学生満足度の品質、教授法の質、費用対効果、ステー

クホルダーからの意見聴取などが挙げられている。

大学のミッション（どのような人材を育成するのか）

を見据え、学生が卒業までに身につけるべき学習目標

を四つに区分している。

（1�）論理的思考に基づいた統合的思考力、発展的実践

力を身につける。

（2�）発展性ある実践を実現するコミュニュケーション

能力を身につける。

（3）情報技術を有効に活用する能力を身につける。

（4�）グローバルな視点を備えた思考力、実践力を身に

つける。

この四つの能力を、卒業論文学生及びセミナー学生

がバランス良く全ての能力を身につけて卒業している

かを検証している。具体的には、4 年次生の 1 月に全て

の教員に学習目標の到達度評価（5 段階評価）を実施し

ている。また、間接評価として学生による自己評価も

行い、教員と学生による双方での検証を実施している。

５．カリキュラムマネジメントの PDCA サイクル

カリキュラムマネジメントについては、毎年、在学

生・父母会及び企業などから意見を聴取し見直しが行

われている。

PDCA サイクル

①�計画：カリキュラム改善に向けた基本方針企画（教

授会）

②説明：報告・審議・意見の集約（全体会・父母会）

③�意見聴取：カリキュラム・アンケート（企業・同窓

生・在学生）

④�計画：カリキュラム改善（教授会、学部会、教務委

員会、教授会）

⑤検証：学生による自己評価、教員による到達度評価

⑥分析：評価の分析（委員会）

このような PDCA サイクルが組織的に確立されて

おり、毎年、検証・分析が行われている。ただし、今

後の課題としては、ステークホルダーや外部からの意

見を聴取すると、カリキュラムの幅が広がってしまい、

それを誰がコントロールするのかが課題である。

６．本調査からの知見

大学では、国内における 18 歳人口の減少に伴い、

現状の「教育の質」を維持しながら、定員を確保する

ことは難しいとの判断のもと、国際認証を取得するこ

とにより、世界に通用し、世界から必要とされる大学

を目指している。このような取組みは、学生の募集戦

略的にも有効と考える。

今回の学修成果に関する調査において、確認できた

ことは大学が IT を利用して、学生と教員が学修成果

の「見える化」に取組んであることである。前述した

「Blackboard」の取組みをはじめ、各種の検証が毎年

行われていることである。

海外認証は国内の認証と異なり、アニュアルレポー

ト（年次報告書）が義務付けられており、毎年提出し

なければならない。今後も海外の認証を維持すること

は、大変な労力と費用も掛かるが、「教育の質」を大

学自身が評価する手法としては、大いに有効的である。

金子　和弘（千葉工業大学大学事務局長）
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本調査研究の意義

　 　

当機構の認証評価において実際の評価活動を担う評

価員は、所属の大学等から推薦された評価員候補者に

委嘱している。委嘱を受けた評価員は、通常の学務を

行いながら、研修会への参加を始めとして、評価員会

議や実地調査を行い、調査報告書を執筆して判定委員

会に提出する任務を負う。

評価員は原則として 5 人で 1 大学を担当するので、

申請校が多い年度には 400 人を超える評価員が必要

になる。評価員候補者のうち専門分野や地域、評価員

経験などを考慮して委嘱予定リストを作成し、実地調

査の日程などについて本人に内諾を得たうえで判定委

員会が選任するので、評価員候補者の登録数は、委嘱

者数の少なくとも 2 倍が必要と言われている。

このように、認証評価において、評価員は生命線と

いえる存在であり、大学に評価員候補者の推薦を依頼

することは当機構で重要な業務として位置づけられて

いる。しかし、当機構からの推薦依頼に対しどのよう

な手順で意思決定をしているか、また評価員候補者や

評価員を学内でどのように扱っているかを調査したこ

とはなかった。

そこで、評価員候補者の推薦に関して、大学側がど

のように考えているか、また、評価員候補者が委嘱さ

れた場合の処遇に関する内容を聞く「評価員候補者の

推薦に関する大学の意識調査」をアンケート形式で

行った。並行して、財団設立からの 10 年間で推薦依頼・

登録に関する事務局の業務がどのように行われてきた

のかを明らかにする「評価員候補者の推薦依頼・業務

に関する調査」を行った。本調査研究は、これらの結

果分析により、評価員候補者を安定的に確保する方策

を考察するものである。

注）評価員候補者、評価員とは

評価員候補者は、所属機関からの推薦を受け当機構

に 3 年間の期限で登録されている人。評価員は、評価

チームの一員として実際の評価活動を当機構が委嘱し

ている人のことで、評価員候補者の中から判定委員会

が選ぶ。平成 26（2014）年 4 月現在で 512 人の評価

員候補者が登録されている。



128

テーマ２　Ⅰ．評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査

　 　

Ⅰ．評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査

　 　

１．調査目的

大学がどのような理由・手続きのもとで評価員候補

者の推薦の可否を決定しているか、また学内の評価員

候補者が評価員に委嘱された場合、どのように処遇し

ているかを明らかにすること。その結果から、今後、

評価員候補者の推薦を依頼するときに大学に対する有

効な働きかけ方を考察すること。

２．調査概要

方法：質問票を大学機関長（理事長・学長）へ郵送、

回答はファクスかメールを大学が選んで送付

実施期間：平成 25（2013）年 9 月 13 日（調査票発

送日）～ 10 月 15 日

対象：429 大学（公立 1、私立 428。当機構会員校

317 校と私立大学協会加盟校で、両方にあてはまる大

学は重複して送付しない。）

回答校数：243 校

回答率：56.6％

３．アンケート結果

※設問の前提

過去に推薦の実績があるかないかによって質問が異

なるため、推薦実績を「推薦している」「過去に推薦

していたが今はしていない」「推薦したことがない」

に分類し、その大学がどれにあたるかを質問票に記載

したうえで実施した。回答したのは、「推薦している」

（168 校、回答校の 69.1％）、「過去に推薦していたが

今は推薦していない」（30 校、同 12.3％）、「推薦した

ことがない」（45 校、18.5 同％）であった（グラフ１）。

また、推薦される評価員候補者が学内でどういう立

場・役職であるかによって、その手続きなども変わる

という仮説のもと、①役員（理事長・学長を含む理事・

監事、顧問など）②役員以外の教員 ③役員以外の職

員－という三つの職種カテゴリを設け、それぞれにつ

いて回答してもらった。以降、本稿ではそれぞれを「役

員」「教員」「職員」と表記する（表１）。

表 1　本稿で表す職種の内容

名称 内容

役員 理事長・学長を含む理事・監事、顧問など

教員 役員以外の教員

職員 役員以外の職員

①評価員候補者の推薦を依頼された時の大学側の対応

当機構からの依頼に対し、どのような理由で推薦す

る・しないを決めているのか、その意思決定は誰が（ど

こが）行うのかを問うた。

なお、これらの質問においてどれも選択しない「無

回答」は、例えば「職員は推薦したことがあるが役員

と教員は推薦したことがないので、「職員」カテゴリ

にのみ回答」といったケースと考えられる。無回答の

割合が多い設問もあり結果の分析に影響すると判断

し、この数値は除いて集計している。以下、特に記載

がなければ同様。また、複数回答にしているため合計

数は職種ごとに異なる。

①－（1）推薦する理由

当機構から評価員候補者の推薦依頼があった場合の

「推薦する理由」を、「推薦している」「過去に推薦し

ていたが今はしていない」大学に聞いた。対象となる

大学のうち、回答したのはそれぞれ 168 校、30 校の

計 198 校である。

どの職種でも「3. 他大学の評価を通じて高等教育情

勢を広く学び、学内へフィードバックしてもらうため」

が最も多かった。特に「教員」では回答をした大学の

うち 87.0％がこれを望んでいる（表 2）。

職種別にみて比較的違いが目立つのが「2. 受審準

備に向けて経験を積んでもらうため」で、「役員」が

35.8％に対し、「教員」は 53.3％「職員」は 58.3％と

なり、それぞれ 17.5 ポイント、22.5 ポイント上回った。

また、「3. 学内で認証評価に関する説明、啓蒙活動を

行ってもらうため」は、「役員」34.0％に対し「教員」

44.6％、「職員」44.4％とほぼ 10 ポイント多い結果と

なった。自大学が認証評価を受審する際にリーダーに

 

 
 
 
 
 
 

役員
職員

教員

グラフ 1 回答校の推薦実績 

 

 
 
 
 

グラフ 3 評価員の委嘱によって学務の軽減措置を設けているか（全ての大学 243 校対象） 
  

 

 

教員役員 職員

グラフ 4 評価員の活動経験を人事評価に反映しているか（全ての大学 243 校対象） 

 

 
 
 
 
 
 
 

教員 職員役員

グラフ 1　回答校の推薦実績

３�．推薦したことがない
　45 校　18.5%

１．推薦している 
168 校　69.2%２�．過去に推薦してい

たが今はしていない
　30 校　12.3%
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なってほしい教員や職員を推薦している実態がうかが

える。

「5. その他」（自由記述）を選んだ大学は少なかった

が、「責務であるから」「私大協会加盟大学としての役

割」など、推薦を「義務」としてとらえる記述があっ

た。質問票に選択肢としていずれも「推薦することに

よる大学側のメリット」を掲げたうえでの調査であり、

「メリットはないが、しなければいけないので」とい

う記述は回答者としてはしづらかったことが予想でき

るが、「評価員を出さなければ認証評価は成立たない」

との理解が得られていることがわかる。

①－（2）推薦しない理由

次に、「現在評価員候補者を推薦していない、でき

ない理由」を大学に聞いた。対象となるのは「過去に

推薦していたが今はしていない」「推薦したことがな

い」大学で、回答したのはそれぞれ 30 校、45 校の計

75 校である。

「過去に推薦していたが今はしていない」大学のみ

の結果を見ると、評価員候補者を推薦しない・できな

い理由は、「役員」「職員」では「1. 人的余裕がなかっ

たため」、「教員」では「2. 適任者がいなかったため」

が最も多かった。特に「役員」で人的余裕がないため

推薦していない・できないとした大学は 6 割を超える

（表 3）。

一方、「推薦をしたことがない」大学では、全職種

で「1. 人的余裕がなかったため」が最多、続いて「2. 適

任者がいなかったため」となった（表 4）。

　ここで、多くの大学が選択した「人的余裕がない」

という理由に注目したい。「人的余裕がない」とは、「学

表２　推薦する理由（「推薦している」「過去に推薦していたが今はしていない」計 198 校対象）

理由
役員 教員 職員

数 割合 数 割合 数 割合

１．学内の自己点検・評価活動を推進してもらうため 74 69.8％ 131 71.2％ 65 60.2％

２．受審準備に向けて経験を積んでもらうため 38 35.8％ 98 53.3％ 63 58.3％

３�．他大学の評価を通じて高等教育情勢を広く学び、

学内へフィードバックしてもらうため
86 81.1％ 160 87.0％ 84 77.8％

４�．学内で認証評価に関する説明、啓蒙活動を行っ

てもらうため
36 34.0％ 82 44.6％ 48 44.4％

５．その他（自由記述） 5 4.7％ 6 3.3％ 8 7.4％

無回答を除いた回答校数 106 　 184 　 108

※複数回答

表 3　推薦しない理由（過去に推薦していたが今は推薦していない 30 校対象）

役員 教員 職員

数 割合 数 割合 数 割合

１．人的余裕がなかったため 15 65.2％ 12 41.4％ 11 47.8％

２．適任者がいなかったため 7 30.4％ 13 44.8％ 8 34.8％

３．期限が短く人選が間に合わなかったため 0 0.0％ 2 6.9％ 1 4.3％

４．推薦する必要性を感じないため 0 0.0％ 0 0.0％ 0 0.0％

５．その他（自由記述） 1 4.3％ 2 6.9％ 3 13.0％

無回答を除いた回答校数 20 　 29 　 23

表 4　推薦しない理由（推薦したことがない 45 校対象）

役員 教員 職員

数 割合 数 割合 数 割合

１．人的余裕がなかったため 19 42.2％ 20 42.6％ 21 45.7％

２．適任者がいなかったため 13 28.9％ 12 25.5％ 13 28.3％

３．期限が短く人選が間に合わなかったため 1 2.2％ 2 4.3％ 1 2.2％

４．推薦する必要性を感じないため 2 4.4％ 2 4.3％ 2 4.3％

５．その他（自由記述） 10 22.2％ 11 23.4％ 10 21.7％

無回答を除いた回答校数 45 　 47 　 47

※いずれも複数回答
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外の仕事を受けられる時間的余裕がある人がない」「評

価員の仕事で大学を不在にされると学務が滞る」と

いった解釈が考えられる。

評価員の任務は大別して①研修会への出席②評価員

会議や実地調査への出席③書面調査と報告書の執筆－

３点である。①②は日時が決まっており、合わせて５

日ほどになることがあらかじめわかっているが、③の

書面調査と報告書の執筆は、担当する分野や個人のや

り方、担当する大学にもよっても必要な時間は大きく

異なる。また、評価員には守秘義務があり、評価員の

所属大学には担当する大学名すら当機構からは伝える

ことがない。

これらの理由から、「人的余裕がない」の背景には、

「評価員は何をしているかわからない」「評価員になっ

たら学務にどれだけ支障が出るかわからない」という

不安があり、「もし、とても忙しいようなら困る」た

めに推薦できない、と考えられないだろうか。

一方、「2. 適任者がいなかった」のデータを見てみ

ると、「過去に推薦していたが今は推薦していない」

大学と「推薦したことがない」大学では、「教員」で

その比率が比較的大きく異なることがわかる。「過去

に推薦していたが今は推薦していない」大学の 44.8％

が選択したのに対し、「推薦をしたことがない」大学

では 25.5％になっている。この理由の一つとして推

測できるのが、評価員を出すことで次の推薦のハード

ルが上がったということだ。

推薦依頼を受け、学内で人選している段階で、学内

で評価員を委嘱された経験者がいれば、話を聞く機会

があるだろう。そこで「高度な知識が必要」「体力的

に大変」などの感想が出れば、「推薦の条件には当て

はまっていても評価員ができるほどとはいえない＝適

任者ではない」と結論づけた大学があるのではないだ

ろうか。

「5. その他」（自由記述）は、「推薦をしたことがない」

大学で多く見られた。その内容は、「これまで推薦依

頼を受けたことがなかった」「新設校で昨年入会した」

といったものが大半であった。次項に示す「評価員候

補者の推薦依頼・登録業務に関する調査」によると、

一括方式の推薦依頼は平成 20（2008）年以降、平成

25（2013）年まで行われておらず（平成 23（2011）

年度に一部の大学に対して行われた）のでこのような

回答が多かったと思われる。

「4. 推薦をする必要を感じない」は、「過去に推薦し

ていたが今は推薦をしていない」大学では全職種とも

０％、「推薦をしたことがない」大学ではそれぞれ 2 件、

約 4％の回答率だった。この 2 大学はいずれも当機構

の会員校ではく、受審実績もなかった。

①－（3）学内での意思決定のしくみ

評価員候補者の推薦が決まるまでの学内手続きは大

学によってさまざまであろうが、ある特定の役職者が

候補者を提案し、その提案を受けて決定する人または

組織があると仮定し、本調査では、①推薦候補者を選

び提案する人②推薦する、しないを含め最終決定する

人または組織－の 2 段階で全ての大学に聞いた。

「当機構から推薦依頼があった場合、学内の推薦候

補者を選び提案する人」は、「役員」の場合、「理事長」

が最も多く 40.5％で、「学長」が 38.9％とほぼ同じに

なった。「教員」の提案者は、「学長」が半数を超える

62.2％。次は「学部長・学科長」の 19.7％で、「理事長」

は 10.7％にとどまった。「職員」の提案者は「大学事

務局長」が 34.9％で最多となった。また、「法人事務

局長」が 22.9％となっている。提案される者が大学

所属の場合は大学事務局長が、法人の場合は法人事務

局長が提案すると推測することができる（表 5）。

この提案を受けて「推薦する、しないを含め最終決

定する人または組織」を聞くと、どの職種でも理事長

などの「人が決定する」が「組織が決定する」より多

かった（表 6）。

「人が決定する」の内訳は、「役員」では「理事長」

が 58.8％と「提案する人」より増え、逆に「学長」が

減少して 25.3％だった。

「教員」の決定者は「提案する人」と同様に「学長」

が最も多く 59.0％を占めたが、「理事長」が 29.9％と

「提案する人」より増えている。

「職員」の決定者は「理事長」が最も多くなり

41.6％。「提案する人」で多かった「大学事務局長」

は 7.1％となった。

この結果から、「提案する人」→「決定する人」を

乱暴にまとめると、表 7 のようになる。

また、「職員」の候補者を提案し、決定する人とし

て「学長」が挙げられているケースが少なからずある

（それぞれ 26.6％、29.9％）。事務局長などとの相談の

うえでの決定かもしれないが、一つの流れとしてとら

えておく必要があるだろう。

一方、「組織が決める」の内訳で最も多いのが「役員」
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を「理事会」で決めるのが 9.1％。次は「教員」を「教

授会」で決めるので 11.3％となっている。「自己点検・

評価委員会」が決定しているのはどの職種も 3 ～ 5％

台である。

以上のことから、評価員候補者の推薦を決定する

ルートは、推薦される者の職種によって違いはあるもの

の、理事長・学長などのトップによって提案・決定さ

れるものであり、組織的な意思決定の流れに乗せられ

ることはまれであることがわかった。また、自己点検

評価などの一環としても捉えられていない場合が多い。

なお、「①推薦候補者を選び提案する人」に回答し

ているが「②推薦する、しないを含め最終決定する人

または組織」が無回答というケースがわずかにあった。

理由として、提案すればそれが決定になる、設問の意

図が伝わらなかった、などが推測できるが、意図を持っ

た無回答と捉え、数値に含めている。

表 5　学内の推薦候補者を選び提案する人（全ての大学 243 校対象）

役員 教員 職員

数 割合 数 割合 数 割合

１．理事長 77 40.5％ 25 10.7％ 34 17.7％

２．学長 74 38.9％ 145 62.2％ 51 26.6％

３．学部長・学科長 7 3.7％ 46 19.7％ 5 2.6％

４．法人事務局長 24 12.6％ 5 2.1％ 44 22.9％

５．大学事務局長 10 5.3％ 15 6.4％ 67 34.9％

６．自己推薦 2 1.1％ 1 0.4％ 1 0.5％

７．その他 15 7.9％ 22 9.4％ 15 7.8％

無回答を除いた回答校数 190 　 233 　 192

※複数回答

表 6　推薦者を提案する人・決定する人または組織（全ての大学 243 校）

役員 教員 職員

数 割合 数 割合 数 割合

「人」が決定する

１．理事長 114 58.8％ 70 29.9％ 82 41.6％

２．学長 49 25.3％ 138 59.0％ 59 29.9％

３．学部長・学科長 1 0.5％ 4 1.7％ 0 0.0％

４．法人事務局長 1 0.5％ 2 0.9％ 18 9.1％

５．大学事務局長 1 0.5％ 0 0.0％ 14 7.1％

６．自己推薦 0 0.0％ 0 0.0％ 0 0.0％

７．その他 1 0.5％ 1 0.4％ 3 1.5％

「人」に回答した校数 161 83.0％ 204 87.2％ 167 84.8％

「組織」が決定する

１．理事会 22 11.3％ 9 3.8％ 12 6.1％

２．教授会 4 2.1％ 19 8.1％ 3 1.5％

３．自己点検・評価委員会 7 3.6％ 10 4.3％ 10 5.1％

４．特になし 9 4.6％ 8 3.4％ 8 4.1％

５．その他 19 9.8％ 33 14.1％ 27 13.7％

「組織」に回答した校数 61 31.4％ 77 32.9％ 60 30.5％

無回答 　 9 4.6％ 5 2.1％ 7 3.6％

「人」「組織」とも回答した校数 37 52 　 37

回答校数（実数） 194 234 197

※複数回答

表 7　評価員候補者の提案・決定の流れ

職種 提案者 決定者

役員 理事長または学長 理事長

教員 学長 学長

職員 事務局長 理事長
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①－（4）再登録の決定方法

再登録とは、評価員候補者の登録期間（3 年）が満

了した後、続けて評価員候補者として登録することで

ある。再登録には機関長の承認が必要であるため、当

機構から文書にて依頼し、再登録承諾書と改めて履歴

書を提出してもらうという手続きになる。

「再登録をする・しないを含め最終決定する人また

は組織」を聞いたところ、最も多かったのは「役員」「職

員」の再登録を決定するのは「理事長」、「教員」の再

登録は「学長」が決定と、推薦を決定する場合と同じ

結果となった。割合それぞれはやや高くなり、理事長

が決定する割合は「役員」では推薦 48.1％→再登録

52.0％、「職員」33.7％→ 35.1％、学長が決定する「教

員」では推薦 46.2％→再登録 51.3％だった（表 8）。

②評価員の学内での処遇

評価員候補者が学内でどのように扱われているかを

探るため、「人事上の管理をどのようにしているか」「評

価員として委嘱された場合、学内はどの範囲でどのよ

うに周知するか」「評価員として委嘱された場合、業

務上の軽減措置等を設けているか」「評価員としての

活動を人事評価などへ反映しているか」を、すべての

表 8　再登録を決定する人または組織

　

　

役員 教員 職員

数 割合 数 割合 数 割合

「人」が決定する

１．理事長 93 62.4％ 62 32.0％ 64 44.8％

２．学長 45 30.2％ 123 63.4％ 46 32.2％

３．学部長・学科長 1 0.7％ 5 2.6％ 0 0.0％

４．法人事務局長 0 0.0％ 0 0.0％ 17 11.9％

５．大学事務局長 1 0.7％ 1 0.5％ 17 11.9％

６．その他 3 2.0％ 4 2.1％ 3 2.1％

「人」に回答した校数 143 96.0％ 186 95.9％ 139 97.2％

「組織」が決定する

１．理事会 11 7.4％ 5 2.6％ 9 6.3％

２．教授会 2 1.3％ 9 4.6％ 0 0.0％

３．自己点検・評価委員会 4 2.7％ 6 3.1％ 4 2.8％

４．特になし 0 0.0％ 0 0.0％ 0 0.0％

５．その他 17 11.4％ 25 12.9％ 19 13.3％

「組織」に回答した校数 34 22.8％ 47 24.2％ 32 22.4％

「人」「組織」とも回答した校数 28 　 39 　 28

回答校数（実数） 149 194 　 143

※複数回答

表 9　評価員候補者の人事上の管理方法（全ての大学 243 校対象）

選択肢 回答数 割合

１．法人の人事・総務関係部署にて台帳管理 44 18.1％

２．大学の庶務・総務関係部署にて台帳管理 47 19.3％

３．自己点検・評価委員会等にて統計資料等として管理 14 5.8％

４．事務局担当部署が把握 131 53.9％

５．特に管理していない 23 9.5％

６．その他 3 1.2％

無回答 1 0.4％

対象校数 243 100.0％

※複数回答
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大学に質問した。推薦をしたことがない場合は、「今

後推薦する場合を想定してお答えください」との注釈

をつけているので、「無回答」も数値に含めている。

どの質問も「役員」と「職員」は「無回答」が相当数

あり、回答の難しさがうかがえた。

②－（1）人事上の管理

人事上の管理は、半数以上の大学が「事務局担当部

署が把握」（53.9％）と回答した。一方で「法人の人事・

総務関係部署にて台帳管理」と「大学の庶務・総務関

係部署にて台帳管理」があわせて 37.4％となってい

る（表 9）。

「事務局担当部署が把握」について、その管理方法

は大学によって異なるのであろうが、台帳管理はして

いないことになる。「特に管理していない」が 8.7％あ

り、合わせると 6 割の大学が、評価員候補者は台帳管

理をしていないという結果だった。

当機構から推薦依頼をすると「現在、誰が登録され

ているか教えてほしい」「〇〇さんの評価員登録はい

つまでか」と言う問い合わせが毎回複数ある。また、

登録されている評価員候補者を重複して推薦する大学

もある。評価員候補者の管理が、事務局内でそれほど

重要視されておらず、ルーチン業務としても取入れら

れていないということだろう。

ただし、少ないながらも「自己点検・評価委員会等

にて統計資料等として管理」をしている大学もあり、

評価員の推薦と自己点検評価を関係づけて考えている

ようだ。

②－（2）評価員を委嘱された場合の周知の範囲と方法

評価員候補者は全員が評価員として活動するわけで

はなく、判定委員会がその年の申請校の評価員として

適任と判断した場合にその年度に限り委嘱される。こ

の設問は、評価員として委嘱された場合、学内のどの

範囲にどんな方法で周知するか（周知する予定か）を

聞いたものである。

結 果、「 周 知 す る 」 は「 役 員 」55.1 ％、「 教 員 」

65.4％、「職員」52.3％となった（グラフ 2）。「教員」

の周知率が高くなっているのは、休講の措置が必要に

なることがあるなど、影響する範囲が広いためであろ

うか。

自由記述で周知する範囲と周知方法の内容を求めた

ところ、どの職種でも「理事会で報告」が多いが、「教

員」では「教授会へ報告」「所属の学部長へ報告」「自

己点検評価委員会に報告」、「職員」では「事務局長へ

の報告」「所属長への報告」などがあった。

グラフ 2　�評価員の委嘱を学内に周知するか（全ての

大学 243 校対象）

　　役員

　　教員

　　職員

　この設問では、すべての職種に回答した大学が 180

校ある。この回答から学内での職種の違いによる周知

方針の違いみると、

　「役員」「教員」「職員」とも周知する� 113 校

　職種によって異なる� 22 校

　「役員」「教員」「職員」とも周知しない� 45 校

となった。「職種によって異なる」の内訳を含めて表

にすると表 10 のようになる。職種によって対応が異

なる理由については、回答を求めていないので不明だ

が、組織の文化や人事の方針によるものであろうか。

評価員候補者の推薦に対する意識と関連するように
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職員
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グラフ 1 回答校の推薦実績 
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教員役員 職員

グラフ 4 評価員の活動経験を人事評価に反映しているか（全ての大学 243 校対象） 

 

 
 
 
 
 
 
 

教員 職員役員

無回答、53
21.8％

無回答、8
3.3％

無回答、50
20.6％

１．周知する
134、55.1％

１．周知する
159、65.4％

１．周知する
127、52.3％

２．周知しない
56、23.0％

２．周知しない
76、31.3％

２．周知しない
66、27.2％
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も思われる。

表 10　職種による周知方針の違い

（全職種に回答した大学 180 校）

役員 教員 職員 校数

〇 〇 〇 113

〇 × × 6

× 〇 × 2

× × 〇 1

〇 〇 × 6

〇 × 〇 2

× 〇 〇 5

× × × 45

〇→周知する　×→周知しない

　また、周知する範囲は、理事長、学長、事務局長や

部局長など役職者・管理職層へがほとんどであり、「全

教職員へ周知」「文書を回覧」、学内メールやイントラ

ネットで一斉に配信などの大学は少なかった。学部長

から学部内へ、部課長から部内へ連絡することが前提

の可能性はあるが、同僚や部下など、評価員の周辺で

働く人々には、少なくとも全学的には周知されていな

いようだ。

②－（3）評価員が委嘱された場合の業務上の軽減措置

評価員が委嘱された場合の業務上の軽減措置の有無

について、予定も含めて聞いたところ、どの職種も「設

けている」は 5％以下で、「設けていない」が大半を

占めた（グラフ 3）。

軽減措置の内容は、「役員」「職員」は「一部職務を

代行」「担当業務軽減」、「教員」はやや具体的に「担

当持ちゴマ数削減」「委員会負担の軽減」などとなった。

ただし、評価員の業務の性質上、評価員候補者とし

て推薦されるのは教員であれば教授、職員であれば部

長などが大半であり、自己裁量で業務を行える場合が

多いと予想でき、大学としての配慮は必要ないとの認

識がある可能性もある。特に「教員」では「設けてい

ない」が 91.4％の高値になったことも同様の理由が

考えられる。

なお、すべての職種に回答した大学は 63 校あり、

職種によって軽減措置の有無が異なる大学はなかっ

た。

グラフ３　�評価員の委嘱によって学務の軽減措置を設

けているか（全ての大学 243 校対象）

　　役員

　　教員

　　職員

　

②－（4）評価員として活動した場合の人事評価への反映

　評価員に委嘱された場合、その活動経験を人事評

価に反映しているかどうかを予定を含めて聞いたと

ころ、どの職種も「反映していない」が多数を占め

た。「反映している」が最も多かったのは「教員」で、

20.6％だった（グラフ 4）。内容は、「外部団体役職

者として教員業績のポイントとする」「教員審査にお

ける社会的活動として位置づけている」などだった。

「職員」は 11.9％が「反映している」と回答し、「昇

格時等に考慮」「人事評価のポイントに加算」など

が挙がっている。「役員」は少なく、5.3％だったが、

自由記述では同様に「人事評価のポイントに加算」

などがあった。
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グラフ 4 評価員の活動経験を人事評価に反映しているか（全ての大学 243 校対象） 

 

 
 
 
 
 
 
 

教員 職員役員

無回答、54
22.2％

無回答、9
3.7％

無回答、52
21.4％

１．設けている
6、2.5％

１．設けている
12、4.9％

１．設けている
8、3.3％

２．設けていない
183、75.3％

２．設けていない
222、91.4％

２．設けていない
183、75.3％
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グラフ 4　�評価員の活動経験を人事評価に反映してい

るか（全ての大学 243 校対象）

　　役員

　　教員

　　職員

　

この設問でも、「役員」「職員」は無回答が多く、各

21.4％、21.8％あった（「教員」は 5.8％）。また、記

述部分でも「教員」が「ポイント加算」「加点要素」

と具体的なものが多いのに対し、「職員」では「考慮

する」「反映する予定」という書き方が目に付いた。「職

員」が評価員になることに対して人事上の評価をする

ことは、まだ進んでいないように思える。

すべての職種に回答した大学 63 校の職種による違

いを見ると、

「役員」「教員」「職員」とも反映する　� 6 校

「役員」「教員」「職員」とも反映しない　� 44 校

「教員」「職員」は反映する（「役員」は反映しない）

� 8 校

「教員」は反映する（「役員」「職員」は反映しない）

� 5 校

となり、わずかではあるが学内でも「教員」に対する

評価が先行している大学があることがわかった。

③評価員候補者を担当している部署

本調査は大学機関長（理事長・学長）あてに調査票

を郵送し、回答の際には担当者名と所属部署を記入し

てもらう形式をとった。これは、評価員候補者の推薦

が学内のどの部署の管轄なのか傾向を調べるためで

ある。

集計の結果、表 11 のようになった。

表 11　調査票回答者の所属部署

部署名など 数 割合

総務・庶務・人事などの部署 87 35.8％

事務局（事務局長）、事務部、法人

本部など
60 24.7％

経営企画室、経営政策室など 43 17.7％

学長室、理事長室、学長事務室など 21 8.6％

評価室など「評価」が含まれる部署 18 7.4％

学生支援、キャリアセンターなど 7 2.9％

学事課、教務課など　 2 0.8％

財務・経理部　 2 0.8％

その他 3 1.2％

総務・庶務・人事関連部署が 35.8％と最多となった。

また、事務局長など部門長の名前で回答された場合は、

事務局長直轄なのか、総務などの部署が回答し、事務

局長が承認する形で回答者を事務局長としたのかは不

明であるが、合わせて 6 割が事務局の管理部門で担当

しているということになる。

学長室など学長直轄の部署からの回答 21 校うち、

学長が担当者として回答してきた大学が 6 校あった。

評価室など「評価」が名称に含まれる部署は 7.4％と

少なかった。
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教員 職員役員

無回答、52 
21.4%

無回答、14 
5.8%

無回答、53 
21.8%

１．反映している
 13、5.3%

１．反映している
50、20.6%

１．反映している
　　29、11.9%

２．反映していない
178、73.3%

２．反映していない
 179、73.7%

２．反映していない
161、66.3%　
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札幌大谷大学

札幌学院大学

札幌保健医療大学

天使大学

道都大学

函館大学

藤女子大学

北翔大学

北星学園大学

北海学園大学

北海道工業大学

北海道情報大学

北海道文教大学

東北女子大学

八戸学院大学

八戸工業大学

弘前医療福祉大学

富士大学

盛岡大学

尚絅学院大学

仙台大学

東北工業大学

東北生活文化大学

東北文化学園大学

東北薬科大学

東北芸術工科大学

東日本国際大学

福島学院大学

茨城キリスト教大学

筑波学院大学

足利工業大学

国際医療福祉大学

関東学園大学

共愛学園前橋国際大学

群馬医療福祉大学

東京福祉大学

浦和大学

埼玉医科大学

十文字学園女子大学

駿河台大学

西武文理大学

東京国際大学

東邦音楽大学

日本医療科学大学

日本工業大学

日本薬科大学

平成国際大学

武蔵野学院大学

明海大学

ものつくり大学

植草学園大学

江戸川大学

川村学園女子大学

敬愛大学

三育学院大学

秀明大学

淑徳大学

聖徳大学

清和大学

千葉経済大学

千葉商科大学

中央学院大学

日本橋学館大学

麗澤大学

上野学園大学

桜美林大学

大妻女子大学

北里大学

杏林大学

国立音楽大学

国士舘大学

こども教育宝仙大学

昭和大学

杉野服飾大学

大東文化大学

高千穂大学

多摩大学

玉川大学

多摩美術大学

帝京科学大学

帝京平成大学

東京医療学院大学

東京家政学院大学

東京工科大学

東京純心女子大学

東京女子体育大学

東京聖栄大学

東京造形大学

東京富士大学

東京未来大学

東京理科大学

桐朋学園大学

日本医科大学

日本歯科大学

日本獣医生命科学大学

日本赤十字看護大学

日本体育大学

文化学園大学

文京学院大学

武蔵野音楽大学

ヤマザキ学園大学

麻布大学

神奈川工科大学

相模女子大学

産業能率大学

松蔭大学

昭和音楽大学

星槎大学

洗足学園音楽大学

鶴見大学

田園調布学園大学

桐蔭横浜大学

日本映画大学

八洲学園大学

横浜薬科大学

長岡造形大学

新潟経営大学

新潟工科大学

健康科学大学

身延山大学

桐朋学園大学院大学

北陸大学

仁愛大学

福井工業大学

佐久大学

諏訪東京理科大学

長野大学

松本大学

松本歯科大学

朝日大学

岐阜医療科学大学

岐阜経済大学

岐阜女子大学

岐阜聖徳学園大学

静岡英和学院大学

静岡産業大学

静岡福祉大学

静岡理工科大学

常葉大学

浜松大学

浜松学院大学

富士常葉大学

愛知学院大学

愛知工科大学

愛知工業大学

愛知産業大学

愛知みずほ大学

桜花学園大学

金城学院大学

修文大学

椙山女学園大学

星城大学

大同大学

至学館大学

中部大学

東海学園大学

同朋大学

豊橋創造大学

名古屋学芸大学

名古屋芸術大学

名古屋造形大学

名古屋文理大学

人間環境大学

四日市大学

成安造形大学

びわこ成蹊スポーツ大学

京都外国語大学

京都学園大学

■アンケートにご協力いただいた大学
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京都嵯峨芸術大学

京都女子大学

京都造形芸術大学

京都ノートルダム女子大学

明治国際医療大学

大阪大谷大学

大阪音楽大学

大阪観光大学

大阪経済大学

大阪国際大学

大阪樟蔭女子大学

大阪体育大学

大阪電気通信大学

大阪人間科学大学

大阪保健医療大学

関西医療大学

関西福祉科学大学

近畿大学

四條畷学園大学

四天王寺大学

摂南大学

相愛大学

太成学院大学

梅花女子大学

羽衣国際大学

東大阪大学

プール学院大学

森ノ宮医療大学

芦屋大学

大手前大学

甲子園大学

甲南女子大学

神戸芸術工科大学

神戸薬科大学

神戸山手大学

兵庫大学

畿央大学

奈良大学

吉備国際大学

倉敷芸術科学大学

エリザベト音楽大学

比治山大学

広島経済大学

広島工業大学

広島国際大学

広島国際学院大学

広島文化学園大学

広島文教女子大学

梅光学院大学

山口福祉文化大学

高松大学

九州情報大学

久留米工業大学

純真学園大学

西南女学院大学

聖マリア学院大学

筑紫女学園大学

西日本工業大学

福岡工業大学

福岡国際大学

福岡歯科大学

西九州大学

長崎国際大学

九州ルーテル学院大学

熊本保健科学大学

尚絅大学

崇城大学

日本文理大学

別府大学

南九州大学

宮崎国際大学

志學館大学

第一工業大学

沖縄国際大学

名桜大学

（質問票）

評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査

◎評価員制度について（平成 25 年度より新制度）

当機構の依頼に基づき関係機関等から推薦された

「評価員候補者」を原則 3 年間登録します。当該年度

の評価に実際に携わる「評価員」は、「評価員候補者」

の中から大学評価判定委員会が選定し、当機構理事長

が委嘱します。評価員の任期は委嘱されてから当該年

度の評価結果確定までの約 1 年間となります。

◆�「評価員候補者」：所属機関長から推薦され、当機構

において登録された方

◆�「評価員」：評価員候補者の中から当該年度の評価を

実際に担当していただく方

　以下の質問についてご回答をお願いいたします。選

択肢が複数ある場合は、該当する番号に○印または該

当する番号を全てご記入ください。

１．貴学の現在の状況について

１－１�．当機構にこれまで評価員候補者を推薦してい

ますか。

１．推薦している

２．過去に推薦していたが今は推薦していない

３．推薦したことがない

※いずれかを記載したうえで質問票を送付

２．推薦する理由について

２－１�．設問 1 － 1 で「1. 推薦している」「2. 過去に

推薦していたが今は推薦していない」と回答し

た機関にお尋ねします。評価員候補者を推薦し

た理由（期待を含め）は何ですか。職種ごとに

該当する理由の選択肢番号を○印で囲んでくだ

さい（複数回答可）。

【理由の選択肢】

１．学内の自己点検・評価活動を推進してもらうため

２．受審準備に向けて経験を積んでもらうため

３�．他大学の評価を通じて高等教育情勢を広く学び、

学内へフィードバックしてもらうため

４�．学内で認証評価に関する説明、啓蒙活動を行って

もらうため

５．その他（自由記述）

（1）役員
（＊ 1）：1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5（� ）
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（2）教員（＊ 2）：1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5（� ）

（3）職員（＊ 3）：1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5（� ）

注：

（＊１）… �理事長・学長等を含む理事、監事、顧問な

どを指す。本アンケートにおいて以下同様。

（＊２）… �上記（＊１）以外の教員を指す。本アンケー

トにおいて以下同様。

（＊３）… �上記（＊１）以外の事務職員を指す。本ア

ンケートにおいて以下同様。

２－２�．設問 1 － 1 で「2. 過去に推薦していたが今は

推薦していない」「3. 推薦したことがない」と

回答した機関にお尋ねします。現在評価員候補

者を推薦していない、できない理由は何ですか。

職種ごとに該当する理由の選択肢番号を○印で

囲んでください（複数回答可）。

【理由の選択肢】

１．人的余裕がなかったため

２．適任者がいなかったため

３�．推薦依頼から提出までの期限が短く、人選が間に

合わなかったため

４．推薦する必要性を感じないため

５．その他（自由記述）

（1）役員： 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5（� ）

（2）教員： 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5（　� ）

（3）職員： 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 ・ 5（　� ）

３．学内での推薦候補者の選考方法等について

３－１�．全機関にお尋ねいたします。当機構より推薦

依頼があった場合、推薦する候補者の貴学にお

ける選定方法を教えてください。職種ごとに該

当する番号を【　】内にご記入ください。

【下記①・②の選択肢（人）】

1. 理事長　2. 学長　3. 学部長・学科長　4. 法人事務局

長　5. 大学事務局長　6. 自己推薦　7. その他

【下記②の選択肢（組織）】

1. 理事会　2. 教授会　3. 自己点検・評価委員会　4. 特

になし　5. その他

（1）役員：

①学内の推薦候補者を選び提案する人　【　　　　　】

②推薦する、しないを含め最終決定する人または組織

　【人：　　　　　組織：　　　　　】

（2）教員：

①学内の推薦候補者を選び提案する人　【　　　　　】

②推薦する、しないを含め最終決定する人または組織

　【人：　　　　　組織：　　　　　】

（3）職員：

①学内の推薦候補者を選び提案する人　【　　　　　】

②推薦する、しないを含め最終決定する人または組織

　【人：　　　　　組織：　　　　　】

４．再登録の決定方法について

４－１�．設問 1 － 1 で「1. 推薦している」「2. 過去に

推薦していたが今は推薦していない」と回答し

た機関にお尋ねいたします。評価員候補者の登

録期間（3 年）が終了するに当たり、当機構よ

り再登録の依頼があった場合の貴学における決

定方法を教えてください。職種ごとに該当する

番号を【　】内にご記入ください。

【人の選択肢】

1. 理事長　2. 学長　3. 学部長・学科長　4. 法人事務局

長　5. 大学事務局長　6. その他

【組織の選択肢】

1. 理事会　2. 教授会　3. 自己点検・評価委員会　4. 特

になし　5. その他

（1�）役員：再登録する、しないを含め最終決定する人

または組織　【人：　　　　　組織：　　　　　】

（2�）教員：再登録する、しないを含め最終決定する人

または組織　【人：　　　　　組織：　　　　　】

（3�）職員：再登録する、しないを含め最終決定する人

または組織　【人：　　　　　組織：　　　　　】

５．学内での評価員候補者の管理方法等について

※ 5 以降は全機関にお尋ねいたします。

５－１�．評価員候補者の人事上の管理をどのように

行っていますか（行う予定ですか）。過去に評

価員候補者を推薦したことがない場合は、今後

推薦する場合を想定してお答えください。該当

する番号を○印で囲んでください。

１．法人の人事・総務関係部署にて台帳管理

２．大学の庶務・総務関係部署にて台帳管理
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３．自己点検・評価委員会等にて統計資料等として管理

４．事務局担当部署が把握

５．特に管理していない

６．その他（� ）

５－２�．評価員候補者が評価員として委嘱された場合、

学内へはどの範囲にどのように周知しますか

（周知する予定ですか）。職種ごとに該当する番

号を○印で囲み、周知する（周知する予定があ

る）場合はその範囲・周知方法をご記入くださ

い。

〈範囲・周知方法の記入例〉理事長、学長及び評価員

の所属学部の学部長へ口頭で報告など

（1）役員：

　１．周知する（範囲・周知方法：� ）

　２．周知しない

（2）教員：

　１．周知する（範囲・周知方法：� ）

　２．周知しない

（3）職員：

　１．周知する（範囲・周知方法：� ）

　２．周知しない

５－３�．評価員候補者が評価員として委嘱された場合、

業務上の軽減措置等を設けていますか（設ける

予定ですか）。職種ごとに該当する番号を○印

で囲み、軽減措置がある（措置を設ける予定が

ある）場合はその内容をご記入ください。

（1）役員：

　１．設けている（措置内容：� ）

　２．設けていない

（2）教員：

　１．設けている（措置内容：� ）

　２．設けていない

（3）職員：

　１．設けている（措置内容：� ）

　２．設けていない

５－４�．評価員候補者が評価員として活動した場合、

人事評価などへ反映していますか（反映する予

定ですか）。職種ごとに該当する番号を○印で

囲み、人事評価などへ反映している（反映する

予定がある）場合はその内容をご記入ください。

〈反映内容の記入例〉

社会活動（学外の教育研究活動）として人事評価のポ

イント（ポイント制の場合）に加算　など

（1）役員：

　１．反映している（反映内容：� ）

　２．反映していない

（2）教員：

　１．反映している（反映内容：� ）

　２．反映していない

（3）職員：

　１．反映している（反映内容：� ）

　２．反映していない

６�．当機構から評価員候補者の推薦を依頼する時期等

について

６－１�．当機構から評価員候補者の推薦を依頼する適

切な時期、依頼方法についてご意見・ご要望を

お聞かせください（自由記述）。

（� ）



140

テーマ２　Ⅱ．評価員候補者の推薦依頼・登録業務に関する調査

　 　

Ⅱ．評価員候補者の推薦依頼・登録業務に関す

　　る調査

　 　

１．調査目的

当機構が設立してから 10 年間にわたる評価員候補

者の推薦依頼と登録について実施した業務内容とその

成果を明らかにすること。また、その結果から評価員

候補者の確保につながる業務改善を考察すること。

２．調査概要

方法：過去 10 年間の評価員候補者の推薦依頼・登録

に関連する業務の保存データ、決裁書などの文書、評

価員のデータベースなどを評価研究部において確認

し、整理する。平成 22（2010）年度からはファッショ

ン・ビジネス系専門職大学院評価、平成 25（2013）

年度からは短期大学期間別認証評価が始まったが、評

価校数が少なく評価員候補者の数も少ないため、本調

査は大学機関別認証評価の評価員候補者に焦点をあて

るものとする。

調査期間：平成 26（2014）年 1 月～ 3 月

３．調査結果

①評価員候補者の推薦依頼の方法

①－（1）推薦依頼の種類

これまで当機構が行ってきた評価員候補者の推薦

を依頼する方法は大別して 2 種ある。「広く大学機関

長（学長・理事長）に対し依頼するもの」と「評価員

を依頼したい方の所属する機関の機関長に依頼するも

の」である。

前者を本稿では「一括依頼」と呼ぶ。会員校など

400 校前後に一斉に依頼状を送付し、期限を設けて推

薦を募る。実施する年としない年があり、行う場合は

1 年に 1 度である。

後者を「個別依頼」と呼ぶ。主に、その年の認証評

価を実施するにあたって評価員が不足すると予想する

場合や、特に評価員にふさわしいと理事長が判断した

人物に対し、必要な時期に不定期に行われる。これま

では、例えば、「次年度の申請校が 50 校なのに財務を

担当できる評価員候補者が 40 人しかいない」という

ような場合に、「財務部長の〇〇さんを推薦してほし

い」というように指名のうえでの依頼が行われてきた。

「個別依頼」は、あらかじめ依頼先である大学の学

長などに内諾を得てから依頼書が出されるもので、依

頼すればほぼ推薦が得られることと、数が少ないた

め、本調査は「一括依頼」について進めていくこと

にする。

①－（2）年度別の依頼方法

「一括依頼」は、平成 16（2004）年から平成 25

（2013）年までに、平成 17（2005）、平成 21（2009）、

22（2010）、24（2010）年度を除く各年度に 1 度ず

つ、計 6 回行われた。

依頼方法は、大学の機関長（理事長・学長）へ依頼

書文書を送付し、期限を設けて推薦を依頼する。大学

は学内検討後、推薦する場合は推薦書などの様式を当

機構のホームページからダウンロードし、作成して当

機構へ送付する、というものである。

依頼書には、評価員の任務や推薦してほしい人の条

件が書かれている。同封しているのは、「推薦書」と

「履歴書」の様式が共通で、ほかは年度によって異なる。

推薦書には 1 枚で 3 人まで推薦できるようになってお

り、大学機関長と本人の印鑑が必要である。

平成 16（2004）年度

11 月に当機構が設立され、認証評価のスタートに

向け準備が進められていく中、初めての推薦依頼書が、

平成 17（2005）年 1 月 18 日に発送された。推薦書

の提出は同年 2 月 14 日までとなっている。日本私立

大学協会会長が私大協会の加盟大学に送付し、私大協

会が推薦をとりまとめ、当機構へ提出する形式であっ

た。当時の私大協会の加盟大学である全 352 校に郵

送された。依頼文には、「第三者評価の実施にあたり

ましては、評価員の確保が最重要課題であることから」

としたうえで、「加盟大学にご協力をいただきます」

と記載し、明確に「加盟校としての協力」を呼びかけ

ている。

推薦の条件として、「原則として 10 年以上の大学に

おける職務経験をもつ、大学経営管理者（理事長、学

長、副学長等）、評価員としてふさわしいと思われる

教員（学部長、研究科長等の教授又は助教授）及び職

員（事務局長、法人本部長、財務部長等）のうちから、

できますれば 2 名以上」と記載している。

この年は、推薦を許諾する場合、評価員候補者の「履

歴書」に加えて「略歴書」の提出も求めていた。「略歴書」
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は、名前や所属などのほかに、第三者評価の経験、担

当を希望する評価基準を記載するようになっていた。

平成 18（2006）年度

依頼時期がやや早くなり、平成 18（2006）年 12

月 19 日の発送、翌平成 19（2007）年 1 月 31 日が

締切りであった。私大協会加盟校と当機構会員校の計

377 校に発送された。

推薦書の様式が変更され、候補者ごとに記載が必要

だった「大学所在地」（住所、電話番号、ファクス、E

メール）の欄が削除され、「この件に関わる連絡担当者」

の欄が追加された。また、前年の「履歴書」と「略歴

書」を一本化する形で「履歴書」のみとなった。

依頼書に記載の推薦条件が「原則として 10 年以上

の大学における職務経験をもつ、大学経営管理者（理

事長、学長、副学長等）、評価員としてふさわしいと

思われる教員（学部長、研究科長等の教授又は助教授）

及び職員（事務局長、法人本部長、財務部長等）のう

ちから、現在委嘱中の人を除き 1 ～ 2 名以上」となっ

た。平成 16（2004）年度の「2 名以上」から「1 ～

2 名以上」と人数が緩和された以外は同じ条件になっ

ている。

依頼書には、評価実施校、申請校数、予定校数の大

幅な増加を予想しており、「なかんずく評価の実施に

おいては評価員の確保が最重要課題」と、前回と同様

にその必要性を強調したうえで、「現在 460 人の方々

に評価員を委嘱いたしております」が、「新たに 350

人程度の増員を行い、800 人体制といたしたく」との

目標を掲げている。

当機構では平成 17（2005）年度から会員制が発

足し、この年にはすでに 238 の会員大学があったが、

依頼書では私大協会にも加盟している 232 校には「私

大協会加盟大学から推薦をいただくことにより」実現

したいとした。残り 6 校の当機構会員校ではあるが私

大協会に加盟していない大学には、「本機構会員大学

の評価員候補者のご推薦により」実現したいと記載し

ている。

また、この年から当機構理事長からの依頼となるが、

私大協会加盟校へは私大協会会長からの推薦協力を要

請する文書を同封している。この文書には、「ご協力

方お願い」として、当機構から協力依頼を受けたこと

を示したうえで、推薦するよう求めている。

平成 19（2007）年度

11 月 6 日に発送され、締切りは 12 月 21 日で、初

めて年内の実施となった。私大協会加盟校と当機構会

員校の計 403 校に依頼書を送付した。

推薦の条件は、「原則して 10 年以上の大学における

職務経験をもつ、大学経営管理者（理事長、学長、副

学長等）、及び財務等を担当する評価員としてふさわ

しい方（事務局長、法人本部長、財務部長等）につい

て、現在委嘱中の方を除き新規に 1 ～ 2 名程度」となっ

た。「教員」の記載がなくなり、「1 ～ 2 名以上」が「1

～ 2 名程度」とさらに緩和されている。

この年も、私大協会と当機構のどちらにも加盟して

いる大学へは私大協会加盟校用の文書と私大協会会長

からの推薦協力願いが送られている。

依頼書は「800 人の方々に評価員を委嘱しており」

と、前年度依頼時の目標達成を示唆したうえで、「大

学の管理運営に携わっている方、特に要員不足となっ

ている財務等の担当の方を増員」したいと、不足して

いる専門分野について初めて言及した。

「履歴書」には「第三者評価の評価員の経験」として、

自由記述ではなく「大学評価・学位授与機構」「大学

基準協会」「短大基準協会」「日本技術者教育認定機構」

「その他」に〇をつけるよう変更され、学歴や職歴は「過

去 15 年を目安に主要なものをご記入ください」と注

意書きが付加された。職歴についてはさらに「同一勤

務先における移動については特筆すべきもののみご記

載ください」としている。これは、これまでの履歴書

で特に職歴に関して部署異動など全て記載しているも

のが多かったため、評価員候補者側の記入の負担を減

らし、当機構としては効率よくデータ登録ができるよ

うにとの配慮からのようだ。

この年の大きな特徴は、別紙として「貴学から推薦

していただいている方」の一覧を付けたことである。

名前、役職、登録期間（当時は委嘱期間）が掲載され

ている。これによりすでに登録されている評価員候補

者の登録内容の変更申し出が増加することを予測し、

「評価員（候補者）の登録の変更について」という届

出書の様式を同封した。また、「評価員候補者の募集

に関するよくあるご質問」を同封し、大学側の疑問に

答える努力をしている。

平成 20（2008）年度

12 月 5 日に発送され、締切りは翌平成 21（2009）
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年 1 月 16 日だった。私大協会加盟校と当機構会員校

の計 405 校に発送された。

依頼書には前年と同様に、すでに 800 人の登録が

あることを伝え、そのうえで再び「要員不足となって

いる財務等の担当の方の増員」をめざしたいとしてい

る。推薦条件は、「原則として 10 年以上の大学におけ

る職務経験を持つ、大学経営管理者（理事長、学長、

副学長等）、及び財務等を担当する評価員としてふさ

わしい方（事務局長、法人本部長、財務部長等）」「現

在委嘱中の方を除き新規に 1 ～ 2 名程度」と、書き方

は異なるが内容は前年度と同様になった。

前年度同様に、依頼書、推薦書・履歴書の様式、所

属評価員の一覧、登録変更用紙、「よくあるご質問」

を同封しての依頼だった。「よくあるご質問」に「記

入について」の質問・回答を追加した以外、文書の内

容は同じである。評価員候補者の登録がない大学には

所属評価員の一覧と登録変更用紙を除いて発送した。

また、この年も、前年度同様に、私大協会加盟校か

つ当機構会員校には私大協会会長の協力依頼書を同封

している。

平成 23（2011）年度

平成 21（2009）、22（2010）年度は一括依頼をせず、

平成 23（2011）年度にこれまでと違う形式で行った。

まず、評価員候補者の登録がある大学とない大学に

分け、評価員候補者をすでに登録している 261 大学

へは「登録確認について」という文書を送付した。内

容は、記載された学内の評価員候補者のリストを大学

が確認し、役職などの変更などがあれば当機構への届

出を促すもので、「辞任される方がいらっしゃる場合

は、可能な限り新たな候補者をご推薦ください」とし

た。評価員候補者の登録が始まってから 7 年がたち、

評価員委嘱の内諾を得るための電話で退職を知るなど

の事態が相次いだため、登録データのクリーニングの

目的があった。

これによって大量の登録変更、辞任の申し出がある

ことを予測し、大学側が提出する際に使用する関係様

式の整理も行った。12 種類を 6 種類に整理・統合し、

履歴書では新評価システムの基準に合わせて「担当を

希望する基準」欄の変更も行った。これらの様式は推

薦依頼の期間だけではなく、当機構ホームページに常

時掲載し、大学側が必要に応じて使用できるようにし

た。

また、当機構の会員校で評価員候補者がいない 95

大学へは従来の一括方式で依頼した。私大協会加盟校

であっても当機構会員校でない大学は含まれていな

い。推薦条件は、「原則として 10 年以上の大学におけ

る職務経験を持つ教職員の方　1 名」とかなり緩和さ

れている。依頼書にはこれまでのような評価申請校数

や評価員数の説明はなく、「大学の多様な教育研究活

動等を適切に評価するため」とトーンダウンしたもの

になっている。

どちらも 11 月 18 日の発送、12 月 12 日が締め切

りとなった。同封書類は、登録確認では「大学別　評

価員候補者一覧」「推薦書」「履歴書」「登録変更届」「辞

任届」のほか、「評価員規程」が入った。評価員候補

者がいない大学への一括依頼では、「推薦書」「履歴書」

「評価員規程」を同封し、私大協会会長の協力依頼書

は入っていない。

平成 25（2013）年度

私大協会加盟校と当機構会員校の計 429 校に発送

された。この規模での一括依頼は平成 20（2008）年

以来 5 年ぶりであった。依頼書はこれまででもっとも

早く 9 月 13 日に発送され、10 月 31 日が推薦書の提

出締切りとなった。

推薦条件は、「原則として 10 年以上大学等における

職経験を有する大学の専任教員　1 人　及び大学の管

理運営や財務をご担当いただける方　1 人」と、具体

的になった。推薦を希望する人数に計「2 人」を記載

したのも 5 年ぶりのことだった。

同封書類は、「推薦書」「履歴書」「評価員規程」だっ

たが、この年初めての短期大学評価が実施されていた

ため、評価員候補者について「大学機関別」「短大機

関別」の区別をする必要が出ていた。「評価員候補者」

ではなく「大学評価員候補者」と、依頼状を含めてす

べての様式などで「大学」を付したものに変更した。

また、私大協会会長の協力依頼は同封していないが、

私大協会総会で協力要請をしている。

この年の大きな特徴は、依頼に対して返答のなかっ

た大学に対し、締切り後の 11 月 7 日「再度のご依頼」

を出したことである。243 校に対し、11 月 29 日まで

推薦を受付ける旨を記載して発送した。

①－（3）推薦依頼の結果

以上のような推薦依頼がされた結果、推薦を許諾し
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た大学と推薦された人数は表 12 のとおり。

平成 16（2004）年度は初めての依頼であり、推薦

を承諾したのは 240 校。推薦率は 68.2％となった。

推薦者数は 532 人で、1 校あたり推薦者数は 2.2 人と

なった。認証評価のスタートを翌年に控え、私大協会

からの依頼という形を取ったことで、各大学の関心度

が高かったといえる。

次 の 依 頼 時 か ら 推 薦 率 は 下 が り 続 け、 平 成 18

（2006）年度 46.2％、19（2007）年度 29.0％、平成

20（2008）年度 26.1％となり、1 校あたり推薦者数

も 1.6 人、1.5 人、1.3 人と減少している。これは、初

年度に推薦をしたことで、翌年以降は控えた大学が多

かったほか、当機構が望む推薦人数も「2 名以上」か

ら「1 ～ 2 名程度」などへと緩和していることが理

由に考えられる。ただし、結果としては当機構が望

む「800 人体制」は平成 18（2006）年度の推薦で達

成しているので、平成 19（2007）年度以降は少ない

分野の補充という目的の色合いが強かったと考えられ

る。

平成 23（2011）年度の評価員候補者がいない会員

校に対して行った一括依頼では、95 大学中 35 大学が

推薦に応じ、推薦率は 36.8％と高値になり、効果的

な依頼方法だったと思われる。

平成 25（2013）年度は 429 校に依頼し 165 校か

ら推薦があり、推薦率は 38.5％。返答のない大学へ

の再度の依頼が大きな効果を挙げたといえよう。

②評価員候補者の再登録

評価員候補者の推薦依頼・登録に関する業務でもう

一つ重要なのが、評価員候補者の再登録依頼である。

評価員候補者の任期は 3 年。続けて登録をしてほし

い評価員候補者に対し、任期終了となる時期までに、

再登録を依頼することになる。方法は、文書にて機関

長に依頼し、機関長と本人の承諾書、新たな推薦書を

もらう。

依頼年度と再登録率の関係は表 13 のようになった。

表のうち、「推薦依頼年度」は、推薦依頼をした年度。

「任期満了者」にはその年に個別依頼で推薦された候

補者も含めているが、一括依頼と個別依頼で任期が異

なる年度や一括依頼を行わなかった年度に個別依頼に

より推薦された評価員候補者のデータは省略してい

る。「再登録依頼者数」は、「任期満了者」のうち、当

機構の判断で依頼をしなかった人（主に年齢による）、

依頼をした後ですでに大学を退職していることがわ

かった人などを除いた数。「再登録承諾者数」は機関

長・本人から再登録の承諾が取れた人の数。「再登録率」

の分母は「再登録依頼者数」である。

平成 16（2004）年度に推薦された評価員候補者

532 人のうち、登録をした 470 人の任期は平成 17

（2005）年 10 月 1 人から平成 20（2008）年 9 月 30

表 12　評価員候補者の「一括依頼」の実績

年度 依頼機関数 承諾機関数 推薦率 推薦者数
１校あたり

推薦者数　
備考

16（2004） 352 240 68.2％ 532 2.2 私大協会から私大協会加盟校へ依頼

17（2005） 　 　 　 　 　

18（2006） 377 174 46.2％ 284 1.6 当機構会員校＋私大協会加盟校

19（2007） 404 117 29.0％ 171 1.5 当機構会員校＋私大協会加盟校

20（2008） 402 105 26.1％ 137 1.3 当機構会員校＋私大協会加盟校

21（2009） 　 　 　 　 　

22（2010） 　 　 　 　 　

23（2011） 356 74 20.8％ 86 1.2 登録確認 261 校＋登録なしの会員校へ 95 校

（261） （39） （14.9％） （51） （1.3） 登録確認で辞任があった場合の補充依頼

（95） （35） （36.8％） （35） （1.0） 評価員候補者の登録のない会員への依頼

24（2012） 　 　 　 　 　

25（2013） 429 165 38.5％ 230 1.4 
当機構会員校＋私大協会加盟校

返答のない大学 243 校に追加依頼あり
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日。任期途中で辞任のケースもあるため、任期満了を

迎えたのは 425 人であった。あらかじめ文書にて本

人に意向を聞き、再登録しないとの回答（ファクス

にて）があった人を除く 411 人について再登録の依

頼を行った。その結果、再登録を承諾したのは 313

人で、再登録率は 76.2％だった。あらかじめ本人の

意向を聞いてから再登録依頼をしたのはこの年のみ

である。

平成 16（2004）年度に推薦された評価員候補者は

すでに 4 期目になり、現在の任期は平成 26（2014）

年 4 月 1 日から平成 29（2017）年 3 月 31 日。再登

録を 3 回したことになり、2 期満了時では 64 歳以下

の 147 人に依頼し 118 人が承諾、3 期満了時は 70 歳

以下の 104 人に依頼し 78 人が承諾している。再登録

率は各 80.3％、75.0％となった。

次の推薦者から全体の再登録率は下がり、平成 18
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表 13　評価員候補者の再登録率

推薦依頼年度 期 任期 任期満了者数
再 登 録

依頼者数

再 登 録

承諾者数
再登録率

16（2004）

1 期

H17.10.  1

～

H.20.  9.30

425 411 313 76.2％

（経験あり） 134 115 85.8％

（経験なし） 277 198 71.5％

2 期

H.20.10.  1

～

H23.  3.31

290 147 118 80.3％

（経験あり） 117 92 78.6％

（経験なし） 30 24 80.0％

3 期

H23.  4.  1

～

H26.  3.31

109 104 78 75.0％

（経験あり） 91 71 78.0％

（経験なし） 13 7 53.8％

17（2005） 　 　 　 　 　

18（2006）

1 期

H19.  4.  1

～

H22.  3.31

270 270 170 63.0％

（経験あり） 128 95 74.2％

（経験なし） 142 75 52.8％

2 期

H.22.  4.  1

～

H25.  3.31

154 120 84 70.0％

（経験あり） 88 60 68.2％

（経験なし） 32 24 75.0％

19（2007）

1 期

H20.  4.  1

～

H23.  3.31

160 108 75 69.4％

（経験あり） 83 52 62.7％

（経験なし） 25 20 80.0％

2 期

H23.  4.  1

～

H27.  3.31

67 67 44 65.7％

（経験あり） 55 32 58.2％

（経験なし） 12 12 100.0％

20（2008） 1 期

H21.  4.  1

～

H24.  3.31

115 102 73 71.6％

（経験あり） 67 46 68.7％

（経験なし） 35 27 77.1％

21（2009） 　 　 　 　 　

22（2010） 　 　 　 　 　

23（2011） 1 期
（平成 27（2015）年

３月に任期満了）
　 　

24（2012） 　 　 　 　 　

25（2013） 1 期
（平成 29（2017）年

３月に任期満了）
　 　 　

※「経験」とは、評価員として実際の評価を担当した経験のこと
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（2006）年度の推薦者は 1 期満了時 63.0％、2 期満

了時が 70.0％。平成 19（2007）年度で 1 期満了時

69.4％、2 期満了時 65.7％、平成 20（2008）年度は

現在 1 期満了時のみで 71.6％である。

評価員経験（実際に評価チームの一員として評価を

行った経験）の有無で比較すると、平成 16（2004）

年度推薦者の場合、経験している人は 1 期終了時

85.8％、経験していない人は 71.5％が再登録をしてお

り、評価員経験者のほうが上回った。2 期終了時はほ

ぼ同じ、3 期終了時は経験者 78.0％、未経験者 53.8％

という結果になった。この傾向は平成 18（2006）年

度の推薦者の 1 期満了時にも表れる（経験者 74.2％、

未経験者 52.8％）が、平成 19（2007）年度の推薦者

は 1 期、2 期とも未経験者の再任率が高くなるなど、

相関性が見出しにくい結果となった。当機構にとって

は、特に経験者には再登録して評価員として長く活躍

していただくことを望んでおり、更なる調査が必要だ

ろう。
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Ⅲ．考察

　 　

「評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査」か

らは、評価員候補者の推薦や処遇についての大学側の

考え方が明らかになり、「評価員候補者の推薦依頼・

登録業務に関する調査」からは推薦依頼の方法、推薦

率・再登録率の推移などがわかった。これら二つの調

査結果をふまえ、評価員候補者の確保に関して、業務

上で改善・工夫できることを考察した。

継続した調査による中長期的な計画

評価員候補者確保の第一歩としては、評価員候補者

の数、専門分野、評価員経験の有無などの定期的な分

析に、評価申請校の増減予測を合わせて、推薦依頼方

法や管理方法を中長期のスパンで戦略的に考えること

になろう。

推薦を依頼しても、推薦率や人数は依頼方法によっ

て異なる。当機構が必要とみなす登録者数はあっても、

財務など特定の分野において不足することもある。推

薦されても、1 期 3 年で辞任する評価員候補者がどの

年度も 2 ～ 3 割はいる。このような実態は今後どう

なっていくのか調査を続け、結果を踏まえた計画の立

案が必要と思われる。

評価員候補者を推薦する意味、意義についての啓発

「評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査」か

らは、評価員候補者を推薦したことがある大学は、評

価員経験を学内にフィードバックしてもらうなど大学

側のメリットを認識していることがわかった。これを

推薦したことがない大学にも伝え、推薦への姿勢を検

討してもらう必要がある。

また、評価員候補者を推薦できない理由として「人

的余裕がない」を挙げる大学が非常に多かったが、認

証評価は「ピア・レビュー」によって成立っており、

評価員候補者を出すことはどの大学にも意味があるの

だと理解してもらうための努力をすべきだろう。これ

は認証評価機関としての使命でもあり、依頼書への記

載を始め、各種のセミナーや広報ツール（機関誌、メー

ルマガジン）を活用して計画的に周知していくことが

考えられる。

評価員の業務内容や拘束時間などを知らせる

評価員がどれくらい学務の時間を取られるかがわか

りにくい、学内の評価員経験者の話により推薦者の

ハードルが上がったために推薦できない、という可能

性については先に述べた。これらは、すべきことや求

められる資質など評価員の任務内容に加え、出張日数、

拘束時間などを具体的に知らせることで、いくらか解

消されるのではないだろうか。推薦依頼文書に、評価

のスケジュールや拘束時間のサンプルケースを示す、

評価員経験者に負担感を聞き、そのコメントを掲載し

た資料を添付することなどが考えられる。

会員など組織の力の活用

当機構の設立母体となる私大協会は、歴史が長く、

加盟校同士のつながりも深い。平成 16（2004）年度

は私大協会からの依頼として 7 割近い推薦率となった

ことは、初めての推薦依頼であったことを考慮しても

その影響力が大きかったと思われる。平成 25（2013）

年度には私大協会総会で協力要請をした。この年の推

薦率は 38.5％となり、返答がない大学への「再度の

お願い」との相乗効果で高い推薦率を挙げることがで

きた。今後も、できる限りの協力を得ていくことが望

ましい。

私大協会へは、これら直接的なものに加え、同協会

が発行する「教育学術新聞」に評価員の確保の重要性

についての文書を当機構から投稿することや、各支部

へ協力要請することなども考えられるのではないだろ

うか。

合わせて、私大協会のみに頼るのではなく、当機構

会員校の活用度を高める必要があるだろう。当機構の

会員の大学は平成 26（2014）年 6 月で 324 校を数え

る。会員校が全て当機構で認証評価を受けるわけでは

ないが、機関長への文書や「評価充実協議会」などに

より会員校への推薦よびかけを強化することが考えら

れる。

再登録率の向上

再登録率の上昇は大きな課題である。推薦された評

価員候補者に評価員として経験を積んでいただき、評

価チームの団長や、チーム内で未経験の評価員へのサ

ポートなどの役割を担っていただくことで、評価チー

ムが安定し、クオリティの高い評価の実施につながっ

ていくと考えられるからだ。
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再登録について、評価員候補者本人の評価員経験の

有無による違いについては、今回の調査からは測れな

かったが、「評価員候補者の推薦に関する大学の意識

調査」では、再登録の是非を決定するのは評価員候補

者が「役員」「職員」の場合は理事長、教員の場合は

学長が最も多いという結果が出ている。評価員候補者

の職種によって、依頼書に記載する表現や依頼先を変

えるというのも一つの方法だろう。

また、推薦時や再任依頼時には、長く登録してもら

う意義を大学に理解してもらうことが必要である。依

頼書に記載する、「大学・短期大学評価セミナー」や「評

価充実協議会」などの場で説明するなどの方策が考え

られる。

決定者・担当者へのアプローチ

「評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査」の

結果、評価員候補者の推薦は、組織決定の流れには乗

らず、理事長や学長などが提案・決定することが主流

のようであることは先に述べた。評価員候補者として

推薦してほしい人材の職種によって、学長、理事長、

事務局長などへ宛てた文書を追加することが考えられ

る。また、担当部署に確実に届くよう、今回のデータ

を活用したリスト作成も有効であると思われる。

学内での評価員の認知度アップ

「評価員候補者の推薦に関する大学の意識調査」で

は、学内での評価員候補者の存在感の薄さが感じられ

る結果となった。台帳管理はされず、評価員に委嘱さ

れたときも周知されず、業務の軽減措置や人事評価へ

の反映もない。「守秘義務」が意識されていることも

あろうが、認証評価を担う評価員の学内での認知度が

あまり高くないことがうかがえた。

学内での評価員の存在感を大きくすることで、その

重要性や推薦の意義が大学内に伝わると考えるなら

ば、大学に対し、この状況を改善できるような仕掛け

を考えるべきだろう。定期的な確認依頼を行って評価

員候補者のことを意識してもらう、推薦依頼時や、評

価員委嘱の際には、機関長に対し、その重要性を記し

たうえで「管理のお願い」などを付すことも考えられ

る。

また、今回の意識調査結果を大学に知らせることも、

大学が評価員候補者や評価員の管理・処遇について検

討を始めるきっかけになる可能性もある。

推薦依頼先の絞込み・依頼方法の工夫

平成 23（2011）年度の評価員候補者がいない会員

への推薦依頼は、通常の一括依頼に比べて推薦率が

高かった。すでに評価員候補者を推薦している大学に

とって、さらに依頼されるのは心情的によいものでは

ないと予想できることからも、この方法は効果が高

かったと思われる。「評価員候補者が 1 人いる大学に

もう 1 人」「教員だけが登録している大学に職員」など、

依頼先のセグメントと推薦条件を組合わせる方策が考

えられる。

また、平成 25（2013）年度の推薦依頼において

行った、返答がない大学への「再度のお願い」も、大

きな効果があった。郵送による依頼は学内で埋もれて

しまう場合もあり、再度の依頼のほかにも、郵送とメー

ルなどの併用、郵送物を目立つような形状に変える、

といった手段も有効ではないだろうか。

依頼時に同封する書類についても工夫の余地があ

る。大学側が提出する様式についてはこれまで数度の

改善が加えられてきたが、作成時になるべく手間がか

からないような更なる工夫、学内の登録者リストや「よ

くある質問」の添付は継続して行うべきだろう。

小林　澄子（評価機構評価研究部評価研究課課長）
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